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はじめに 
 
米澤彰純 
（大学評価・学位授与機構） 
 
 現在、日本の大学とその政策は、自らの役割の本格的な再定義を迫られているように思
われる。特に、大学がどのように社会に対して責任を果たすのかを問われるとき、そこに
は、都市や地域との関係強化などが常に言及されるが、果たしてこれが、本質的な意味で
いったいどのような意味をもっているのかを根本から問い直す機会は驚くほど少ないので
はないだろうか。 
 大学が地域とが関係をもたなければならないという「ねば」論「べき」論の前に、現在
の大学、そしてそこに働く教員とはどのような存在なのか、また、大学が「連携」すべき
とされる「地域」とはどのような存在で、そして市町村合併でますます意味がわからなく
なっている「都市」とはどのような存在なのか、ここらで少し立ち止まって、頭の体操を
してから出直すべきではないか。 
 本研究は、実は、このような不埒かつ真剣な探題への希求をもってはじめた。研究チー
ムもまた、多様で個性的なバックグラウンドの方々に老壮青、また、女性と男性の比率も
ほぼ半分、集っていただいた。その上で、特に佐藤香氏の発案で、大学教員の生の声を聞
くべく、大規模な大学教員への調査に踏み切り、全国の 1,300 名を越える先生方から、協
力をいただくことができた。 
 2 年間という短い研究機関であったが、いただいた研究費の額の枠内で、精一杯、いろ
いろなことをメンバーで、また、協力いただいた多くの方々と考える機会ができた。それ
ぞれ、ややアイディアや思いが先走り、未完成な部分を抱えた報告書となったのは、反省
すべき点である。しかし、同時に、未完ながらほとばしるそれぞれの章の活力に、何らか
の刺激を感じていただければ、幸いである。 
 巻末の調査の自由既述にも象徴的に現れているように、研究と調査を通じ、多くの大学
関係者が現状の大学と都市・地域との関わりに、懸命に取り組みながら、あるいはそれだ
からこそ、疲れ、あるいは矛盾や危機感を強く感じていらっしゃることが身にしみて理解
できた。 
 グローバル化（一部では、glo-na-cal 化＜地球・国・地方化＞ともいうそうだが）を含
めたマクロな政策要請と、ミクロな日々の大学教員の生活を、どのように取り結んでいく
べきなのか、研究チームで行った思考と探求の足跡をまずはこのような報告書としてまと
めた。よりよい明日に結びつけるべく、再出発するスタート地点としたい。 
 本研究においては、筑波大学の稲永由紀講師、鎌田積（財）日本開発構想研究所 理事 研
究副本部長および Humburg 大学 Prof. Dr. Rolf von Luede 教授に、お忙しい中、ヒアリ
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ングへのご協力と資料提供をいただき、大変に有効な示唆をいただくことができた。また、
東京大学大学院の藤森さん、山崎さんには、研究代表者のアバウトかつディマンディング
な様々なぶしつけなお願いに耐えていただき、対等な研究者として、献身的にご協力をい
ただいた。そして、すでに述べたように、1,300 名を超える大学教員の先生方に、お忙し
い中、調査にご協力いたき、また、関心ももっていただいた。研究代表者の不手際で、研
究・調査結果の公表が遅れたことを謹んでお詫び申し上げると同時に、ご協力いただいた
すべての方々に、心から感謝申し上げたい。 
 
平成 19 年 3 月 
 
研究代表者 米澤 彰純 
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第 1 部 
都市と大学 
その歴史的展開と現代日本 
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第１章 都市と大学 
―歴史のなかでみる― 
 
潮木守一 
（桜美林大学） 
 
 
1.1 中世都市と大学 
大学は中世ヨーロッパの都市に成立した。しかし都市といっても、その規模は大きくは
なく、13 世紀のパリの人口は 2.5 万人から 5 万人、ドイツ最大の都市ケルンも 3 万人から
4 万人、イタリアのヴェネツィア、フィレンツェも 10 万人前後だったという(1)。中世の大
学が成立したのは、こうした規模の都市であった。 
カバリーの「教育史」（1920）によると、12 世紀の大学町は 6 つ、13 世紀には 23、14
世紀には 45、15 世紀には 80、1600 年時点で 108 あったとされている(2)。しかし、中世の
大学は大学といっても、必ずしも固有のキャンパスや建物を持っていたわけでなかった。
中世の大学とは、基本的には人間の集まりだったので、その出生率（作られる割合）も高
かったが、死亡率（消滅する割合）も高かった。だから大学の数を正確に数えることは困
難である。 
しかし、中世には、知的な活動のセンターが二つあったことは、見逃すべきではない。
その一つは修道院であり、もう一つは大学であった。しかしこの二つの性格は対照的であ
った。まず修道院は人里離れたところに立てられ、周囲からは孤立し、独立自営の生活を
営んでいた。修道院は、独立した農場を持ち、牧場を持ち、葡萄畑を持ち、醸造所を持ち、
鍛冶屋を持ち、周囲を取り巻く社会から独立していた(3)。 
これに対して大学は、人々の群がり集まる都市の中で、町中に埋め込まれたようにして
発達した。初期の大学は固有のキャンパスを持たず、固有の建物を持っていなかった。大
学での講義は教会の軒先を借りて行われていた。学生は土間に麦わらを敷き、その上に座
って講義を聴いていた。パリには麦藁通りという名の通りがあったのは、その名残である。 
大学が固有の施設を持たなかった最大の理由は、修道院とは異なって、寄付がなかった
からとされている(4)。修道院には世俗社会からの寄贈があったが、大学に寄付をする者は
なかった。そこで教師は学生から授業料を徴収し、その収入の一部を割いて、自分で教室
を借りて、そこで授業を行った。現代のように大学が教室を持ち、それを教師に利用させ
ることはなかった。だから教師のなかには、一つのビル全体を借り上げ、一部を教室に使
い、他の部屋は学生の下宿として貸すといった、多角経営を行う教師もいた。教室を確保
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し、学生の住まいを調達するには、街中である必要があった。 
こうした大学に変化が現れたのは、14 世紀から 15 世紀にかけてのこととされている。
その頃から、篤志家が貧しい学生のために学寮を寄付する事例がでてきた。つまり大学は
修道院と同様、世俗人の寄進の対象となり始めた。1400 年当時のパリ大学は、40 のカレッ
ジを持っていたと記録されている。 
オックスフォード、ケンブリッジの学寮は現代では著名であるが、それらが作られたの
は、それほど古いことではなく、16 世紀に入ってからのことであった。それ以前は、学生
はカレッジの外に居住していた。しかし 16～17 世紀にはインフレ時代が到来し、ヨーロッ
パ各地では大学と学寮の閉鎖が続いた。ただオックスフォード、ケンブリッジだけが例外
で、このインフレ時代のなかで学寮を維持することができた。それは宗教革命を迎え、王
室、教会、ジェントリーなどが、他宗派に対抗するために学寮を寄進したためである。 
19 世紀以前の大学教育は、あくまでも理論的な教育が中心で、必要だったのは講義室、
教室だけであった。図書館でさえ、中世から始まる大学史のスケールで見れば、ごく最近
の産物で、18 世紀に入って登場したものであった。モンペリエの医学部（最古の医学部）
でさえ、図書館を持ったのは 1760 年代のことであった。その始まりは、一人の教授の寄付
にあった。 
 
1.2 中世都市にとっての大学の意義 
都市から見ると、町に大学があることは、経済的な利益となった。学生・教師が居住し、
食事を取り、衣服を身にまとうために、それなりの金が町に落ちた。大学があることで成
り立った職業は、下宿屋、食堂、飲み屋、金貸し、質屋、靴屋、印刷屋、本屋、出版屋、
写本屋、医師、決闘医などさまざまあった。中世は現代と異なって、企業、行政機構、レ
ジャー施設などが都市にあったわけではない。そのような時代には、大学は都市にとって
一大産業であった。 
だから、都市のなかには、町の繁栄を期して、積極的に大学を誘致しようとする都市も
あった。その実例がベルギーのルバーン（Leuven）であった。1425 年ルバーン大学は、こ
うした都市からの求めに応じて設立された。その当時、大学の設置を認めてもらうために
は、法王の勅許状が必要だったが、法王に提出する大学設置の嘆願書には、その地域の支
配者ブラバント公爵と、セント・ピーター・ルバーン教会、市評議会の三者が署名をして
いた。なかでも大学誘致にもっとも積極的だったのは、市評議会であった。都市にとって
大学は誘致するに値する存在であった。 
ルバーン市は大学誘致を実現させるために、あらゆる手段を使った。贈り物、晩餐会、
大使派遣、賄賂、さまざまな手段を使った。市は大学誘致のために、大学の建物を準備し
た。そのなかには学生牢も用意されていた。また教授を集めるために、その報酬も市が準
備した。その結果、ルバーン大学の名前はたちまち高まった。周辺にライバル大学がなか
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ったことも幸いし（もっとも近い大学はケルン大学）、1526 年には学生数 1821 名、カレ
ッジ数 13 となり、学生の 3 割はカレッジに住んでいたという。これらのカレッジもまた、
すべて市が準備した。 
都市が大学を求めたのは、もっぱら町に落とす金だけであった。だから大学の教授人事、
教育内容に都市が介入することは、ほとんどなかった。大学は法王あるいは国王、領主か
ら特権を認められた自治団体だったので、教員はもっぱら大学内部で選考された。その選
考に都市が介入することはほとんどなかった。空間的にみれば、大学は都市のなかで大き
な空間を占めていたが、実質的には相互に独立した関係にあった。宗教上の思想対立が生
じ、大学での教育内容、教授選考が宗派対立に巻き込まれることがしばしばあったが、介
入するのは、国王、領主、教会であって、都市ではなかった。 
また注目すべきこととして、都市には学生を取り締まる権限がなかった。学生を取り締
まり、裁くのは、大学内の裁判所（教授が裁判官）であって、都市の警察ではなかった。
たとえ市民の利害を損なうような行為（ととえば借金を踏み倒す）を学生がしても、都市
の警察ではなく、大学内の裁判所が裁いた。大学の行う裁判は甘くなりがちであった。こ
れをきっかけとして大学と都市はしばしば対立した。しかし学生集団は「一斉退去」（共
謀して町を出てゆくこと）という手段で、都市に圧力、脅威をかけることができた。学生
が町を出て行ってしまうと、町の商売が成り立たなくなったためである。学生集団は都市
に対して、より優位な立場にあった。パリ市では学生を召喚できたのは、市長だけであっ
た。この学生裁判権、取り締まり権が都市になかったことが、あとで述べる発足時のベル
リン大学の紛争のきっかけとなった。 
 
1.3 都市立大学のケース 
ルヴァーンのケースとは逆に、都市が大学を設立・経営した例もあった。中世ではいく
つかの強力な都市は、封建諸侯から独立した自治権を獲得した。とくに宗教革命期の都市
国家では（たとえばジュネーブ、バーゼル）、都市立大学が創設され、都市が大学の管理
権を握った。都市が大学の管理権、人事権を掌握した例として、1582 年に創設されたエデ
ィンバラ大学の例がある。国王の勅許状によって、大学の管理権は市評議会に置かれ、す
べての教授ポストの任命は、市評議会で行われた。その結果、18 世紀のエディンバラ大学
は重要な知的センターに成長した半面、さまざまな腐敗が起こった。教授に選ばれるには、
市評議員のお眼鏡にかなった者ばかりとなった。 
つまり市評議会の支配のもとで、縁故主義が跋扈し、学識で教授が選考されることは少
なくなった。たとえば解剖学の講座は 3 世代にわたってモンロー家によって独占されるよ
うな事態が起こった。 
しかし 19 世紀に入ると、縁故主義は通用しなくなった。市評議会は、新たなカリキュラ
ム導入の抵抗勢力となり、大学改革の障害となった。1826 年になって、はじめてスコット
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ランドにある 5 つの大学の実情を調査するための王室調査委員会が設置され、その時以来、
エディバラ大学は大学評議会（University Court）管轄の自治団体となった。しかしこれで
市評議会の権限が完全に排除されたわけでなく、市評議会代表はこの大学評議会の一部に
加えられることとなった。 
 
2.1 近代都市と大学 
19 世紀後半以降、大学は科学革命の拠点となった。とくにそれが顕著だったのは、ドイ
ツであった。1880 年以降のドイツでは、大学での研究成果が企業化され、商業化される段
階に入った(5)。例えば、製薬企業、化学工業などが、この動向をリードした。大学はほと
んど唯一の科学・技術知識の生産拠点となった。教授の役割も変化し、教授自身が事業家
となるケースがでてきた。それとともに、大学内にさまざまな研究所、実験室が増設され、
キャンパスの拡大が開始されることとなった。その結果、キャンパスの拡張が必要となり、
またキャンパスの拡大が困難な都市では、街中のあちこちのビルに大学の教室、研究室、
実験室などが分散配置されることとなった。また都市郊外に別のキャンパスを新設する事
例が増加した。 
たとえば、ドイツのチュービンゲン大学の場合をみると、この町は当初（1477 年創設）
大学だけがある大学町として成立した。町が大学を持っているのではなく、大学が町を持
っているといわれた。大学発祥の地は、旧市街地だった。そこにわずかに大学本部と講堂
があるだけで、教授達は自宅、あるいは民家を借りて授業を行っていた。 
それが 1840 年代に入って旧市街地を超えて北部のヴィルヘルム街に拡張するようにな
った。1860 年代に鉄道が町に引かれるとともに、近隣の大都市（シュツッツガルト）との
交通の便がよくなった。それとともに学生数も増加し始めた。第二次世界大戦後には、モ
ルゲンシュテレ・シュナルレンベルク地区へと拡張した(6)。 
1910 年当時、チュービンゲンの町の人口の１１％が学生がったという。大学それ自体が、
町にとっては最大の雇用主だったのはこの時代のことであった。その後鉄道の導入、急行
列車の導入、電話の架設（1892 年）など都市インフラの整備とともに、さまざまな企業が
都市南部に進出し、チュービンゲン市の大学への依存度は次第に低下した。 
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 図 1 チュービンゲン大学の現在のキャンパス 
 
 
図 2 チュービンゲン大学の旧市街地の校舎 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3 チュービンゲン大学のヴィルヘルム街の校舎 
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図 4 チュービンゲン大学のモルゲンシュテレ地区、シュナルレンベルク地区の大学病院 
 
 
図 5 チュービンゲン大学のザント地区校舎（市外） 
 
 
ゲッチンゲンもまた大学町として発展した（創設 1734 年）。大学は、町全体が城壁で囲
まれたごく小規模な町の中心地から発達した。しかし大学の拡大とともに城壁を越えて、
郊外に向かって拡大していった。現在の大学のキャンパスは、図 6 のように、4 つに分か
れている（市内、ベライヒ・キャンパス、ベライヒ病院地区、北ベライヒ・キャンパス、
南ベライヒ・キャンパス）。発祥地は図 7 の市内であった。半径 2 キロほどの円形の地域
に大学と大学を支えるさまざまな商店が発達した。 
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図 6 ゲッティンゲン大学の現在のキャパス 
 
 
図 7 ゲッティンゲン大学の市街地キャンパス 
 
 
それが 1880 年代から市街地の北側の地域に拡大し、やがて大学病院地域ができ、さらにそ
の北側に北ベライヒ・キャンパスができ、さらに南ベライヒ・キャンパスが出来上がった
(7)。 
1880 年代以降、科学競争、技術競争は国家間競争の様相を呈するようになった。それと
ともにここに国策としての科学開発・技術開発が出現することとなった。国家が大学で行
われる科学研究、技術開発で資金を投じることとなった。その結果、「大学政策」、「科
学政策」、「学術政策」という言葉が 1890 年から 1910 年の間に成立することとなった。
つまり大学は国家からみれば、もはや行政管理の対象ではなく、国家戦略上の対象となっ
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た。こうした傾向がドイツで顕著となったのは、イギリス、フランス、オランダ、ベルギ
ーなどとは異なって、ドイツは海外植民地を持たず、国内での技術開発に依存せざるをえ
なかったためだとする説が有力である(8)。 
こうしてドイツでは研究機能をもった大学が登場し、それとともに大学の施設拡大が始
まった。とくに 1880 年代以降、ドイツでは大学の研究施設の増設が行われ、大学のキャン
パスの拡張、郊外への移転が進められた。豪華な大学のビルが作られ、大学は多くの観光
客を引き寄せた。しかし 19 世紀後半には、豪華な企業用のビルが立ち並ぶようになり、そ
れとともに大学のビルもそれほど目立つものではなくなっていった。 
 
2.2 都市化とキャンパス 
その反面、都市は若い学生にとっては、誘惑の多すぎる場所であった。大学にとって学
生に規律・道徳を守らせることは、大きな課題だった。しばしば、大学の郊外への移転が
議論された。1766年、オーストリアのヨーゼフ 2世はウィーン大学の郊外移転を検討した。
19 世紀後半、大学増設の続いたアメリカでは、大学の場所として、小さな村のそのまた郊
外が選ばれた。「村はずれの丘の上の学校」、それがカレッジの一般的なイメージであっ
た。その多くは、毎日の通学などとうてい困難な場所だったので、全寮制を取るしかなか
った。ここに「離れ小島としての大学」、あるいは「学生ゲットー」が出来上がった。 
しかし 19 世紀の後半は、多くの国で都市化が進み、工業化が進んだ。せっかく静かな都
市郊外を選んだのに、大学は次第に拡大を続ける都市圏に飲み込まれることとなった。い
つの間にか大学は住宅街、商店街に取り囲まれてしまった。その結果、20 世紀初頭、多く
の大学で郊外への移転が行われた。ボローニア大学、グラスゴー大学、マンチェスター大
学、コロンビア大学などが、その例である。あるいはシカゴ大学のように、はじめは郊外
だったところが、やがてスラム街に取り囲まれるようになり、「孤島防衛」が必要となっ
た。 
こうした中で、逆に産業都市が産業発展上の必要から、都市の内部に大学を設立する事
例が登場した。その背景となったのは、工学と工業化学の発展であった。つまり産業の大
学に対する依存度が高まり、産業上の中心都市は大学を必要とするようになった。イギリ
スの市民大学は最初は篤志家個人（成功した都市商人）の資金で作られたが、次第に都市
も大学を持っている利益を認識するにつれて、資金を投じるようになった。１９世紀後半
のイギリスでは、バーミンガム、ブリストル、リーズ、マンチェスター、シェフィールド
などで市民大学の設立が続いた。ドイツでも同じ頃、フランクフルト、ケルンなどで、都
市立の大学が創設された。 
これら新興大学の目的は、地方都市への大学教育の普及ばかりでなく、地元産業への支
援、ノウハウの伝授、新技術の開発などの目的も含まれていた。 
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2.3 政治的メッセージの発信地としての大学 
これまで大学は、しばしばその時代の思想的なメッセージの発信地となった。その起源
は中世での「神学論争」まで遡ることができる。中世社会では大学は修道院とならんで、
知的学問センターの一つだった。しかし修道院には教会組織があり、組織を通じての思想
統制が可能であったが、大学にはそうした統制メカニズムが働かず、無秩序になり勝ちだ
った。その理由は、大学の講義の聴衆者が若者中心で、それに政治家、官僚、市民、ジャ
ーナリストなど、不特定多数が加わる場合が多かったためである。また修道院は田舎にあ
ったが、大学は街中、政治の中心地にあった。そのため大学は思想上の対立が先鋭化する
ことが多かった。 
大学がイデオロギー論争の中心地となったのは、大学の組織上の特徴も関係している。
つまり大学はイデオロギー・リーダーの生産拠点になりうるとともに、その追従者集団を
一挙に大量に獲得できる唯一の組織でもあった。多数の学生を抱え、多数の人間が出入り
する大学にとって、キャンパス内の思想動向を統制することはほとんど不可能であった。
ここに思想上のリーダーが生まれやすい背景があり、その追従者となる学生大衆を一挙に
大量に獲得できる理由があった。体力・エネルギー溢れる学生大衆は、失うべき家族、身
分、職業、収入源を持たず、いくらでも先鋭化することができた。そこがまた職業的な扇
動家の狙いどころでもあった。 
大学が異端思想の発信地となったのは、19 世紀初頭のフランス革命以降と見ることがで
きる。とくにそれが顕著だったのは、19 世紀のドイツであった（ドイツの大学とは異なっ
て、イギリスの大学は全寮制をとっており、学生はつねに教師の監督下におかれていた。
そのため学生に危険思想が及んだり、学生が過激な政治行動に走ることはなかった）。 
19 世紀初頭のドイツはさまざまな思想上の争点を抱えていた。それはドイツの統一問題
（ドイツは数十の小国家に分裂していた）であり、国家体制の問題であり、身分制度の問
題など、さまざまあった。とくにアメリカの独立（1776 年）、そこから発信された平等思
想、アメリカの独立に触発されて発生したフランス革命（1789 年）、そのなかで主張され
た「自由、平等、友愛」というスローガン、共和制思想（国王、領主の支配するドイツ諸
国にとっては危険思想だった）は、ドイツ諸国を揺さぶった。 
こうした時代思想にもっとも敏感だったのが、青年層であり、そのなかでも大学生であ
り、ついこの前まで学生だった青年教師であった。大学での講義がしばしば、イデオロギ
ー宣伝の場となった。学問の自由、教授の自由、教壇の自由と、それを制約しようとする
政府との対立・葛藤が発生した。それ以前には、学問の自由、教授の自由、教壇の自由と
いった言葉も存在しなかったが、実態も存在しなかった。大学教授は国王、領主から任命
された官吏であり、国家体制に忠実な臣民だった。 
19 世紀前半のドイツの大学では学生紛争、学園紛争が続発した（その具体例は拙著『ド
イツの大学』参照）。その延長線上に、1848 年の教授革命・博士革命が発生した（しかし
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失敗に終わる）。さらに 1880 年代には、大学内部で反ユダヤ人運動が展開された（その具
体例は拙著『ドイツの大学』参照）。また 1871 年のドイツ統一以降第一次世界大戦に至る
までの期間には、ドイツの庶民生活にまでミリタリズムが浸透した（望田幸男『軍服を着
た市民たち』を参照）。1933 年以降はナチズムが大学を支配した（山本尤『ナチズムと大
学』参照）。 
しかし大学が思想対立の場となったのは、ドイツだけではなかった。日本でも第二次世
界大戦前には、左右両派の対立が続いた（立花隆『天皇と東大』参照）。第二次世界大戦
後は、左翼思想、反戦運動、平和運動が、大学を支配した。この系譜は、オーム真理教ま
で続いている。 
 
2.4 映像文化の供給源としての大学 
テレビの登場は（1960 年以降）、都市の象徴的な地位を変えた。大都会の一角でおきた
事件が、全国に報道されることによって、わずかな事件でも一大事件であるかのような印
象を広めた。都市画像の発信力は高まった。 
テレビの出現によって、大学は映像文化にとっては格好な映像の供給源となり、有力な
舞台となり劇場となった。学園紛争はローカルな事件から全国的な事件に延長拡大した。
1968 年のバークレー、パリ、ベルリン、東京での学生反乱の光景は、全世界に向かって放
映された。日本では、安田講堂攻防戦、浅間山荘事件の 24 時間ライブ放映が行われた。 
学園紛争がメディアの注目を集めた理由は、大学が首都、大都市にあったからである（テ
レビ局にとって取材し易い）。映像を通じて全国に学生紛争の光景が放映されることによ
って、学生大衆の政治的影響力が強まった。2006 年 11 月から 2007 年 3 月にかけて、フラ
ンスでは移民二世の反乱が発生し、それに引き継いで、若者雇用法に対する高校生・大学
生・若者労働者・若年失業者の抗議デモが展開された。結局、政府は法案を撤回した。そ
の結果、フランス政府は威信を失い、周辺諸国からは非難、嘲笑を浴びた。イギリスの新
聞は「フランスの政治は議会でではなく、街頭できまる」と批判した。2006 年 3 月 23 日
現在、フランスの大学の 8 割が閉鎖・休講状態、高校の 23％が閉鎖・休講状態となった。
これは若者世代の力であるとともに、画像の威力でもある。 
 
図 8 街頭に繰り出した学生デモ（2006 年 3 月。パリ） 
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2.5 サービス経済・パートタイム労働時代での大学 
1980 年代以降、高度産業社会ではサービス労働、パートタイム労働、女性労働の比率が
上昇し始めた。つまり産業的には製造業の比率が低下し、それに代わって、金融、流通、
商業、情報、各種サービス業従事者が増加した。それとともに、フルタイム労働ではなく、
パートタイム労働が増加した。さらに価値観、ライフ・スタイルともに変化し、女性の職
場進出が顕著となった。 
こうした労働需要の変化のなかで、労働力供給源として学生という集団が注目されるよ
うになった。ある程度の年齢に達し、パートタイム労働が可能な大学生は、格好な労働力
の供給源として、注目されることとなった。都市はパートタイム労働力を求め、学生はそ
の需要を満たす存在として、新たな大学と都市との共棲関係が成立することとなった。 
また逆に、大学もそのロケーションとして、サービス労働、パートタイム労働機会の豊
富な場所を選ばなければならなくなった。アルバイト機会の少ない地域は、大学を設置す
るには不適切な場所と目されるようになった。労働がパートタイム化したが、それととも
に学生もパートタイム化した。 
 
2.6 シンクタンク・コンサルタントとしての大学 
学生ばかりでなく、教師もまたパートタイム化した。それとともに、大学教師が行政、
企業、NPO 等のアドバイザー・コンサルタントとして働く事例が増えた。つまり大学内の
知識・技術・ノウハウが、外部に向けて流出しだした。教師の職務専念義務が弛緩し、も
しくは変形した。クラーク・カーはこうした、必ずしも教育活動だけに限定されず、アド
バイザー、コンサルタント、企業経営など、さまざまな仕事を同じ並行的にこなす教員を
「遊牧民教師」と名づけている(9)。 
日本の現行大学設置基準では、大学は教師に研究室を用意することを義務づけているが、
アメリカでは大学からの研究室の提供を受けない教員が出現している（自分でオフィスを
持つか、自宅をオフィス代わりに使っている）。インターネット、モバイル時代の到来と
ともに、大学のキャンパスは対面授業、学生指導をするためだけの場となり、研究活動は
必ずしも大学の施設を必要としなくなってきた。大学に出勤する代わりに自宅（もしくは
自弁の研究室）で、じゅうぶん仕事がこなせるようになった。 
この先にあるのは、パートタイム教員によるパートタイム学生を対象とした、大学施設
のみフルタイム稼動（教室の 365 日 24 時間稼動）のキャンパス生活に変化する可能性もあ
る。つまり研究室の必要な教員は特別料金を出して大学から借りる。研究室の要らない教
員は、それだけの割り増し賃金を受ける。都市型大学にとっては、すべての教員に研究室
を提供するには、多額の資金が必要となる。そのことを考えれば、これまでのような研究
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室の一律配分は効率的ではない。個々の教員のライフスタイル、仕事のスタイルによって、
出勤形態は多様化し、施設利用の形態も多様化する。教員のフレックスタイム化は、さら
に徹底化する可能性がある。ただこうした変化は、最近の教員管理強化とは逆行している。 
 
2.7 大学と都市とがシームレスにつながった時代 
21 世紀の特徴は、生涯学習が浸透し、市民が頻繁に大学の講義を聴講し、大学の施設を
利用するようになったことである。たしかに公開講座の歴史は古い。しかしはじめは大学
が市民を啓蒙することが目的であった。つまり大学が上、市民は下の関係にあった。しか
し 21 世紀の特徴は、市民と大学構成員との境界線は薄れ、相互交流の機会が増加する点に
ある。つまり、これからは市民がパートタイム教員となる機会が増える。また大学教員が
パートタイム学生となる機会が増える。つまり「誰が生徒か先生か」の状態になる。キャ
ンパスのディズニーランド化が進むことになる（さまざまなイベント、アトラクションが
おもちゃ箱のように散りばめられた空間）。都市と大学との融合が進む可能性がある。 
20 世紀後半に行われた大学の大増設は、大学の「マクドナルド化」をもたらした。テレ
ビの普及、通信情報革命とともに、大学から発信される知識内容は、特別なものではなく
なった。そのなかで、大学自身が変身し、情報、文化の発信拠点となりはじめた。大学は
成人教育、学外キャンパス、大学施設の地域開放を通じて、周辺の地域社会に浸透してい
った。サイエンス・パークはタウンとガウンの結婚とみることができる。これは考えよう
によっては、中世大学への回帰という側面を持っている。 
 
2.8 都市を持たない大学の出現 
1969 年、イギリスでは「空間を持たない大学（都市にもキャンパスにも基盤を持たない
大学）」オープン・ユニバーシティが創設された。現在の在籍者数は 18 万人以上、そのう
ち 2.5 万人は海外の学生である。創設以来すでに 18 万人が学位を取得した。その後、イン
ターネットの普及とともに、ヴァーチュアル大学、Ｅ大学が次々に登場してきている。こ
れらはいずれもキャンパスを持たない大学、都市を持たない大学である。 
イギリスのオープン・ユニバーシティは公立の大学として出発したが、いまや私立の競
争相手が出現した。ハイランズ大学の登場（the University of the Highlands）である。この
大学での学習は、基本的にはウェッブ上での学習である。対面授業は中心ではない。対象
とする学生は、ふつうの年齢の学生で、夏休みに行われる面接授業の時だけ、教師と同級
生に会う。場所はスコットランドのインヴァネスにある。この大学の特徴は、都市のスト
レスに悩まされずに勉強したい若者を対象としている点にある。落ち着いたハイランドの
環境のなかで学習と旅行者気分、つまり教育とエンターテイメントとを融合させたエデュ
テイメントがこのヴァーテュアル大学の特徴である。所在地はスコットランドであるが、
スコットランド人だけを対象とするのではない。 
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2.9 高齢化社会での大学 
高齢者の増加とともに、既存の大学が高齢者を積極的に大学に呼び戻す活動を開始した。
ゲッティンゲン大学の場合には、1995 年から 50 歳以上の高齢者を対象に大学の門戸を開
放することとなった（第三年齢段階の大学 UDL）。半年 85 ユーロ（1 万円）で大学の講
義を聴講できる。2003 年度現在、50 歳から最高 90 歳までの高齢者が 430 名在籍している。 
 
図 10 ゲッティンゲン大学の第三年齢段階プログラムの参加者 
 
すでに 1970 年代半ばから、欧米諸国では高齢者対象の学習サークルが、公民館などで開
催されていた。参加者の目標は、何かを学ぶというよりも、サークルで他の人々と一緒に
なれることにあるとのことであった。第三年齢段階を対象とする大学教育は今後も拡大す
る可能性がある。日本での事例は、以下の通りである。 
 
坂本武信『老学生の日記』産経新聞出版 
2007 年度を頭として、今後 3 年間に 700 万人の団塊の世代が定年を迎える。この大量の
定年退職組が何を始めるのか、世間は固唾を呑んで見守っている。すでにさまざまな業界
が、この時間と経済的余力を持った顧客層を取り込めないかと、虎視眈々と狙っている。
大学もまたその一つである。長年組織と家族に縛られ、思うことができなかった世代が、
ふたたび青春を取り戻すためにキャンパスに引き寄せられないかと、さまざまな大学が動
きだした。 
この本は定年直前に 35 年間勤めた企業を退職し、それまで習ったこともないポーランド
語を学ぶために、大学に入学した老学生の体験記である。自分よりも 40 歳ほど年下の世代
に立ち混じって、あるいは自分よりも年下の教師から、日本語とも英語とも異なったポー
ランド語を学び始めた老学生の奮戦記である。 
 それにしても、なぜポーランド語なのか。著者自身は「それを不純な動機からだ」とい
っている。要するに配偶者の「濡れ落ち葉はだめ。うちでごろごろしていてはだめ。毎日
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どこかに出てゆくのでなければだめ」の一言が理由だったという。何もポーランド語でな
ければならないわけではない。「ヒマツブシ」と「ボケボウシ」とためといったら、周り
の学生から袋叩きに会いそうなので、ひたすら隠そうとしているが、この本のなかではは
っきりそう告白している。しかし本書の末尾にくる指導教授の話では、今やこの著者は「自
他ともに認める正真正銘のポーランド病患者」になったという。回りは全員「ポーランド・
オタク」。さらには大使館主催のポーランド文化のセミナーに、全国各地から馳せ参じる
「ふだん何をしているのか分からないポーランド・オタク」。著者はこれらの人種とは距
離を保とうとしているが、果たしてどれほどの距離を保つことができたのだろうか。 
 ポーランド語専攻とはいっても、正規の学生になれば、取りたくない科目もとらねばな
らない。たとえば「情報リテラシー」。科目名は難しそうだが、要するにパソコン操作の
授業である。パソコンが操れないからといって、とくに指弾されることのない職場からの
卒業者にとっては、気の滅入る授業である。それも気のいい若い「白馬の騎士」の出現で、
どうにか切り抜ける。 
 学生生活といっても、教室の中だけ、キャンパスの中だけだったら、たいした代わり映
えがない。著者が最大にエンジョイしたのは、夏休みのポーランドでの語学研修であり、
そこでの世界各地からの老若男女との交流だったように思える。こうした語学研修には、
実にさまざまな年齢、性別、背景を持った者が集まってくる。それ以上に、集まってくる
動機が虚実さまざまである。ポーランド語の美人教師に熱をあげたフランス学生との恋の
キューピット役。このフランス人学生の動機は語学研修なのか、美人で名高いポーランド
女性のハンティングなのか、判然としない。学生寮でのスペイン人ルームメートとの交流。
後日著者はこのスペイン人とマドリッドまで会いに出かけている。彼の動機は、分かれた
ポーランド人の元妻との復縁にあったらしい。 
 ただ著者の通った大学は国立大学だから、年額 50 万円程度の授業料で、受講生 10 数名
という手作り教育を受けられたのだが、果たしてすべての大学で可能だろうか。定年退職
組にそれだけの負担能力と関心・意欲のある者がどれほどいるのか、大学側にはこうした
市場開発に賭ける意欲と見通しがあるのか。この辺りが本誌の読者の工夫のしどころであ
ろう。 
 
３．都市と大学との関係を示す歴史上の事例 
3.1 キャンパス大学への回帰 
ヨーロッパ大陸（フランス、ドイツなど）では、アメリカ型のキャンパス大学、レジデ
ンシャル大学（学生がキャンパスのなかに住み込む大学。通学制ではない全寮制の大学）
は普及しなかった。またイギリスでは 1827 年のロンドン大学の創設以降、オックスフォー
ド、ケンブリッジと対抗して、できる限り低廉な価格で大学教育を提供する路線が選ばれ、
通学制の大学が普及した。しかし 1963 年に発表されたロビンズ報告では、ふたたびキャン
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パス大学の復興が目指された。その結果、サセックス、エセックス、イースト・アングリ
ア、ウォーリック、ヨーク、ケント、ランカスターの 7 つの新構想大学が新設されること
になったが、それらはいずれも都市郊外の牧歌的な環境に作られた。「人と人とがすれ違
うキャンパス」がその目標であった。この 7 つの大学では次のような新たな理想が追求さ
れた。 
（1）大都市の喧騒を避けて、人口の少ない郊外に建設された（これはロンドン大学型と
は対照的な構想。オックスフォード・ケンブリッジ型がモデル）。 
（2）イギリスの大学の伝統である個人指導を復活させるため、少人数教育が目指された。
具体的にいえば、学生数４，５００名規模の大学が想定されていた（オックスフォード・
ケンブリッジ型がモデルの継承）。 
（3）ヨーク、ケント、ランカスターでは、オックスブリッジのようなカレッジ・システ
ムの復興が計画され、400-600 名規模のカレッジが作られた。イギリスの伝統である教員
と学生とが、日常的に接触できるキャンパス空間の構築が計画された（ロンドン型にはな
かった、オックスフォード・ケンブリッジ型が目指された）。 
（4）大教室での一方的な講義ではなく、4 名から 6 名程度の少人数によるゼミナールを
中心とする教育が目指された（オックスフォード･ケンブリッジ型）。 
（5）学生が学内に居住する「キャンパス・ユニバーシティ」を目標に、「自動車に依存
しないキャンパス」、「人と人とが歩道で触れ合う」大学が目指された。大都市の通学制
大学によく見られる、「9 時～5 時体制」、「月～金体制」でなく、年間 365 日、一日中フ
ルに稼動する大学が目指された。図書館などは土日休日も開館し、早朝から夜中まで開い
ている、そういったタイプの大学が想定されていた（オックスフォード・ケンブリッジ型）。 
（6）専門領域ごとの縦割り教育とは異なって、学際型の教育、問題解決型の教育が目指
された。当時、P.C.スノーの著書『2 つの文化と科学革命』が公刊され、文科理科の二つの
文化の分裂が話題を呼んでいたが、これら新構想大学では、この「スノー・ライン」を乗
り越える教育が目指された。具体的には、分子科学、生物科学、数理科学、総合社会科学、
地域研究などの、人文・理系の相互乗り入れ型の教育が採用された（オックスフォード・
ケンブリッジ型でもなく、ロンドン型でもない新たな方向性）。 
（7）大学院についても新機軸を導入するため、論文作成に重点を置くのではなく、学部
教育と同じように、授業を中心とするコースが取り入れられた（独自の新構想）。 
（8）それまでのイギリスの大学とは異なって、最初から税金を投入することによって創
設された。イギリスではオックスフォード・ケンブリッジ型にせよ、ロンドン型にせよ、
その創設資金は教会もしくは民間からの資金で作られ、政府が公金を投じることはなかっ
た。イギリスにとっては、ここにはじめて公的資金、税金投入によって創設された大学が
出現した。これが後に、納税者に対する大学教育の説明責任（アカウンタビリティ）とい
う新たな課題を生むこととなった。 
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3.2 新構想大学と世論 
これら 7 つの新構想大学は現在訪れても、緑の多い田園地帯に、周囲の環境に溶けこむ
ように、美しく作られている。外部の者からみれば、それはまるで夢の花園である。とこ
ろが、そのことがかえって納税者の反感を集める危険性を抱えることになった。そこでは
イギリス教育が理想とするオックスブリッジ型の少人数教育が目指されたが、それは経費
のかかる教育であった。オックスブリッジには、古くから伝わる遺産があり、カレッジで
の経費の多くはそれによってまかなわれた。それは納税者の監視の外側にあった。ところ
が、これら新構想大学は、すべて納税者の懐から支払われた。当然のことながら、納税者
は高い投資に対する「アカウンタビリティ」を求めた。 
ハロルド・パーキンがいうように、イングランド社会では（ウエールズ、スコットラン
ドとは違って）、教育とは、すべての人々に開かれた社会的上昇の道ではなく、階級的特
権を強化し、階級的差別を助長するものだった。フランスやアメリカ、日本では、たとえ
家が貧しくても、本人さえ努力すれば、高い教育を受けることによって、いくらでも高い
地位につける。そこでは、教育は希望の道となっている。ところが、イングランド人にと
って教育とは、「やつら」と「おれたち」とに区別し、「持てる者」と「持たざる者」、
「教養ある者」と「教養を持たない者」とに区分けし、対立させるものだった。キャンパ
スが美しければ美しいほど、大学など無縁と思っている納税者の反感を買った。 
当時の国際世論である教育投資論、人的資源論を後ろ盾として、政府は納税者に向けて、
大学がやがてはイギリス経済活性化の切り札になると説明した。教育は単なる消費ではな
く、経済的繁栄をもたらす原動力だというのが、60 年代、70 年代の世界を席巻した有力な
神話であった。ところがイギリス経済は、70 年代、80 年代にかけて、どん底に向かってい
た。長引く景気停滞、失業率の上昇、とくに若年失業者の増加のなかで、納税者の大学に
対する目は厳しくなっていった。そこには「反知的雰囲気」、というよりも、「反大学感
情」がじわじわ膨らんでいった。 
1968 年のパリでの「学生革命」をきっかけとして、イギリス各地で過激な学生デモが繰
り返された。学生達の唱える過激なスローガンは、のどかな田園地帯に慣れ親しんできた
地方住民にとっては、驚きを通り越して、怒りの対象となった。もともと大学生という特
権的な身分は、我々住民の納めた税金の上に成り立っているだけではないか。それに満足
するところか、更なる要求を重ねるとは何事か。「やつら」はみな、豊かな中産階級出身
者ではないか。なぜ彼等を、我々の納めた税金で養う必要があるのか。 
1970 年代は、若者世代が新たなライフ・スタイルを作り出した時代であった。ぼさぼさ
の長髪、伸びるにまかせた髭、破れの入ったジーンズ、T シャツ、エレキギター、ロック、
フォーク、マリワナは、時代のシンボルであった。新しいライフ・スタイルは男女の在り
方にも持ち込まれた。すでに「共学制学生寮」（男女混合の学生寮）は、他の国では広く
普及していたが、年取った世代にとっては、眉をひそめる存在だった。カップルが望めば
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ベッドを共にすることも認めると発言した左翼系学生部長に向かって、地元の婦人は「う
んざりするわね、彼は聖職者なのでしょう」と言った。 
さらには、水害が起こった地域では、大学教員間で行われているスワッピングが、その
原因だとされた例もあった。いずれにせよ、地方の平和な郊外に突如として出現した大学
は、地元民からはかけ離れた存在だった。それは価値観が違うだけでなく、地元住民の納
入する税金の途方もない浪費と映った。 
 
3.3 タウンとガウンの史上最大の対立 
1355 年にオックスフォードで大学史上、もっとも著名なタウン対ガウンの対立が発生し
た。この紛争が有名になった理由は、市全体が法王の発する禁止令下に置かれたためであ
る(10)。事件の発端は酒場でのいざこざであった。学生がワインがまずいと騒いだ（よくあ
った話）。町民の一人が教会の鐘を鳴らして、町民に自衛を呼びかけた。弓矢、武器を持
った町民が集結した。町民は学生に向かって矢を放った。しかし幸いなことにも、第一日
目の死者はゼロだった。ところが第二日目に入ると、都市周辺の農民も町民に合流して、
学生を襲った。負傷者が発生し、学生寮は略奪の対象となった。その翌日は事態がさらに
悪化し、死者が発生した。学生達は町から脱出しはじめた。 
1557 年のパリでも、学生対サンジェルマン・デュ・プレの僧侶との対立が発生した。そ
のなかで僧侶による学生殺害が発生した。それをみて学生は仕返しに修道院を襲撃しはじ
めた。結局、事態の沈静化のために、国王が 200 名の兵士を派遣しなければならなかった。 
中世以来、こうした町と大学との対立、紛争、学生の暴力は、ほとんど絶えたことがな
かった。近代社会に入って、ようやくこうした学生の暴力は、スポーツに吸収された。カ
レッジ・スポーツの登場の意義は大きい。 
都市と大学の対立のもととなったのは、生活基盤、生活様式、生活上の価値観の相違で
あった。都市は都市で独自の価値観を作り出し、大学は大学で独自の価値観を作り上げた。
中世では大学人は文字を理解できる少数者の集団だった。学生と大衆との間には、価値観、
文化の相違があった。ところが大衆文化時代の到来とともに、大衆と学生との文化格差は
消滅していった。文字の読める人口は、国民教育制度の普及とともに、急速に増加してい
った。それとともに大衆と学生との文化格差も消滅していった。そうした角度から見れば、
1968-74 年の学園紛争は、学生文化の最後の白鳥の歌だったことになる。 
 
3.4 ベルリン大学のケース 
ベルリン大学創設をめぐるエピソードは、都市と大学との両義的な関係を物語っている。
その両義的関係とはなにか。ベルリン大学は 1810 年に開学した。1811 年、当時のベルリ
ン大学の哲学部長フィヒテは学長に就任した。彼は、フランスとの戦争に敗れ、茫然自失
するドイツ国民に対して、「我々はこの地上に失ったものを、精神の世界で取り戻そうで
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はないか」と訴え、ドイツ国民に奮起を促した。この演説をめぐる評価は分かれた。ドイ
ツ国民の精神を鼓舞したという評価と、かなり危険な要素も持った演説だという評価と、
二つに分かれた。いずれにせよ、フィヒテの名はドイツ国民の間では知れ渡っていた。 
学長に就任した彼は、さっそく学生を集めて、学長就任講演を行った。講演のテーマは
「大学の自由を妨げるただ一つの可能性について」であった（1811 年 10 月 19 日）(11)。後
からその内容を読むと、学長就任演説というよりも「お説教」であり、｢学生に対する決意
表明｣というべき内容である。 
彼はいった。「大学を活気づけるものは、何よりもまず大学の自由である。だからこの
新たに発足した大学では、世界中のどこの大学を探しても、みられないほどの「大学の自
由」を確保するつもりである。ただ我々が注意しなければならないことは、自ら大学生と
称して、大学に乗り込んでくる一部のならず者である。彼等の前ではすべての者が席を譲
らねばならず、市民はおろか教師も直属の官吏にいたるまで、丁寧な口調で語らねばなら
ない。彼等は教師とは彼等を楽しませるために、国家が雇った役者だと思い込んでいる」。 
ここで使われている「大学の自由」という言葉を理解するには、かなりの注意がいる。
この言葉は、さまざまな意味で使われた。まず教師が「大学の自由」というと、教室のな
かで何をいおうが自由だという意味で使われた。学生が使うと、講義にでるのも、でない
のも自由だという意味に使われ、さらには一般市民に迷惑が及ぶような行為でも、「大学
の自由」として許されるという意味にもなった。 
 
3.5 学生のエネルギーの統制機関 
大学とは人生のなかでエネルギーがもっとも高まった若者が集まる場所であった。自由
放縦、勝手放題、暴飲暴食、喧嘩口論、何でもしたがる年頃である。1960 年代に大学論を
書いたドイツの社会学者シュエルスキーは「その当時の大学生は、どうみても与太者集団
だった」と書き記した。上に引用したフィヒテの演説でも「与太者学生の前ではすべての
者が席を譲らねばならず、市民はおろか教師も直属の官吏にいたるまで、丁寧な口調で語
らねばならない」といっている。おそらくそういうことがあったのだろう。 
さらにフィヒテはいう。「彼等はやたらに決闘をしでかし、そのため命を落とす学生は、
戦争時をはるかに上回っている。大学が彼等の行動を取り締まろうとすると、しめし合せ
て集団退去という手段に訴える」。 
「決闘」という言葉はいまや死語となった。だからいきなり決闘という言葉がでてきて
も、惑う読者は多いだろう。決闘とはサーベルとサーベルを交わして戦うことである。当
然のことながら、へたをすると、命を落とすことになる。いったいこれほど危険な遊びが、
どうして学生の間にはやっていたのだろうか。 
学生はごく些細なことで、決闘に走った。肩と肩が触れただけで決闘になった。誰かが
悪口をいったからといって、決闘に走った。当然のことながら、多くの人々がこの習慣を
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苦々しくみていた。しかしそれでもこの悪習は無くならなかったのは、それなりの理由が
あった。まず大学教師が本気になってこの悪習を辞めさせようとは考えていなかった。た
とえばシュライアーマッヒャーのような教授は、決闘のことを「自然で、避けがたいこと」
と見ていた。なぜ「自然で避けがたい」ことだったのか。シュライアーマッヒャー教授に
いわせれば、学生とは国家からもっとも離れた人種で、しかも学問をする者特有の強い名
誉心をもっており、いったん名誉が傷つけられたとみると、国家の力を借りるのではなく、
学生相互の決闘で決着をつけようとする傾向があるからだという。このシュライアーマッ
ヒャーの説明もまた、現代の読者にはすっきり納得がゆくものではあるまい。ベルリン大
学といえば、プロイセン国家によって運営された国営大学である。それが「国家からもっ
とも離れた存在」だというのはなぜか。 
この点を説明するのは、若干歴史をさかのぼる必要がある。大学とはもともと中世以来、
自治組織であった。大学はプロイセン国家が成立する以前から存在していた。後から成立
した国家は、着々と教会、自由都市、ギルドなどのさまざまな組織・団体から、その支配
権をから吸収していたが、まだ完全ではなかった。国家には権限の及ばない隙間があちこ
ちにあった。大学はその一つだった。大学は依然として国家から独立した組織であった。
国家から自立した組織は、その構成員を自分達で裁く資格を持っていた。つまりフィヒテ
時代には学生からみれば依然として国家は縁遠い存在であった。 
 
3.6 限界のあった学生の統制 
もう一度、フィヒテ学長のお説教にもどるが、そこには「学生の集団退去」という言葉
で出てくる。これはいったい何か。その当時の記録を読むと、何か気に食わないことが起
こると、学生がしばしばしめし合わせて町を出てゆく行動をとった。つまり集団登校拒否
であり、ストライキ、同盟休校である。この「集団退去」を丹念に研究した研究者がいる。
その研究によると、1800 年から 1850 年までの 50 年間に、50 件もの学生の集団脱出が発生
したとされている。とくにこの集団脱出が頻繁に発生したのが、ゲッチンゲン、ギーセン、
イエナ、ハイデルベルクの四大学である。一九世紀の最初の五〇年間で、ゲッチンゲンで
は九回、ギーセンで七回、イエナで六回、ハイデルベルクでは五回もの集団脱出が発生し
ている。つまりこの四大学だけで、全体の半分にまで達しているという(12)。 
いったいこの「集団脱出」、「集団登校拒否」は、どういう効果を狙ったものだったの
か。これは大学という組織が、町のなかでどういう位置を占めていたかと関係している。
まず大学生の集団退去で困ったのは、その大学町の人々であった。産業化がまだ進んでい
ない当時、大学とは町にとって、ほとんど唯一の産業であった。大学があることによって
成り立つ産業は、下宿屋、飲み屋、食堂、本屋、出版社、靴屋、金貸し業、さまざまあっ
た。大学があることで落ちる金は、大きな意味を持っていた。 
ただ市民の側から見ると、大学があることは、利益にもなったが、マイナスもあった。
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むしろマイナスの方が大きかった時代もあっただろう。市民、町民は学生の乱暴狼藉に頭
を痛めた。しかもたとえ学生が乱暴狼藉を働き、市民からの借金をごまかそうとも、学生
を裁く権限は町にはない。そういう裁判は大学自身が裁くことになっていた。学生は大学
の懲罰が、甘いものであることを心得ていた。だから彼等は自由気ままに、したい放題に
振舞った。それが「大学の自由」であり、「学生の自由」であった。 
しかし大学当局が学生の行動をしっかり取り締まれなかったのは、単なる身内意識から
だけではない。大学当局また町と同様、学生の威力を恐れていた。大学が学生に恐れたの
は、学生が持っている「自由居住権」であった。つまり学生は自由に大学を選ぶ権利を持
ち、どこの町に住むのかを選ぶ自由を持っていた。これは学生の大学、町に対する交渉力
を高めた。 
しばし学生は、町の対応が気に食わない、大学の処分が厳しすぎるといっては、集団不
登校、大量退去を企てた。つまり、俺達はこの大学にしがみついている必要はないのだ、
いくらでも他の大学に移ることができるのだ。この学生の大量退去は町に深刻な被害を与
え、政府に対する脅威を与えた。学生に見捨てられた大学。それは政府にとっても、あま
り格好のよいものはなかった。 
学長フィヒテの演説はさらに続く。 
「他の町は学生の落とす金で生計を立てているが、このベルリンという町は違う。今回、
ベルリンに大学を移したのは、学生の落とす金が目当てではない。現にこの首都ベルリン
は大学がなくても、じゅうぶん繁栄している。たとえある日、全学生が城門から出て行っ
たとしても、この町には何の変化も起こるまい。我々に他の大学町に通用する脅しがきく
と思ったら、大間違いである。このベルリン大学はびしびしと学生を取り締まる」。 
 
3.7 内部分裂の発生 
しかしながら、フィヒテの強硬学長職は半年しかもたなかった。「学生をびしびし取り
締まる」と宣言したフィヒテのお説教に、一部の学生が反発し、教師もまた分裂した。フ
ィヒテははやばやと、学長職を辞した。 
その原因は何だったのか。ことの起こりは些細なことでしかなかった。それは学生同士
の殴りあい、喧嘩からだった。それが学長フィヒテと神学教授シュライエルマッヒャーと
の対立に発展した。いったいなぜかそうなったのか。すでに述べたように、学長フィヒテ
は学生を前にして、これからは学生の乱暴狼藉をびしびし取り締まると公言した。決闘は
ぜったいにやってはならないと命令した。そこで、殴り合いを演じた学生の一方が、「文
句があれば学長にいえ」といったらしい。 
元来、こうした学生同士の喧嘩は、学生同士の決闘で、決着をつけるのが慣習であった。
大学側も、こうした学生同士のささいないざこざには関わらなかった。ところが、学長フ
ィヒテは、決闘をしてはならない、決闘したらびしびし取り締まると宣言した。「文句が
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あれば学長にいえ」というせりふは、こうした背景をもった捨て台詞だった。問題は、大
学側が乗り出していって、学生同士の喧嘩を裁くのがよいのか、それとも今まで通り、大
学は外側に立って、学生同士の決闘に任せればよいではないか。しかし、そうなればフィ
ヒテ学長が黙ってはいまい。大学評議会の意見は分かれた。学生同士の決闘でかたをつけ
ればよいではないか、いやこれだけ世間から非難を浴びている決闘を、そうたやすく認め
るべきではない。 
やがて評議会には、学生グループからの決闘廃止の請願書が提出された。この請願書の
扱い方をめぐって評議会の議論は分かれた。すでに述べたようにシュライアーマッヒャー
教授は「決闘は避けられないもの。学生達固有の協同生活を育成するためには必要」とみ
ていた(13)。かくしてフィヒテとシュライヤーマッヒャーとの対立が表面化した。フィヒテ
は学長を辞任した。 
もともとフィヒテという人は、エネルギッシュであるとともに（それだからこそ）、短
気な人物だったように思える。彼はもともと織物工の子供で、子供時代には鵞鳥の張り番
をしていたという。しかしその利発さに目をつけた人が、もったいないといって学校に通
わせた。学問を身につけた彼は、イエナ大学の教授となった。 
1794 年 5 月、イエナ大学教授に着任したフィヒテは、学生の人気を集めた。「イエナで
一番大きな講堂も狭すぎるくらい、講堂の入り口の部屋も前庭も一杯で、机といわず腰掛
といわず、鈴なりの盛況」だったという。またイエナ大学 400 名の学生のうち、約 200 人
はフィヒテの講義に参加したとされている(14)。 
しかしその半面、イエナ時代のフィヒテは、その落ち着きない行動意欲、極端な仮借な
さ、権勢欲とで、たちまち周囲の反感を買ったという(15)。教授活動を始めるや日曜日の礼
拝時間に割り込んで、講義を開始した。これが周囲に彼は「無神論者」だと非難する口実
を与え、それが「無神論論争」のきっかけとなった。こうした周囲の風説に対抗するため
に、ワイマール政府（イエナ大学の管理機関）の大学監督官あてに自分が訓戒されるなら
ば、辞任する、そうすれば他の同僚も辞任するはずだ、という手紙（脅迫文）を送った。
ところが、政府はこれをあっさりフィヒテからの辞表と解して、彼の辞任を認めてしまっ
た。 
 そこで彼はイエナを離れ、ベルリンにでてきて、著作活動、演説活動に専念した。有名
な「ドイツ国民に告ぐ」は、フィヒテの失業時代の産物であった。この講演を聴いていた
のが、高級文部官僚のバイメであった。彼はフィヒテに目をつけた。この演説がどれだけ
多くの人に強い印象を与えたかを物語る事例として、ベルリンには死に絶えようとしてい
る大学を復活させるのではなく、フィヒテのような演説者を集めた「私立の施設」を作っ
たほうがよいという意見まで登場した。 
話は決闘に戻るが、この習慣は 19 世紀末まで続いた。日本からドイツに留学した森鴎外
は 1886 年にそれを目撃している。19 世紀末から 20 世紀初頭にかけて活躍した社会学者マ
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ックス・ウェーバーもまた、大学生になると、さっそく決闘を行い、頬に傷跡を作った。
ウェーバー自身はそれを自慢したが、それをみた母親はものもいわず、その頬をぶったと
いう(16)。ドイツの学生が行う決闘は、ヨーロッパを越えて世界中に知られていた。20 世紀
初頭、ドイツ・アメリカ間の交換教授としてアメリカを訪問したマックス・ウェーバーの
報告によると、アメリカ人学生が一番関心を示したのが、ドイツの大学生の決闘の習慣だ
ったという。つまりフィヒテ学長の強硬路線は功を奏することなく、それから約 100 年も
消えることはなかった。 
当時の人々がなぜわざわざ自分の身体にまで傷をつけようとしたのか、その心情はなか
なか理解ができない。俺はやわな人間ではない、勇気ある若者である。「剣の響き」をも
のともせず、勇敢に戦ったことがある。それは現代流の表現を使えば「マッチョ・メンタ
リティ」の表れなのだろう。 
 
3.8 ベルリンへの移転をめぐる論議 
以上のような学長フィヒテの辞任劇が物語るように、当時の大学教師の関心事は「なら
ず者学生」をどう扱うかであった。だから乱暴狼藉、野蛮な学生を首都ベルリンに集める
などということは、当時の政治家からすれば、とんでもないことであった。それなのに、
どうしてベルリン大学が作られたのであろうか。 
その当時プロイセンはゲッチンゲン大学、ハレ大学という旗艦大学を持っていたが、ナ
ポレン戦争に敗北した結果、ハレ大学はウェストファーレン国に帰属することになった。
つまりプロイセンは旗艦大学の一つを失ってしまった。政府も困ったが、ハレ大学の教員
も困った。勤めるべき大学が消滅してしまったからである。 
ベルリンとは大都会である。そこは享楽の町であり、誘惑の町である。シュライアーマ
ッヒャーもまたベルリン移転には反対だった。彼は「ドイツ的な意味での大学についての
随想」のなかで、ベルリンでは「学生の性欲と賭博心が度を越えて発散させられる」とい
っている。その当時、ドイツに限らず、多くの国で大学とは大都会を避けて、地方の静か
な所に作るのが一般的であった。たとえば、イギリスではオックスフォードもケンブリッ
ジも、大都会ロンドンからかなり離れた場所に作られた。大都会は青年には誘惑が多すぎ
る。ただでさえ乱暴、喧嘩、狼藉、放歌高吟、暴飲暴食、傍若無人な行動、何でもやりた
がる若者を大都会に集めることは、あまりにも危険が多すぎる。 
しかし別の面からみれば、ベルリンに大学を置く意味もあるではないかという見方があ
った。ベルリンには中央官庁が集まっており、その官僚を養成することは、大学の中心的
な機能であった。そのことを考えると、大学を首都に置くのは、あながち悪いことではな
い。ただそれでもベルリンに大学を置くことを危険だとみる意見があり、途中では大学を
前期と後期に分け、前期期間は郊外で教育し、後期課程だけベルリンで教育するようにし
たらという妥協案を出されたりした。詳細は他の研究に譲るが、さまざまな紆余曲折の結
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果、1809 年 8 月 1 日に、国王が創設勅許状に署名し、ベルリン大学が設置されることにな
った。実質的な教育活動は翌 1810 年から開始された。その 1 年後に学長に就任したフィヒ
テを待っていたのは、以上のような事件であった。 
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第２章 大学の地域貢献をめぐる政策動向 
 
塚原 修一 
（国立教育政策研究所） 
 
１．はじめに 
1.1 地域貢献とは何か 
 本稿の主題は大学の地域貢献であるが、研究全体の趣旨からいえば、都市に対する大学
の貢献を論ずるべきなのであろう。しかし、「都市貢献」という語はあまり使われないので、
少し意味を広げて本稿をまとめた。大学の地域貢献とは大学の社会貢献の一部であり、そ
こに空間的な要因を加味したものである。大学の社会貢献にはふたつの意味があろう。ひ
とつは、大学の役割のひとつである社会サービスを社会貢献といいかえる場合であり、も
うひとつは、教育や研究を含めた大学活動の成果を総体として社会貢献という場合である。
ここでは後者をとり、大学の社会貢献ないし地域貢献をより広くとらえた。 
 大学の地域貢献とは、大学が原因で地域が結果であるような影響関係のうち、正の価値
をもつものをさす。大学から地域への影響には負の価値をもつものもある。たとえば、学
生の通学による道路や交通機関の混雑、いつの時代にもまれにはあるいわゆる学校紛擾な
どは、周辺地域に負の影響をあたえよう。また、地域が大学にさまざまな影響をおよぼす
こともある。そのなかで、大学の側からみて正の価値があることとして、たとえば地域か
ら大学への寄附などがあろう。その逆に、地域が大学に負の影響をあたえることもある。
たとえば、科学研究のなかには振動や大気汚染のはげしい場所をきらうものがあろうし、
孟母三遷の故事にある教育に不向きな環境は大学も例外ではなかろう。 
 大学による地域貢献には、大学への投入にかかわるものと大学の産出にかかわるものが
含まれる。まず前者であるが、大学組織とその構成員である教職員や学生はしばしば巨大
な購買主体であり、それらによる支出は地域をうるおすことになる。後者については、大
学の役割である教育、研究、社会サービスのそれぞれが地域に貢献し得るであろう。その
ほか、大学には象徴的な価値があると考えられる。この点は関係者の判断によるので断言
しにくいが、大学は迷惑施設ではなかろうし、自治体のなかには大学誘致に大きな努力を
はらうものがある。東京の鉄道には「大学」の名を冠した駅がいくつかあり、そのなかに
は、大学はとうに移転して名称だけがのこるものもある。 
 大学の産出要因のなかには、高度な研究成果のように専門性が高いものと、市民向けの
公開講座のように一般性が高いものがある。大学への投入要因のなかにも、たとえば食事
の提供のように、潜在的な供給者が多数にのぼる一般性が高いものと、実験設備のように
潜在的な供給者が少数にしぼられる専門性が高いものがある。大学の地域貢献のうち、一
般性の高い部分を享受することはあらゆる地域において可能である。しかし、より専門性
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の高い部分を享受するためには、それを可能とする条件が地域の側に求められる。すなわ
ち、大学の地域貢献は、いかなる大学がいかなる地域に立地しているかに大きく依存する。 
 
1.2 先行研究と本稿の位置づけ 
 本塙にかかわる先行研究は少なくない。稲永（2005）は「大学と地域社会」に関する1990
年以降の日本の研究成果を80件以上もとりあげた総説であり、包括的で信頼性が高いと判
断できる。そこでの先行研究の検討は、理論・概念、古典的テーマ（教育機会・人材養成、
大学立地）、新しいテーマ（産学連携・地域開発、生涯学習）、機関としての高等教育と地
域社会の4項目にわけてなされた。その結果から、最近の研究動向として、1)研究対象が高
等教育のいわゆる伝統的機能から非伝統的機能に拡大したこと、2)高等教育機関の所在地
域への影響に関する研究が、経済的効果などからイノベーションなどへの寄与へと質的に
拡大したこと、3)設置形態と地域貢献にかかわる議論がさらに展開したことの３点をあげ、
そのいずれもが近年の政策動向を反映したものだと指摘している。 
 大学立地政策をとりあげたものとして、古くは塚原・牧野（1989）がある。文部省、国
土庁、通商産業省、自治省の政策動向を説明するとともに、省庁や自治体などによる調査
研究の成果を列挙した。より新しい宮野（1998）は、文部省と国土庁の政策動向を記述し
た。本稿は塚原・牧野（1989）の続編としての性格をもち、宮野（1998）以降の政策動向
を含めて記述する。そのため、とりあげる時期は稲永（2005）と重なるが、稲永が研究動
向の説明要因と位置づけた政策動向を対象とすることで、両者は相補的な関係にある。 
 
２．都市地域政策と大学 
2.1 日本の大学立地 
 近代日本における高等教育機関の地域配置政策をとりあげた代表的な研究成果のひとつ
のなかで、藤原は、明治初期から敗戦までを 5 つの時期に区分した。第 1 は明治初期であ
る。明治の最初期には、京都における国学ないし漢学と東京における西洋学という 2 つの
形態（東京大学百年史編集委員会 1984、82 頁）で高等教育が行われたが、後者に集約され
て少数の高等教育機関が首都に集権的に配置された。第 2 は明治中期であり、高等教育機
関が東京に集中することの弊害が指摘され、実業専門学校が全国の要地に配置された。第
3 は明治後期であり、地域的特性に対応する専門学校の整備充実が行われるとともに、私
立学校の都市集中が問題とされた。第 4 は大正期であり、高等教育の規模を拡大し、地方
に分散する政策がとられた。第 5 は昭和期である。都市対策、国土計画（企画院）、教育政
策（教育審議会）という 3 つの立場から、高等教育機関の地域配置のあり方がそれぞれに
提案された（藤原 1981、455-8 頁）。 
 こうした検討をふまえて、日本における高等教育機関の地域配置政策の課題として、藤
原はつぎの 4 つを指摘した。第 1 は都会中心主義であり、高等教育機関が主として首都や
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都府的都市に設置される傾向があった。第 2 は国土計画的な総合政策の遅れであり、都会
中心主義や偏狭な地域優先主義がしばしばみられた。第 3 は私学対策の不備であり、大都
市への集中をまねいた。第 4 に、政治的発想の優位と政策策定における理論的基礎の脆弱
さであった（藤原 1981、458-460 頁）。 
 いくらか補足すれば、高等教育機関を全国に配置する計画は当初からあった。たとえば、
学制では、全国を 8 大学区にわけ、各区に大学校１所をおくとしていた（文部省 1922、26
頁）。しかし、それらは各地区の「都府的都市」に設置することが想定されていたといえよ
う。この傾向は、帝国大学や師範学校においてとくにみられた。これらは、主として近代
部門を建設するための人材養成を役割としたため、その立地に特別な条件がなかった結果
と思われる。これに対して、旧制専門学校は、その役割の一部として在来部門の近代化を
すすめる人材の養成をになった。おそらくそのため、旧制専門学校は各地の産業に対応し
た学科を設立する傾向があり、藤原のいう地域優先主義にあたる傾向がより強かったよう
にみえる。私立大学は、学生や教職員が確保しやすく、利便性の高い大都市に集中した。
私学のなかには、官学の教員や官吏などが創立に参画し、本務のかたわらに講師をつとめ
るものがあった。今日の法政大、明治大、東京理科大などがその代表例であるが、本務と
なる職場と同じ地域、たとえば東京にこれらが設置されたことはいうまでもない（天野
1989、94-5 頁、馬場 2006、36 頁）。 
 大学立地について東京は特別な存在である。まず、おそらく首都としての魅力があるた
めに、地域としての東京は大学を誘致する必要があまりなかった。また、東京大学に代表
される大学は、国家的社会的な課題に対応した分野にとりくむことが少なくなかった。大
学附置研究所を例にとれば、天文、伝染病、地震、航空などがそれである。前述のように、
高等教育機関の立地が地域的に不均衡であり、とりわけ私学が都市に集中しているとの批
判は明治中期からあった。大正期に高等教育が拡張されたさいには、官立高等教育機関の
地方分散が進展したが、都市部の私学も拡大して大都市への集中傾向は改善されなかった
（伊藤 1999、48、80 頁）。 
 なお、特定の都市や地域に注目すれば、大学だけでなく一般に学校はその中心部よりは
周辺部に展開する傾向がある。都市化が進行するなかで大学が拡大しようとしても、中心
部に位置した大学がその隣接地を取得することはむずかしい。実際、歴史の古い大学の多
くは郊外地への移転ないし拡大を経験している。これらは、成長発展を期す学校が何十年
かに一度は経験しなければならないことであった。 
 
2.2 都市問題と大学 
 大都市の無制限な膨張は望ましくないという考え方は古くからあった。大正 13(1924)年
にアムステルダムで開催された国際都市計画会議では大都市圏計画に関する 7 原則が決議
されたが、これはそうした流れを集約したものであった。そこには、衛星都市による人口
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の分散と、既成市街地を緑地帯でかこむことで都市の膨張を計画的に制御しようという考
え方が盛り込まれていた。このような考え方にもとづき、昭和 14(1939)年には東京緑地計
画が決定された。1941 年には、この計画による緑地帯とよく似た地域が防空法による防空
空地ないし防空地帯に指定され、その用地買収が積極的にすすめられた（三大都市圏政策
形成史編集委員会 2000、2-4 頁）。日本で最初の国土計画は、内務省と企画院によって準備
され、1940 年に閣議決定された「国土計画設定要項」である。それ以降に立案された計画
のなかには、環境のよい小都市を学都とし、大都市から大学等を移転させる構想が含まれ
ていたが実現しなかった（国土庁 1994、53 頁、羽田 1999、21 頁）。教育審議会の答申（1940
年）に関する委員長報告のなかには、国家の産業政策や地方産業の実情等にそくして、実
業専門学校の「地方的配置」を適正にしなければならない旨がもりこまれていた（文部省
教育調査部 1942、126 頁）。 
 東京の人口は戦時中に減少したが、戦後は復興にともなってふたたび急増した。1950 年
には首都建設法が制定され、総理府の外局として設置された首都建設委員会（後に建設省
の外局）が首都建設計画を策定することとなった。1956 年には首都圏整備法が成立してこ
の委員会は首都圏整備委員会となった。この委員会が作成し、1958 年に総理大臣決定され
た第１次首都圏基本計画は、1975 年を目標年次として都心から 100km 圏を対象区域とし
たもので、首都圏を既成市街地、近郊地帯、周辺地域に区分した。既成市街地には、真に
都市に必要な機能が適度に集積し、中高層建築によるコンパクトな市街地をつくることが
めざされ、人口増加の主要要因となっていた工場と大学等の新増設を制限することとした。
東京都区部を中心とする既成市街地の周囲に幅 10km 程度の近郊地帯（グリーンベルト）
を設定し、既成市街地の膨張を抑制するとした。また、周辺地域には多数の衛星都市（市
街地開発区域）を指定し、工業都市として開発して人口と産業の増大をここに吸収して定
着をはかるとした。この計画にもとづく施策のひとつとして、1959 年には「首都圏の既成
市街地における工業等の制限に関する法律」が制定され、既成市街地においては、一定規
模以上の工業と大学の新設が制限された。しかし、緑地帯によって都市の膨張を抑止する
この構想は成功せず、早くも 1960 年の国勢調査によって想定以上の人口増加が明らかにな
った（三大都市圏政策形成史編集委員会 2000、8、11-14、21 頁）。さらに、文部省は閣議
了解をへて大学設置基準を大幅に緩和する方針を 1961 年に発表した。これは、当時の国民
所得倍増計画に必要な科学技術人材を養成するためであり、工業等の制限区域やその周辺
で顕著に私学が拡大した（黒羽 1989、35-36 頁）。 
 首都圏整備委員会は、工業等制限法を改正して強化し、都市機能の再配置、都市構造の
改革によって機能の分散をはかり、地域全体の活力を向上させる方向に計画を変更した。
その一環として、官庁都市や学園都市の建設が構想され、後者はのちに筑波研究学園都市
として実現する（1979 年度に概成）。この新しい計画は首都圏全域を対象とした広域的な
計画となり、計画期間中にもかかわらず 1968 年に第 2 次基本計画として決定された（三大
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都市圏政策形成史編集委員会 2000、28-29 頁）。なお、近畿圏については「近畿圏の既成都
市区域における工場等の制限に関する法律」が 1964 年に制定され、首都圏の法律とあわせ
て「工業（場）等制限法」とよばれた。立法の趣旨は同様であるが、近畿圏は規制の対象
が工業ではなく工場とされて限定的である。 
 
2.3 国土計画と大学 
 戦後の本格的な国土計画は国土総合開発法の制定（1950 年）を端緒とする。この法律に
よる国土総合開発計画には、全国を対象にするものと都府県ほどの広さの地域を対象にす
るものがあり、最初は後者がとりあげられた。しかし、高度経済成長にともなって都市の
過大化防止と地域格差の是正が国土政策の重要課題となり、1962 年には全国総合開発計画
が閣議決定された。この計画では工業拠点である新産業都市の開発がめざされ、新産業都
市建設促進法が同年に制定された。その後、この計画はほぼ 10 年ごとに改定された。すな
わち、新全国総合開発計画（1969 年）では、より大規模な工業地域の開発と、交通・通信
などの全国ネットワークの整備がめざされた。国土庁の発足（1974 年）をへた第 3 次全国
総合開発計画（1977 年）では、経済の安定成長を背景に居住環境の整備をねらいとした定
住圏構想が打ち出された。第四次全国総合開発計画（1987 年）では、国土を東京圏、関西
圏、名古屋圏、地方圏にわけて、各地域がそれぞれの役割をはたす多極分散型国土の形成
を計画の目標とした。第 5 次計画にあたる「21 世紀の国土のグランドデザイン──地域の
自立の促進と美しい国土の創造」（1998 年）では、多様な主体の参加と地域連携による多
軸型の国土づくりが提唱された（国土庁 1984、18-9、23-4、39 頁、国土庁 2000、105、121-2
頁、佐藤 1988、168、175 頁）。 
 いずれの計画も大都市をのぞく地域の開発や産業の再配置などを政策手段としたが、と
くに第三次計画では高等教育機関の適正配置の推進を国土の均衡ある発展のための重要課
題と位置づけた(1)。新増設や移転の意向のある大学等に学園の候補地を紹介する仕組みと
して、国土庁大都市圏整備局に「学園計画地ライブラリー(2)」が 1980 年に設置された。2000
年９月の時点で、ライブラリーに登録されている地区は 435、2001 年４月までに大学立地
が具体化した地区は 128 である（三大都市圏政策形成史編集委員会 2000、173-5 頁）。 
 工業（場）等制限法による規制は強化されていったが、1983 年には工業等制限法の規制
緩和（政令 18 号）がみられた。2001 年の総合規制改革会議の第１次答申では、「平成 12
年度以降の大学設置に関する審査の取扱方針」においては、工業（場）等制限区域等及び
準工業（場）制限区域については他の地域より大学の設置等について抑制的に取り扱うと
しているところである。イノベーション促進のための産学官連携や社会人への職業訓練、
生涯学習機会の提供など、ますます高まっていく大学への多元的ニーズの中で、この制度
が障害となって、需要の高い都心部での高等教育サービスの提供が行われないことは、大
きな問題である。また、社会人のキャリアアップ学習支援に対する大学や大学院、専門学
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校における教育の充実の観点からも、今後いっそう都心部における土地の高度利用等によ
る教育研究環境の整備充実が必要となっていくものと考えられる。さらには、魅力ある都
市環境のためにも、都心部における優れた高等教育機関の整備充実が必要不可欠であると
した（高品 2002、88-9 頁）。これにより、工業（場）等制限法は 2002 年に廃止された。 
 
３．地域高等教育政策と大学 
3.1 高等教育機会の格差 
 地域高等教育政策という言葉はあまりみかけないが、高等教育政策のうち地域的な視点
をもつものの意で用いる。戦後直後の地域高等教育政策は、戦災学校の復興や内務省の国
土計画に対応した地方分散政策として出発し、新制国立大学の一府県一大学主義として実
現した（羽田 1999、142-3 頁）。しかし、高度経済成長によって進学率が上昇し、マーチン・
トロウのいうマス段階に入るころから、大学の地域配置はあらためて高等教育政策の重要
課題となった。1964 年の教育白書『わが国の高等教育』のなかには、今後の課題として、
高等教育機関の大都市集中の是正、地理的な片寄りの是正などが指摘されていた。 
 1971 年の中央教育審議会のいわゆる四六答申では、高等教育の計画的整備の必要性が指
摘され、高等教育機関などの拡充と適正な地域配置について抜本的な施策を講ずるべきで
あるとされた。これをうけて文部省内に設置された高等教育懇談会は、1974 年に報告書『高
等教育の拡充整備計画について』を発表した。そこでは、大学の大都市への過度の集中、
高等教育機会の著しい地域間格差、専門分野の構成にみられる著しい地域間の不均衡など
を指摘した。さらに、1976 年の報告書では高等教育の計画的整備方針を打ち出した。1976
年度から 80 年度までを計画期間とし、全国を北海道から九州までの 8 地域にわけて、地域
ごとに今後の進学者数の 6 割を各地域で収容するための拡充見込み数を算出した。また、
大都市圏など、大学等の新増設を原則として行わない地域を設定した。 
 1980 年度以降もこのような方針はおおむね堅持されたが、その結果、大学の新増設を抑
制した大都市では進学率が停滞した。また、第 2 次ベビーブームにより、18 歳人口が 1992
年度に頂点をむかえることがわかっていた。これらに対処するため、1984 年の報告書では、
その時点の進学率がその後も維持される程度の収容規模を確保するための定員増を、その
一部は期間を限った定員増（臨時的定員）によって対処することとした。地域的配置につ
いては、全国をさらに細分化して 13 地域にわけ、地域ごとに整備の目途を示した。 
 2000 年度以降は、基本的に大学拡張を抑制基調とするなかで、臨時的定員の解消がすす
められるとともに、新分野への対応等の事情による新増設がつづいた。それらの結果とし
て、入学定員の規模には大きな変化がなく、18 歳人口の減少にともなって進学率は上昇し
た。2003 年度以降は、大学が社会のニーズや学問の発展に柔軟に対応し、大学間の自由な
競争を促進するために、特定分野を除いて抑制方針は基本的に撤廃された。工業（場）等
制限法の撤廃にともない、大都市部における新増設の抑制もとりやめられた。中央教育審
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議会の 2005 年の答申『我が国の高等教育の将来像』では、地域配置の考え方について、「大
都市部における過当競争や地域間格差の拡大によって教育条件の低下や学習機会に関する
格差の増大等を招くことのないような方策を講ずることは重要な課題である。その際、人
材の流動性や遠隔教育の普及等とともに、地方の高等教育機関は地域社会の知識・文化の
中核として、また、次代に向けた地域活性化の拠点としての役割をも担っていることに留
意する必要がある」としている。そのうえで、地域における高等教育の支援や地域振興に
資するため、高等教育機関相互のコンソーシアム形成支援や高等教育機関を核とした知的
クラスターの形成支援を充実することも重要と考えられるとしている。 
 
3.2 大学の地域連携 
 これには、産学連携など研究面のものとインターンシップなど教育面でのものが含まれ
る。前者は日本では明治期からあり（鎌谷 2006a、2006b）、第二次大戦後も継続され、タ
ブー視されたなかで大企業と一流大学の非公式な関係が維持された。学生の就職斡旋、共
同研究、教員の発明の譲渡、これらの見返りとして奨学寄付金の提供などがそれである。
しかし、1970 年前後には、これら企業との関係が学生運動によって強く批判されて影をひ
そめた（宮田 2002）。そのうえで、1980 年代にあらためて制度化されたのが、民間等との
共同研究・受託研究制度、寄附講座、地域共同研究センターの設置などである（三菱総合
研究所 2004）。産学連携は、科学技術基本法（1995 年）を画期として強力に推進されはじ
めた。この法律の特徴のひとつは、科学技術にかかる知識の集積を人類の知的資産と規定
し、研究開発費を投資とみなした点にある。これにより、国の研究開発支出が大幅に増加
するとともに、投資からの見返りが期待された。大学の研究成果を社会や産業に提供し、
その見返りを還流させる経路のひとつが産学連携とされた。大学技術移転促進法（1998 年）
によって体制整備が行われ、第２期の科学技術基本計画（2001 年）では産学連携が重要政
策のひとつとされ、多くの大学がそれを重視するようになった。産学連携は大学の社会貢
献であるとしても、それが地域貢献であるとは限らない。科学技術政策研究所の調査によ
れば、1983 年度から 2002 年度までに行われた国立大学の産学連携（共同研究）は、83 年
度の数十件から 2002 年度には 3000 件をこえるまでに増加していた。共同研究のうち、同
一地域内で実施されたものの比率は分析対象期間を通じて 40％強であり、おおむね一定で
あった（中山他 2005、50-51 頁）。もっとも、会社の所在地は本社のそれによって分類され
ているから、比率が小さめに算出された可能性はある。 
 教育面での産学連携のなかには、インターンシップのように大学が地域の教育力を活用
するものが含まれる。文部科学省の特色 GP と現代 GP のなかには、地域との連携や地域
への貢献をテーマとするものが含まれている（表 1）。特色 GP における「大学と地域・社
会との連携の工夫改善に関するテーマ」と現代 GP における「地域活性化への貢献」には
以下の課題が採択されている。これらのなかには、ボランティアやインターンシップのよ
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うに地域と連携することで地域と大学の双方に資する活動のほか、地域を対象とした生涯
学習機会の提供、地域の課題を演習や卒業研究などにとりあげる地域の課題解決に資する
活動などが含まれる。しかし、もっとも多いのは、教員養成、保育、福祉・医療、工学、
芸術、外国語などの領域における地域との連携である。これらの領域では、大学側に特定
の専門性があり、それを提供することで地域に資する可能性があり、連携することが学生
の専門能力や職業的能力の向上に資することが期待される。 
 大学と地域のあいだには認識のくいちがいも大きい。2004 年度に行われた調査の結果に
よれば、自治体やまちづくり協議会は大学に「シンクタンクとしての役割」や「地域政策
や地域づくりに関する提言」を求めているが、大学は「公開講座の充実」や「住民の教養
の向上」を地域貢献の主要な項目と考えている（大宮 2006、7 頁）。なお、この調査では、
自治体と協議会には「今後、まちづくり推進にあたって大学に期待する事は何ですか」と
まちづくりに領域をしぼって質問し、大学には「今後、どのような地域貢献を考えていま
すか」と領域を特定せずに質問していた。したがってこの比較は正確ではなく、質問文を
同じにすれば結果は異なると想定される。それにもかかわらず、両者のいわゆるミスマッ
チが大きいことは充分に考えられよう。 
 
表1 地域連携・地域貢献を主題とするGPの件数 
 特色 GP 現代 GP（地元型） 現代 GP（広域型）
2003 年度 12 20 16
2004 年度 12 27 18
2005 年度 7 27 20
合計 31 74 54
 
４．地域科学技術政策と大学 
4.1 テクノポリス構想 
 大学を組み入れた地域科学技術政策の初期の代表例は、『80 年代の通産政策ビジョン』
に含まれたテクノポリス構想である。そこでは当時の状況を、石油危機を克服して、それ
までの追いつき型の近代化が終了し、これからは世界の１割国家として未踏の新しい段階
が始まると把握し、国民的目標として、「経済大国」の国際的貢献、「資源小国」の制約の
克服、活力とゆとりの両立をかかげた。それらを実現する手段のひとつとして、頭脳資源
を活用して創造的な自主技術の開発を推進することをあげ、これを技術立国と名づけた。 
 また、生活の質の向上と魅力ある地域社会の形成を求め、産業の創造的な知識集約化を
地域社会において実現するため、テクノポリス（技術集積型の研究産業文化都市）を構想
した。新しい地域振興構想として、テクノポリス、国際通商都市、地場産業都市という３
つが例示されたなかのひとつである。テクノポリスとは、電子・機械等の技術先端部門を
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中心とした産業部門とアカデミー部門、さらには居住部門を同一地域内で有機的に結合し
たものである。この構想は、産業、学術部門を先導しつつ地域振興を図り、同時に新しい
地域文化を創造しようとするものであり、土地とインフラストラクチャーの整備を中心と
したこれまでの地域開発とは、発想において異なるものであり、80 年代以降の新しいモデ
ルとなるものであるとしている（通商産業省・産業構造審議会 1980、117 頁）。 
 テクノポリス構想は、米国のシリコン・バレーなどの成功に触発されたもので、当時、
注目されていたサイエンス・パークやリサーチ・パークなどの日本版を企図したものとさ
れる。当初は地味な扱いで、上記『ビジョン』の目次にもテクノポリスの語はない。しか
し、構想が公表されると、「地方経済の活性化をはかる切り札」とみなされて「通産省自身
をも驚かすほどの予想以上の反響が起きた」（大薗 1983、42 頁）。1983 年にはテクノポリ
ス法（高度技術工業集積地域開発促進法）が公布されて施策が展開された。 
 工業再配置にかかわる政策は通商産業省においても、新産業都市建設促進法（1962 年）
や工業再配置促進法（1972 年）としてとりくまれてきた。これらは、大都市における人口
と産業の過度の集中を防止し、地域格差の是正をはかり、雇用の安定をはかることを目的
としていた。これらと比較したテクノポリス構想の特色はつぎの点にある。第 1 に、従来
の政策が工業分散を一般的に対象としたのに対して「高度技術に立脚した工業開発」の促
進に限定したこと、第 2 に、大学の立地を施策対象地域の要件としたことである。すなわ
ち、同法の対象は、過度工業集積地域以外の地域、地方中心都市の近傍、企業がある程度
まで集積している地域、高速交通機関が利用可能な地域であって「その地域又はその近傍
に高度技術に係る教育及び研究を行う大学が存在する」地域である。すなわち、地方中心
都市の集積とともに、大学の教育研究機能を活用するものであった（塚原・牧野 1989、45-6
頁）。対象地域の指定については、全国の候補地が誘致合戦をくりひろげるなかで 26 個所
が指定された。しかし、1990 年に公表された『90 年代の通産政策ビジョン』ではテクノポ
リスの用語はほとんど使用されず、1994 年の『21 世紀の産業構造』でもこの語が使われる
ことはなかった（姜・原山 2005、69-70 頁）。 
 
4.2 クラスターの概念 
 科学技術基本計画において、地域をはじめてとりあげたのは、2001 年の第 2 期計画であ
った。第 2 期計画の特色は、第 1 に、科学技術の戦略的重点化を重要政策としたことで、
重点分野として、ライフサイエンス、情報通信、環境、ナノテクノロジー・材料をあげた。
第 2 は、科学技術システムの改革であり、研究開発システムの改革とともに、産業技術力
の強化と産学官連携の仕組みの改革、地域における科学技術振興のための環境整備などを
あげた。知的クラスターとは「地域のイニシアティブのもとで……地域［の］公的研究機
関等を核とし、地域内外から企業等も参画して構成される技術革新システム」であり、具
体的には「人的ネットワークや共同研究体制が形成されることにより、核をなす公的研究
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機関等の有する独創的な技術シーズと企業の実用化ニーズが相互に刺激しつつ連鎖的に技
術革新とこれにともなう新産業創出がおこるシステム」である。このようなシステムを有
する拠点を発展させることにより、世界水準での技術革新の展開が可能であり、国として
もその構築を促進することが必要であるとした（総合科学技術会議 2001）。この政策は 2006
年の第 3 期基本計画にも継承され、「地域クラスターの形成には、産学官連携による研究開
発だけでなく、金融の円滑化、創業支援、市場環境整備、協調的ネットワーク構築などの
さまざまな活動が必要であり、地域の戦略的なイニシアティブや関係機関の連携のもとで
長期的な取り組みをすすめる」(3)とした（総合科学技術会議 2006、31 頁）。 
 クラスター概念の浸透にはマイケル・ポーターの貢献が大きい。各国の競争優位を維持
する属性として、ポーターは、要素条件、需要条件、関連・支援産業、企業戦略・構造・
競合関係の 4 つをあげ、これらがそれぞれ個別に、またひとつのシステムとして、その国
の競争優位を示すとした。クラスターとは「ある特定の分野に属し、相互に関連した、企
業と機関から成る地理的に近接した集団」であり、直接には上記の「関連・支援産業」を
示すにすぎないが、実際には４要素の相互作用を示したものである。クラスターの影響は、
人間同士のつきあい、直接に顔をあわせるコミュニケーション、個人や団体のネットワー
クを通じた相互作用に依存し、それゆえに地理的な近接性を要するというのである（ポー
ター1998=1999、12、70、86-7 頁）。 
 このように、先端産業の科学技術となる知識の普及に空間的な距離が大きく影響する根
拠のひとつとして、科学知識が tacit（暗黙知）な性格をもつために異なるアクター間で簡
単には移転できないことを馬場他は指摘する。先端知識を獲得するためには、有力な科学
技術大学の近くに立地する企業が有利になるというのである。しかし、馬場他によれば、
地理的な近接性は本質的な要因ではない。知識を理解するために必要な特定の認知枠組み
［原文ではコードブック］を共有しない者には理解がむずかしいということ、クラスター
の本質的な要因は知識を理解するための能力の普及にあるというのである（馬場・湯川 
2005、206、208 頁）。一方、石倉他は、大学はクラスターの発展に不可欠であるが、現在
の日本の産学連携は不十分であると指摘する。現在の産学連携は、特定の大学人のシーズ
と特定の企業のニーズがたまたま合致したときに行われる点と点の関係であり、面的な広
がりに欠けるというのである（石倉他 2003、280 頁）。 
 
4.3 日本のクラスター政策 
 第２期科学技術基本計画（2001 年）をふまえて、日本では 2 つのクラスター事業が開始
された(4)。そのひとつは文部科学省による知的クラスター創成事業であり、2002 年度から
開始された。この事業の目的は、地方自治体の主体性を重視し、知的創造の拠点たる大学、
公的研究機関等を核とした、関連研究機関、研究開発型企業等による国際的な競争力のあ
る技術革新のための集積の創成を目指すことにある。2005 年度の政府予算額は 100 億円で
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ある。1 地域あたり年間 5 億円で 5 年間の予算規模であり、18 地域で実施されている。地
方自治体が指定する事業の実施主体（中核機関、科学技術関係財団等）に補助する。事業
の主な内容は、司令塔となる知的クラスター本部の設置、専門性を重視した科学技術コー
ディネータ（目利き）の配置や弁理士等のアドバイザーの活用、大学の共同研究センター
等における産学官共同研究の実施、研究成果の特許化や育成に係る研究開発の実施、研究
成果を発表するフォーラム等の開催などである。 
 もうひとつは経済産業省が 2001 年度から実施する産業クラスター計画である。産業の国
際競争力を強化し、地域経済の活性化に資するために、全国各地に企業、大学等が産学官
連携、産産・異業種連携の広域的なネットワークを形成し、知的資源等の相互活用によっ
て、地域を中心として新産業・新事業を創出される状態（産業クラスター）の形成をはか
ることを目的としている。その任務は、イノベーションを促進する事業環境の整備、新経
済成長戦略などの国家戦略上の重要分野（燃料電池、ロボット、健康・福祉など）として
定められた新産業の創出、地域自治体等が実施する地域振興との連携による相乗効果の現
出などである。現在は全国で 17 のクラスター計画が推進され、約 10,000 社の地域企業、
約 300 校の大学（高専を含む）の研究者等と緊密に連携協力がなされている。 
 これら 2 つのクラスターの関係は、知的クラスター事業が研究の側を、産業クラスター
計画が実用化・事業化の側に近い位置にある。情報交換などにより相互に補完し活用する
関係にあり、相互の連携協力が行われている。さらに、産業クラスターは、自治体による
新事業創出支援や金融庁による産業クラスターサポート金融会議と連携している。 
 
５．おわりに 
 本稿では、大学の地域貢献にかかわる政策動向をとりあげ、戦後期を中心に整理した。
そのさい、先行研究に準拠して、都市問題、国土計画、教育政策という区分をひとまず採
用し、これに新しい動向である地域科学技術政策を追加した。戦後の大学立地政策は、新
制国立大学の一府県一大学主義としてひとまず実現した。しかし、戦後復興にともなって
都市問題が噴出し、全国的な国土計画が立案されて過密と過疎の双方への対策がなされた。
当初は大都市の既成市街地において大学の新増設が抑制されたが、しだいに対策が強化さ
れ、大都市の近郊ないし外部への移転、すなわち大学の地方分散がはかられた。大学立地
は地域を活性化させる要因としても期待された。 
 教育政策（地域高等教育政策）としてのとりくみは、高度経済成長による進学率の上昇
により、マーチン・トロウのいうマス段階に日本が入るころから本格化し、進学機会の地
域格差の是正がはかられた。その政策手段は同じく大学の地方分散であったが、全国を地
域にわけて、収容力の均等化を目標としたことが特色である。それにとどまらず、近年は
大学の地域連携や地域貢献が政策課題のひとつとなった。 
 地域科学技術政策は 1980 年代以降の新しい動向であり、大学、企業、政府などの連携協
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力によって先端技術産業の振興がはかられた。この政策は、国土の均衡ある発展に資する
とともに、産業振興にも寄与することが期待された。大学はイノベーションの社会基盤で
あり、研究成果を産業界などに移転する役割をになった。 
 これらのことから、以下のような考察が可能であろう。 
 (1) 上述した近年の諸政策であまり言及されていないのは、大学の卒業生や人材養成な
ど、つまり教育面でのアウトカムである。クラスターなど大学の地域貢献に関する議論に
は世界的な共通性もあるが、日本に固有な事情もある。後者を先に述べれば、そのひとつ
は大学改革と人材養成の関係である。大学改革に関する日本の議論は 1990 年代に本格化し
たが、この時期の産業界は不況で人材の過剰感があり、人材養成に対する関心を一時的に
低下させていた(5)。おそらくそのために、産業界が求める人材像に関する実質的な議論を、
大学改革と結びつけて行うことがこれまで乏しかったのではなかろうか。 
 (2) 教育面での大学の貢献を空間的に集約しにくい理由のひとつは、労働市場が地域で
閉じていないからであり、この点は世界に共通することと思われる。大学のコスモポリタ
ンな性格も空間的な集約をむずかしくしていよう。もっとも日本では、医療、福祉、教員
養成など公共サービスをになう人材養成のように、大学と地域の関係がかねてから密接な
分野もある。産業などの私的活動分野では、一般に、大学と地域の関係が密接とは限らな
い。本稿のはじめに述べたように、大学の地域貢献の要点は専門性の高い地域貢献をいか
に享受するかにある。大学のそうした貢献を周辺地域に集約する仕掛けがリサーチ・パー
クやクラスターである。クラスターの概念は技術的な先進性を前提とはしないが、先端技
術は競争優位を確保する有力な手段のひとつである。 
 (3) 大学を含む教育と地域の連携協力は、改正された教育基本法に明記されるとともに、
2005 年に閣議決定された地域再生基本方針にも施策の基本方針のひとつとしてもりこま
れた。地域への貢献は、私立大学はもとより、地域の国立大学法人にとってもその存在意
義を示すための重要課題である。研究と教育の両面において専門性の高い地域貢献を大学
が行おうとすれば、専門分野別の煩雑な議論が避けられない。1990 年代から現在までの大
学改革では、分野別の議論を行う余裕があまりなかった。今後、専門分野別の議論を深化
していくなかで、大学の地域貢献に関する認識もさらに深まっていくのではないか。 
 
[註] 
(1)大学が地域におよぼす経済的効果を試算した一例を示す。そこでは、学生・教職員の地域へ
の消費効果、大学運営経費の地域への支出効果、仕送りの節約がもたらす消費効果、大学運営
による地方交付税の交付の合計を経済効果とした。なお、地方交付税があがっているのは、公
立大学を対象としているからである。結果の一例をあげれば、学生数 2400 名の大学の総消費効
果は 15 億円で、経常費として市が負担する金額の９倍にのぼるという（日本リサーチ総合研究
所 1981、4、17 頁）。 
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(2)学園計画地ライブラリーは 2004 年に見直され、それまでの立地情報にくわえて、地域と大
学等がそれぞれの資源・機能をもちいて多面的・広域的に連携するきっかけをつくり、地域の
活性化に資することを目的とした「地域－大学の交流・連携支援ライブラリー」となった。 
(3)地域科学技術政策のうち、本稿では大学に関連する部分に限定してとりあげている。地域科
学技術政策の展開については、たとえば北川(2004)を参照のこと。 
(4)この項は、以下の２つのウェブサイトを参照して記述した。知的クラスター創生事業は、
http://www.mext.go.jp/a_menu/kagaku/chiiki/cluster/index.htm 、 産 業 ク ラ ス タ ー 計 画 は 、
http://www.cluster.gr.jp/index.html である。なお、田口(2005)、塚本(2005)も参照せよ。 
(5)研究・技術計画学会の 20 年にわたる学会発表動向を分析した未発表の結果による。 
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第３章 工業等制限法における大学に対する規制の変遷 
‐1960 年代の法改正を中心に 
   
白川優治 
（早稲田大学） 
 
本稿は、1959 年に制定されて以降、2002 年に廃止されるまでの間、東京都特別区および
その周辺都市において大学の新増設を規制してきた「首都圏の既成市街地における工業等
の制限に関する法律（以下、工業等制限法）」を対象に、その法制度の制定の背景及び 1970
年代前半までの制度改正の特徴を確認することを通じて、1960 年代の工業等制限法と大学
との関係の整理を試みたものである。工業等制限法の制定は、制定当時の都市部における
人口集中を背景にするものであり、その防止を目的とするものであることが改めて確認さ
れた。他方、1962 年、1964 年、1972 年の工業等制限法の改正を確認したところ、大学の
新増設制限は、既存の大学との関連、その時代の大学に関する政策課題との関連の中で調
整されており、制限区域内において必ずしもすべての新増設が原則として禁止されてきた
わけではなかったことが示された。例外をもたずに、一定規模の「教室」の新増設が原則
として禁止となるのは 1972 年法改正であり、それまでは高等教育の政策環境との調整がな
されてきたことが確認された。 
 
１．はじめに 
 東京都特別区およびその周辺都市においては、1959 年に制定されて以降、2002 年に廃止
されるまでの間、「首都圏の既成市街地における工業等の制限に関する法律（以下、工業等
制限法）」によって、大学の新増設に対して制限がなされてきた。工業等制限法による都市
部における大学の新増設の制限は、文部省による高等教育政策である「高等教育の計画的
整備について（昭和 50 年度前期計画）」1における高等教育機関の地域配置計画において前
提とされているなど、高等教育計画の前提とされてきたものである2。 
このように首都圏の都市部の大学立地に対して長期にわたり影響を与えることになる工
業等制限法については、「この法律によって、首都圏整備法（昭和 31 年制定）により既成
市街地と指定され、さらにその下級の政令で工業等制限区域と指定された地域内では、1500
㎡以上の教室の建設は不可能となった。（…引用者中略…）しかし、工業等制限区域となっ
た東京 23 区内と武蔵野市の全域・川口市・三鷹市・横浜市・川崎市の一部などでの大学の
新設は不可能となった」3とされ、他方、「高等教育計画には、行政上も、財政上も担保が何
もない。ただあれ（訳者注：工業制限法）だけだった。だから、東京では 5 年間は新増設
を認めないということが生きたんです」4とされているように、その影響が指摘されてきた。
しかしながら、管見の限りにおいて同法と大学の関係を直接検討した研究は少なく、同法
についてこれまで必ずしも十分検討がなされてきたとはいえないところである。 
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工業等制限法は、「この法律は、工業等制限区域について、大規模な工場、大学その他人
口の増大をもたらす原因となる施設の新設を制限し、もつて既成市街地への産業及び人口
の過度の集中を防止することを目的とする」5とされ、都市部への人口集中を防ぐことが制
度の目的であるとされていた。しかしながら、近年、工業等制限法の制定は、1950 年代末
から 60 年代の政治情勢を背景に「東京圏、大阪圏の特定地域での新増設禁止措置が大規模
工場と大学キャンパスを狙い撃ちしたものであることを考え合わせれば、これら 2 法が公
害よりは、『国民全体の左傾化を阻止する』という政治的思惑に基づいて制定されたことは
明白」6とする指摘がなされ、政治的背景が要因であったとする指摘がなされている。 
そこで、本稿は、工業等制限法の制定及びその 1970 年代前半までの制度改正の特徴を確
認することを通じて、1960 年代の工業等制限法と大学との関係の整理を試みるものである。 
 
２．工業等制限法の法制度上の位置づけとその概要 
工業等制限法の制定と制度改正の特徴をみるにあたっては、まず同法の法制度上の位置
づけとその概要について確認しておく必要がある。指定された区域において工場と大学の
新増設を制限する工業等制限法は、1956 年に制定された首都圏整備法を根拠にするもので
あった。そこで、以下では、最初に、首都圏整備法について確認し、次いで、工業等制限
法の概要を確認することにしたい。 
 
2.1 首都圏整備法と首都圏整備計画 
首都圏整備法は、「首都圏の整備に関する総合的な計画を策定し、その実施を推進するこ
とにより、わが国の政治、経済、文化等の中心としてふさわしい首都圏の建設とその秩序
ある発展を図ることを目的」7に 1956 年に制定されたものである。このような首都圏整備
法は、1950 年に制定された首都建設法を沿革にもつ。首都建設法は「東京都を新しく平和
国家の首都として十分にその政治、経済、文化等についての機能を発揮し得るように計画
し建設する」ことを目的に制定されたものであり、同法では、建設省の外局として首都建
設委員会を置き、「首都建設計画」を立案されることとされていた。しかしながら、「首都
建設法の目的とする機能的な首都建設の課題を合理的に解決するためには、東京の都市機
能が単に東京都という狭い行政区域の範囲を遙かに超えた広域に於いて営まれているとい
う現実から、法の目的とした課題を解決するためには、その広い広域を行政対象として計
画をたて事業を実施する」8ことが必要であることから、首都建設法は 1956 年に廃止され、
新たに首都圏整備法が制定されることになった。 
首都圏整備法は、総理府の外局に首都圏整備委員会を置き、首都圏整備計画を立案する
ことが規定されており、首都建設法の基本的枠組みが踏襲されていた。しかしながら、両
法の異なる点は、首都圏整備法においては、東京都及びこれと連接する枢要な都市を含む
区域のうち政令で定める市街地を「既成市街地」、既成市街地の秩序ある発展を図るため緑
地地帯を設定する必要がある既成市街地の近郊について政令で定める区域を「近郊地帯」、
既成市街地への産業及び人口の集中傾向を緩和し、首都圏の地域内の産業及び人口の適正
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な配置を図るため必要があると認められ、工業都市又は住居都市として発展させることを
適当とする既成市街地の周辺地域内の区域を「市街地開発区域」として設定し、それぞれ
の区域に対して異なる整備方針を採ることとしたことである（首都圏整備法 2 条、24 条 1
項）。そして、さらに同法は 27 条において「既成市街地への作業及び人口の過度の集中を
防止するため、大規模な工業その他人口の増大をもたらす原因となる施設の新設又は増設
を制限する必要があるときは、別に定める法律により、当該施設の新設又は増設を制限す
る必要がある既成市街地内の区域を工業等制限区域として指定することができる」とし、
「工業等制限区域内における施設の新設又は制限に関し必要な事項は、別に法律で定める」
としていた。工業等制限法は、この規定を具体化する法制度として制定されたものである。 
このような首都圏整備法に基づいて、首都圏整備委員会では 1958 年には首都圏整備に関
する基本計画を策定し、公表している9。このときの首都圏整備の基本的関心は、都市部で
ある「既成市街地」における人口増加問題に対して、適正収容人口に対する都市施設の整
備を行うことにあった。具体的には、既成市街地については「東京都区部（三鷹市、武蔵
野市を含む。）においては必要な区域について人口増の原因となる大規模な工場、大学等の
新増設を制限することとし」10、他方、「既成市街地の周辺の地域内において既成市街地へ
流入し、又は既成市街地より分散する人口及び産業等を吸収しその定着化を図るため、適
当な間隔に既成都市を核として市街地開発区域を指定し、その育成を図る」11ことが政策手
段として採用された。そして、前者が工場等制限法として 1959 年に具体化され、後者は
1958 年に制定された首都圏市街地開発区域整備法によって推進されることとなった。 
ここで首都圏整備法における大学の位置づけを確認しておくと、法条文上においては、
「大学」が制限施設として新増設の制限の対象と明記はされていなかった。しかしながら、
同法の制定過程においては、すでに、所轄庁の政府委員より大学を工業等制限区域におけ
る制限の対象と一つとすることが言及されており12、首都圏整備法の制定時点から大学を対
象とするものであることが想定されていた。そのため、1958 年の基本計画においては、「人
口増加の原因となる大規模な工場、大学等の新設または増設を制限すること」として具体
的に大学が対象とされることが明文化されている。つまり、指定区域において大学の新増
設の制限することは、首都圏整備法において既に規定されたものであり、工業等制限法は
その具体的な制度的枠組みを定めるものであったとみることが妥当であろう。 
  
2.2 1959 年制定時の工業等制限法の概要 
 それでは、工業等制限法では具体的には、大学に対してどのような制限がなされたので
あろうか。その内容をみておきたい。 
工業等制限法は、「首都圏の既成市街地中特に人口増加の著しい東京都区部、武蔵野市及
び三鷹市の区域を工業等制限区域として定め、この制限区域内において人口増加の主たる
原因となる大規模な工場、大学及び各種学校の新設を制限し、これらの地域への産業及び
人口の過度集中の防止することを目的」13とするものである。制限施設としては、人口増の
主たる原因となり、且つ必ずしも制限区域内に立地することが必要でないと考えられる施
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設として「製造業の工場と大学及び各種学校」が対象とされた。 
 大学についてその制限内容をみると、同法では、ひとつの団地内において床面積の合計
が「基準面積」以上の「教室」を「制限施設」として定義され、指定区域においては「制
限施設」を新設することが原則として禁止することとされた。そして、「制限施設」の新設
は、例外的に東京都知事の許可を受けたときに可能であるとした。東京都知事は、①その
制限施設が制限区域内に人口増大をもたらさないものと認めるとき、②制限区域内の住民
又は他の既存の事業者がその生活上または経営事業上現に受けており、又は将来受けるべ
き著しい不便が排除されると認めるとき、③制限区域外では事業経営が著しく困難と認め
るとき、④その他政令で定める場合に該当するとき、にのみ許可できることとされていた。 
ここで、「教室」とは講義室を指すものとされ、1959 年の法制定時における大学に対する
基準面積は「2000 ㎡」である。つまり、この法制度により、制限区域においてはひとつの
キャンパスにおいて講義室の床面積の合計が2000㎡を超える大学は原則として新設ができ
ないことになった。この 2000 ㎡という制限は、学生数 1000 人を想定したものとされてい
る14。 
しかし、制定時においては「既存の営業に与える影響等を十分に観案して、本法施行前
からの既存の工場、学校等については、その団地内の増設は一切制限しないこととしてい
る。ただ新設に準ずるような増設すなわち団地外において一定規模以上の施設を新増設す
ること等を規制することとしている」15とされているように、既存事業者に対しては制限を
緩和する条項が置かれていた。つまり、既存の大学が増設することには制限の対象からは
外されていた。したがって、制定時の工業等制限法は、指定区域内において総計で
．．．
一定規
．．．
模以上の床面積の教室をもつ
．．．．．．．．．．．．．
大学キャンパスの「新設」を制限するものであったとみるこ
とができる。さらに、このことは逆説的にみれば、同法は大学新設そのものを制限したも
のではなく、制限の対象とならない規模であれば大学の新増設は可能であったことにも留
意が必要である。 
  
３．法制定の背景と首都圏整備委員会「大学移転試案」 
 それでは、このような首都圏整備法・工業等制限法による、一定規模以上の大学の「教
室」に対する新設制限はどのような背景によりなされたのであろうか。そのことを確認す
ると、工業等制限法の創設の背景とされているものは、東京都区部における人口増加であ
ることがわかる。 
首都圏整備委員会によれば、1956 年の東京都区部への人口増加の内訳の 7 割が転入によ
る社会増であり、その理由が就職転職等の職業関係及び学校関係によるものが 75％を占め
ているとされている。学校関係とされている内容を具体的にみると、1956 年には 81,300
人が「就学・退学・停学・転校のため」の転入人口としてあり、これは区部への転入者の
15.6％を占める割合となっているとされる。このことが東京都区部における人口集中の背景
になっており、そのために、工業と大学等の学校を対象に制限を行うという論理がとられ
ている16。 
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このような東京都都市部での人口増加への対応は、1946年から 1948年に採られた東京、
大阪等特定都市の特定市域（東京都では 23 区）への転入を原則的に禁止する都会地転入抑
制緊急措置令にさかのぼることができるものであるとする指摘もなされている。しかしな
がら、移動の自由を保障する日本国憲法下では人口移動を直接制限することはできないた
め、人口増大をもたらす原因となる施設を制限し、間接的に人口増加を抑制する方法とし
て工業等制限法が制定されたとする説明である17。 
同法の制定に関する複数の解説とともに、制定時の国会審議においても都市部における
人口増加が問題とされており、国会においては建設委員会においても本会議においても与
野党を問わずどの政党からの反対もなく全会一致で成立していることからも18、同法の制定
は都市部における人口の集中防止であったとみることが妥当であろう。管見の限りにおい
ては、同法の制定にあたって、政治的な背景はみられなかった。 
なお、ここで、この時期の都市部への人口集中の対する首都圏整備委員会の対応として、
1960 年に「大学移転試案」が作成されていることにも注目したい。この試案は、東京都「区
部内に現存する大学 130 校全部の移転を計画するものとし、教職員、学生の外一般人を合
わせて人口 70 万人の学園都市を建設する」19ことを計算したものあり、大学の集団移転を
構想するものである。この試案は、官庁移転に転換され、最終的には、茨城県筑波地域へ
の研究・学園都市構想につながっていく20。1961 年には「官庁移転」についての基本的な
方針の閣議決定がなされていることから、緊急的な課題であったことがわかる。このこと
からも、都市部へのこれらの都市部での人口増加への対応は切迫していたことをみること
ができる。大学のみでなく官庁を対象として移転構想が検討されていることからも、都市
部への人口集中問題への対応が政治的背景によるものとみることは難しいだろう。 
 
４．工業等制限法の改正と新設制限の強化 
すでに見た通り、1959 年に制定された工業等制限法においては、既存事業者（既存の大
学等）に対する特例措置が大幅に認められていた。このような既存の大学への既得権の扱
いはその後どのように取り扱いがなされたのだろうか。制定後の工業等制限法の改正動向
を確認すると、1970 年代初頭までに３回の大きな改正がなされている。そこで、これらの
改正の内容を確認することを通じて、工業等制限法と大学の関係を検証することにしたい。
表 1 は、1959 年の制定、1962 年・1964 年・1972 年の法改正の特徴を示したものである。 
1962 年の法改正は、首都圏整備委員会の担当者によって「制定当時の経緯から事業経営
に与える影響を考慮して既存の工場や学校に対する特例がもうけられ、大巾な規制緩和の
取り扱いをおこなっていたので、当初よりザル法だとの声が高く、政府としても国会にお
いて近く将来制限規模の引き下げ等所要の改正を実施する旨を明らかにし、施行２年が経
過したのを契機として昭和 36 年 4 月より改正の準備に着手した」21と回想がなされている
とおり、制限を強化するものである。具体的には、法施行前からの既存の学校においては、
許可を受けないで制限施設を新設できるとされていた特例が一部を除いて全面的に廃止さ
れ、原則として許可を受けなければならないとされたことと、制限施設である「教室」の
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基準面積が 2000 ㎡から 1500 ㎡に引き下げられたことが大きな改正点であった。基準面積
の引き下げは、それまで 1000 人程度と想定されていた学生数が、800 人程度に変更された。 
 
表 1  工業等制限法の改正の特徴（1962・1964・1972 年）22 
1959年制定法 1962年改正 1964年改正 1972年改正
制限区域 東京都特別区・武蔵野市・三鷹市の全部また一部
東京都特別区・武蔵野市・
三鷹市の全部また一部
東京都特別区・武蔵野市・
三鷹市・横浜市・川崎市・川口市
の全部又または一部
東京都特別区・武蔵野市・
三鷹市・横浜市・川崎市・川口市
の全部又または一部
対象 2000㎡以上の教室 1500㎡以上の教室 1500㎡以上の教室 1500㎡以上の教室
主な改正点 ―
・既存施設においては許可を
要しないという特例を廃止
・基準面積の引き下げ（2000
㎡から1500㎡へ変更）
対象となる工業等制限区域を拡
大し、横浜市・川崎市・川口市の
一部を追加
・制限制度の目的を「既成市街地
への産業及び人口の過度の集中
を防止する」から、「防止し、都市
環境の整備及び改善を図る」に改
める
・1962年改正における附則による
応除外の特例、1964 年改正にお
ける施行令による許可基準の特例
を廃止
・施行令を改正市、対象となる工業
等制限区域の見直し（拡大改正）
特例
法施行前からの既存の学
校については、その団地内
の増設は制限しない。
（ただし、新設に準じる団地
外での施設の新増設は規
制）
附則（経過措置）
・制限区域内に既に教室をも
つ学校の設置者で一定期間
内に届け出たものは、改正法
の施行後3年間は許可を必要
としない
・制限区域内に既に教室をも
つ学校の設置者で一定期間
内に届け出たものが、理学ま
たは工学系に供する教室の
新増設については当分の間、
許可を必要としない
施行令による許可基準の緩和
（対象地域全体）
・教室の新設、又は増設について
は工業等制限区域における人口
の集中に伴う弊害を著しく助長す
るものではない場合は許可
（新しい対象地域への経過措置）
・施行前から引き続き存する教室
の床面積を増加させる場合で
あって、理学若しくは工学系の学
部、高専の利用する場合は許可
―
 
 
しかしながら、このときの改正では、これらの変更の経過措置として同法附則において、
制限区域内に既に教室をもつ学校の設置者で一定期間内に届け出たものは改正法の施行後
3 年間、同様に、制限区域内に既に教室をもつ学校の設置者で一定期間内に届け出たものが、
理学または工学系に供する教室の新増設については当分の間、許可を必要としないという
特例が定められている。つまり、期間と対象を限定して特例は継続されたことになる。こ
のような特例は、1960 年に閣議決定された国民所得倍増計画に基づく、理工系学生増募計
画（第一次 1957-1960、第二次 1961-1964）を背景とするものである。 
この特例に関して、1964 年改正法の国会審議から注目されることが 2 点あげられる。ひ
とつは、審議過程において、これらの特例が設定された背景が明らかにされていることで
ある。具体的にみれば、参議院での審議のなかで「三月八日付で日本私立大学連盟から、
首都圏整備委員会の委員長の資格における中村建設大臣に対して、首都圏の既成市街地に
おける工業等の制限に関する法律の一部改正について、反対であるという申し入れ」がな
されていることが指摘され23、これに対して政府委員により「この私立大学側のお考えの点
もわかる点もございますので、文部省と慎重に相談をいたしまして、そこで先ほど御説明
いたしましたように、この経過規定におきまして、大学につきましては、特にこの団地内
におきましては三年間は従来どおり増設はよろしいんだ、それから理工系の大学等につき
ましては、当分の間団地内の増設はよろしいんだという規定を設ける、ことに大学につい
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ては設けるということにいたしまして、文部省と完全に了解がつきましたので、政府提案
として提出するというような運びに至った」と説明がなされている24。このことは、首都圏
整備委員会と文部省との交渉のなかで特例規定が創設されたこと、特例規定が創設された
ことにより改正法案の国会提出が可能となったことを意味するものである。 
国会審議において注目されるもうひとつのことは、このような附則に対して、野党であ
る日本社会党（当時）が反対意見を示し、「工業等制限区域内の教室の新増設につき、東京
都知事の許可を猶予する旨を定めた附則の経過措置を廃止」する修正案を提出しているこ
とである25。この修正案提出の理由は、「一定期間内における経過措置を設けたことは、む
しろ工業等制限区域内の教室の増加を促進する機会を助長するものであり、本改正法案の
趣旨に逆行する」とするものである。このことは、社会党においては都心部における大学
立地の制限を積極的に主張していることを意味している。つまり、政治的には政府と対立
する野党においても、都市部における人口集中は重要な政策課題であったことを示すもの
である。ここから政治的な対立という観点から同法を位置づけることが難しいことが改め
て示唆される。 
このような経過措置としての特例条項を定めた附則は、1972 年法改正において廃止され
るまで維持されている。つまり、1960 年代を通して、制限区域においても既存の大学が理
工系を目的とする教室の新増設を行うことについては、制限が緩和されていたことになる。 
その後の 1964 年法改正、1972 年法改正は、制限区域の範囲を拡大することで、制限を
強化するものであった。1964 年法改正では、1966 年から生じるベビーブーム世代の大学進
学による学生数の急増傾向に対応するために許可基準の緩和が施行令により設けられてい
る。このように工業等制限法による新増設制限は、既存の大学との関連、その時代の大学
に関する政策課題との関連の中で調整されており、必ずしも完全に禁止されてきたわけで
はなかったことがわかる。これらの特例規定が廃止されるのは 1972 年の法改正である。逆
説的にみれば、1972 年法改正により初めて、当初想定されていた制限制度として完成した
とみることができるかもしれない。つまり、1960 年代においては、大学に関する政策環境
との調整により制度的な限定を持った制限制度であったとみることもできるだろう。 
 
５．おわりに 
本稿では、工業等制限法について、その創設の背景と 1970 年代までの改正過程を整理し
てきた。その結果、工業等制限法の制定は、制定当時の都市部における人口集中を背景に
するものであり、その防止を目的とするものであることが改めて確認された。しかしなが
ら、工業等制限法による大学の新増設制限は、既存の大学との関連、その時代の大学に関
する政策課題との関連の中で調整されており、必ずしもすべて禁止されてきたわけではな
かったことが示された。例外をもたずに、一定規模の「教室」の新増設が原則として禁止
となるのは1972年法改正であり、それまでは高等教育の政策環境との調整がなされている。
つまり、1960 年代には、工業等制限法においては、高等教育政策と都市政策の政策調整が
なされてきたことが明らかになった。 
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それでは、このような人口の集中を防止する制度としての工業等制限法は、現実の大学
立地、都市部での学生人口の変化に対してどのような影響をもたらしたのであろうか。制
度的枠組みの変化を前提に、その効果を検討する必要があるだろう。このことについては
今後の課題として、別稿において検証の結果を示したい。 
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第４章 大学立地政策は何をもたらしたか？ 
―東京都所在大学の立地と学部学生数の変動分析― 
 
末冨 芳 
（福岡教育大学 助教授） 
 
１. はじめに 
 大学立地に対する政策として、もっとも早期に導入されたのはいわゆる工場等制限法で
ある。「昭和三〇年代に入って、政府において最初に立地政策に踏み込んだのは文部省では
なく、総理府の外局の首都圏整備委員会であり」(1)、総理府主導のもとで首都圏整備法お
よび工場等制限法(2)が制定された。工場等制限法は、大学に対し首都圏、近畿圏の既成市
街地における「（1500 平方メートル以上の床面積を持つ大学の教室）を新設又は増設して
はならない」という規制を課した。黒羽はこの法律の意図として、首都圏および近畿圏に
ある「既設大学も地方に分散する」ことが意図され、中央教育審議会三八答申、四六答申
など当時の文部省の 1960 年代以降の教育政策のなかで大学立地がイシューとしてとりあ
げられる契機をつくることになったと指摘している(3)。 
 ただし大学立地政策といった場合、工場等制限法だけでなく中央教育審議会や文部省レ
ベルでの政策決定も重要になる。特に工場等制限法の対象地域において実際の大学の設置
認可を文部省が行うかどうかが重要になる。工場等制限法は首都圏においては 1959 年に、
近畿圏においては 1964 年に施行されたが、じっさいに大都市地域での大学立地の抑制政策
がとられ、関東・近畿の 2 大都市圏以外の地方に立地する大学が増加したのは 1970 年代後
半以降であった(4)。1970 年代後半には四六答申で示された大学の大都市集中の抑制方針が、
文部省高等教育懇談会のいわゆる「昭和 50 年代前期計画」(5)において「東京都 23 区およ
び政令都市は原則として、高等教育機関の新設を抑制する地域」といっそう具体化された
(6)。1975 年度からの私学助成の開始とそれにともなう私立大学の超過定員抑制、「昭和 50
年代前期計画」を受けての既成対象地域の抑制などがあいまって、1970 年代後半以降に大
学立地政策は実質的な意味をもったと考えられる。 
 すなわち大学立地政策とは、工場等制限法における大学新増設の規制地域の指定ととも
に、文部行政における大学の大都市集中の抑制政策、それを具体化するための設置認可や
定員管理といった複合的な法・政策を意味する。これまで高等教育研究における大学立地
政策については、大学の地方分散政策の効果を全国的に評価する視点からの研究が主流で
あった。しかしながら、大学立地政策の既成対象となった大都市圏を中心的な関心とし、
規制地域である都心から非規制地域である郊外への大学の移転や新増設が、工場等制限法
以降（東京では 1959 年施行、近畿圏では 1964 年施行）において、いつどのようなタイミ
ングで生じてきたのかを詳細に検討した先行研究は存在しない。これを明らかにしようと
するのが本稿の課題である。 
 ここで先行研究の状況を整理しておく。大学立地政策については、高等教育研究におけ
る政策史や政策評価の視点からの研究と、高等教育機関の地方分散政策を進展させた国土
庁（現・国土交通省）による調査研究とに大別される。前者については黒羽[1993],小林[1996],
吉本[1996],秋永・島[1995]、後者については国土庁[1988]および[1995]が代表的なものとし
てあげられる。 
 高等教育研究においては戦後日本における大学進学率の上昇とそれとともに浮上した地
域間の進学機会格差、その是正のための大学地方分散の必要性といったことがらへの関心
から、文部省の高等教育計画・政策に関する政策研究や、大学立地政策が大学生の地域間
移動におよぼした影響の計量的評価等の分析が蓄積されてきた。 
政策研究について代表的であるのは黒羽[1993],小林[1996]である。黒羽[1993]では戦前か
ら昭和 60 年代までの高等教育計画の政策的意図とその実効性について長期的な検証が行
われているが、高等教育計画の重要な対象である大学立地政策についても年代毎に系統立
てた分析を行っている。黒羽によれば、昭和二十年代の私立大学の都市集中状態から「昭
和三十年代に最初に大学立地政策に踏み込んだのは文部省ではなく、総理府の外局の首都
圏整備委員会（現在は国土庁の一部）」(7)であった。文部省の私学に対する設置認可は野放
しに近い状態であり、大学の地方分散政策が本格的に展開されたのは文部省が大学設置に
ついて抑制政策に転じた「昭和 50 年代前期計画」以降であった(8)。しかし地方分散政策は
第二次ベビーブーマーに対応した昭和六十年代計画では「自然増の成り行きにまかせたよ
うな緩いものとなった」のである(9)。また小林[1996]は、1976 年を境とした大学短大進学
率の停滞の要因分析の中で、副次的な分析手続きとしてではあるが「昭和 50 年代前期計画」
の政策プロセス分析とそれによる地方分散の結果を検証している。小林によると「昭和 50
年代前期計画」やその前後の文部省の政策決定により、地方分散政策については「大学の
地方分散は着実に進行した」(10)と結論されている。しかしながら、これらの研究において
は、全国レベルでの地方分散政策やその帰結は明らかにされるものの、もともと大学が集
中していた都市部の大学立地や定員にいかなる変動が生じたのかは明らかにされていない。 
 こうした限界は地方分散政策の計量的な研究にも共通するものであるといえる。吉本
[1996]は、東京と京阪神の二大都市圏における学部定員は「1975 年の 61.5%まで低下した
後、顕著な変化をみせず、ほとんど横ばいに近い状態」であり、「首都圏の多摩地域や都外
など郊外立地・移転が促進されたのであるが、2 大都市圏対その他の地方地域という大き
な枠組みでの変化は小さかった」と指摘している(11)。また、秋永・島[1995]は、県外進学
率に注目し、東京・大阪・名古屋の三大都市圏で 1971 年以降一貫して「事実県外進学率が
上昇傾向にある」ことなどから「人口再配置政策の一環としておこなわれた大学の地方分
散化政策はそれなりに有効であったといえるかもしれない」と結論している(12)。ただし、
都市部の郊外立地・移転が進展した年代や学部による移転傾向の差異といった詳細な点に
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までは踏み込んで検証されておらず、追加的分析が必要な状況にあるといえる。 
 これに対し、学園計画地ライブラリーを設置し非都市部や地方への大学移転・新増設を
支援してきた国土庁[1988],[1995]は、事例研究を通じてある程度、都市部における大学の
郊外化や地方分散の傾向が明らかにしている。たとえば国土庁[1988]では「東京圏（南関
東）の移転が八王子市,町田市方面を中心に昭和 40 年代から 50 年代前半をピークに行われ
たのに対し、近畿圏の移転が昭和 50 年代後半以降に行われた」(13)ことが明らかにされて
いる。また、移転事例は三大都市圏に集中,神奈川県では東京都所在大学の移転の多さ（5
校）が目立っていることを指摘するなど(14)、本稿の問題意識に照らし合わせて貴重な知見
を提供している。また国土庁[1995]でも 1980～1995 年までの 14 年間に新増設・大学移転
等を行った 260 大学、受け皿となった 135 市町村への調査から全体傾向として南関東での
新設が 53 件と多く、大学の地方分散政策が都市部とりわけ首都圏における郊外化を促進し
たことを明らかにしている(15)。ただし大学の移転や新増設を前提とした調査研究であるた
めに、郊外移転の背景や促進要因等に重点を置いた分析や事例研究が行われており、都市
部大学の郊外移転や非都市部における新増設傾向等をトータルに検証しているわけではな
いことに留意する必要がある。また年代的にも学園計画地ライブラリーが設置された昭和
55 年度以降の大学郊外移転、地方分散の実態検証が中心となっている点で一定の限界があ
る。 
企業の国際的競争や近未来の人口減少社会の到来といった条件のもとで、今日、大学の
都市への集積が政策課題として浮上している。こうした大学をとりまく環境を考えたとき、
大学立地政策が都市部の大学をどのように分散させていったのか、また 2002 年の工場等制
限法の規制緩和による大学の都心回帰は現時点でどのように確認できるのかといった課題
を検証することが重要であることは言うまでもない。また工場等制限法や高等教育計画と
いった大学立地政策の効果を歴史的に検証する意味でも、大学の立地動向に対する時系列
的な分析を行う意味でも、戦後日本において首都圏や近畿圏の大学が、いつどのように立
地を変化させたのか（あるいは変化させなかったのか）という課題は、高等教育研究にお
ける重要なトピックの 1 つであるといってよい。 
 このような問題意識から、本稿では東京都内における、大学の立地と学生数（実員、定
員）に焦点をあてて、その変化を経年分析していく。具体的には、1955 年、1965 年、1975
年、1985 年、1995 年、2005 年の 6 時点にわたる東京都所在 4 年制大学の学部・学科立地
および実員・定員のデータベース（東京都所在大学データベース）の分析により、大学立
地政策が東京都での大学立地や学生数にいかなる影響をもたらしたのかを検証していく。 
 本来であれば、こうした研究は工場等制限法の規制対象となっていた東京都、神奈川県、
京都府、大阪府、兵庫県のそれぞれの規制地域と非規制地域について行われなければなら
ないことは言うまでもない。それぞれの地域で、大学立地の変動やそれにともなう学生地
域移動の変化は、興味深い「個性的」な動向を示しており、研究関心をかきたてられる(16)。
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しかしながら、その経年分析のためのデータベース作成には膨大な労力がかかり、すべて
の地域における大学立地動向分析を精密な分析手法で行うためには、一研究者の限られた
研究条件のもとではおそらく数年単位での時間がかかるものと思われる。こうした地域別
の大学立地政策の効果とその評価は、今後の研究の中で、充実されるべきである。 
こうした課題をふまえたとき、東京都における大学立地を事例として分析する本稿は、大
学立地政策がじっさいの大学立地、とりわけ規制対象となった都市部地域における大学立
地の評価に対する「端緒」を提供する研究であるとの位置づけを持つといえる。 
 
２. 東京都所在大学データベースの作成方法とその制約 
 まず初めに本稿でいう東京都所在大学の定義を行っておく。「東京都内に学部の一部また
は全部を設置し、定員を割り振っている大学」を東京都所在大学、と呼称する。大学本部
や学部の大部分が東京都になくとも、学部あるいは学科の一部が東京都内に所在する大学
を東京都所在大学と規定した。たとえば北里大学は 2005 年度において 7 学部のうち薬学部
のみ東京に所在し、その他の 6 学部は東京都以外に設置されているが、上述の定義に従え
ば東京都所在大学の要件を満たすことになる。 
また『学校基本調査』では、学部所在地（学部本部所在地）を基準に、都道府県単位の
学生数を記載する。しかし、本稿の分析手続きの中では学部所在地にかかわらずじっさい
の学科や学年の所在地にもとづいてデータベースを作成した。たとえば慶應義塾大学法学
部の所在地は東京都港区であるが、1・2 年次の教育は神奈川県横浜市で行われている。こ
の場合、慶應義塾大学法学部の 3・4 年生のみの定員・実員を東京都港区の学生数として扱
うこととした。 
工場等制限法、大学の地方分散政策のもとで、現在、学部のすべてを東京都特別区を中
心とする都心部に置く大学は単科大学や小規模大学に限られ、大規模大学においてはほぼ
皆無といって良い。また移転や新増設を繰り返した結果、大規模大学の所在地は同一学部
においても学年や学科毎に別々の場所に所在するなど、立地条件が複雑化しているケース
も多い。こうした状況下で、工場等制限法をはじめとする大学立地政策が、東京都のとく
に都心部に所在する大学にいかなる影響を与えたかを検討するためには、大学単位、学部
単位の分析では不足であり、学科や学年等のミクロレベルの立地や定員、実員の変動まで
補足する必要がある。ゆえに前述のような定義のもとでデータベースを作成した。 
さて東京都所在大学データベースの詳細な作成方針は以下の通りである。 
(1)対象年度：1955 年度、1965 年度、1975 年度、1985 年度、1995 年度、2005 年度の 6 期 
(2)基礎資料 
・所在地・定員データ：文部科学省『全国大学一覧』 
・実員データ：大学基準協会『大学一覧』 
(3)データベースの作成方針 
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  ・4 年制大学における学部の所在地、定員、実員をデータ入力した。 
・同一学部の所在地が学科・学年レベルで分かれている場合には、学科・学年等によ
り細目化して所在地等のすべてを入力した。 
また『全国大学一覧』、『大学一覧』において学科・学年別の所在地や定員、実員が
判明しない各大学に問い合わせて入力を行った。 
・医学部（医学科）、歯学部（歯学科）、農獣医学部（農獣医学科）等の 6 年制課程を
採用する学部・学科は 6 学年を「学部」段階とみなした。 
 (4)データの制約 
・1955 年度、1965 年度は実員データが存在しない。 
・学科・学年レベルでの所在地定員、実員について、各大学に問い合わせたが、中に
は古い年代の定員、実員データが欠損しているケースが数例あった。その場合には、
該当年度のおおよその定員、実員等の配分状況を各大学担当者に調査いただき、そ
れにあわせて定員、実員データを比例配分している。なお学科・学年レベルでの所
在地については、すべての事例で判明した。定員、実員についてはなるべく正確な
実態を反映するよう努力はしたが、「完全に正確な」情報ではない。 
・大学院レベルのデータベースは作成していない。 
 
３. 大学立地政策は何をもたらしたか？ 
3.1 東京都における学生数の経年分析 
分析に先立って、本稿での主要な検討の対象となる東京都において、学生数がどのよう
に変化してきたのかを確認していく。1 節で述べたように、大都市での大学新増設抑制と
地方分散政策の中での、東京都のマクロな位置づけをあきらかにするためである。 
以下は『学校基本調査』より、東京都の学部学生数と全国の学部学生数を比較したもの
である。なお前述のように『学校基本調査』では学生数が在籍する学部単位で算出されて
おり、学部の一部のみが東京都以外に存在する場合にも東京都に所在したことになってい
るケースが含まれる。次節にて分析を行う東京都所在大学データベースは、大学立地や学
生分布の正確な実態を補足するために学科や学年単位で学生数を算出しており、『学校基本
調査』のほうが東京都学生数が多く算定される傾向にある。 
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 表 1 『学校基本調査』における学部学生数の変動（東京都・全国） 
年度 東京都 対前期伸び率(%) 全国 対前期伸び率(%)
1955 237976 523355
1965 441103 93.0 924621 76.7
1975 701144 64.3 1712585 85.2
1985 557156 -22.4 1826080 6.6
1995 586931 5.8 2330831 27.6
2005 603843 3.1 2508088 7.6
　「学生数」については，在籍する学部等の所
在地による。
 
 さて学部学生数は、全国は一貫して増加傾向、東京都は1985年度の前期比マイナス22.4%
を例外として基本的には増加傾向にある。ただし、対前期伸び率に注目すると 1965 年度を
除いて、全国の学生数伸び率のほうが東京都よりも高い傾向にある。このことは全体傾向
として、東京都の学生数増加が抑制されてきたことを意味する。とりわけ 1975 年度から
1985 年にかけては、全国的に 6.6％の学生増加があったにもかかわらず、東京都では 22.4％ 
も学生数が減少していたという特異な傾向にある。 
 すでに述べたとおり、1975 年度以降は「昭和 50 年代前期計画」のもとで、大都市にお
ける大学進学増設が抑制された時期であり、それがじっさいに東京都の学生数の減少とな
って効果をあらわしていたことが確認される。ただし、1995 年度以降の東京都の学生数は
進学率の上昇等により増加傾向に転じているが、学生数の伸び率はいずれも全国水準より
は低く、東京都における学生数増加やその背景にある学部・学科の新増設が相対的に抑制
されていたことがうかがえる。 
 しかしながら『学校基本調査』のデータでは、東京都内の工場等制限法や高等教育計画
といった大学立地政策の規制対象地域と、それ以外の地域との大学数や学生数の変動は把
握できない。それゆえに、本研究では東京都所在大学データベースから、1955 年度以降、
10 年毎の東京都所在大学の立地動向を検証していく。 
 
3.2 東京都所在大学と立地、学部学生数の変動分析 
3.2.1 分析の方法と規制地域／非規制地域の定義 
さて、東京都内での大学立地、学生数の経年分析をするにあたって、(1)東京都の都心に
所在する大学の学生数の変動に関する量的分析と、(2)大学・学部・学科等の立地動向に関
する質的分析、の 2 つのアプローチを採用する。 
 分析に先立って必要なのは、大学新増設の規制対象となった地域とそうでない地域を分
類するための基準である。首都圏における大学立地の抑制政策は、工場等制限法における
既成市街地を地理的基準として、文部省（現・文部科学省）による設置認可によってコン
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トロールされてきた。ゆえにひとまず工場等制限法を基準として東京都内の地域を区分し
ていくことが妥当であると思われる。ここで工場等制限法の規制対象地域をあらためて確
認しておこう。 
 首都圏整備法施行令第 2 条および別表に示されている下記の地域が、首都圏の既成市街
地における工業等の制限に関する法律第 2 条の定めにより、大学の教室の新増設が原則と
して禁止された地域である。 
東京都特別区、武蔵野市、三鷹市の一部（北野１丁目から４丁目まで、新川１丁目、中
原１丁目、２丁目及び４丁目並びに大沢２丁目から６丁目までの区域並びに新川４丁目、
中原３丁目及び大沢１丁目のうちそれぞれ国土交通大臣が定める区域） 
 本稿では、東京都特別区と武蔵野市、三鷹市の一部を「規制地域」と位置づけ、それ以
外を「非規制地域」と区分し、以下、規制地域と非規制地域における学部学生数の変動を
分析していく。これにより工場等制限法の対象となった規制地域において学生数がどのよ
うに変化したのかを検証していくこととする。ただし「昭和 50 年代前期計画」では「東京
23 区および政令指定都市」における大学新増設の抑制方針が特に示されているので、東京
都に関しては特別区とそれ以外の地域（武蔵野市と三鷹市の一部）に分けて学生数の変動
を把握していく必要がある。なお三鷹市については地名・番地を確認したうえで、工場等
制限法の対象となる既成市街地を判断した。 
 
3.2.2 東京都の規制地域／非規制地域における学部学生数の変動 
 東京都の規制地域／非規制地域における学部学生数の全体動向をまとめたのが表 2 であ
る。繰り返しになるが、利用した資料の制約から、1955、1965 年度については定員数、1975
年度以降については実員数を用いている。 
 まず学部学生の実員数があきらかになっている 1975 年度以降の実員数において東京都
所在大学学生数の変動を確認していこう（表 2）。1975 年度に約 51 万人であった東京都学
生数は 1985 年度にいったん約 48 万人に落ち込むが、1995、2005 年度では約 55 万人、約
56 万人と増加傾向にあることがわかる。すなわち、東京都所在大学における学部学生数は、
1985 年の減少したものの、それ以降は増加傾向にある。これは前節でも述べた『学校基本
調査』における東京都の学部生数の変動傾向とも一致する。 
 さてここで規制地域の学生数の動向に焦点をあてていこう。ここでも実員数の判明する
1975 年度以降に焦点を当てると、東京都において工場等制限法の対象となっていた規制地
域の学生数は 1975 年度の約 44 万人をピークに減少傾向にある。ただしその傾向は特別区
と武蔵野市、三鷹市では異なる傾向にある。東京都特別区の学部学生数は 1975 年度の約
42 万人をピークに単調減少傾向にあり、2005 年度では約 35 万人にまで減少している。い
っぽうで武蔵野市、三鷹市では、1975 年度以降、学生数の減少と増加が繰り返されている。
すなわち 1975 年度以降に限定した場合、工場等制限法の規制地域において、学生数が減少
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傾向にあるのは東京都特別区に限定された傾向であるといえる。 
 
表 2 東京都所在大学学生数（全体） 
特別区 武蔵野市＋三鷹市の一部 規制地域計
定員数 110604 2370 112974 7540 120514
% 91.8 2.0 93.7 6.3 100
定員数 191698 5130 196828 18963 215791
% 88.8 2.4 91.2 8.8 100
実員数 422553 17780 440333 73723 514056
% 82.2 3.5 85.7 14.3 100
実員数 357833 15958 373791 108325 482116
% 74.2 3.3 77.5 22.5 100
実員数 359316 20128 379444 172562 552006
% 65.1 3.6 68.7 31.3 100
実員数 347769 18739 366508 194325 560833
% 62.0 3.3 65.4 34.6 1002005
年度／大学所在地区分
非規制地域 東京都所在大学学生数・合計
1985
1995
規制地域
1955
1965
1975
 
 
次に対象年度のすべてにおける規制地域と非規制地域との学生数比率(%)に注目して検
討していく。1955 年度、1965 年度では規制地域に学部学生の 90％以上が集中しており、
逆に非規制地域の大学・学部には 10％未満の学生しか所属していない。しかし 1975 年度
以降の規制地域の学生数比率は 85.7%→77.5%→68.7%→65.4%と一貫して減少傾向にある。
とくに特別区の学生数比率は 1975 年度に 82.2%であったものが、74.2%→65.1%→62.0%と
一貫して減少傾向にあり、工場等制限法緩和後の 2005 年度においても学部学生の「都心回
帰」の傾向は確認できない。 
 ここまでの結果をおおまかにまとめるならば、東京都所在大学の学生数全体は増加傾向
にあるものの、特別区の学生数および学生数比率はとくに 1975 年度以降、一貫して減少傾
向にある。特別区を都心部とみなすならば、大学生の都心部における減少傾向は、工場等
制限法の規制緩和にもかかわらず依然として継続しているのである。 
 ただしこれは全体傾向であるので、以下、理系学部（医・歯・理工系学部）と非理系学
部（人文科学・社会科学・家政・健康福祉・看護学部、ただし文理学部や文理混成の教養
学部を除く）との学部学生数の動向をそれぞれ検証していく。 
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 表 3 東京都所在大学学生数（理系学部） 
特別区 武蔵野市＋三鷹市の一部 規制地域計
定員数 31550 640 32190 2160 34350
% 91.8 1.9 93.7 6.3 100
定員数 59817 1120 60937 8708 69645
% 85.9 1.6 87.5 12.5 100
実員数 94420 3048 97468 17195 114663
% 82.3 2.7 85.0 15.0 100
実員数 91121 3051 94172 18833 113005
% 80.6 2.7 83.3 16.7 100
実員数 89789 3664 93453 35047 128500
% 69.9 2.9 72.7 27.3 100
実員数 73026 3463 76489 34335 110824
% 65.9 3.1 69.0 31.0 100
1955
1965
1975
1985
1995
2005
規制地域
非規制地域 東京都所在大学学生数・合計
年度／大学所在地区分
 
 
 理系学部の学部学生数動向は表 3 のとおりである。ここでもやはり 1975 年度以降の実員
数において学生数の動向を把握していく。東京都所在大学の学部生合計においては 1995
年度に理系学部学生数が 12 万 8500 人でピークとなったのちは、減少し 2005 年度では約
11 万人になっている。全体傾向とは違い、理系学部学生数は東京都において、1985 年度と
2005 年度の 2 時点において減少傾向が確認できる。 
 さて規制地域の学生数はより特徴的な傾向をしめす。1975 年度に約 9 万 7 千人でピーク
を示したのち 1995 年度まで 9 万人代で漸減傾向にあったが、2005 年度にはその数を著し
く減少させ現在は約 7万 6千人となっている。武蔵野市と三鷹市の一部では 1975年度以降、
3000 人代の学生数で推移しているのに対し、特別区の学生数の減少傾向が著しい。とりわ
け 1995 年度から 2005 年度の間では特別区において約 1 万 6 千人もの学生数の減少が見ら
れる。いっぽうで非規制地域の学生数は 1985 年度の約 1 万 9 千人から 1995 年度の 3 万 5
千人と約 1 万 7 千人と倍増に近い増加が見られる。非規制地域では 2005 年度の学生数は若
干の減少傾向にはあるものの、1985～1995 年度の 10 年間に倍増に近い急速な拡大を遂げ
たことがわかる。 
 学生数比率の面からも、東京都所在大学の学部生全体を 100%とした場合、特別区の学
生数は 1955 年度の 91.8%から 2005 年度の 65.9%へと単調減少傾向が認められ、いっぽう
非規制地域では 1955 年度の 6.5%から 2005 年度の 31.0%へと単調増加傾向にあることが判
明する。詳しい検討は次節にて行うが、理系学部学生数は、特別区での学生数減少が著し
い傾向と、非規制地域における増加傾向にあることを支持する結果である。 
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 表 4 東京都所在大学学生数（非理系学部） 
特別区 武蔵野市＋三鷹市の一部 規制地域計
定員数 78814 1100 79914 5380 85294
% 92.4 1.3 93.7 6.3 100
定員数 127051 3320 130371 10255 140626
% 90.3 2.4 92.7 7.3 100
実員数 306317 13204 319521 56528 376049
% 81.5 3.5 85.0 15.0 100
実員数 247940 10991 258931 89492 348423
% 71.2 3.2 74.3 25.7 100
実員数 250181 13916 264097 137515 401612
% 62.3 3.5 65.8 34.2 100
実員数 255777 12347 268124 159990 428114
% 59.7 2.9 62.6 37.4 100
東京都所在大学学生数・合計
年度／大学所在地区分
1955
1965
1975
1985
1995
2005
規制地域
非規制地域
 
※（人文科学・社会科学・家政・健康福祉・看護学部等ただし文理学部や文理混成の教養学部を除く） 
さてここからは、非理系学部（人文科学・社会科学・家政・健康福祉・看護系学部）の
学生数動向を確認していく（表 4）。なお文理混成の文理学部および教養学部は除外して分
析を行った。 
 まず 1975 年度以降の東京都全体における非理系学部学生の実員数の変遷であるが、これ
は全体傾向と同様に 1975 年度の約 38 万人から 1985 年度にいったん減少したのち、1995
年度以降では約 40 万以上と再び増加傾向にあることがわかる。1970 年代後半から 80 年代
にかけての非理系学部の学生数では抑制傾向が強かったことが判明する。また非規制地域
の学生数は、1975年度の 5万人代から 2005年度の 15万人代までおよそ 3倍程度増加した。
2005 年度において学生数の減少傾向が確認できた理系学部とは異なり、文系学部では規制
地域・非規制地域ともに 1995 年度、2005 年度と学生数が増加傾向にある点が特徴的であ
る。 
 ただし非理系学部も学生数比率の面では、理系学部同様に特別区での減少傾向と、非規
制地域での増加傾向が確認される。東京都所在大学学生数を 100%とした場合、特別区で
は 1955年度の 92.4%から 2005年度の 59.7%へと単調減少傾向にあり、非規制地域では 1955
年度の 6.3%から 2005 年度の 37.4%へと増加傾向にある。 
 
3.2.3 大学立地政策と東京都における学生数の変動 
 さて、1959 年に施行された工場等制限法が大学の新増設や学生数の都心部への集中に対
し有効な規制力を持っていたとすれば、1960 年代にはすでに規制地域における学生数は減
少していなければならない。しかしながら定員数においては 1955 年度から 1965 年度にか
けては増加傾向にあった。また 1975 年度の実員数の上でも学生数の動向分析においては非
理系学部においては 1985 年度を例外として増加傾向にあった。ただし規模施設を必要とし
郊外移転に対し親和的であると考えられる理系学部は、1975 年度以降とくに 1995 年度か
ら 2005 年度にかけて規制地域での学生数減少が確認できる。 
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 この結果を考えると、理系学部はともかく非理系学部の学生数については「50 年代計画」
の制定された 1975 年度から 1985 年度にかけて以外の時期以外では、大学立地政策は東京
都規制地域とくに特別区において影響があったとはいえない。 
 しかし 1955 年度以降、2005 年度にいたるまで大学進学率は基本的に上昇傾向にあり、
学生数もそれに伴って増加傾向にあったことを考えれば、学生数の上だけで大学立地政策
の効果を検証することは妥当な手法ではない。 
 そこで、あらためて東京都所在大学の学生数が、規制地域／非規制地域においてどのよ
うな変動をみせてきたのか、比率に注目した分析を行うこととする。下図は、前項での表
2～表 4 から、東京都全体の学生数を 100%としたときの規制地域と非規制地域との学生数
比率をまとめたものである。 
 
0
20
40
60
80
100
1955 1965 1975 1985 1995 2005
年度
%
規制地域(全体)
非規制地域(全体)
規制地域（理系）
非規制地域(理系)
規制地域(非理系)
非規制地域(非理系）
 
図 1 規制地域／非規制地域における学生数比率 
 
1955 年度と 1965 年度においては、規制地域の学生数比率は全体、理系、非理系ともに
約 9 割と高いが、1975 年度以降序々にその比率を下げ、現在は約 6 割が規制地域に存在す
る。いっぽうで、非規制地域の学生数比率も 1975 年度以降に上昇していることが確認でき
る。 
ここからいえることは、1959 年制定の工場等制限法だけで、大学の学生数や規制地域へ
の学生集中に対する強固な規制効果を発揮したとはいえないことである。むしろ 1975 年度
以降において規制地域での学生減少傾向が観察されることから、同時期における「昭和 50
年代前期計画」とそれに伴う大学抑制政策やその後の地方分散政策の効果があらわれたと
見るほうが妥当であると考えられる。またとくに 1980 年代から 1990 年代にかけてはバブ
ル景気の影響で東京都特別区での地価上昇傾向はとくに深刻なものであった。ゆえに東京
都所在大学は土地取得がしやすい郊外地域において学部・学科の新増設や移転を行ったこ
とで、規制地域における学生数比率と非規制地域における学生数比率の上昇が発生したと
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も考えられる。 
ではなぜ地価上昇傾向が抑制され、さらに大学立地に関する規制が緩和された後の 2005
年度においても規制地域の学生数比率減少傾向はゆるやかにはなったものの継続し、非規
制地域での学生数比率が増加しているだろうか。これについては推測の域を出ないが、規
制緩和されたとはいえ大学の建物、教室の増築、新築には時間がかかる。2002 年に工場等
制限法が規制緩和されたとしても、大学が都心（とくに特別区）への回帰を実現させるた
めには 3 年という時間は短い。ゆえに、工場等制限法の規制緩和の効果を見極めるために
は、もう少し時間の経過した時点（たとえば 2010 年度）と 2005 年度の動向の比較を行う
必要があるといえよう。 
 
3.2.4 都心大学の立地の変動傾向 
ここまでは学生数の変動を確認してきた。とりわけ 1975 年度以降、学生数比率の上で東
京都特別区を中心とする規制地域への学生集中傾向は緩和されてきており、2005 年度時点
でも学生数比率の減少は継続していた。 
 しかしそうした量的分析だけでは、大学立地政策の影響を分析したことにはならない。
じっさいに東京都所在大学が、その立地においてどのような変化を見せてきたのかを検証
していくという質的な分析が必要となる。ここでは 1955 年度～65 年度（第 1 期）、1965
年度～75 年度（第 2 期）、1975 年度～85 年度（第 3 期）、1985 年度～1995 年度（第 4 期）、
1995 年度～2005 年度（第 5 期）のそれぞれの期間における、大学立地の変化の特徴を主要
事例を通じて把握していくこととする。 
 
(1)第 1 期(1955～1965 年度)：規制地域／非規制地域の双方における大学・学部新増設 
  
前項の分析でもあきらかになったように 1955 年度から 1965 年度にかけては、規制地域
における学生数比率はわずかに低下したにすぎず、工場等制限法の大学立地への影響は確
認できない。 
 むしろこの時期の大学の立地を確認していくと、規制地域／非規制地域の双方において
大学や学部の新設や短期大学からの昇格が相次いでおり、それは工場等制限法以前も以降
にも共通した傾向であった(表 5)。たとえば上智大学理工学部は 1962 年に千代田区紀尾井
町に設置されている。この増設が、工場等制限法の対象となる教室面積をともなったもの
であったかどうかは現時点では検証できていないが、規制地域である特別区内でも大学や
学部の新設が相次いでいたことは確かである。この時期には非規制地域への新増設も比較
的多かったことから、規制地域学生において比率の低下が見られたものと考えられる。 
 しかしながら、規制地域内部での学部や学科新設も多く、工場等制限法が大学の新増設
やその際の立地に対して影響をあたえるほどの強制力を持っていたとは現時点の分析にお
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いては考えづらい。 
 
表 5 規制地域における大学・学部新増設の主要事例（第 1期） 
 
大学・学部名 新増設場所 備考 
上智大学      法学部 
理工学部 
千代田区  法学部は 1957 年、理工学部は
1962 年に設置 
立教大学    社会学部 豊島区 1958 年 
女子栄養大学  家政学部 豊島区 1961 年に設置 
東京理科大学  工学部 新宿区 1962 年に設置 
玉川大学    工学部 町田市 1962 年に設置 
白百合女子大学 文学部 調布市 1965 年に調布に移転、同時に
4年制大学を設置 
明星大学    人文学部 
        理工学部 
日野市 理工学部は 1964 年、人文学部
は 1965 年に設置 
 
(2)第 2 期(1965～1975 年度)：非規制地域での大学新設、郊外移転の開始 
  
さて 1965 年度から 1975 年度にかけては、規制地域の学生数比率が若干減少傾向を見せ
始める。この時期には「東京圏（南関東）の移転が八王子市,町田市方面を中心に昭和 40
年代から 50 年代前半をピークに行われた」と指摘されるように(17)、八王子を中心とする
郊外の非規制地域における大学新設が目立っており、たとえば創価大学や帝京大学、東京
造形大学などは八王子市に相次いで大学新設された事例として注目される(表 6)。このよう
な郊外型の大学の増加が非規制地域における学生数比率の増加に影響したと考えられる。 
 65
 表 6 非規制地域における大学新設事例(第 2期) 
大学・学部名 新設地域 備考 
杏林大学    医学部 三鷹市新川（非規制地域） 1970 年に設置 
創価大学 八王子市 1971 年設置 
帝京大学 八王子市 1966 年設置 
東京造形大学 八王子市 1966 年設置 
桜美林大学    文学部 
        経済学部 
町田市 文学部は 1966 年、経済学部は
1968 年に設置 
 
 また事例は少ないが大学の郊外移転が開始しはじめたのも 1965 年度から 1975 年度の間
である（表 7）。たとえば国士舘大学鶴川キャンパス（町田市）への一部移転、北里大学衛
生学部の相模原キャンパスへの移転、ルーテル神学大学の三鷹市への移転等が主要なもの
である。なおルーテル神学大学の移転先である三鷹市大沢三丁目は工場等制限法の規制対
象とであるが、そこに新たにキャンパスを開設できたということは、少なくとも特別区以
外の地域たとえば三鷹市における工場等制限法の規制は有効なものではなかった可能性を
示唆する。 
 
表 7 非規制地域への大学移転事例(第 2期) 
大学・学部名 移転地域 
国士舘大学 世田谷区より町田市にキャンパス新設、政経学部、文学部、法
学部の 1・2年が移転 
北里大学    衛生学部 港区から神奈川県相模原市に移転 
ルーテル神学大学 
（現・ルーテル学院大学） 
中野区から三鷹市大沢（規制地域）に移転 
 
 いっぽうで東京都特別区においては学部新設は既存学部の改組等に限定され、1965 年度
までに設置されたキャンパスでの定員増加によって、進学率の上昇と学生数の増加に対応
しようとする戦略が主流化していた（表 8）。いわゆるマスプロ教育は、限られた敷地面積
しかもたない特別区の大学とそこにおける学生数の増加のもとでもたらされたといえる。 
ただし既存キャンパスにおける定員増加には限りがあり、非規制地域における学生数増
加の動向があいまって、1975 年度においては規制地域の学生数比率が若干減少したといえ
るのである。 
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 表 8 規制地域内での大学定員増加事例(第 2期) 
 所在地 1965 年度収容
定員（4学年）
1975 年度収容
定員（4学年） 
大東文化大学  経済学部 板橋区 750 1700 
清泉女子大学   文学部 品川区 580 1040 
早稲田大学   教育学部 新宿区 2200 4400 
駒沢大学     文学部 世田谷区 900 1440 
 
(3)第 3 期(1975～1985 年度)：大学郊外移転の本格化 
 
規制地域における学生数の減少は 1975 年度以降継続していたが、この時期の規制地域の
学生数比率減少に影響を与えたのは大学郊外移転の本格化であると考えられる。「昭和 50
年代前期計画」の政策的有効性もあいまって、大学の郊外移転や新増設が促進された時期
にあたる。青山学院大学、中央大学の事例に代表されるように、規制地域から学部や学年
の一部を郊外キャンパスに移転する動向が本格化したことで、非規制地域における学生数
比率が上昇した。またこの期間には東京教育大学が閉学し、1975 年度から 1978 年度の間
に 3000 人の学生人口が特別区において減少したことの影響も見逃せない。 
 
表 9 非規制地域へのキャンパス移転等の事例(第 3期) 
大学名 キャンパス移転の具体的内容 
青山学院大学 厚木キャンパス開設、国際政治学部、文学部、法学部、経営学部、経済学
部の 1、2年次と理工学部 1年次が移転。 
中央大学  千代田区から八王子市へ法学部、経済学部、商学部、文学部が移転（1978
年） 
共立女子大学 家政学部と文芸学部の 1、2年次が千代田区から八王子市へ移転（1979 年）
拓殖大学 八王子市へ商学部・政経学部の教養課程の移転および外国語学部を設置
（1977 年） 
女子栄養大学 豊島区から千葉県坂戸市へ栄養学部一部が移転 
 
(4)第 4 期(1985～1995 年度)：非規制地域における小規模大学新設と移転大学の規模拡大 
  
1985 年度から 1995 年度にかけては、非規制地域への大学移転と新設が継続する。1990
年前後においては多摩市の多摩大学開設や稲城市の駒沢女子大学など非規制地域における
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小規模大学の開設が目立つ（表 10）。また 1991 年度には東京都立大学が八王子に移転して
おり、郊外への大学移転傾向も継続していた。 
 ところで 1985 年度から 1995 年度にかけては第二次ベビーブーマーの大学入学により、
学生数は規制地域、非規制地域ともに増加傾向にあった。しかし非規制地域での学生数の
拡大傾向が規制地域をうわまわったために、結果として規制地域における学生数比率は
70％代を割り込むことになったのである。 
 
表 10 非規制地域における新設大学等の事例(第 4期) 
大学・学部名 場所 備考 
多摩大学 多摩市 1989 年開学 
恵泉女子大学 人文学部 多摩市 1986 年に短期大学英文学科が移転ののち 1988
年に開学 
東京工科大学 八王子市 1986 年開学 
駒沢女子大学 稲城市 1989年に短期大学移転ののち1993年に 4年制
大学開学 
共立女子大学 国際文化学部 八王子市 1990 年設置 
 
また非規制地域ではすでに郊外移転を終えた大学の学生数増加があったと考えられる、
学生数の多い工学部関連では、法政大学工学部（小金井市）が 1985 年度実員 3545 人→4525
人、電気通信大学電気通信学部（調布市）では 2770 人→4694 人と学生数が拡大したケー
スが多い。非理系の場合でも武蔵野美術大学（小平市）が 1985 年度 2250 人→1995 年度 3007
人、帝京大学文学部（八王子市）が 2382 人→9545 人と郊外大学における学生数の増加が
目立つ。これらの非規制地域の大学では、広大なキャンパスという立地上の好条件のもと
で学科増設を積極的に行った等の理由により、学生数が増加したといえる。 
 
 (5)第 5 期(1995～2005 年度)：規制地域での新設・回帰と非規制地域への移転の同時進行 
 
1995 年度から 2005 年度にかけても、規制地域の学生数比率の下落は継続している。た
だしそうした中で、工場等制限法や大学設置基準の規制緩和により規制地域での新設や、
特別区への大学・学部の都心回帰が発生していることも確かである。デジタルハリウッド
大学(千代田区)に代表される株式会社立学校や、杉野服飾大学のように専修学校としての
実績を背景をもった法人が規制緩和を受けて 4 年制大学を設置した事例や、医療保健系学
部の新設も目立つ（表 11）。
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  表 11 特別区における大学・学部等の新設事例(第 5期) 
大学・学部名 場所 
聖母大学      看護学部 新宿区 
デジタルハリウッド大学 
デジタルコミュニケーション学部
千代田区 
東京医療保健大学  医療保健学部 世田谷区 
高千穂大学     経営学部 杉並区 
杉野服飾大学    服飾学部 品川区 
 
 いっぽうで非規制地域における大学・学部の新設や移転も継続している。女子短期大学
から 4 年制大学に昇格した嘉悦大学や、新学部を非規制地域に設置した東京純心女子大学
や東京女学館大学など、少子化や大学全入時代のなかで生き残りをかけた女子大学の動向
が目立つ（表 12）。 
 表 12 非規制地域における大学・学部等の新設事例(第 5期) 
大学・学部名 場所 
東京純心女子大学  現代文化学部 八王子市 
嘉悦大学      経済経営学部 小金井市 
拓殖大学      国際開発学部 八王子市 
東京女学館大学   国際教養学部 町田市 
 
 また大規模大学の郊外移転も継続している。第 5 期において著名な移転事例は、東京都
北区から府中市への東京外国語大学の移転、大東文化大学外国語学部、経営学部、文学部、
法学部の板橋区から東松山キャンパス（埼玉県）への 1、2 年次の移転、東京理科大学薬学
部の新宿区から千葉県野田市への移転等である。 
 逆に非規制地域から東京都特別区へ都心回帰した大学・学部は 2005 年度時点では文京学
院大学経営学部（埼玉県から文京区へ）が目立つ程度であるが、東洋大学、國學院大學、
共立女子大学、昭和音楽大学、立正大学等もそれぞれ特別区内の本部キャンパスに回帰す
る方向性をあきらかにしている。 
 旧規制区域への都心回帰の流れは今後加速するものと思われる。しかし 2005 年度時点で
の工場等制限法をはじめとする大学立地政策の規制緩和効果は、規制地域とくに特別区内
での学生数比率を回復させるまでには至っておらず、移転や新設の影響から非規制地域の
学生数比率がむしろ上昇したのである。 
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４. 結論と考察 
 以上の分析から、大学立地政策はなにをもたらしたのか、という問いに対し東京都所在
大学のケースに限定した結論と考察を提示しておこう。 
 東京都所在大学データベースを用いた学部学生数の変動分析では、1965 年度までは東京
都の学部学生の約 9 割は規制地域内に集中しており、特別区における学部の新増設も継続
していたことから、工場等制限法の規制はそれほど機能していなかったものと考えられる。 
しかし 1975 年度から 1985 年度にかけては規制地域学生数が 7 万人以上減少し、学生数
比率のうえでも 85.7%→77.5%と約 8 ポイントの減少率であったことが判明する。この時期
は中央教育審議会四六答申やそれを受けた文部省高等教育懇談会による大学抑制政策が具
体化され、規制地域とくに特別区における大学新増設や学生数の抑制傾向となってあらわ
れたと考えられる。また大学立地の面からも青山学院大学や中央大学の郊外移転に代表さ
れるように、大学郊外移転が本格化したことが判明している。 
 さて 1995 年度以降は、大学進学率の上昇や第二次ベビーブーマーの大学進学といった理
由から規制地域における学部学生数自体は増加傾向に転じたものの、非規制地域における
学部学生数の増加がこれを上回った。そのために学生数比率のうえでは、規制地域におい
ては 1995 年度に 68.7%と 7 割を下回り、2005 年度においても 65.4%とひきつづき減少傾向
にある。 
なぜ工場等制限法の廃止と大学設置基準の規制緩和が行われ、規制地域における大学・
学部新増設が可能になった 2005 年度において、学生比率が減少傾向にあるのかという理由
については、大学立地の分析から特別区への都心回帰と同時に、非規制地域への大学新増
設も継続しており、そのことが規制地域における学生数比率を回復させるまでにはいたら
なかったものといえる。大学立地政策の緩和にともなう都心回帰動向については、今後の
観察課題である。 
 最後に残された課題を提示しておく。まず大学立地政策の規制の実態についてであるが、
今回の分析のなかでは工場等制限法の規制対象地域にあたる三鷹市において大学の新増設
が確認されている。学生数の上でも、武蔵野市および三鷹市の規制地域については特別区
とは異なる傾向を示している。このことは大学立地政策が、工場等制限法の規制地域の全
てにおいてひとしく効果をもったわけではなく、東京都においては特別区以外ではそれほ
ど規制が強くなかった可能性を示唆するものであり、今後、検証されるべきであろう。ま
た東京都以外の大学立地や学部学生数変動の分析、また規制地域および非規制地域に移
転・新増設を行った各大学内部の立地戦略や学生数配分といった大学経営の観点からの分
析は行えていない。これについては、とくに近畿圏の分析について機会があれば筆者自身
が行いたいと考えている。 
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第５章 大学と「都市―地域」のダイナミズム 
知識経済における「組織間関係」の戦略性 
 
北川 文美 
 (国立教育政策研究所) 
 
１．はじめに 
大学は、現在、グローバル化する知識経済の中で、多様化する地理的空間のダイナ
ミズムの中に置かれている。グローバル化する知識経済の中で知識の生産とその商業
化をいかに経済的競争力に結びつけるかが、各国政府の主要な政策関心となっている。
このような観点から、知識経済における主要なアクターとして、高等教育機関、特に
大学が、研究活動、科学技術とイノベーション、高度技能者の教育と訓練などの多様
な活動を通じて果たす都市や地域への経済的・社会的・文化的貢献についての関心が
高まっている。 
本報告書の他の章が示しているように、工場等制限法廃止に関わる議論をはじめ、
これまでの経済産業政策、都市・地域経済政策と大学の立地政策には緊密な緊張関係
がある。大学キャンパスの郊外移転、より近年の都市への回帰、サテライトキャンパ
スの設置や部局単位の移転等、マクロな政策的動向の中で大学という組織空間が地域
経済や雇用、学生の教育、地域の研究開発活動等に与えた様々な影響を理解すること
は、各大学の独自のミッションや組織運営にとり重要であり、さらに、経済開発・社
会開発、さらに文化政策といった、公共政策の一部として大学の立地状況を分析する
ことは、国のレベル、地方自治体のレベルともに重要である(1)。 
本稿では、特に科学技術政策・イノベーション政策という側面から、大学が「地域
科学政策」においてどのような役割を果たしうるのか、という観点から議論を行う。
議論の枠組みとして、科学技術・イノベーション政策の「マルチ・レベル・ガバナン
ス」に関する理論に拠り、高等教育のマルチ・レベル・ガバナンスに関して国別に類
型化した政策的モデルを提示する。 
日本の大学政策のガバナンスは、2004 年 4 月の国立大学法人化により大学の自立性
が強まったことで、大きな転機を迎えた。また、18 歳人口の減少、学生の多様化を背
景に、国という枠組みだけではなく、より地域や国際性を重視した大学のあり方が模
索されるようになってきた。国立大学、私立大学、公立大学という異なる設置形態の
大学が混在する日本のシステムの中で、それぞれの大学の設置形態と地理的特徴がマ
ルチ･レベル・ガバナンスの枠組みの中でどのようにとらえられるのかは、分析的な枠
組みだけではなく、政策的・マネジメントの観点からも重要な視点となると考えられ
る。本稿は特に、海外の異なる政策モデルと具体的な事例を紹介することで、日本の
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状況を相対化し、その中での大学の位置づけ、諸問題について考える材料を提供した
い。 
本稿は以下のように構成される。第一にグローバル化する知識経済における科学技
術政策の地方分権化の動向、知識生産の担い手として、多層化する地理的空間におけ
る大学の戦略的な位置づけについて、経済地理学、地域経済学などの文献に依りつつ、
近年のマルチ･レベル・ガバナンスに関するいくつかの異なる国の政策的動向のレビュ
ーを行う。第二に、これらの理論と政策の実例を事例から検討したい。多層的な政策
が展開するヨーロッパ(イギリス)の都市地域の事例として、マンチェスターを取り上
げる。異なる政策的な空間が、大学というアクターに及ぼす影響、大学の組織として
の戦略と資源獲得のためのさまざまな空間的なプロセスを明らかにすることが目的で
ある。日本の大学と都市地域との関係性について、海外事例から得られる知見をまと
め、最後に、今後の課題を明らかにする。 
 
２．高等教育のマルチ・レベル・ガバナンス 
2.1 科学技術政策のマルチ・レベル・ガバナンスの議論 
これまで「マルチ・レベル・ガバナンス」に関する議論は経済開発・社会開発に関
する政策において蓄積されてきたが、これらの議論は、これまで各国において「国家」
のレベルで考えられることが多かった科学技術政策や高等教育の「ガバナンス」に関
して、一石を投じることになった。近年の科学政策やイノベーション政策のマルチ・
レベル・ガバナンスに関する議論は特に、「サイエンス型産業」（後藤・小田切 2003）
の興隆と、クラスター政策等に見られる、新たな経済開発モデル（Porter1990、1998）
とに拠っている。このような文脈において、高等教育機関、特に大学は、知識経済に
おける主要なアクターとして、各国政府、さらに地方政府により政策的な焦点になっ
ている。 
科学技術政策のガバナンスと高等教育政策が「地域」レベルにおいて持つ意味、そ
の影響の度合いは、それぞれの国の高等教育システムの性格と地方分権の度合いによ
り規定される部分が多い。科学技術政策のマルチ・レベル・ガバナンスに関する議論
は、近年、「ヨーロッパ研究圏（European Research Area）」等、超国家レベルでの連携
と統合、さらに地域レベルでの経済社会開発など、ヨーロッパ連合の多様な政策展開
が進むヨーロッパでさまざまな角度から議論がなされている（北川 2005a；
Sanz-Menendz and Cruz-Castro2005）。ここでは、それらをレビューすることは紙面の都
合上行わないが、重要なのは、マルチ・レベル・ガバナンスの構造には各国違いがあ
るが、共通して見られるのは、国あるいは地域レベルのどれかひとつのシステムが支
配的なのではなく、超国家レベル（例：ヨーロッパ連合）の政策、国レベルの政策、
地方レベルの政策が互いに影響を与え合い、異なるレベルの政策システムが相互依存
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関係を強めているということである（Kaiser and Prange2004）。 
 
2.2 大学ガバナンスのモデルと地理的なマルチ・レベル・ガバナンスの関係 
大学ガバナンスのモデルと地理的なマルチ・レベル・ガバナンスの関係を考えるた
めに、いくつかの国ごとの類型化が役に立つ。国レベルでの大学のガバナンスが主流
の国はイギリス（イングランド）、日本、韓国などだが、大学自身がもつ自立性の度合
いにはかなりの相違が見られる。一方、地域分権化の進んだ国としては北米（アメリ
カ合衆国やカナダやオーストラリアがあげられるが、ヨーロッパ大陸の国々の中には、
スペインのように分権化が進んでいる国、ドイツのように地域分権に加え、国家レベ
ルのシステム強化が進んでいる場合もある。大学のガバナンスを考える際に、財政と
その他の政策的な側面とに分けて考えると以下のような類型化が可能になる
（Charles2006）。 
 
表１ 大学のガバナンス（財政と各種政策）における政府のマルチ・レベル度の相違 
（Charles2006 より作成・加筆） 
政
策
的
分
権
化
 
 
 
弱
い
 
強
い
 
地方･州政府 オーストラリア↓ スペイン → ＵＳＡ 
  両方  ドイツ ← カナダ 
  国 ＵＫ（イングランド）
日本 
韓国 
     国 両方 地方政府･州政府
 弱い      財政的 分権化     強い 
 
以下、それぞれのモデルの特徴を簡単に述べる(2)。 
１） イギリス 
イギリス型の大学の財政とガバナンスのモデル」の特徴は、国レベルと地方レベル
の混在である。イングランドでは、高等教育財政協議会（Higher Education Funding 
Council for England）が大学の財政と各種の政策に関して国レベルで行っている。スコ
ットランドとウェールズ、北アイルランドでは、度合いは異なるが分権化をしており、
大学のガバナンスと財政は地方レベルで行われている。日本との一番大きな違いは、
各大学がもつ自立性がイギリスの方が強いこと。1992 年以前は、ポリテクニック（職
業教育の強い高等教育機関）は、地方行政の管轄だったが、大学に昇格後は、高等教
育財政協議会が一括する仕組みに変わった。近年の産学連携の流れの中で、地域開発
公社（RDA）から大学への資金が増えている。 
 
２） オーストラリア 
大学の設置認可等各種の規制において州政府が強い権限をもつ。財政については連
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邦政府の権限が強いが、州政府は科学技術のインフラ、研究所の設置等において財政
的な支援を強める傾向がある。また新たな学位設置のための資金や、地域貢献などに
おいても州政府の財政的影響が強い。州政府は、大学が国際レベルの優位を得るため、
また地域レベルの戦略を実現するために大学に資源を配分するという傾向が見られる。 
 
３） カナダ、アメリカ合衆国 
連邦制をとるこれらのシステムでは、州政府が高等教育を管轄する。連邦政府は研
究資金の配分を通じ、大学への影響力を強めている。カナダでは、研究資金のほか、
連邦政府が高等教育を含めた社会政策に関する予算の再分配 Canada Social Transfer 
(CST)(3)を行っており、高等教育の財政的ガバナンスは連邦政府と州政府との 2 層構造
となっている。 
 
４） ヨーロッパ大陸での傾向 
多くのヨーロッパ大陸諸国では大学教員の国家公務員としての扱いや財産が国有で
あることなど、伝統的に国家レベルのガバナンスが強いことで知られる。ギリシア、
フィンランド、アイルランド、オランダは、高等教育財政は国家レベルにおいて運営
されている。 
しかし、多くの国々において、高等教育の運営において、地方政府の関与が急速に
強まっている。スペインではカタルニアやバスクをはじめとして、1997 年までに地方
自治政府が確立した。スペインでは大学は地方政府の管轄で、教育に関する財政は地
方政府が管轄するが、研究資金に関しては国レベルの政府が担当している。いくつか
の地方政府（例：カタルニア）は、地方レベルでの研究資金を大学に提供することで、
地域レベルでの影響力を強めている。 
ドイツは、連邦制をとり、大学は州政府（Lander）の管轄にある。しかし連邦政府
からの科学支出の伸びはわずかで、大学は連邦政府からの資金以外に産業からの収入
増加を余技なくされている。1970 年代以降、ドイツにおける大学の新設は、地域開発
政策と密接に結びついていた。近年、大学間の統合、大学の自治の強化、連邦レベル
の競争的資金など、これまでとは異なる環境が大学間の競争を強めている。 
 フランスでは近年急速に分権化が進んだ。大学は国家の管轄にあるが、その自治は
非常に強まり、地方政府からの補助金が国家予算を補填する形で重要性を高めている。
クラスター政策等を通じ、地方間の競争が高まる一方、国家レベル、地方レベル、よ
り下位の地域レベルでの協力関係が強化されつつあるのが、現在のフランスのイノベ
ーション政策をめぐる新たな環境である。 
 
以上、各国の高等教育をめぐるマルチ･レベル・ガバナンスの政策状況に単純化して
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述べた。多くの国において「地域レベル」での高等教育の役割が強調されているが、
これは、財政もしくは政策面における「地域化」を意味するわけではない。地域レベ
ルにおける財政の状況とともに、地域レベルにおける政策決定機関のあり方、自治政
府の状況等によって、高等教育のガバナンスに与える影響も異なってくる。また、地
方政府による予算が必ずしも、大学の活動が地域レベルに結びつくというわけではな
い。これは学内の資源の配分、学内活動の優先順位等の政策決定によるものである。 
 
３．「都市―地域」レベルのイノベーションのガバナンスと大学の多様的機能のダ
イナミズム 
このセクションでは、最初に、大学と地理的空間の関係を考えるためのケース・ス
タディとして、イギリス北西地域の都市・マンチェスターの事例をとりあげる。次に、
海外の事例を参照しつつ、日本における大学のミッションの多様化と組織間のガバナ
ンスと「都市―地域」のダイナミズムに関する問題提起を行う。 
 
3.1 マンチェスター：大学統合と地域大学コンソーシアム形成による「地域イノベー
ション」 
3.1.1 マンチェスター：都市と大学 
ここでは、イギリスにおける「地域」と「都市」と「大学」について、これらの関
係性のダイナミズムを具体的な事例を通じて紹介する。上述したように、イギリス、
特にイングランドにおいては、高等教育ガバナンスは、財政的、その他の政策面にお
いても、国のレベルが中心となる。各大学は自立性が強く、オックスフォードやケン
ブリッジなど中世以来の伝統を持つ研究の強い大学、19 世紀後半から 20 世紀初頭に
設立された、レッド・ブリックと呼ばれる研究重視の大学、1960 年代にできた新しい
研究重視型の大学、もとポリテクニックと呼ばれ、職業教育に重きをおいた 1992 年以
降に大学に昇格した新しい大学など、それぞれが特色をもっている。 
マンチェスターはイングランドの北西部、大マンチェスター州(Greater Manchester)
に位置する工業都市で、歴史的には産業革命で中心的役割を果たし栄えた都市として
知られている。現在大マンチェスター州の人口は、2482352 人（2001 年）である。マ
ンチェスターの人口は 441,200 人（2005 年）で、北部イングランドを代表する大都市
で、多民族都市の色彩が濃く、北部イングランドのスポーツや文化の中心とみられて
いる。マンチェスターは大学都市として知られ、異なる特色を持つ大学が共存・競争
している。さらに、シティー・カレッジ・マンチェスター、ロイヤル・ノーザン・カ
レッジ・オブ・ミュージックなどの教育機関があり、これらで学ぶ学生の数、都市の
人口に占める学生の割合は非常に高い。また、近年学生寮などの建築ラッシュが続い
ており、民間資本の導入などで、学生を通じたマンチェスターの都市経済への大学の
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貢献は直接・間接において多大である。 
大マンチェスター州の中には大学が 4 つある(4)。 
マンチェスター大学 University of Manchester 
マンチェスタ ・ーメトロポリタン大学 Manchester Metropolitan University (MMU) 
サルフォード大学 University of Salford 
ボルトン大学 University of Bolton  
そのうち、マンチェスター市内にあるのが、マンチェスター大学とマンチェスター・
メトロポリタン大学である。現在のマンチェスター大学は、一般にマンチェスター大
学と呼ばれたマンチェスター・ビクトリア大学（Victoria University of Manchester、1890
年創立）とマンチェスター工科大学（UMIST：University of Manchester Institute of Science 
and Technology、 1824 年創立) が 2004 年 10 月に合併し誕生した(5)。これらの統合後、
現在は学部生 24,867 人、大学院生 10,679 人で、マンチェスター・メトロポリタン
大学を抜き、単一の大学としてはイギリスで最大の学生数になった。一方、マンチェ
スター・メトロポリタン大学（MMU：Manchester Metropolitan University）はマンチェ
スター大学の統合前は単一の大学としてはイギリスで一番大きな大学（総学生数 31549
名）であった。現在の形態は 1970 年創設であるが、その前身は 19 世紀にさかのぼる。 
 マンチェスター大学の統合の背景にはさまざまな要因がある。マンチェスター・ビ
クトリア大学とマンチェスター工科大学は、互いに組織として緊密な関係を以前から
持っており、それぞれ都市の発展とともに教育、研究の分野、さらに図書館などの施
設の提供を通じてマンチェスター、そしてより広い地域に貢献をしてきた。これらふ
たつの大学側の思惑は、ふたつの研究型大学を統合することで、より研究力の高い「ワ
ールド・クラス」の研究大学を創設する、というところにあった。新生マンチェスタ
ー大学は、2015 年に向けた長期目標（the Manchester 2015 Agenda）を掲げ、世界トッ
プ 25 大学になると宣言している。ちなみに、The Times の「World University Rankings」
では、2004 年・43 位（欧州 10 位/英国 6 位）、2005 年・35 位、2006 年・40 位（欧州
11 位/英国 7 位）にランクされている。また施設の共有などを通じた資源の有効的利用
という観点も、大学統合の背景にあるひとつの重要な要因である。 
 大マンチェスター州の経済・社会開発と大学という文脈で特徴があるのがサルフォ
ード大学である。その歴史は 19 世紀末にさかのぼり、もともと工業系のカレッジを前
身としている。現在、大学全体としては実践的な教育と卒業性の雇用率の高さを特色
としており、工学や芸術系の分野での研究活動は高い評価を得ている。地域とのつな
がりは非常に強く、後述するが、大マンチェスター州の地方自治体と 3 つの大学（マ
ンチェスター大学、 MMU、サルフォード大学）をまとめたパートナーシップ 
Manchester: Knowledge Capital の設立、運営に積極的な役割を果たしている。 
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3.1.2 イギリスの地域開発と高等教育政策 
都市と地域という文脈で重要なのが、イングランドの北西地域における近年の地域
科学政策の展開と世界レベルの研究を行う大学への高い期待とがある。イギリスの政
治経済を理解するのに重要なのは、研究開発費をはじめとする、科学技術資金の南部
への極端な集中がある。1999 年から 2000 年にかけてイングランドの 9 つの地域にお
いて、「地域開発公社（Regional Development Agencies: RDAs）が中央政府により設立
された。これは、ブレア政権下における高等教育政策と地域開発政策との結びつきの
強化としてとらえられる（Goddard and Chatterton1999）。2003 年に出された高等教育白
書は高等教育機関と地域開発公社との連携の強化を明白に謳っている。政府からの任
命で産学連携について調査を行ったランバート・レビューの最終報告書においても、
産学連携、技術移転という観点から地域内での大学間の協力メカニズムの重要性が強
調されている。 
すでに述べたように、イギリス、特にイングランドの高等教育政策、研究開発・科
学技術政策、イノベーション政策はすべて中央政府の管轄である。中央政府は一方で、
1990 年代半ば以降、次々と白書を出版し、大学と地域経済、産学連携促進のためのイ
ンセンティブ資金を用意した (北川 2005b;Kitagawa2004)。以下に見るように、これら
の国レベルでの政策を背景にして、北西地域における高等教育と都市・地域の経済開
発・社会開発との連携も徐々に強化されることになった (May and Perry2006)。 
 
3.1.3 北西地域における「科学政策」と大学の位置づけ 
北西地域開発公社(North West Development Agency: NWDA)は 1999 年に北西地域の初
の戦略文書 North West Regional Strategy を出したが、この時点では、知識経済や大学の
重要性に関する記載はほとんどなかった。しかし、同時期に、北西地域大学協会(North 
West Universities Association :NWUA)が設立され、地域レベルにおける大学と地域開発
に関わる諸機関との関係は急速に強化されていった。北西地域においては、このよう
なプロセスの中で「ボトム・アップ」の地域科学政策(May and Perry2006)が形成されて
いった。この大きなきっかけとなったのが、2000 年に起こった北西地域から南東地域
への科学研究施設 DIAMOND synchrotron の大規模移転である。北西地域では、この研
究施設が地域経済に果たす役割の重要性を訴え、DIAMOND debate と呼ばれるキャン
ペーンが行われた(Perry2006)。これは北西地域にとって「科学」の重要性が政治化さ
れた形で認識されるプロセスととらえることができる。 
2001 年に北西地域では、イングランドの中では最初となった地域科学協議会を設立
した。2002 年には地域科学戦略が打ち出され、ここで、マンチェスター・ビクトリア
大学とマンチェスター工科大学の統合が「地域」のプロジェクトとして、認識される
にいたったのである。特に、両大学によるバイオ・メディカル研究の施設開発（4 千
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万ポンド相当）は、マンチェスター地域のメディカル産業の中核として位置づけられ、
医療機関、製薬産業、医療系スピン・オフ企業との関連で注目を集めた (May and 
Perry2006)。ＮＷＤＡからは 3500 万ポンドの補助金が大学の合併に際し払われること
になった(6)。 
 
3.1.4 「都市－地域」と大学間連携のガバナンス 
さらに、「地域」レベルだけではなく、さらに下位の地方行政レベル「都市―地域」
レベル (city-region)のガバナンスの権限も強化されていった。大マンチェスター州
(Greater Manchester)では、大都市圏のブランドとして、2002 年に 10 地方自治体と 3 大
学、主要な公的機関、医療関係機関とで構成されたパートナーシップ Manchester: 
Knowledge Capital が設立された。このような「都市―地域」レベルのパートナーシッ
プに先立ち、3 大学の間では、ヨーロッパ連合からの資金で、地域開発のために形成
された CONTACT というパートナーシップが存在し、大学が都市地域に与える影響に
ついての調査やコンサルテーションを実施していた。一方、このころ同時に進行して
いたマンチェスター・ビクトリア大学とマンチェスター工科大学の統合が、Manchester: 
Knowledge Capital をめぐる大学間の力関係や、さらなるミッションの分化、大学と「都
市―地域」および｢地域｣との関係に大きな影響を与えることになった。 
現在の Knowledge Capital の業務は以下のような領域を含む。 
1. 「都市―地域」レベルにおける科学技術とイノベーションの促進 
2. 「都市―地域」レベルにおける教育と雇用の促進 
3. 「都市―地域」レベルにおける生活の質の向上、ビジネスの成功の支援 
4. さまざまな新しい仕事や生活のあり方の支援 
現在実施されているプロジェクトの中には以下のようなものがある。 
? Science City プログラム: 民間の研究開発費の増加、イノベーションの促進
などを中心に、「科学」を中心とした都市開発構想。イギリス中央政府により
支援され、イギリス各地で Science City プログラムが実施されている。 
? City Growth Strategy：クラスター・モデルにもとづいたマンチェスター南部の
リジェネレーション・プログラム。 
? Manchester is my Planet：環境に配慮した都市づくりのためのプロジェクト。 
Manchester: Knowledge Capital は、「都市―地域」レベルにおける医療、イノベーショ
ン分野における公的機関、地方自治体、大学が協同するというモデルとして、実績を
あげ、成功例としてみられる。一方、パートナーシップの運営に関する一般的な困難
さもあり、さらに統合後の巨大大学の存在、ワールド・クラスを標榜する研究重視の
大学と、地域とのつながり、職業教育重視の大学との方向性の違いなどが浮かび上が
っている。また、都市におけるこれらのイニシアティブをより多様な「地域」レベル
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とどのように結びつけるのか、という、「都市―地域」という概念自体が持つ構造的な
挑戦は続いている。 
 
3.2 日本における大学と「都市―地域」パートナーシップへの視点 
日本の高等教育機関の数は、国立大学法人、公立大学法人、私立大学とあわせると、
イギリスのそれよりもはるかに多く、機関の多様性という意味でも相当な相違がある。
それぞれの設置形態の違いにより、大学と「都市ー地域」との関係は非常に異なった
ものになる。例えば、公立大学の場合、その設置主体である市や県との関係はおのず
と強いものになるが、公立大学の法人化により、新たな関係性も生じている。一方、
地方に立地する国立大学法人の場合も、その地域との関係性は強まる傾向にある。ま
た、国立、公立、私立大学間での「都市―地域」における協力関係、パートナーシッ
プは近年増えているように見える。 
地域レベルにおける大学の連携、地方自治体と大学のパートナーシップという現象
は、近年全国的に非常に重要になっており、日本国内でも地域ベースの大学のコンソ
ーシアムは増加している。ここでは、これらの地域レベルのコンソーシアムそのもの
について述べる紙面はないが、これらには大学が主体となったもの、地方自治体が主
体となったもの、民間団体がパートナーシップを主導したもの、など異なる形態が見
られる。 
それぞれが構成大学の特色、共通点と相違点、地方自治体やその他の公共団体、民
間団体との関係などにより特色のある連携組織を形成している。それらの目的は、地
域振興や地域経済開発に直接結びつくものもあれば、単位互換や学生の移動、教育資
源の共有、民間からの支援、大学と産業界の結びつきの強化、など多様であり、大学
や地域がもつ特定の必要性や状況に応じて形成されている。 
これらの組織を通じて、「都市―地域」における複数の大学が集合体として都市地域
に与える影響についての調査やコンサルテーションを実施したり、政策的な提言を行
い、それぞれの地域、構成大学のニーズにあったプロジェクトの運営等を通じ、「都市
―地域」の中での大学のプレゼンスを高める、といった経験の積み重ねにより、大学
は、「都市―地域」の中でのアクターとしての戦略性、重要性を高めていく。「都市―
地域」という枠組みは、大学にとって多層的な空間のうちのひとつでしかないが、大
学は自らの存在する空間なしに大学はありえない。現在、法人化や競争の高まりを通
じて、大学が「都市―地域」レベルに新たな資源を見出そうとしているという状況の
中で、地方行政、医療関係、公共政策関係者、NGO 等の団体、民間企業等も含めて、
「都市―地域」という空間に戦略的に大学を取り込んでいくという姿勢が重要になる
と考えられる。 
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４．結びにかえて 
本論は、大学と「都市―地域」との関係を考えるにあたり、最初に議論の枠組みと
して、科学技術・イノベーション政策の「マルチ・レベル・ガバナンス」に関する理
論に拠り、高等教育のマルチ・レベル・ガバナンスに関して国別に類型化した政策的
モデルを提示した。科学技術政策のガバナンスと高等教育政策が「地域」レベルにお
いて持つ意味、その影響の度合いは、それぞれの国の高等教育システムの性格と地方
分権の度合いにより規定される部分が多い。2004 年 4 月の国立大学の法人化、また公
立大学の法人化への動き、さらに地方における国・公・私立を含めた大学生き残りの
ための競争の激化などにより、日本における高等教育の「地域」レベルのガバナンス
は現在過渡期にあるように見える。 
次に、高等教育の「地域」レベルのガバナンスを具体的に検討するための材料とし
て、本論では、イギリスの事例をとりあげた。イギリスと日本の共通点は、中央集権
化した高等教育のガバナンスのシステムをとっているという点である。特に、「都市―
地域」という枠組みが政策的にも脚光をあびているイギリスの大マンチェスター州を
とりあげ、「都市―地域」内での大学のあり方、特に、ふたつの研究型大学の統合によ
る「ワールド・クラス」創出と地域科学政策との関係、国内の研究開発費の地域的集
中と地域経済開発政策との問題点、「都市―地域」内における異なるミッションを持つ
大学間の協力とその緊張関係、といったさまざまな課題を概観した。 
 これらの状況は、日本においても、異なる文脈、異なるスケール、異なるプロセス
において生じている。マンチェスターの事例から得られる教訓のひとつは、大学から
地域への働きかけがある一方で、地域のさまざまなアクター（地方行政、医療関係団
体、民間団体など）が大学とのさまざまな相互作用の中で共通の課題を見出し、「都市
―地域」レベルにおけるパートナーシップを形成しているという状況である。このよ
うな関係を成立させるためには、相互の努力と、人的な資源が不可欠である。日本に
おいてもさまざまな「都市―地域」と大学間とのパートナーシップが形成されている。
これらを有効な資源として生かすための仕組みづくりと、その継続的な発展とが今後
の「都市―地域」と大学との関係にとって、大きな課題ではないだろうか。 
 
［注］ 
(1) 例えば、平成 18 年度『首都圏白書』第二章「産業及び大学の立地の動向」、『地方自治
体の高等教育征せ悪に関する調査』（地域高等教育政策研究会 2007）を参照。 
(2) Charles2006; Heraud and Koschatzky2006 を参照。 
(3) http://www.fin.gc.ca/FEDPROV/cste.html  
(4) これらの大学から年間卒業する学部学生数は約 2 万人、修士課程が 1500 人、博士課程
は 700 人という数字もある。 
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(5) 合併の背景やプロセスの詳細については両角（2004）が詳しく述べている。 
(6) NWDA Pledge Support for New World-Class University 
http://www.nwda.co.uk/SimpleContent.aspx?news=1&area=72&subarea=73&item=200330530000
658381&yr=2003  
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大学教員からみた都市と大学 
「大学教員の生活実態に関する調査」から 
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第６章 「大学教員の生活実態に関する調査」：ねらいと枠組み 
 
佐藤香 
（東京大学） 
米澤彰純 
（大学評価・学位授与機構） 
 
１．はじめに 
 
 少子化や国・地方それぞれの財政危機を背景として、日本における大学と都市・地域の
あり方が再び大きな注目を集めている。構造改革特区制度を利用して都心部に集中的に設
立された株式会社大学をはじめ、学生の利便性への配慮や社会人学生獲得を目指した都心
キャンパスの設置や再生が注目を集める一方、国立大学における財政配分の選択と集中の
議論、多くの地方公共団体が抱える財政難の問題、さらに、少子化による若年人口の減少
などにより、地方にある大学に対しては、国公私立を問わず、その社会的・経済的存立基
盤が揺らぎつつあるからである。 
厳しさを増す社会の目に対して自らの存在意義を説明すべく、各大学は自らを取り巻く
都市・地域との組織的な関わりを強化しようとしている。教育・研究・社会貢献等の活動
などを通じた大学と都市・地域との関係形成において、中心的な役割を果たすことが期待
されているのが大学教員である。同時に、大学教員自身は、ますます厳さを増す大学教員
の労働市場の中で、いかに個人としてのキャリア形成をはかり、また、同時に生活者とし
ての営みを築いていくべきかの狭間に立たされている。 
 現代社会における基本的な問いとして、大学の存在が地域社会としての都市に対してど
のような影響を与えているかは大学と都市・地域との関係を考える上で重要である。しか
し、従来の大学と地域の研究や、第三者評価などにおいては、その中核的な担い手として
の教員に注目した研究はなかった。 
第 1 部では、都市と大学の問題を、主にマクロな視点から、国際比較を含めた歴史的な
変化、政策と大学および学生の需要・供給のダイナミクスを中心として検討した。第 2 部
では、大学の教員が、この都市・地域の問題をどうとらえているかに焦点をあてて検討す
る。なお、日本の大学は、地方都市までを含めれば、大部分が都市およびその郊外に立地
することから、大学と都市との問題は、事実上大学と地域の問題のなかに包摂されて研究
が進められてきた。そこで、ここでは、大学教員とそれを取り巻き、あるいは近接する都
市との関係を、大学と「都市・地域」との関わりと整理する。その上で、この「都市・地
域」との関連に焦点を当てた大学教員の生活実態の把握と分析を行い、大学と都市・地域
との関係のあり方を問う研究に対して、新たな展開を開こうとするものである。 
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 ２．大学教員と都市・地域 
 
我々が都市・地域と大学との問題において、大学教員に注目することにしたのは、以下
のような理由による。 
 第 1 に、大学教員は、大学の歴史のはじめから現在に至るまで、大学の中核的な構成員
であり、彼らが大学、そして大学を取り巻き、あるいは大学に近接する都市や地域をどう
とらえ、どのように公的、私的に関与しているか、大学と都市・地域の関係の主要部分を
規定すると考えられる。 
 第 2 に、現代日本において、大学と関わりをもつ都市・地域の様相が多様であり、この
ことが、大学教員のライフスタイルやキャリア形成などにも大きな影響を与え、翻って大
学と都市・地域との関わりのあり方にも違いがあらわれると考えられる。すなわち、東京
を中心とする首都圏では、工業等制限法の規制を長年受ける中で作り上げられ、再開発が
進められてきた都心型キャンパスが存在する。そして、首都圏には同時に、多くの郊外型
キャンパスが存在し、同じ都市に属する大学のあり方として全く様相が異なるといってよ
い。また、京都、大阪、神戸という複数の「中心」都市を抱え、それぞれに大学が展開し
ている近畿圏は、首都圏とはまた異なる形での都市と大学との関係を形作っている。さら
に、つくば市に代表される学園都市では、大学や研究所自体が都市の中核的な産業であり、
大学教員や学生の生活空間も、この学園都市の中に位置付く形で計画的に都市が形成され
ている場合が多い。また、大都市以外の地方都市やその郊外への大学設置も、1960 年代後
半以降、地方分散政策など様々な経緯を経て長い歴史の中で進められてきている。このよ
うに、各大学が多様な都市・地域の環境のなかで、それぞれどのような形で大学を取り巻
く社会に関わるかが、そこに仲介する大学教員のライフスタイルやキャリアへの関わりに
おいて、異なってくると考えられる。 
 第 3 に、大学教員のキャリアと人的ネットワークの特性において、大都市や学園都市等
に集中して存在する、少数の研究大学の果たす役割が大きいと考えられる。すなわち、大
学の数は 2006 年現在で 744 校にもなるが、大学院で一定規模の研究者や大学教員を継続的
に排出する大学の数は限られ、しかもその多くは大都市や学園都市に立地する。このため、
現在地方都市の大学に勤めるものも含め、日本の大学教員の大半は、一度は大都市や学園
都市などでの研究生活を送ったものが多いと考えられる。さらに、これら研究者養成型の
大学院でキャリアを形成した大学の学生は、交友関係や配偶者・パートナーなども、自ら
のキャリアのなかで過ごした都市・地域と密接に関わる形で形成されることが多い。もち
ろん、現在は、産業界や行政機関などでのキャリアを経て大学教員になるものや、外国へ
の留学経験者も相当数いると考えられる。これらを含め、大学教員が現在の職場に勤める
までにどのようなキャリア・プロセス、特にその中でどのような地理的な移動を経験し、
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そのことが、大学教員の都市との公的・私的関わりにどのような違いをもたらしているか
を検討することは大きな意味を持つ。 
 第 4 に、大学教員のジェンダー、特に、女性大学教員の都市との関わりについて、検討
することは重要で、意義がある。文部科学省『学校基本調査』によれば、2006 年度におい
て日本の大学教員のなかで女性が占める割合は、学長 7.6%、副学長 5.5%、教授 10.6%、助
教授 17.7%、講師 25.2%、助手 25.2％となっており、男女比で明らかに少なく、しかも職
階が上がるほど、その割合は減少している。また、一般的な傾向としては、男性は女性よ
りも子育てや家事などを多く分担することが考えられ、その分、大学や私的な住居を取り
巻く地域との関わりを意識することも多いかもしれない。このようななかで、女性が上記
の大学教員のキャリアと人的ネットワーク特性においてどのように位置付き、また、都市
との関係をどのように担っているのかを解明することは、大きな意義をもつ。 
 以上、本研究では、大学教員を、大学と都市・地域との関係を取り結ぶ中心的なエージ
ェントとしてとらえる。その上で、研究枠組みとして、図１のように、大学の存在が地域
社会に対し、どのようなインパクトを与えているのかの整理を行った。現在の多くの大学
は、大学が存立するための社会・経済的基盤の厳しさが増し、また、社会の方でも大学に
対してより直接的な形で存在意義を問うことが多くなったことから、大学が自らを取り巻
く地域社会（多くは地方都市を含めた都市）との組織的な関わりを強化しようとする。こ
の地域との関わりを大学に勤務するスタッフとして第一義的に担うのが大学教員であり、
その意味で、大学教員はその公的な活動として地域社会と関わることが求められるように
なってきている。それと同時に、大学教員は生活者でもあり、時に家族を持ち、子供を育
て、あるいは独立した個人として私的な領域でも地域社会と消費や余暇活動を含め、何ら
かの関わりを持つことになる。現代社会における基本的な問いとして、大学の存在が地域
社会としての都市に対してどのようなインパクトを与えているかは大学と都市・地域との
関係を考える上で重要であるが、これは、大学や第三者評価機関などが組織として取り組
んだ様々な評価の報告書などを通じてとらえることができるのは主に直接的な効果にとど
まり、むしろ大学教員の生活実態を把握することによってこそ、その間接的な効果をも含
めた大学と地域社会との連携の全体像がつかめると考えたのである。 
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図１ 大学教員を介在した大学と都市・地域との関わり 
基本的な問い◎大学の存在は地域社会に対し
どのようなイン パクトを与えてい るか
↓
大学教員の生活実態を通じて、間接的に明らかにする
・都市化を推進
・地域の文化活動
を活性化
地域社会との関わりかた
地域への愛着
活動
意識 消費余暇
Private
1) 町内会など
2) 子ども経由
3) あいさつ
居住状況
家族状況
現在の職業状況
地域に対する
大学
の方針
Public
 
３．調査の概要 
 
 このような観点から、我々は、巻末に示したような「大学教員の生活実態に関する調査」
を作成し、2006年 6月に全国の国公私立大学 23大学の大学教員 5,035名に対して発送した。
このうち、宛先不明で戻ってきたもの 160 通を除き 4,875 通が届いていると想定される。
全員に対して 1 回の督促を行った上で 1352 通が返却されたことから、有効回収率は 27.7％
となる。 
 なお、大学教員の名簿は、廣潤社の『全国大学職員録 平成 18 年度版』を主に利用し、
このほか、廣潤社の職員録に名簿が記載されていない大学に関しては、大学のホームペー
ジから入手し、いずれも勤務先に送付した。サンプルは、割り当て法によって、全国の大
学のうち、大都市の都心として東京 23 区に立地する大学（以下「都心大学」、大都会の郊
外として首都圏のうち、東京 23 区および政令指定都市をのぞいた大学（以下「郊外大学」）、
地方都市として四大都市圏および政令指定都市を除く中小規模の市に立地する大学（以下
「地方都市大学」）、学園都市に立地する大学（以下「学園都市大学」）として東日本および
西日本の四大工業地帯を除く都道府県に戦後「学園都市」として立地された大学（以下「学
園都市大学」）、に対して、それぞれ発送数がほぼ 4 等分になるように設定した。さらに、
これら「都心大学」「郊外大学」「学園都市大学」「地方都市大学」それぞれにおいて、文部
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省『学校基本調査』を参考に、日本を代表する主な専門分野として、「医学部・歯学部（ま
たはこれに準ずる部局）」「教育学部・文学部（またはこれに準ずる部局）」「経済学部・経
営学部・法学部（またはこれに準ずる部局）」「工学部・理学部（またはこれに準ずる部局）」
をとりあげ、これら 4 カテゴリーの部局の大学教員に対して発送数がそれぞれほぼ同数に
なるようにした。したがって、たとえば「都心」大学の「医学部・歯学部（またはこれに
準ずる部局）」の大学教員の発送数は 300 かややこれを上回ることとなり、回収数は、この
カテゴリーで平均 84 サンプル程度となる。なお、各カテゴリーでは、国公立・私立それぞ
れの教員の比率がほぼ半々になるように大学を割り当てたが、「学園都市」大学のみは、す
べて国立大学をサンプルとしている。 
 また、サンプルに関しては、名簿の人数が十分に確保できた学部に関しては、名簿の中
で乱数表によるランダム・サンプリングを行って名簿を確定、残りは、名簿の全員に発送
した。 
 なお、サンプルの特性として、以下の点に注意する必要がある。第 1 に、カテゴリーご
とに国公立大学と私立大学それぞれの教員がなるべく同数に近くになるように設定し、ま
た、学園都市に関しては対象とした学園都市から十分な私立大学の教員のサンプルを確保
できないことから国立大学の教員のみをサンプルとしたことで、全国平均よりも国公立大
学の教員の比率が高い。第 2 に、大学特性や地域特性の把握が容易であることと一つの学
部のなかでの大学教員のランダム性を確保する観点から、サンプル数を、同じ大学からな
るべく多く、また、同じ学部からなるべく多く確保する方針をとったことから、全体とし
て規模の大きな、それぞれの地域を代表するような大学の教員の比率が高い。第 3 に、地
域特性を単純化するため、大都市の「都心大学」「郊外大学」の大学教員のサンプルは、す
べて首都圏（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）の大学からとっている。以上より、全
体の傾向として、国公立大学の比重が高く、大規模で威信が高い大学を中心としたサンプ
ル構成になっていることにあらかじめ留意する必要がある。 
 調査内容は、巻末資料に示した質問紙のように、中学卒業時点以降の地理的移動と職業
キャリア、出勤日数や国内外の出張日数を含む地理的移動や範囲を中心とした教育・研究
活動の状況、大学と地域とのつながり、教員自身および家族の日常生活などとなっている。
また、各問の単純集計結果についても、巻末に示した。 
 以下、第 7 章では、大学教員のキャリアとライフスタイルと都市・地域との関連に焦点
をあて、本調査の全体像をまず示す。その上で、第 8 章では、日本の大学教員のなかで未
だマイノリティの立場にあり、全体的なあり方と大きく異なる女性の大学教員に焦点をあ
てた分析を行う。最後に、第 9 章では、大学、特に地方都市に立地する大学に強く求めら
れるようになってきている社会的貢献を誰がどのような形で担っているかに焦点をあて、
地方都市大学を中心とした現代の日本の大学の大学教員と大学とがかかえる構造的な問題
を取り上げる。 
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第７章 大学教員のキャリア・ライフスタイルと都市・地域 
 
米澤彰純 
（大学評価・学位授与機構） 
藤森宏明 
(東京大学大学院) 
白川優治 
（早稲田大学） 
 
１．はじめに 
 
 大学教員は、自らのキャリアとライフスタイルにおいて、どのような形で都市や地域と
関わりを持つのだろうか。 
大学教員のキャリアは、新卒一括採用やローテーションを基本とする日本の企業の雇用
形態とは異なる。多くの大学教員は、専門が明示されたポストに対して応募ないし招聘を
受諾する形で採用され、さらに、内部であっても昇任のための公的な審査手続きにかかる
ことを自らの意志で受け入れるのが通常である。また、若年者を中心に任期制が急速な広
がりを見せているとはいえ、多くの場合比較的長期に渡って一つの職場の同じポジション
で働き続ける。新しい傾向として、官公庁や企業との交流人事なども増加しているが、一
般的には、大学教員は自らが勤めるポストの選択において自律性が高く、また、採用され
た後の職の固定度が高い。 
 他方、大学教員もまた生活者であり、公的な職業面でのキャリアと同時に、私生活を営
む居住地を持つ。そして、公的な側面、私的な側面双方での人的ネットワークを形成し、
これには地理的な条件が制約を与える。また、研究者を大量に養成できる大規模研究大学
の数は限られており、しかも多くは大都市か、あるいは計画的に整備された規模の大きい
学園都市に立地する。このことから、日本の高等教育がもつ強いインブリーディングの傾
向も相まって、大学教員の移動自体が、そのキャリア形成に大きな影響を受ける。 
 これを、逆に大学側の立場に立って考えた場合、大学は、その立地のあり方によって、
所属する大学教員をうまく活用して、ニーズに応じた教育・研究・地域貢献への活動を実
施していかなければならない。大学教員は、一方でこのような大学の組織的ミッションの
期待に応えつつも、自らのキャリア形成を図る必要がある。この矛盾は、特に、教育・研
究活動のように個人としての移動や昇進の形でのキャリア形成上の得点に直接結びつきに
くい社会貢献・地域貢献の面で、大学に対して大きなプレッシャーがかかることになる。 
日本の大学教員のキャリア形成に関する研究は、主に山野井らによるインブリーディン
グや任期制の普及などの観点を中心とした大学教員市場の流動性に関する研究が主軸とな
93 
 
って進められてきた（広島大学高等教育研究開発センター編 2005）。また、日本の大学教
員のライフスタイルについては、小説（たとえば、筒井康隆 1990）を含め、多くの文献が
ある。さらに、大学教員の生活時間などについては、主に研究者養成や科学技術政策立案
などの観点から行われた加藤(2003)や、文部科学省 2003 の『大学等におけるフルタイム換
算データに関する調査報告』などがある他、大学教員の主に公的な地域社会との関わりを
扱った論文としては藤村（2003）などがある。しかしながら、大学教員が公的・私的両面
の生活をどのように送り、そのことが大学と都市・地域との関わりにどのようなインパク
トを与えているのか、また、これが大学の立地やキャリア・パスにおける位置づけなどの
違いによってどのように異なるかについては十分な研究が行われてきたとはいえない。 
 大学教員は、職業人であると同時に生活者でもある。大学教員の多くは不特定多数の学
生やその他の大学関係者と職場空間（大学）を共有し、また、かなりの割合で私的生活の
場である居住地域においてもこれらの人々と空間を共有することが多い。同時に、自分の
所属する大学がどのような特性をもっているのか、特に、その近隣地域や居住地を含めた
環境や福利のあり方は、教員のキャリア、ライフスタイルの双方に対して、大きな違いを
もたらすことになる。 
本章では、第 1 に、日本の大学教員のキャリア形成を、特にその地理的移動とその背景
としてある日本の高等教育システムの威信構造に焦点をあてて分析を行う。第 2 に、都心
大学、郊外大学、地方都市大学、学園都市大学のそれぞれの大学教員たちが、その公的生
活、私的生活をどのように営んでいるのかというライフスタイルの違いとそれを生み出す
構造を明らかする。最後に、これらの日本の大学教員のキャリアとライフスタイルの問題
が、それぞれの立地における大学と都市・地域との関わりにどのようなインパクトを与え
ているのかを議論する。 
 
２．大学教員のキャリア形成と都市・地域 
 
2.1 地理的移動 
 大学教員は、そのキャリア形成のなかで、どのような地理的な移動を行っているのだろ
うか。また、その背景には、日本の高等教育システムのどのような構造や特性があるのだ
ろうか。質問紙では、回答者の「中学卒業時の中学所在地」「高校卒業時の高校所在地」「学
部卒業時の大学所在地」「大学院（最終）の大学所在地」「初職の勤務地」をそれぞれ聞い
ている。まず、地理的移動に注目して、どのようなパターンがあるのかを特定してみよう。 
現職の大学に対して、大学教員はいつから、どのようなきっかけで、地理的なつながり
を持つようになったのだろうか。表１、表２は、それぞれ、現職の大学所在地、高等学校、
大学、大学院、初職が同一都道府県あるいは同一地域ブロックである割合を示したもので
ある。なお、ここでの地域ブロックとは、北海道、東北（青森県・秋田県・岩手県・宮城
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県・福島県）、関東（茨城県・栃木県・埼玉県・千葉県・神奈川県・東京都）、甲信越・東
海（新潟県・富山県・石川県・福井県・長野県・岐阜県・山梨県・静岡県・愛知県・三重
県）、近畿（滋賀県・京都府・大阪府・兵庫県）、中国（岡山県・広島県・山口県・鳥取県・
島根県）、四国（香川県・徳島県・愛媛県・高知県）、九州（福岡県・大分県・熊本県・宮
崎県・鹿児島県・沖縄県）、海外をそれぞれ指す。 
さらに、表３は、現職が出身大学かを聞いたものである。これらを見ると、それぞれの
大学立地でパターンにはっきりとした違いが見える。 
 
表１ 現職とキャリア・パスにおける地理的な一致度（%・都道府県） 
高校と現職都
道府県一致 
大学と現職都
道府県一致 
大学院と現職
都道府県一致 
初職と現職都
道府県一致   
都心大学（東京 23 区） 39.7  79.4  80.7  65.9  
郊外大学（首都圏） 36.8  60.4  64.9  60.1  
地方都市大学 28.4  30.1  22.2  51.0  
学園都市大学 11.5  32.8  34.1  40.9  
合計 29.2  49.6  49.3  54.4  
Sig. *** *** *** *** 
（***は<0.01、**は<0.05、*は<0.1 で有意：以下、すべての図表で同じ） 
 
表２ 現職とキャリア・パスにおける地理的な一致度（％・地域ブロック） 
高校と現職ブ
ロックと一致
大学と現職ブ
ロックと一致
大学院と現
職ブロックと
一致 
初職と現職ブ
ロックと一致   
都心大学（東京 23 区） 61.9  84.7  89.4  82.2  
郊外大学（首都圏） 58.7  79.8  82.9  79.6  
地方都市大学 51.3  43.7  36.2  63.0  
学園都市大学 41.3  60.3  61.2  64.5  
合計 53.3  65.8  65.6  71.8  
Sig. *** *** *** *** 
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表３ 現職が出身大学である割合（％） 
  現職が出身大学 N 
都心大学（東京 23 区） 65.0  314  
郊外大学（首都圏） 35.1  325  
地方都市大学 30.7  401  
学園都市大学 42.7  309  
合計 42.5  1349  
Sig. ***   
 
まず、都道府県・地区いずれにおいても現職と高等学校・大学・大学院・初職との一致
度が高いのは都心大学、次いで郊外大学であり、これに対して地方都市大学、学園都市大
学はやや低くなる。ただし、初職と現職の一致度では、都道府県での一致は最高で都心大
学の 65.9%、最低で学園都市大学の 40.9%、また、地区での一致は最高で都心大学の 82.2%、
最低で地方都市大学の 63.0%と、サンプル全体において、初職以降大きな地理的移動を経
験しないか、あるいは初職のあとで一時その都道府県や地区を離れたとしてもその後初職
の地域へ再び戻ってきた者が多数を占めることがわかる。 
また、都心大学・郊外大学は、都道府県、地区いずれの一致度においても、「大学院」＞
「大学」＞「初職」＞「高校」の順で一致度が下がっており、現職と大学・大学院の都道
府県一致度が都心大学で約 8 割に達するなど、地域的閉鎖性が非常に強いことが確認でき
る。また、高校との一致度でも、同一地区すなわち首都圏出身者が都心大学で 61.9%、郊
外大学で 58.7%を占める。また、出身大学である割合は、都心大学では 65.0%と極めて高
いが、郊外大学では 35.1%にとどまる。 
これに対し、学園都市大学では、都道府県・地区いずれにおいても「初職」＞「大学院」
＞「大学」＞「高校」となり、時間的距離が、そのまま一致度と正の相関をもつ。なお、
都道府県の一致度では、最高の初職でも一致度は 40.9%、高等学校では 11.5%にとどまり、
地理的な開放性が極めて高いと同時に、大学教員のキャリアと地域との関係が、非常に薄
いことが確認できる。しかしながら、現職が出身大学である比率は、42.7%と、都心大学
に次いで高い。 
最後に、地方都市大学では、都道府県・地区いずれにおいても「初職」の一致度が一番
高く、都道府県で 51.0%、地区で 63.0%なのに対し、「大学院」の一致度が一番低く、都道
府県では 22.2%しかなく、地区でも 36.2%にとどまる。これに対し、大学・高等学校は、
都道府県ではそれぞれ 3 割前後にとどまるが、地区では高校で 51.3%、大学で 43.7%と、
現職の大学が出身地域の近隣であるものが約半数にのぼる。なお、地方都市大学の教員で
現職が出身大学である者の比率は 30.7%と低く、地方都市においては研究者養成機能を持
たない大学が多いために、大学院による直接的なつながりではなく、出身大学（学部）や
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現職における関係に大学教員の地域的コミットメントを求めざるを得ない苦しさが表れて
いる。 
さらに、大学教員への参入経路についても検討しておく必要がある。質問紙では、大学・
大学院を卒業してから初めて就いた常勤の職について尋ねたものである。これをみると、
「大学・短大の教育研究職」が全体で 63.9％と圧倒的に多く、ついで「研究所・企業等の
研究職」（8.8％）、「教育研究職以外の公務員」(6.7%)、「民間企業」（6.2％）となる。「大学・
短大の研究教育職」の割合は、都心大学(71.2%)が最も多く、ついで地方都市大学(65.2%)、
郊外大学(61.2%)、学園都市大学(57.6%)の順になっている。「研究所・企業等の研究職」「教
育研究職以外の公務員」の割合は郊外大学と学園都市大学で若干高く、地方都市大学で若
干低い。これに対して、「民間企業」の割合は地方都市大学で若干高く、都心大学で低い傾
向がある。これらのことから、都心大学において伝統的なアカデミック・キャリアが支配
的であるのに対し、郊外大学・学園都市大学と地方都市大学でも総じて伝統的アカデミッ
ク・キャリアが大半を占めているが、研究所・企業等の研究職、民間企業や教育研究職以
外公務員などに対しても、ある程度大学教員職への参入の機会が開かれていることがわか
る。 
 
表４ 大学・大学院卒業後の初職（常勤） 
  
大学・
短大
の教
育研
究職 
研究
所・企
業等
の研
究職 
小・
中・
高校
の教
員 
教育
研究
職以
外の
公務
員 
民間
企業
その
他 
N 
％ ％ ％ ％ ％ ％ 
都心大学（東京 23 区） 71.4 8.3 3.2 5.7 3.5 7.9 315 
郊外大学（首都圏） 61.2 10.5 3.7 7.4 6.5 10.8 325 
地方都市大学 64.9 7.7 3.7 5.5 8.2 10.0 402 
学園都市大学 57.6 9.1 2.6 8.7 6.1 15.9 309 
合計 63.9 8.8 3.3 6.7 6.2 11.0 1351 
Sig. **               
 
2．2 キャリア段階 
次に、現職がそれぞれの大学教員のキャリアにおいて持つ意味合いを考える必要がある。
一般には、年齢や職階が高まるほど、その大学がキャリアの終着点に近づくと考えられる。
逆に、年齢や職階が低いほど、現職はそれぞれの大学教員として通過点と意識され、公的
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な職業生活においては研究や教育以外の活動、すなわち地域貢献などに対してはインセン
ティブがわきにくいと考えられるし、また、私生活においても、地理的な移動を前提とし
ていれば、居住地域へのコミットメントに対して消極的になることが考えられる。 
 表５は、大学立地別に年齢分布を見たものであるが、40 歳未満の教員の割合は、学園都
市大学が最も多く(24.0%)、次いで、地方都市大学（20.6%）、郊外大学(16.4%)となり、都
心大学（13.4%）が最も少ない。これに対して、40-49 歳、50-59 歳の割合には大学立地の
違いで差は認められず、60 歳以上では、サンプルの特質上国立大学のみである学園都市大
学が著しく低い他、地方都市大学も低くなっている。 
 また、表６は、大学立地別に職階の割合をみたものであるが、ここでも、教授の割合が、
都心大学（54.6%）、郊外大学（49.2%）で高いのに対し、地方都市大学（41.2%）、学園都
市大学(40.2%)では低い。これに対して、助教授・講師の割合は、学園都市大学が一番高く
（49.5%）、次いで地方都市大学（45.4%）、郊外大学(39.7%)、そして、都心大学(31.7%)が
最も低い。なお、助手その他は、都心大学・地方都市大学でやや高く、郊外大学・学泉都
市大学でやや低いが、大きな差とはいえない。 
 なお、表７で大学立地と年齢、職階の 3 重クロスを確認してみると、都心大学の 40 歳代
でやや教授の割合が多い他は、どの立地でもおおむね年齢と職階との関係に大きな差はな
く、50 歳代では 4 分の 3 以上が教授になっている。 
 以上より、都心大学、郊外大学が、キャリアの終着点に近い者の割合が高いのに対し、
地方都市大学、学園都市大学は、キャリアの途中にいる者の割合が高いことが確かめられ
た。このことが、公的生活・私的生活の両面で、大学や居住地の近隣地域へのコミットメ
ントに違いをもたらす可能性がある。 
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表５ 大学教員の年齢分布 
  
40
歳未
満 
40～
49
歳 
50～
59
歳 
60
歳以
上 
N 
都心大学（東京 23 区） 13.4 36.2 32.6 17.9 307 
郊外大学（首都圏） 16.4 33.8 32.5 17.4 317 
地方都市大学 20.6 35.5 31.1 12.9 389 
学園都市大学 24.0 36.3 32.3 7.3 300 
合計 18.7 35.4 32.1 13.9 1313 
Sig. **           
 
 
表６ 大学教員の職階 
  教授 
助教授・
講師(常
勤） 
助手・その
他 
N 
％ ％ ％ ％ 
都心大学（東京 23 区） 54.6 31.7 13.7 315 
郊外大学（首都圏） 49.2 39.7 11.1 325 
地方都市大学 41.2 45.4 13.4 403 
学園都市大学 40.1 49.5 10.4 309 
合計 46.0 41.8 12.2 1352 
Sig. **         
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 表７ 大学教員の年齢と職階 
    教授 
助教授・
准教授
専任・常
勤講師
助手 N 
％ ％ ％ ％ 
40 未満 都心大学（東京 23 区） 2.4 31.7 14.6 51.2 41
** 郊外大学（首都圏） 0.0 40.4 15.4 44.2 52
地方都市大学 2.5 46.3 11.3 37.5 80
学園都市大学 1.4 20.8 52.8 25.0 72
合計 1.6 35.1 24.9 37.6 245
40 歳代 都心大学（東京 23 区） 38.4 33.0 17.9 10.7 112
** 郊外大学（首都圏） 20.6 57.0 15.9 6.5 107
地方都市大学 19.0 59.9 16.8 4.4 137
学園都市大学 20.2 51.4 22.0 3.7 109
  合計 24.3 50.8 18.1 6.2 465
50 歳代 都心大学（東京 23 区） 77.0 14.0 7.0 2.0 100
郊外大学（首都圏） 82.5 10.7 2.9 2.9 103
地方都市大学 76.9 15.7 1.7 3.3 121
学園都市大学 80.4 9.3 4.1 2.1 97
合計 79.1 12.6 3.8 2.6 421
60 歳以上 都心大学（東京 23 区） 83.6 3.6 0.0 0.0 55
郊外大学（首都圏） 90.9 1.8 5.5 0.0 55
地方都市大学 82.0 4.0 4.0% 2.0 50
学園都市大学 90.9 9.1 0.0% 0.0 22
  合計 86.3 3.8 2.7% 0.5 182
 
３．大学教員のライフスタイルと都市・地域 
 
 この節では、大学教員のライフスタイルが、職場としての大学および、居住地の特性に
よってどう異なり、このことが、大学教員の都市・地域との関わりにどのような影響を与
えているかを検討する。 
 
3．1 勤務形態 
 まず、勤務形態について検討しよう。表８は大学教員が「学期中」、「夏休み・春休みな
どの長期休業中」それぞれ出勤している日数について、大学立地別・専門分野別に、週 5
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日以上出勤しているとの回答の割合を示したものである。これをみると、理学系・工学系・
医歯薬学系を専門分野とする教員では学期中週 5 日以上出勤する者が 9 割を超えており、
大学立地によるばらつきも小さい。また、これらの３分野では、長期休業中においても、
理学系 74.1％、工学系 87.6％、医歯薬学系 75.8％と、非常に高い割合で週 5 日以上出勤し
ている。これに対し、人文科学系、社会科学系は、学期中がそれぞれ 53.3％、52.9％、長
期休業中が 31.3％、34.2％と、週 5 日以上の出勤者の割合は少ない。特に少ないのは都心
大学、郊外大学であり、これに対して地方都市大学は学期中に関しては 8 割を超える教員
が週 5 日以上出勤しており、長期休業中においても約半数が週 5 日以上出勤している。ま
た、表９は、出勤日数が全般的に少ない人文科学系・社会科学系について詳細に検討した
ものであるが、人文科学系・社会科学系とも都心大学・郊外大学の教員の中央値が週 4 日
であり、長期休業中では半数が週 2 日以下しか出勤しておらず、出勤日数が非常に多い地
方都市大学、ついて学園都市大学と大きな違いがあることがわかる。 
 
表８ 週 5 日以上出勤している割合 
    
人文科
学系 
社会科
学系 
理学系 工学系
医歯薬
学系 
教育学
系・教員
養成系
％ ％ ％ ％ ％ ％ 
学期中 
都心大学（東京 23 区） 35.1 38.6 91.2 97.9 88.8 46.2 
郊外大学（首都圏） 33.3 37.0 94.1 87.8 92.1 75.0 
地方都市大学 85.5 81.4 70.0 99.1 92.4 96.4 
学園都市大学 59.5 59.3 100.0 92.9 92.4 80.0 
合計 53.3 52.9 92.0 95.8 91.5 78.6 
*** *** ** ** *** 
長期休業中 
都心大学（東京 23 区） 16.0 22.7 63.6 80.9 76.6 33.3 
郊外大学（首都圏） 29.3 20.9 66.7 78.4 82.4 50.0 
地方都市大学 42.3 57.4 60.0 94.1 73.3 75.0 
学園都市大学 42.4 37.0 96.3 85.7 71.9 69.0 
合計 31.8 34.2 74.1 87.6 75.8 60.6 
    ** *** ** **   ** 
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表９ 人文科学系・社会科学系の教員の出勤日数 
          学期中の出勤日数       N 
      0 1 2 3 4 5 6 7   
％ ％ ％ ％ ％ ％ 
学期中                   
人文科学系*** 
都心大学（東京 23 区） 3.5 19.3 42.1 22.8 10.5 1.8 57
郊外大学（首都圏） 0.0 31.3 35.4 27.1 4.2 2.1 48
地方都市大学 0.0 1.8 12.7 74.5 9.1 1.8 55
学園都市大学 0.0 16.2 24.3 48.6 8.1 2.7 37
合計 1.0 16.8 28.9 43.1 8.1 2.0 197
社会科学系*** 
都心大学（東京 23 区） 1.4 18.6 41.4 21.4 12.9 4.3 70
郊外大学（首都圏） 4.1 23.3 35.6 32.9 4.1 0.0 73
地方都市大学 1.4 4.3 12.9 67.1 11.4 2.9 70
学園都市大学 0.0 14.8 25.9 40.7 18.5 0.0 27
合計 2.1 15.4 29.6 40.4 10.4 2.1 240
長期休業中 
人文科学系*** 
都心大学（東京 23 区） 16.0 26.0 22.0 12.0 8.0 10.0 4.0 2.0 50 
郊外大学（首都圏） 14.6 29.3 12.2 12.2 2.4 22.0 2.4 4.9 41 
地方都市大学 3.8 3.8 5.8 19.2 25.0 32.7 9.6 0.0 52 
学園都市大学 0.0 27.3 9.1 6.1 15.2 33.3 6.1 3.0 33 
合計 9.1 20.5 12.5 13.1 13.1 23.9 5.7 2.3 176 
社会科学系*** 
都心大学（東京 23 区） 6.1 22.7 19.7 16.7 12.1 13.6 7.6 1.5 66 
郊外大学（首都圏） 9.0 23.9 19.4 19.4 7.5 17.9 3.0 0.0 67 
地方都市大学 2.9 4.4 5.9 16.2 13.2 51.5 4.4 1.5 68 
学園都市大学 3.7 0.0 14.8 29.6 14.8 22.2 14.8 0.0 27 
    合計 5.7 14.9 14.9 18.9 11.4 27.2 6.1 0.9 228 
 
 次に、学外で非常勤を行っているかどうかについては、表１０に示したように、専門分
野別の違いはみられ、人文・社会科学系において高い傾向がみられたが、大学立地による
有意な差はいずれの専門分野でも認められなかった。 
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 また、表１１は、海外出張の有無及び、国内出張年間 10 日以上の割合を専門分野別・大
学立地別に示したものである。これも、どちらかといえば専門分野別の違いが大きく、い
くつかの専門分野で大学立地別の有意な差がみられるものの、海外出張においては地方都
市大学がの割合が少ない傾向が多少認められるとはいえ、国内出張も含めて、大学立地の
間に一貫した傾向があるとはいえない。 
 
表１０ 学外非常勤の有無 
％ N ％ N ％ N ％ N ％ N ％ N
都心大学（東京23区） 45.3 53 53.1 64 39.4 33 27.7 47 26.2 65 46.2 13
郊外大学（首都圏） 62.2 45 50.0 70 50.0 16 18.4 38 21.4 70 63.3 30
地方都市大学 48.3 58 44.6 65 50.0 10 21.7 115 23.8 80 42.3 26
学園都市大学 55.9 34 55.6 27 19.2 26 17.9 56 31.4 86 60.7 28
合計 52.1 190 55.6 226 36.5 85 21.5 256 25.9 301 54.6 97
教育学系・教
員養成系人文科学系 社会科学系 理学系 工学系 医歯薬学系
 
いずれも有意差なし 
 
表１１ 海外出張及び、国内出張年間 10 日以上 
％ N ％ N ％ N ％ N ％ N ％ N
海外出張有り *** ** ***
都心大学（東京23区） 71.7 53 88.5 61 87.9 33 91.7 48 73.0 74 63.6 11
郊外大学（首都圏） 69.2 39 82.3 62 75.0 16 84.6 39 54.3 70 69.0 29
地方都市大学 55.1 49 48.3 60 77.8 9 78.4 116 61.9 84 22.7 22
学園都市大学 75.0 32 80.0 25 88.5 26 84.2 116 72.1 86 56.5 23
合計 67.1 173 74.0 208 84.5 84 83.1 57 65.6 314 52.9 85
国内出張10日以上 *** **
都心大学（東京23区） 32.7 55 43.7 71 75.8 33 86.0 50 55.1 78 69.2 13
郊外大学（首都圏） 27.3 44 52.9 70 82.4 17 60.5 43 62.5 80 71.9 32
地方都市大学 50.9 57 59.2 71 81.8 11 80.5 123 71.6 95 55.2 29
学園都市大学 58.3 36 57.1 28 88.9 27 82.8 58 63.2 95 75.9 29
合計 41.7 192 52.5 240 81.8 88 78.8 274 63.5 348 68.0 103
教育学系・教
員養成系
人文科学系 社会科学系 理学系 工学系 医歯薬学系
 
3．2 仕事上の活動範囲 
 大学教員の仕事上の地理的な活動の範囲は、大学立地によってどのように異なるだろう
か。表１２は、仕事上の活動の地理的範囲を、「産業界との連携」「研究フィールド(対象)
との関わり」「学会・研究会活動」「他大学などの非常勤講師」の４つについて、「している」
との回答の比率を大学立地別に表したものである。まず、いずれの活動においても「海外」
は有意な差が認められ、都心大学がもっとも多く、地方都市大学が最も少ない。また、「産
業界との連携」では、都心大学と郊外大学が「全国」以下「同一市区町村」まで、国内の
地理的範囲が大きいほど「している」との回答が多いのに対し、地方都市大学と学園都市
大学では、「全国」に次いで「同一都道府県」が多いのが特徴である。また、「研究フィー
ルド（対象）との関わり」においても、都心大学、郊外大学、学園都市大学は国内の地理
的範囲が大きいほど回答が多く、地方都市大学のみ、「全国」に次いで「同一都道府県」が
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多い。「学会・研究会活動」については、地方都市大学と学園都市大学で「近隣都道府県」
との回答が顕著に多い。さらに、「他大学などの非常勤講師」では、全般的に都心大学と郊
外大学の教員が活発に行っている傾向があり、地方都市大学の教員は、行っていない者の
割合が顕著に多く、また地理的範囲も全体として狭い方が多い。 
 
表１２ 仕事上の活動の地理的範囲（大学立地別・多重回答） 
海外 全国 近隣都道府県
同一都
道府県
同一市
区町村 なし
％ ％ ％ ％ ％ ％ N
産業界との連携 ** *** * ** ***
都心大学（東京23区） 4.2 22.3 15.0 13.6 1.7 61.0 287
郊外大学（首都圏） 3.3 16.6 15.6 10.1 3.6 65.1 307
地方都市大学 1.1 24.5 9.6 17.8 8.5 59.8 376
学園都市大学 1.4 15.5 9.6 14.2 4.4 60.1 296
合計 2.4 20.0 14.5 14.1 4.8 61.5 1266
研究フィールド（対象）との関わり *** ** ***
都心大学（東京23区） 37.1 43.7 22.0 17.5 6.3 29.0 286
郊外大学（首都圏） 31.3 38.4 21.8 17.3 9.4 27.7 307
地方都市大学 23.9 42.2 21.8 26.0 19.9 30.0 377
学園都市大学 28.0 41.5 23.9 22.1 14.5 26.6 289
合計 29.6 41.5 22.3 21.0 13.0 28.4 1259
学会・研究会活動（発表を含む） *** *** *** **
都心大学（東京23区） 60.0 87.7 20.0 22.3 8.1 1.9 310
郊外大学（首都圏） 44.1 84.0 17.3 21.9 5.6 3.7 324
地方都市大学 44.8 92.4 35.0 20.4 11.1 3.3 397
学園都市大学 51.6 90.3 27.3 17.5 6.2 1.0 308
合計 49.7 88.8 25.5 17.5 7.9 2.5 1339
他大学などの非常勤講師（集中講義含む） *** *** * *** *** ***
都心大学（東京23区） 4.2 15.9 14.9 22.8 1.7 50.5 289
郊外大学（首都圏） 1.6 13.0 15.3 29.0 3.3 47.9 307
地方都市大学 0.3 8.7 10.6 11.4 10.9 63.9 368
学園都市大学 2.4 16.7 17.7 12.3 4.4 54.9 293
合計 2.0 13.3 14.4 18.5 5.4 54.8 1257  
 
 次に、表１３は、これまでに取材を受けたことがあるメディアを尋ね、「ある」との回答
の割合を示したものである。これをみると、都心大学および郊外大学は「全国紙・通信社」
「全国テレビ・ラジオ」「全国雑誌」、さらには「業界新聞・雑誌」という全国的なメディ
アでの回答が高く、逆に、これらが低い地方都市大学は、「地元新聞」「地元テレビ・ラジ
オ」が顕著に高い。 
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 表１３ メディアの取材（大学立地別・多重回答） 
  
全国
紙・通
信社 
全国テ
レビ・ラ
ジオ 
全国雑
誌 
業界新
聞・誌 
地元新
聞 
地元テ
レビ・ラ
ジオ 
地方雑
誌 
  
  ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ N 
*** *** *** *** *** *** 
都心大学（東京 23 区） 41.6  35.9 29.2 28.9 20.0 14.0  6.7  315
郊外大学（首都圏） 44.3  27.7 23.7 32.3 20.9 13.2  6.5  325
地方都市大学 26.1  12.9 10.7 16.1 48.4 36.2  6.5  403
学園都市大学 31.4  26.2 19.7 28.5 34.6 16.8  6.8  309
合計 35.3  24.9 20.2 25.8 32.0 21.1  6.6  1352
 
 以上より、仕事上の活動範囲として、都心大学・郊外大学という大都会にある大学教員
は、海外や全国メディアなどより広い地域にまたがる活動をする傾向が強く、これに対し
て、地方都市大学は、活動範囲がより狭い地域に密着している傾向は見られる。しかしな
がら、都心大学・郊外大学にとっては首都圏自体が近隣地域であり、そこに全国的なメデ
ィアが集中して存在することも考慮する必要がある。その観点からいえば、大都会にある
大学と地方都市にある大学との間では、大学の周辺の都市・地域での活動の意味合い自体
が、初めから異なっているととらえるべきであろう。 
 
3.3 大学周辺の環境 
 次に、大学周辺の環境について検討しよう。表１４は、大学周辺の施設の有無、不足感
（ないが、あってほしい）についての回答を示したものである。また、これらの項目を、
①メディア関連施設（「大きな書店」「英会話スクール」「美術館」「劇場」「映画館」）、②社
交関連施設（「飲食店」「カフェ・喫茶店」「バー・パブ」「居酒屋」「カラオケ」）、③福利関
連施設（「散歩できる公園」「スポーツジム」「託児所・保育園」）、④ショッピング施設（「百
貨店」「家電量販店」「ホームセンター」）、⑤学生回避施設（「教員用ラウンジ」「学生と会
わない場所」）の５つに分け、それぞれの有無と不足感の回答の平均値をチャート図で示し
たのが、図１A 及び B である。なお、「郵便局」「銀行／ＡＴＭ」は、「ある」との回答が
ともに 95％前後と非常に高く、大学立地別の有意差がなかったため、省いた。 
 これらの図表より、以下のことが言える。まず、メディア関連の施設については、「大き
な書店」に関しては都心大学の充実度（「ある」との回答の比率）が 66.8%と飛び抜けて高
く、地方都市大学は 35.9%と最低、都心大学以外では不足感が 5 割前後という高水準にな
っている。また、「美術館」も都心大学の充実度が高い他は、「英会話スクール」「美術館」
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「映画館」「レンタル・ビデオショップ」の充実度は学園都市が最も高く、郊外大学が最も
低い。第 2 に、社交関連の施設では、「飲食店」「カフェ・喫茶店」「バー・パブ」「居酒屋」
「カラオケ」いずれにおいても都心大学の充実度が最も高いのに対し、郊外大学の充実度
が最も低く、不足感も高い。第 3 に、福利関連の施設では、「散歩できる公園」「スポーツ
ジム」「託児所・保育園」ともに学園都市が最も高い。ただし、これは、学園都市大学のサ
ンプルが、大規模な国立大学に限定されていることにも関係していると思われる。また、
いずれの項目でも、郊外大学の充実度が最も低いが、不足感は、地方都市大学が最も高く
なっている。第 4 に、シッピング施設では、「百貨店」「家電量販店」「ホームセンター」と
もに学園都市大学の充実度が最も高い。「百貨店」「家電量販店」は都心大学・郊外大学で
充実度が低く、「ホームセンター」は都心大学で充実度が低い。「百貨店」「家電量販店」で
は郊外大学の不足感が最も高く、「ホームセンター」の不足感は都心大学で最も高い。最後
に、学生を回避できる施設・場所であるが、「教員用ラウンジ」「学生と会わない場所」と
もに都心大学の充実度がずばぬけて高いの対し、地方都市大学の充実度が著しく低い。な
お、学生回避の施設・場所の不足感は都心大学以外では非常に高く、「教員用ラウンジ」に
ついては地方都市大学と郊外大学で 5 割前後、「学生と会わない場所」については学園都市
大学と地方都市大学で 35%前後となっている。 
 なお、図１より、全般的な傾向として学園都市大学の大学周辺の施設・場所の充実度が
高く、郊外大学の充実度が低いのに対し、不足感では郊外大学、地方都市大学で全般的に
高いことが確かめられる。その上で、学生に会うことを回避できる場所は、都心大学を除
けば充実しておらず、都心大学以外で不足感が著しく高い。また、メディア関連施設につ
いても都心大学で比較的高く、結果として、都心大学の全般的不足感は、社交関連施設を
含めて最も低いということができる。 
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 表１４ 学内・大学の近くにある施設 
ある
ないが近く
にあって
ほしい
Ｎ あ
ないが近く
にあって
ほしい
Ｎ
％ ％
大きな書店*** 都心大学（東京23区） 66.8 26.5 313 散歩できる公園*** 都心大学（東京23区） 75.9 19.2 307
郊外大学（首都圏） 38.8 51.6 322 郊外大学（首都圏） 67.6 17.8 321
地方都市大学 35.9 59.3 398 地方都市大学 69.0 22.9 397
学園都市大学 42.8 52.9 306 学園都市大学 91.2 7.2 307
合計 45.4 48.3 1339 合計 75.4 17.2 1332
英会話スクール*** 都心大学（東京23区） 62.5 3.7 301 スポーツジム*** 都心大学（東京23区） 56.3 16.2 302
郊外大学（首都圏） 41.4 11.2 321 郊外大学（首都圏） 46.1 18.0 317
地方都市大学 51.3 14.6 396 地方都市大学 49.1 19.5 395
学園都市大学 73.6 7.2 307 学園都市大学 59.6 19.5 302
合計 56.6 9.6 1325 合計 52.4 18.4 1316
美術館*** 都心大学（東京23区） 37.6 21.9 306 郵便局 都心大学（東京23区） 97.4 2.2 312
郊外大学（首都圏） 14.2 34.7 323 郊外大学（首都圏） 93.2 5.9 324
地方都市大学 43.0 29.6 398 地方都市大学 93.8 5.2 402
学園都市大学 46.4 32.4 306 学園都市大学 96.4 3.6 308
合計 35.6 29.7 1333 合計 95.1 4.3 1346
劇場*** 都心大学（東京23区） 33.6 17.3 307 銀行／ＡＴＭ 都心大学（東京23区） 95.8 3.9 311
郊外大学（首都圏） 13.0 28.5 396 郊外大学（首都圏） 93.8 5.0 323
地方都市大学 26.5 35.9 396 地方都市大学 96.0 3.5 401
学園都市大学 23.5 41.2 306 学園都市大学 94.8 5.2 308
合計 24.2 31.0 1332 合計 95.2 4.3 1343
映画館*** 都心大学（東京23区） 39.4 10.6 310 託児所・保育園*** 都心大学（東京23区） 60.3 19.3 295
郊外大学（首都圏） 20.7 19.4 324 郊外大学（首都圏） 47.9 23.5 307
地方都市大学 48.1 17.8 399 地方都市大学 58.1 24.5 384
学園都市大学 64.8 16.0 307 学園都市大学 68.3 20.5 293
合計 43.3 16.1 1340 合計 58.5 22.1 1279
レンタルビデオショップ*** 都心大学（東京23区） 53.3 7.3 302 百貨店*** 都心大学（東京23区） 28.6 19.8 308
郊外大学（首都圏） 45.3 5.3 318 郊外大学（首都圏） 28.0 21.2 321
地方都市大学 60.5 8.1 395 地方都市大学 43.0 14.2 395
学園都市大学 78.8 3.0 302 学園都市大学 57.0 19.2 307
合計 59.4 6.1 1317 合計 39.3 18.3 1331
飲食店*** 都心大学（東京23区） 97.8 1.6 312 家電量販店*** 都心大学（東京23区） 52.6 14.7 306
郊外大学（首都圏） 84.8 13.4 322 郊外大学（首都圏） 47.7 24.3 321
地方都市大学 86.4 12.1 398 地方都市大学 64.2 15.5 399
学園都市大学 92.5 6.2 308 学園都市大学 84.1 8.8 308
合計 90.1 8.6 1340 合計 62.1 15.9 1334
カフェ・喫茶店*** 都心大学（東京23区） 89.7 6.4 311 ホームセンタ *ー** 都心大学（東京23区） 27.3 25.3 297
郊外大学（首都圏） 61.1 25.9 324 郊外大学（首都圏） 47.3 17.0 317
地方都市大学 72.4 19.5 399 地方都市大学 67.8 15.5 400
学園都市大学 81.8 11.4 307 学園都市大学 79.4 10.8 306
合計 75.8 16.2 1341 合計 56.4 17.0 1320
バー・パブ*** 都心大学（東京23区） 74.1 4.6 305 教員用ラウンジ*** 都心大学（東京23区） 48.5 32.5 305
郊外大学（首都圏） 46.6 13.6 324 郊外大学（首都圏） 19.3 48.4 322
地方都市大学 48.1 12.9 395 地方都市大学 9.5 50.6 391
学園都市大学 62.7 12.7 306 学園都市大学 24.6 41.2 301
合計 57.1 11.1 1330 合計 24.3 43.7 1319
居酒屋*** 都心大学（東京23区） 93.2 1.6 309 学生と会わない場所*** 都心大学（東京23区） 38.3 24.8 298
郊外大学（首都圏） 63.6 12.7 324 郊外大学（首都圏） 23.1 28.3 307
地方都市大学 77.6 9.0 398 地方都市大学 17.0 34.5 388
学園都市大学 91.6 3.2 308 学園都市大学 25.3 38.2 296
合計 81.0 6.9 1339 合計 25.3 31.7 1289
カラオケ*** 都心大学（東京23区） 82.5 1.0 303
郊外大学（首都圏） 55.3 5.3 320
地方都市大学 57.0 4.5 398
学園都市大学 82.0 1.0 306
合計 68.2 3.1 1327
る
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図１ 学内・大学の近くにある施設 
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次に、図２は、大学の環境について、図に示した 18 項目について、それぞれあてはまる
程度を 5 段階で聞いたものを、「あてはまる」を 2、「ややあてはまる」を 1、「どちらとも
いえない」を 0、「あまりあてはまらない」を-1、「あてはまらない」を-2 としたうえで、
平均点を示したもので、差はすべて有意である。これをみると、都心大学とそれ以外の大
学立地との間に大きなパターンの違いが認められる。すなわち、都心大学では、「にぎやか
だ」「交通の便がよい」「都市的だ」「買い物に便利だ」「商業地区だ」「文化的だ」など、他
の大学立地ではどちらかといえば「あてはまらない」との回答が多い項目において高い値
を示し、逆に他の大学立地で値が高い「自然に恵まれている」という項目では低い値とな
っている。また、学園都市大学は、「交通の便がよい」「都市的だ」「治安がよい」「庶民的
だ」「高齢者が多い」などの項目で他の大学立地よりも低い値となり、「若者が多い」「農業
地区だ」などの項目で他の大学立地より高い値を示しており、本来都市的な性格をもたな
い地域に設置され、大量の若者が流入した人工的な都市としての性格が示されている。こ
のほか、郊外大学では「にぎやかだ」との回答の値がやや低く、「工業地区だ」との回答が
他の大学立地よりは値が高い。そして、地方都市大学では「匿名性が高い」との回答の値
が低い。なお、どの大学立地でも「文教地区だ」「開放的だ」「若者が多い」「自然に恵まれ
ている」などは「あてはまる」との回答が多く、「近所づきあいが多い」「工業地区だ」な
どは「あてはまらない」という回答が多い。 
 
図２ 大学の環境 
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3.3 家族構成 
 大学教員の居住環境は、大学立地やその他の要因によって、どのように異なるのだろう
か。 
表１５は、配偶者、パートナーがいる割合を、大学立地、年齢、性別の別にみたもので
ある。これより、配偶者・パートナーがいる割合には男性の方が女性よりも明らかに高く、
その差は年齢が高い層の方がより大きいことがわかる。また、いずれも大学立地による有
意な差は確認できなかったが、地方都市大学の女性については年齢が高くなっても割合が
高まらないこと、学園都市大学の女性について割合がやや高い値を示している。 
 
表１５ 配偶者・パートナーがいる割合 
  45 歳未満 45 歳以上 
  男性 女性 男性 女性 
都心大学（東京 23 区） 84.1 61.5 96.8 68.4 
N(回答者合計人数） 82 13 190 19 
郊外大学（首都圏） 82.8 50.0 97.8 66.7 
N(回答者合計人数） 87 16 182 21 
地方都市大学 81.7 56.3 95.3 56.5 
N(回答者合計人数） 115 32 214 23 
学園都市大学 81.7 68.2 97.3 76.5 
N(回答者合計人数） 109 22 147 17 
合計 82.4 59.0 96.7 66.3 
N(回答者合計人数） 393 83 733 80 
※いずれも大学立地による有意差なし
 
 次に、表１６は、このうち、配偶者・パートナーと主たる居住地の都道府県が異なる割
合を示したものである。これをみると、男性は全体では 8.0%となるが、都心大学・郊外大
学では 5%前後にとどまるのに対し、地方都市大学・学園都市大学では 1 割を超える。ま
た、女性は全体で 18.9%と男性の倍以上となり、学園都市大学でやや割合が低くなってい
るが、大学立地による有意な差は認められなかった。 
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 表１６ 配偶者・パートナーと主たる居住地の都道府県が異なる割合 
  男性 女性 
  ***   
都心大学（東京 23 区） 5.2 17.4 
N(回答者合計人数） 251 23 
郊外大学（首都圏） 4.5 22.7 
N(回答者合計人数） 246 22 
地方都市大学 10.4 21.9 
N(回答者合計人数） 297 32 
学園都市大学 11.8 13.8 
N(回答者合計人数） 229 29 
合計 8.0 18.9 
N(回答者合計人数） 1023 106 
 
 
 また、表１７は、主たる居住地での同居者がいる者のなかでの、同居している家族の構
成について、「いる」との回答があったものの割合を示したものである。また、「親・配偶
者の親」がいるとの回答のうち、配偶者・パートナーがいない者の割合も併せて示した。
まず、「親・配偶者の親」との同居であるが、全体として 1 割強にとどまり、既存住民が少
ないと考えられる学園都市大学がやや少ない。また、都心大学・郊外大学では配偶者・パ
ートナーがおらず親と同居しているものがこの中には相当数含まれるのに対し、学園都市
では極めて少ない。 
 次に、何らかの子どもと同居している割合は、全体として 66.4%となり、大学立地の違
いによる有意な差は認められない。子どもの学校段階あるいは社会人かどうかについては、
都心大学・郊外大学でやや社会人・大学生の割合が高く、幼稚園・保育所と、有意ではな
いが小学生に関して、学園都市大学・地方都市大学が高い傾向がある。これは、すでにキ
ャリアのところで示したように、学園都市大学・地方都市大学で若い教員の比率が高く、
逆に都心大学と郊外大学で年齢の高い教員が多いためと考えられる。しかし、同時に、都
心大学・郊外大学に関しては子どもが同居しながら首都圏の大学や企業などに通うことが
可能であるが、地方都市大学や学園都市大学ではそうではないことも影響している可能性
がある。 
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表１７ 同居している家族（同居者がいる回答者の間での％） 
N
うち配
偶者・
パート
ナーな
し
社会人 大学生 高校生 中学生 小学生
幼稚
園・保
育所
都心大学（東京23区） 283 98.9 12.4 32.4 64.7 15.2 17.3 10.2 11.7 15.5 11.0
郊外大学（首都圏） 285 98.5 14.4 22.0 71.2 13.3 16.8 17.5 14.0 18.2 12.6
地方都市大学 310 96.7 12.3 13.2 63.9 9.4 7.1 14.2 14.8 20.6 14.8
学園都市大学 239 97.9 7.1 5.9 66.1 6.3 6.7 13.0 15.1 23.0 20.1
合計 1080 98.0 11.7 20.0 66.4 11.2 12.1 13.8 13.9 19.2 14.4
* ** *** *** * **
配偶
者・
パート
ナー
親・配
偶者の
親
子ども
 ※斜字で示した「うち配偶者・パートナーなし」は、「親・配偶者の親」が「いる」との
回答のなかでの％。 
 
 表１８は、配偶者の仕事について、大学立地別に、「有職（フルタイム）」「パートタイム」
「無職」の別をみたものである。男女いずれも大学立地による有意な差は認められず、ま
た、女性のサンプルは極端に少ないことを考慮する必要があるが、男女の間に大きな傾向
の違いが認められる。すなわち、男性の場合、配偶者の仕事が無職で 6 割弱、パートタイ
ムが約 2 割となり、フルタイムの有職は約 2 割にとどまるのに対し、女性の場合、配偶者
の仕事がフルタイムの有職である割合が 8 割から 9 割にも達している。 
 
表１８ 配偶者の仕事 
    
有職（フ
ルタイ
ム） 
パートタ
イム 
無職 N 
％ ％ ％ 
男性 
都心大学（東京23区） 18.6 20.9 60.5 253 
郊外大学（首都圏） 20.5 25.2 54.3 254 
地方都市大学 19.1 19.7 61.2 299 
学園都市大学 22.4 24.9 52.7 237 
合計 20.0 22.5 57.4 1043 
女性 
都心大学（東京23区） 88.0 0.0 12.0 25 
郊外大学（首都圏） 79.2 12.5 8.3 24 
地方都市大学 91.4 0.0 8.6 35 
学園都市大学 89.7 3.4 6.9 29 
  合計 87.6 3.5 8.8 113 
112 
 
3.4 居住環境 
 次に、大学立地の違いを軸に、居住環境について検討しよう。 
表１９は、主たる居住地の住居形態についての回答を示したものである。全体として、
「持ち家・マンション」の比率が 40 歳未満では 20.4%であるが、40 歳以上 55 歳未満では
64.4%と急激に上昇し、55 歳以上では 81.1%に達する。この傾向は、各大学立地とも共通
であるが、地方都市大学と学園都市大学の持ち家・マンション率は、一貫して都心大学・
郊外大学を下回る。他方、「大学の宿舎・寮・官舎」の比率は、学園都市大学、ついで地方
都市大学で高い。なお、学園都市大学で高い理由の一つとしては、学園都市大学が大規模
な国立大学のみで構成され、そのために大学の教職員宿舎が比較的充実していると考えら
れることである。また、都心大学および郊外大学では、40 歳未満で「親の家、配偶者の家」
などの比率が高く、この２つのカテゴリーで持ち家・マンションの比率が高い背景には、
その土地への定着志向の高さの他に、大学の宿舎、借家・マンションの双方が不足したり
家賃が高いなどの要因を考慮する必要があるだろう。 
また、表２０は、主たる居住地（学期中に最も長く住んでいる場所）からの通勤時間を
大学立地別にみたものである。まず、平均値は都心大学が最も長く、地方都市大学が最も
短い。また、都心大学と郊外大学が 1 時間弱なのに対し、地方都市大学と学園都市大学が
30 分弱と、大きな違いを見せている。クロス表で分布を見ても、地方都市大学と学園都市
大学では 30 分未満が 7 割前後となり、都心大学と郊外大学では 1 時間以上が 4 割を超える
など、両者の違いは大きい。 
さらに、図３は、図２で大学について検討したのと同じ項目・方法で、居住地の環境に
ついて検討したものである。大学と比較した場合、居住地に関しては大学立地によって大
きなパターンの差の違いがないのが特徴といえる。すなわち、どの大学立地でも「あては
まる」との回答が多い項目は「住宅街だ」「買い物に便利だ」「治安がよい」「自然に恵まれ
ている」「交通の便がよい」「庶民的だ」、「あてはまらない」との回答が多い項目は「工業
地区だ」「商業地区だ」「にぎやかだ」「近所づきあいが多い」となっており、まずは住宅地
としての基本用件が共通した特徴としてでている。その上で、「自然に恵まれている」は、
都心大学で値が低く、また、「にぎやかだ」「交通の便がよい」「都市的だ」「文化的だ」な
どの項目は都心大学・郊外大学に比べて地方都市大学・学園都市大学の値が低い。このほ
か、地方都市大学は、「匿名性が高い」「若者が多い」の値が低く、学園都市大学は「治安
がよい」「庶民的だ」「近所づきあいが多い」「高齢者が多い」が少ない一方で「若者が多い」
「農業地区が多い」などの値が低い。 
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表１９ 主たる居住地の住居形態 
    
大学の
宿舎・
寮、官
舎 
自分の
持ち
家・マ
ンショ
ン 
借家・
賃貸マ
ンショ
ン 
親の
家、配
偶者の
家など
その他 N 
％ ％ ％ ％ ％ 
40 歳未満*** 
都心大学（東京 23 区） 9.8 29.3 46.3 14.6 0.0 41 
郊外大学（首都圏） 13.5 32.7 42.3 11.5 0.0 52 
地方都市大学 30.0 12.5 56.3 1.3 0.0 80 
学園都市大学 37.5 15.3 45.8 1.4 0.0 72 
合計 25.3 20.4 48.6 5.7 0.0 245 
40 歳以上 55 歳未満*** 
都心大学（東京 23 区） 7.8 70.8 17.5 3.2 0.6 154 
郊外大学（首都圏） 10.1 73.0 13.2 3.1 0.6 159 
地方都市大学 14.1 58.3 24.0 3.6 0.0 192 
学園都市大学 25.9 57.0 16.5 0.0 0.6 158 
合計 14.5 64.4 18.1 2.6 0.5 663 
55 歳以上*** 
都心大学（東京 23 区） 2.6 89.7 6.0 1.7 0.0 117 
郊外大学（首都圏） 5.3 85.8 6.2 1.8 0.9 113 
地方都市大学 14.2 76.4 7.1 1.6 0.8 127 
学園都市大学 19.2 69.2 9.0 1.3 1.3 78 
  合計 9.7 81.1 6.9 1.6 0.7 435 
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表２０ 通勤時間 
  
15 分
未満 
15 分
以上
30 分
未満 
30 分
以上
60 分
未満 
60 分
以上
120 分
未満 
120 分
以上 
N 
平均
値 
％ ％ ％ ％ ％ 分 
都心大学（東京 23 区） 5.1 8.3 40.4 40.7 5.4 312 56.8 
郊外大学（首都圏） 9.0 14.6 34.7 38.1 3.7 323 51.1 
地方都市大学 30.2 41.7 21.6 5.8 0.8 398 23.3 
学園都市大学 27.2 40.3 15.7 15.1 1.6 305 29.4 
合計 18.5 27.1 27.8 23.8 2.8 1338 39.2 
*** 
 
図３ 居住地の環境 
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 最後に、どのような余暇活動が行いやすい環境にあるのかを表２１で検討しよう。全体
として、大学教員の間で行われている頻度が高い余暇活動は、「美術館・博物館」「スポー
ツ・アウトドア」「観劇・コンサート」「ガーデニング・家庭菜園」「地域の行事（祭りなど）」
である。このうち、「美術館・博物館」「観劇・コンサート」は都心大学、ついで郊外大学
で高く、「ガーデニング・家庭菜園」「地域の行事」では学園都市大学、ついで地方都市大
学で高い傾向がある。これは、すでにみた、居住地および大学のまわりの環境における大
学立地別の傾向と対応する結果といえる。 
 
表２１ 余暇活動 
美術
館・博
物館 
スポ
ーツ・
アウト
ドア 
観劇・
コンサ
ート 
ガー
デニ
ング・
家庭
菜園 
地域
の行
事（祭
りな
ど） 
社会
的活
動（ボ
ランテ
ィア
等） 
お菓
子・パ
ン作り
パチ
ンコ・
カラオ
ケ 
市民
講座・
大学
の公
開講
座 
Ｎ 
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 
都心大学（東京23
区） 
76.7 62.3 62.3 34.2 31.7 23.1 15.0 12.8 8.7 311
郊外大学（首都圏） 64.6 68.1 61.4 43.8 38.5 29.6 17.4 15.7 11.4 324
地方都市大学 62.2 65.3 53.6 41.6 42.3 29.2 14.7 14.2 14.3 400
学園都市大学 61.4 67.1 50.6 47.7 45.3 25.7 13.6 14.7 10.1 308
合計 65.9 65.7 56.8 41.8 39.6 27.1 15.2 14.3 11.3 1343
***  *** *** ***   
 
3.4 居住地および大学への愛着 
 では、居住地及び大学への愛着は、大学の立地によってどのように異なるだろうか。 
 図４は、居住地および大学の近隣地域への愛着についての回答を、「感じている」と答え
た者の割合である。なお、本設問では、「感じている」と「少しは感じている」の比率の合
計が、居住地で 85.9%、大学で 73.0%と高かったため、「感じている」のみの割合を示した。
なお、まず、居住地の近隣への愛着では、40 歳未満では、都心大学と郊外大学が、地方都
市大学と学園都市大学よりも高い。しかし、40 歳以上 50 歳未満では、都心大学以外で愛
着が増すことで、大学立地間の差は縮小する。しかし、55 歳以上では、郊外大学での愛着
が増し、「感じている」との回答が最も多くなる。 
 他方、大学の近隣への愛着では、居住地に比べて年齢・大学立地共に、愛着度の違いは
ずっと小さくなる。全体的な傾向としては居住地の場合と同じく都心大学＞郊外大学＞地
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方都市大学＞学園都市大学となり、基本的には年齢とともに若干回答が増加する傾向が図
からはみられるが、必ずしも有意ではない。なお、学園都市大学では、40 歳以上 55 歳未
満で一旦愛着が大きく上昇するが、その後 55 歳以上で再び下がる傾向がある。これは、学
園都市大学が比較的定年が厳格に運用される大規模国立大学のみをサンプルとしているこ
とと関係があると思われる。 
 
図４ 居住地および大学に対する愛着 
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大学立地につけた***は、年齢の変化による有意水準、年齢グループにつけた***は、大学
立地の違いによる有意水準を表す。 
 
 「愛着」の度合いを、公的・私的な地域への精神的コミットメントの度合いの代理指標
と見なした上で、その規定要因を探るため、居住地、大学それぞれの近隣地域への愛着の
度合いを被説明変数とした、重回帰分析を行い、結果を表２２、表２３に示した。なお、
ここでは、愛着を「感じている」を 3、「少しは感じている」を 2、「あまり感じていない」
を 1、「感じていない」を 0 とスコア化したものをそれぞれの被説明変数とした。 
 まず、表２２に示したとおり、居住地に関しては、女性ダミー、都心大学を基本とした
上でのそれぞれの大学立地を示すダミー、居住年数および年齢、現職が出身大学か、また、
現職が高校時代で代表される出身地域か、配偶者と同居しているか、持ち家・マンション
に住んでいるか、そして、図３に示した居住地の環境についての評価を説明変数とし、強
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制投入法による重回帰分析を行った。 
 この結果、有意になった変数は、「地方都市大学ダミー（―）」、「配偶者と同居」、「持ち
家・マンション」、そして、「自然に恵まれている」「にぎやかだ（－）」「文化的だ」「開放
的だ」「交通の便がよい」「治安がよい」「近所づきあいが多い」「匿名性が高い（－）」「住
宅街だ」であった。 
 この結果、以下のことがいえよう。まず、「配偶者と同居」「持ち家・マンション」とい
う生活基盤の構築が愛着を増すのは当然考えられることであるが、これは同時に、他地域
への移動に対しては、大きな制約となり、事実上キャリアをその大学で形成し続ける方向
を示す行動といえよう。また、「地方都市大学」の大学教員は、ここに示された要因では説
明できない形で、居住地の近隣地域へのコミットメントが有意に弱いことが示されている。
さらに、有意となった環境項目は、多くは図３で比較的高い（マイナスのものについては
低い）値が示されており、大学教員自身が、このような閑静で治安がよく、自然に恵まれ
た環境を選んで住んでいることの帰結といえよう。なお、「近所づきあい」に関しては、図
３ではいずれの大学立地においては値は低いものとなっている。また、特に学園都市大学
については、これらの項目で「自然」を除いては低い値をとるものが多く、地方都市大学
とならんで居住地の近隣地域へのコミットメントが生まれにくい環境にあるといえ、図４
の結果と整合性をもつ。 
 他方、表２３は、大学の近隣地域への愛着の規定要因を探ったものであり、大学での職
階を示す「教授ダミー」、女性ダミー、各大学立地ダミー、年齢、出身大学、高校時代の地
元、学期中・休業中の出勤状況、配偶者との同居といった諸変数に、同じく図２で示した
大学の環境を示す諸項目、さらに、図１で示した学内及び大学周辺の施設を５つにグルー
ピングしたものについてそれぞれの「ある」を 1、「ない」を 0 とした平均値を説明変数と
し、同じく強制投入法により重回帰分析を行った。 
 その結果、有意となったのは、キャリアに関わる変数としては「出身大学」「現職在職年
数」である。このほか、生活基盤の安定性を示す「配偶者と同居」がやはりプラスに働く
ほか、大学近隣地域の環境を示す項目としては、「自然に恵まれている」「にぎやかだ（－）」
「文化的だ」「開放的だ」「高齢者が多い（－）」「治安がよい」「都市的だ」「買い物に便利
だ」「近所付き合いが多い」「文教地区だ」、さらに、大学及び周辺地域の施設として「福利
関連施設」と「ショッピング関連施設」である。 
 図１と図２ですでに示した結果と比較すると、環境に関する項目では、都心大学は、「自
然」と「にぎやか」の 2 項目については最も評価が低いが、それ以外のすべての項目では
評価が最も高く、大学院を備え出身大学者を雇用しやすいことを含め、都心大学が比較的
大学の近隣地域への大学教員の精神的コミットメントを生み出しやすい条件を有している
と言える。また、施設の項目では、「福利」「ショッピング」ともに学園都市大学の値が高
く、施設環境面では学園都市大学がよい条件を持っていると言えそうである。これらの結
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果もまた、図４で示された結果と整合的といえよう。 
 
表２２ 居住地の近隣地域への愛着の規定要因（重回帰分析） 
  非標準化係数 標準化係数   
B ﾍﾞｰﾀ 
(定数) 1.9222 *** 
女性ﾀﾞﾐｰ 0.0045 0.0019 
郊外大学ﾀﾞﾐｰ -0.0174 -0.0093 
地方都市大学ﾀﾞﾐｰ -0.1703 -0.0989 ** 
学園都市大学ﾀﾞﾐｰ -0.1039 -0.0557 
主たる住まいの居住年数 0.0038 0.0484 
年齢 -0.0038 -0.0444 
現職は出身大 0.0096 0.0060 
高校と現職が同一都道府県 0.0452 0.0259 
配偶者と同居 0.1996 0.1035 *** 
持ち家ダミー 0.2373 0.1464 *** 
自然に恵まれている 0.0914 0.1338 *** 
にぎやかだ -0.0789 -0.1170 *** 
文化的だ 0.1168 0.1662 *** 
庶民的だ 0.0119 0.0152 
開放的だ 0.1002 0.1218 *** 
若者が多い -0.0261 -0.0372 
高齢者が多い -0.0249 -0.0325 
交通の便がよい 0.0506 0.0829 * 
治安がよい 0.1110 0.1371 *** 
都市的だ 0.0301 0.0477 
買い物に便利だ 0.0383 0.0586 
近所付き合いが多い 0.0664 0.0888 ** 
匿名性が高い -0.0488 -0.0626 * 
文教地区だ 0.0122 0.0196 
商業地区だ 0.0344 0.0537 
工業地区だ -0.0241 -0.0242 
農業地区だ 0.0265 0.0447 
住宅街だ 0.0362 0.0473 + 
決定係数 0.309
調整済み決定係数 0.290 
F 値 16.309
N   1127   
   ※有意水準 + <0.1、* <0.05、** <0.01、*** <0.001 
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表２３ 大学の近隣地域への愛着の規定要因 
  非標準化係数 標準化係数   
  B ﾍﾞｰﾀ   
(定数) 1.7876 *** 
教授ﾀﾞﾐｰ -0.0372 -0.0209  
女性ﾀﾞﾐｰ -0.0942 -0.0348  
郊外大学ﾀﾞﾐｰ -0.0109 -0.0052  
地方都市大学ﾀﾞﾐｰ -0.0365 -0.0188  
学園都市大学ﾀﾞﾐｰ -0.0889 -0.0428  
年齢 -0.0006 -0.0065  
現職在職年数 0.0078 0.0885  * 
現職は出身大学 0.2106 0.1176  *** 
高校と現職が同一都道府県 -0.0132 -0.0067  
学期中 週 5 日以上出勤 0.0578 0.0262  
休業中 週 5 日以上出勤 0.0711 0.0385  
配偶者と同居 0.1360 0.0632  * 
自然に恵まれている 0.0470 0.0666  + 
にぎやかだ -0.0692 -0.0961  * 
文化的だ 0.1447 0.1871  *** 
庶民的だ 0.0139 0.0162  
開放的だ 0.1288 0.1531  *** 
若者が多い -0.0232 -0.0266  
高齢者が多い -0.0540 -0.0652  * 
交通の便がよい 0.0157 0.0236  
治安がよい 0.0982 0.1144  *** 
都市的だ 0.0704 0.1013  * 
買い物に便利だ 0.0757 0.1063  ** 
近所付き合いが多い 0.0889 0.0953  ** 
匿名性が高い 0.0168 0.0193  
文教地区だ 0.0445 0.0571  + 
商業地区だ -0.0226 -0.0300  
工業地区だ -0.0157 -0.0160  
農業地区だ 0.0056 0.0079  
住宅街だ 0.0132 0.0197  
メディア関連施設 -0.1154 -0.0464  
社交関連施設 0.0447 0.0158  
福利関連施設 0.1454 0.0595  + 
ショッピング施設 0.1687 0.0755  + 
学生回避施設 -0.0963 -0.0373  
決定係数 0.305 
調整済み決定係数 0.282 
F 値 13.389 
N   1103   
   ※有意水準 + <0.1、* <0.05、** <0.01、*** <0.001 
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 では、最後に、現時点での生活立地の志向について検討しよう。図５は、仮に転居をし
たいとした場合の住みたい地域を「大都市」「大都市郊外」「中規模の都市」「農山漁村部」
に分けて聞いたものを、大学立地別、年齢別に示したものである。なお、同一年齢グルー
プ内での大学立地別の違いはいずれも有意であるが、同一大学立地内での年齢ごとの変化
で有意なのは地方都市大学のみである。これをふまえると、都心大学では大都市・大都市
郊外が住みたいとの希望が多く、郊外大学では大都市郊外、ついで大都市および中規模の
都市となっており、郊外を含めた大都市への志向が強い。これに対して、地方都市大学、
学園都市大学はともに一貫してもっとも中規模の都市への希望が大きくなっており、基本
的には転居希望が現職の大学立地を前提とした希望が多くなるという性格を有していると
理解すべきであろう。なお、地方都市大学では、中規模の都市への転居希望が約半数と極
めて多く、しかも年齢が上がるにつれて増える反面、大都市郊外および大都市への希望は
年齢が若いうちは高いが、55 歳以上では少なくなり、逆に「農山漁村部」が増加する。こ
れに対して、学園都市では、中規模の都市への希望が一貫して最も多いが、大都市と大都
市郊外とを合計すればほぼ中規模の都市への希望と拮抗しており、大都市への一定の志向
があると考えられる。地方都市大学のパターンは、年齢が若い時期までは一定程度存在し
ている大都市への転居の志向が、ある時点から転換することを意味していると考えられ、
一定程度大都市の大学などへの転出を志向する若い教員層と、そのような考えを持たない
高い年齢の教員との間にギャップがある解釈すべきであろう。 
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図５ 仮に転居をする場合に住みたい場所 
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※ 年齢グループ内の大学立地ごとの変化はいずれも<0.01 で有意。年齢ごとの変化は、
地方都市大学のみ<0.01 で有意。 
 
４．結論 
 
 以上の分析結果より、以下のような結論を導き出すことができるだろう。 
 第 1 に、日本の大学教員のキャリア形成には、東京の都心やその他の限定された大都市
や一部学園都市に集中して立地する、大学院で組織だって研究者を養成できる大規模大学
を中心とした高等教育システムの威信構造と密接に関わりながら規定されている。この構
造の中で、大都市の研究大学などではインブリーディングに象徴されるような、地域に一
貫した人材供給源から大学教員を獲得しがちなのに対して、これら大規模な研究者養成機
能を持たない地方都市大学などは、地域ブロックや大都市から大学教員を獲得し、大学と
地域に主体的にコミットする中核人材を形成していかなければならない。 
 第 2 に、日本の大学教員のライフスタイルは、その立地する都市・地域によって大きく
異なっている。調査結果から示されたのは、大都市（都心・郊外）、地方都市、学園都市に
はそれぞれ異なった大学教員にとって魅力となりうる点があることである。しかしながら、
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総合的な視野でみた場合には、どちらかといえば都市規模や大学の規模などが大きい環境
がより多くの魅力を備える傾向が示されており、各大学は、それぞれの立地の特性を活か
しながら、より魅力ある職場と居住環境を、大学教員に提供する方策を考えていくことが
有効である。また、地方都市に立地する大学の教員は分野を問わず勤務日数が多い傾向が
あり、また、日々学生や社会の目にさらされることが多いなど、公的・私的生活の両面で
大きなプレッシャーがかかりやすい構造にあることが伺える。 
 最後に、調査結果をふまえると、大学教員のキャリアとライフスタイルのあり方の違い
が都市・地域との関わりに与えるインパクトは、確かに大きく、無視できないものがある。
本章で扱った結果は、基本的にはサンプルの圧倒的多数が男性で、家族と同居し、配偶者
などの支えを受けて地域と関わっている姿である。また、基本的には、年齢や在職年数、
居住年数などが高まるほど、都市・地域へのコミットメントが高まる傾向が確認されたこ
とから、少数者である女性と同時に、若年の大学教員、それも、出身大学を離れて地方都
市大学などに赴任して在職年数が浅い教員たちに対して、居住地や大学の近隣地域へのコ
ミットメントにおいて困難が生じやすいことを予想させる結果となっている。次章以下で
は、これら vulnerable な存在ともいえる、女性の大学教員、そして、地方都市大学の大学
教員に焦点を当てて引き続き分析を進める。 
 
 
藤村正司 2003「国立大学と地方自治体の交流：教員調査と自治体調査から」大学研究第 26
号 
広島大学高等教育研究開発センター編 2005『COE 研究シリーズ 15 日本の大学教員市場再
考：過去・現在・未来』広島大学高等教育研究開発センター。 
加藤毅 2003「大学教員の生活時間からみた高等教育政策」大学研究第 26 号 
筒井康隆 1990『文学部唯野教授』岩波書店 
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第８章 女性大学教員のキャリアとライフスタイル 
 
 
藤森宏明 
（東京大学大学院） 
佐藤香 
（東京大学） 
河野銀子 
（山形大学） 
 
はじめに 
 欧米においては，大学などで研究職についている女性を対象とした研究は，おも
に科学史や科学社会学，知識社会学の分野で行われてきた．たとえば，米国では 19
世紀末には，女性研究者の全体的状況が把握できる人名録などの出版が行われてい
たという 1 ）． 
日本で，女性大学教員が研究対象となりはじめるのは 1960 年代で，比較的大規
模な研究がみられるようになるのは 1980 年代以降である．『アカデミック・ウーマ
ン―女性学者の社会学―』（加野 1988），『女性研究者のキャリア形成―研究環境調
査のジェンダー分析から―』（原編 1999）などに代表されるこれらの研究は，女性
学者・女性研究者・女性科学者などの呼称を用いて，知的生産を行う「研究者」と
しての女性が，欧米同様「階層的分離」 2 )と「領域的分離」 3 )といえる状況にある
ことを明らかにし、女性が少ない原因の検討や研究活動の男女差を生む構造的要因
を分析している．これらの研究は、調査時点における女性研究者の置かれている状
況を明らかにし，その環境改善や若手女性研究者の養成に関する提言をしてきた点
で重要である． 
こうした 1980 年代における一連の動向は，ユネスコにおける「科学研究者の地
位に関する国際勧告」の採択（1974 年），翌年の「国際婦人年」，さらに 1976 年か
らの「国連婦人の１０年」といった，国際的な動向の影響を多分に受けている．国
内的には，男女雇用機会均等法(1986 年)や男女共同参画社会基本法(1999 年)が制定
され，あらゆる分野において男女平等が推進されるようになった．こうした動向を
意識した調査研究も徐々にではあるが見られるようになってきた． 
しかしながら，科学技術分野における男女共同参画の実態は，それほど進んでは
いない．平成 18 年度版の「学校基本調査」で４年制大学の教員数をみると，外国
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人および休職中の教員を含めた本務者に占める女性の比率は，設置者合計で 17.4％
にすぎない．設置者別にみると，女性が最も多い公立で 24.5％，私立では 20.4％，
国立では 11.4％ともっとも少ない．国立大学協会（2000）によれば，1998 年時点
での４年制大学の女性教員比率は 10.1％であったから，10 年弱の期間に女性教員
比率は 6 ポイント上昇したことになる．国立大学でも 6.6％から 11.4％へと，5.2
ポイント上昇している．男女共同参画に関する制度やしくみが整うなかで，女性大
学教員比率が微増したことは確かである．しかし，アメリカ（32.6％）やフィンラ
ンド（29.1％），フランス（27.5％），イギリス（26.0％）などと比べると少ないの
が現状である．科学技術分野における男女共同参画の実現および科学技術立国を支
える人材確保という目的から女性研究者・科学者を増やすことが目指される背景に
はこうした現実があるのだが，大学に勤める女性研究者の実態はそれほど明らかに
なってはいない． 
そこで本稿では，女性大学教員のキャリア形成と現在のライフスタイルについて
実証的な分析を行う．女性の場合，出産･育児・介護などの役割を担うことが多く，
キャリア形成に対するライススタイルやライフステージの影響が男性以上に大きい
ことが知られている．大学教員についても同様のことが考えられる．たとえば，前
掲の国立大学協会（2000）でも，「男性の場合は，年齢上昇と共に，助手，講師，
助教授，教授と昇進するパターンを示しているが，女性の場合は，すべての年齢層
で，低いレベルで平坦になっている」ことを指摘している．また，研究領域によっ
て女性大学教員の占める比率に大きな違いがあり，女性は家政学や人文科学などで
多く，工学や農学では少ない（学校基本調査）．研究領域によっては，家庭と仕事の
両立が困難な働き方を要求されるため，結果的に研究を継続する女性が増えないと
いう事情がある．次節では，これらの点を考慮しつつ，先行研究を整理したうえで
本稿の課題を確認する．  
 
１．先行研究の整理 
 先述したようにわが国の女性教員に関する先行研究は，決して多くはないが，こ
こでは 2000 年代以降におこなわれた２つの研究について見ていくこととする． 
 まず，男女共同参画学協会連絡会による文部科学省委託事業報告書『21 世紀の多
様化する科学技術研究者の理想像――男女共同参画推進のために』（2004）を見る
ことにしたい．これは，自然科学系 39 学協会に所属する研究者全員を対象とした
大規模アンケート調査（2003 年 8 月実施）によって得た 19,291 サンプルについて
分析したものである．おもな知見として挙げられるのは，次の４点である． 
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① 最終学歴や学位に男女による違いはないが役職では明らかな違いがあり，部下
の人数や使用できる研究･開発費も男性のほうが多くなっている． 
② 配偶者の有無および子ども数も明確な違いを示しており，結婚や育児でそれま
での職を離職した女性では常勤が少なくなっている．女性研究者ではプライベ
ートを犠牲にするか，家庭をもって常勤の研究者を諦めるかの２者択一が迫ら
れる傾向にある． 
③ 男女で差があると意識されているのは，「採用」「管理職への登用」「昇進･昇給」
「雑務の負担」の４項目であるが，なかでも女性は「採用」と「雑務の負担」
における違いを強く意識している． 
④ このような男女による違いをもたらす要因として，最も多くの回答者が「家庭
と仕事の両立が困難」をあげている．また，女性では「男性の意識」「職場環境」
「男性に比べて採用が少ない」「役職につきにくい」をあげる比率が男性よりも
高くなっている． 
以上の知見は自然科学分野の女性研究者がおかれている現状を示しているが，他
の研究領域についても共通の傾向は認められると考えられる． 
そこで次に加野（2004）を見てみよう。加野はすでに 1980 年代に日本の女性大
学教員に関する実証的な研究をおこなっており 4 ），その蓄積および他の研究者によ
って明らかにされた事実から，「論文を多く発表する多産型に占める割合は男性が多
く，業績を発表しない人では，女性の占める割合が不釣合いに多いという傾向」「そ
して，女性は研究活動において男性よりも消極的であり，どちらかといえば教育活
動に指向する傾向が高い」点などを指摘している．ただし，これらの傾向は，加野
によれば「現象の表面」にすぎず，むしろ「そうした差異をもたらしている背景に
こそ着目する必要がある」ことが強調される．これらを踏まえて，加野は大学評価
において男女共同参画の視点を取り入れることの重要性を指摘している． 
以上を簡単にまとめておこう．女性大学教員は男性と比較すると家族を形成する
ことが少ない。家族を形成するとキャリアにおいて不利になることが多いため，キ
ャリア形成に女性特有のパターンがある．女性たちは，自分たちのキャリアについ
て採用が少なく昇進が困難で，かつ雑用が多いと意識している． 
本稿の中心的な課題は，2000 年代の大学改革のなかで，これらの傾向がどのよう
に変化したのかという点にある．すでに見たように，女性大学教員は少しずつ増加
している．その職業的状況はどのようになっているのだろうか。また活動状況やラ
イフスタイルは男女で異なるのだろうか．本稿では，これらの点について検討を加
えていく． 
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２．女性大学教員の職業的状況 
2.1 職階･年齢･研究領域 
 われわれの調査回答者に占める女性の比率は 13.3％（175 人）である．これは，
平成 18 年度版「学校基本調査」でみた全国の女性教員比率 17.4％よりも若干低い
が，同調査における大学院担当者の女性教員比率（10.8％）よりは高く，全国的状
況をほぼ反映していると思われる． 
 職階をみると，女性は教授が 23.6％と男性の 49.9％より少なく，助教授・准教授
や専任・常勤講師，助手，副主・特任助手などで多い（表１）5）．先行研究におい
て，女性は助手や副主などの「周辺」「二流」と称されてきたポストに多いことが指
摘されているが，われわれのデータでも同様の傾向が確認される． 
表１　職階
教授 助教授・講師 助手・その他 合計 Sig.
女性 度数 41 102 32 175
％ 23.4 58.3 18.3 100.0
男性 度数 562 452 130 1144
％ 49.1 39.5 11.4 100.0
合計 度数 603 554 162 1319
％ 45.7 42.0 12.3 100.0 ***
注：有意水準は，+は10%,*は5%,**は1%,***は0.1%である(以下も同様）．  
 
 平均年齢を見ると，女性 44.6 歳，男性 49.1 歳で女性のほうが若い．表２には年
齢階層別の構成比を示した。女性では 30-40 歳代が 7 割強を占めるのに対して，男
性ではこの年齢層が占める割合は 5 割強となっている．年齢の違いは平均在職年数
にも影響しているとみられる。女性の平均在職年数は 9.3 年に対して男性 13.8 年と
4.5 年の開きがあり，女性の約 65％は在職年数が 10 年未満である．つまり，現在
の女性大学教員の多くは，30-40 歳代で，キャリア開始後 10 年未満の，相対的には
若手研究者であるといってよい． 
表２　年齢
40歳未満 40～49歳 50～59歳 60歳以上 合計 Sig. 平均年齢***
女性 度数 50 67 37 9 163 44.57
％ 30.7 41.1 22.7 5.5 100.0
男性 度数 194 393 375 168 1130 49.09
％ 17.2 34.8 33.2 14.9 100.0
合計 度数 244 460 412 177 1293 48.51
％ 18.9 35.6 31.9 13.7 100.0 ***  
 
 年齢と職階の関係について，教授の比率に着目して見ておくことにしよう（表３）．
40 歳未満では男女とも教授は少ない．40 歳代になると，男性 26.2％，女性 14.9％
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と，やや違いが明確になってくるが，χ2 検定では統計的には有意ではない．50 歳
代では有意な違いとなっており，男性では８割が教授になっているのに対して，女
性では半数にとどまる． 
 
表３　職階と年齢の関係
教授 助教授・講師 助手・その他 合計 Sig.
40歳未満 女性 度数 1 28 21 50
％ 2.0 56.0 42.0 100.0
男性 度数 3 119 72 194
％ 1.5 61.3 37.1 100.0
合計 度数 4 147 93 244
％ 1.6 60.2 38.1 100.0
40～49歳 女性 度数 10 53 4 67
％ 14.9 79.1 6.0 100.0
男性 度数 103 262 28 393
％ 26.2 66.7 7.1 100.0
合計 度数 113 315 32 460
％ 24.6 68.5 7.0 100.0
50～59歳 女性 度数 19 15 3 37
％ 51.4 40.5 8.1 100.0
男性 度数 306 53 16 375
％ 81.6 14.1 4.3 100.0
合計 度数 325 68 19 412
％ 78.9 16.5 4.6 100.0 ***
60歳以上 女性 度数 8 1 0 9
％ 88.9 11.1 0.0 100.0
男性 度数 144 11 13 168
％ 85.7 6.5 7.7 100.0
合計 度数 152 12 13 177
％ 85.9 6.8 7.3 100.0
注：「その他」には客員・特任の教員（例：客員教授）が含まれる．  
 
表４　所属学科系統
人文科
学系
社会科
学系 理学系 工学系 農学系
医歯薬
学系
教育学
系・教員
養成系
総合科
学系 その他 合計 Sig.
女性 度数 38 28 4 13 0 55 23 6 8 175
％ 21.7 16.0 2.3 7.4 0.0 31.4 13.1 3.4 4.6 100.0
男性 度数 155 216 84 258 27 291 79 19 13 1142
％ 13.6 18.9 7.4 22.6 2.4 25.5 6.9 1.7 1.1 100.0
合計 度数 193 244 88 271 27 346 102 25 21 1317
％ 14.7 18.5 6.7 20.6 2.1 26.3 7.7 1.9 1.6 100.0 ***  
 
次に，研究領域について見てみよう．表４は所属する学科系統を男女別に示した
ものであるが，相対的に女性の多い研究領域は，医歯薬系，人文科学系，教育学系・
教員養成系の３分野である．逆に，女性が少ないのは，工学系，理学系，社会科学
系，農学系などである 6)．医師薬系と人文化学系を合計すると半数を超え，女性の
場合は特定の領域に集中する傾向があり，領域的分離が生じているといえよう． 
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2.2 勤務先大学立地・初職・出身大学 
 前項で，女性大学教員では年齢・職階・所属学科系統について男性大学教員とは
異なる傾向があることをみたが，ここでは，勤務先の大学立地を見ることにしよう． 
 表５に示したように，男女の違いと勤務先との間には統計的に有意な関連性はみ
られない．ただし，若干ではあるが，女性では地方都市大学が多く，逆に都心大学
が少ない傾向がある． 
表５　勤務先の大学立地
都心大学
（東京23
郊外大学
（首都圏）
地方都市
大学
学園都市
大学 合計
男性 度数 275 275 332 262 1144
％ 24.0 24.0 29.0 22.9 100
女性 度数 36 39 60 40 175
％ 20.6 22.3 34.3 22.9 100
合計 度数 311 314 392 302 1319
％ 23.6 23.8 29.7 22.9 100  
 
実は，統計的には有意ではないものの，現在の勤務先地域が出身地（ここでは卒
業した高校の所在地）である比率は，男性 52.4％に対して女性 58.6％と，女性のほ
うがやや高くなっている（表６）．  
表６　現在の勤務地と出身の関係
 高校と初職が同地域 大学と初職が同地域 大学院と初職が同地域 高校と現職が同地域
男性 平均値 54.1% 67.0% 66.8% 52.4%
度数 1117 1115 932 1116
標準偏差 0.499 0.470 0.471 0.500
女性 平均値 64.5% 74.6% 70.7% 58.6%
度数 169 169 133 169
標準偏差 0.480 0.437 0.457 0.494
合計 平均値 55.4% 68.0% 67.3% 53.2%
度数 1286 1284 1065 1285
標準偏差 0.497 0.467 0.469 0.499
Sig. * +  
また，表６からは，初職地（最初に就職した地域）が卒業高校と同地域である比
率，および卒業大学と同地域である比率については，前者で 5％水準，後者では 10％
水準で，女性のほうが高くなっていることがわかる．女性の場合，とくに初職地と
大学所在地との一致率は 74.6％と，きわめて高い．日本学生支援機構の「学生生活
調査」（2004）によると，博士課程在籍者の自宅通学率は，男性 31.3％，女性 43.0％
で，女性のほうが自宅に住みながら通学する率が高い．大学所在地での就職率が高
いことを考えれば，男性よりも女性が出身地で就職する傾向が強く見られるのも不
思議ではない．また，「30 代末に体調を大きく崩し，現在の住まいに引越したが，
無意識のうちに 10 代まで過ごした環境を選んでいた．ストレスの大きい仕事だか
らこそ，住環境が 10 代と似ている場所を選ぶことを，もっと早くしておけばよか
った」（女性・44 歳）といった個人的な事情もあるかもしれない． 
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ただし，大学卒業後すぐに大学教員になる率は，女性 58.3％，男性 64.2％で，女
性のほうが少なく，「その他」が 14.9％と男性より多くなっている．女性の場合，
卒業大学所在地で初職に就いたとしても，それが大学教員であるとは限らないよう
である．他調査でも，同様の傾向が認められており，女性研究者のキャリア形成上
の問題とされている．  
現在の勤務先が卒業した大学と同一である比率（インブリーディング率）をみて
みよう．インブリーディング率は，しばしば研究者のキャリア形成の指標とされる
が，われわれのデータでは，男性 43.2％，女性 37.4％と，男性のほうがやや高くな
っている．女性教員が多い人文や社会，教育などの分野ではインブリーディング率
が 1 割前後と低いことや 7)，研究者養成機能を持たない大学ではインブリーディン
グはほとんどなく，むしろ多様な大学出身者を採用する傾向があったこと 8)などと
関係していると思われる．いずれにせよ，男性と比較すると，女性大学教員はイン
ブリーディングされることが少ないことがわかる． 
 
３．女性大学教員の活動――男性との比較から 
3.1 どんな活動を，どれだけおこなっているか 
 大学教員の活動の中心となる教育研究活動は，どのように行われているのだろう
か．週平均の出勤日数は，学期中 5 日程度，長期休業中 4 日程度で，男女の差はほ
とんどない． 
他大学の非常勤講師コマ数は，男性の方がやや多いが，男女とも週平均 0.5～0.6
コマ程度である．しかし，本務校での授業や実習のコマは，女性平均の週 5.9 コマ
に対して男性平均は 4.9 コマと，女性のほうが 1 コマほど多い． 
その一方で，女性の外国出張の年間平均日数は 8.0 日と，男性の 9.3 日より短く，
国内出張についても，女性 12.1 日に対して男性 15.8 日と，女性の方が短い．また，
年間の掲載論文数は，女性が平均 2.6 本であるのに対して男性平均は 4.0 本と，か
なりの差がある． 
 以上のように，出勤日数のような大学教員としてのノルマ的な側面には男女によ
る差がないものの，そこで行っている活動には，やや異なる傾向がみられる．すな
わち，女性は授業のような本務校での教育活動がやや多く，男性は論文数や出張な
どの研究活動が多い傾向が見られる．調査票での自由記述に，「男性は，学生に直接
かかわる実習や，教務，厚生などの担当をしない傾向にあると感じられる」（女性・
42 歳）といったコメントがあったのは，こうした活動実態の男女差の一面を反映し
ているように思われる． 
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 表７には，1)週当たり授業コマ数，2)年当たり掲載論文数，3)社会的活動スコア
（総合），4)全国区活動スコア，について男女別の平均値を示した 9)．授業コマ数に
ついては，5％水準で女性のほうが多く，論文数・社会的活動・全国区活動につい
ては，それぞれ 5％水準・1％水準・0.1％水準で，男性のほうが多いことが確認で
きる．つまり，全体的な社会的活動は，男性のほうが多いといえる．  
 
表７　コマ数・論文数・社会的活動スコア・全国区活動スコアと性差
 授業・実習のコマ数（週） 学術誌の掲載論文数（年） 社会的活動(総合）スコア 全国区活動スコア
男性 平均値 4.856 4.052 5.260 2.776
度数 1102 1115 1077 1075
標準偏差 4.387 7.026 3.316 1.733
女性 平均値 5.894 2.648 4.459 2.044
度数 161 162 159 159
標準偏差 6.720 3.894 2.931 1.370
合計 平均値 4.988 3.874 5.157 2.682
度数 1263 1277 1236 1234
標準偏差 4.758 6.726 3.279 1.708
Sig. * * ** ***  
 
次に社会的活動の内容についてみてみよう．表８は，10 項目の社会的活動につい
ての経験を男女別に示したものである．女性が男性より多く経験している活動は，
「インターンシップ・実習先との付き合い」の 1 項目のみである．一定期間，学生
を学外で受け入れてもらうには，学生に対するきめ細やかな指導が必要なだけでな
く，受け入れ機関担当者との良好な関係を維持することが重要である．こうした活
動は，比較的地域の名士といった側面をもつ他の項目とは異なる次元の活動である
が，男性の経験が少ないことは興味深い。 
 
表８　勤務地での活動（問16）
女性 男性 合計 Sig. 女性 男性
A.公開講座・出前講義（市民対象） 48.8% 55.3% 54.4% 172 1129
B.公開講座・出前講義（小・中・高校対象） 37.2% 43.2% 42.4% 172 1121
C.公開講座・出前講義（自治体・行政対象） 25.4% 31.9% 31.0% + 173 1109
D. 学生募集のための活動・オープンキャンパスへの参加 64.7% 67.3% 66.9% 173 1133
E.大学が所在する地域内での大学の同窓会との付き合い 35.6% 43.2% 42.2% + 174 1125
F.大学が所在する地域外での大学の同窓会との付き合い 14.5% 34.0% 31.4% *** 173 1122
G.学生の就職先の企業を開拓する 16.2% 25.8% 24.6% ** 173 1122
H.学生の就職活動を支援する 47.1% 50.4% 50.0% 174 1126
I. 学生のインターンシップ・実習先との付き合い 56.4% 45.1% 46.6% ** 172 1127
J.地方公共団体，地域の団体などの有識者・委員 28.5% 36.3% 35.3% * 172 1128
経験ありの％の比較 度数
 
 
上述のような活動実態は，専門領域や職階の影響も受けると思われるが，「大学は
男性中心の論理で動いており，子育て中や介護のある女性にとっては働きにくい職
場であると思う」（女性・年齢無回答）という自由記述に代表される「職場の論理」
のようなものが働いているのかもしれない． 
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3.2 活動の種類と空間的広がり 
 ここでは，活動を行っている場所についてみていくことにしよう．研究教育活動
のうち，A.産業界との連携，B.研究フィールドとの関わり，C.他大学などの非常勤
講師，D.学会研究活動，の４つの活動について，海外から同一市区町村までの５つ
の範囲を設定し，該当するものすべてに回答してもらった（表９）． 
まず，産業界との連携についてみると，５つの範囲すべてにおいて女性より男性
のほうが活動している．これは研究領域の違いに関連していると考えられる．また，
産業界との連携は全国レベルでの活動が最も多いが，その比率は，男性の 21.5％に
対して，女性は 10.1％にとどまっている．この比率の違いは，ｔ検定によっても 1％
水準で有意である． 
次に，研究フィールドとしての関わりの範囲をみてみよう．海外・全国・近隣都
道府県との関わりをもっている比率は，女性よりも男性のほうが高く，逆に，同一
都道府県・同一市区町村と関わりをもっている比率は女性のほうが高い． 
他大学での非常勤講師については，どの範囲でも統計的に有意な男女による違い
はない．他方，研究者個人の活動である学会・研究会活動をみると，男性のほうが
海外や全国での活動が多くなっている． 
表７で見た全国区活動スコアでも，有意に男性のほうが高くなっており，総じて，
男性のほうが広い範囲で活動しているとみることができる．男性では活動範囲が広
く大規模プロジェクトにかかわることが多いのに対して，女性は単独でも可能な活
動を大学の周辺で行っていると推測される． 
表９　活動の種類と空間的広がり
女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性
産業界との連携 0.0% 2.7% 10.1% 21.5% 8.2% 14.2% 6.3% 15.3% 3.1% 5.1%
Sig.
研究フィールド 23.0% 30.5% 32.1% 42.7% 18.2% 23.2% 23.6% 20.7% 15.2% 12.7%
Sig.
他大での非常勤 0.6% 2.2% 12.0% 13.6% 10.8% 15.0% 16.5% 18.9% 7.0% 5.1%
Sig.
学会・研究会活動 43.4% 50.9% 82.1% 89.7% 25.4% 25.5% 21.4% 20.8% 9.8% 7.7%
同一市区町村海外 全国 近隣都道府県 同一都道府県
+ *
* ** * **
+ **Sig.  
 
3.3 男女による社会的活動の違い 
前項では，大学教員の活動について，サンプル全体で男女の違いをみてきたが，
社会的活動に焦点をあてて，もう少し詳しくみていきたい．表７にも示したように，
全体的な社会的活動は女性より男性が多い傾向にある．このような違いをもたらす
要因について、ここでは，男女別の重回帰モデルの検討をおこなった． 
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分析結果は表 10 に示した 10)．女性と比較すると，男性では社会的活動に対して
正の効果をもつ多くの要因が働いていることがわかる．たとえば，40 歳以上である
こと，教授であること，工学系に所属していること，地方都市大学に勤務している
こと，全国レベルでの活動が多いこと，地域との関わりが多いこと，などである．
これら６つの要因のうち，女性についても有意な効果をもつ要因は，地方都市大学
に勤務していること，全国レベルでの活動が多いこと，地域との関わりが多いこと，
の３つにすぎない． 
男性では，40 歳以上になり，教授になれば，それなりの社会的活動が必要となる
ようだ．民間企業との連携などが付随する研究領域でも社会的活動がおこなわれる
ことから，男性では研究領域の影響も受けるのであろう．それに対して，女性の場
合では年齢や職階，研究領域のいずれも社会的活動を促進する効果をもたない． 
以上については，女性が立場上，求められる活動に対して消極的であるのか，そ
れとも男性と同様の活動を求められない組織的な状況が存在するのか，議論の余地
があるだろう．われわれのデータからは，この点を明らかにすることはできないが，
今後の検討が必要な点であると考えられる． 
 
表10　社会的活動の規定要因(男女別）
 非標準化係数 非標準化係数
B ﾍﾞｰﾀ B ﾍﾞｰﾀ
(定数) -0.791 -1.119 *
40歳以上ダミー 0.172 0.028 0.622 0.071 *
教授ダミー 0.720 0.104 0.968 0.143 ***
授業・実習のコマ数（週） 0.011 0.026 0.005 0.007
学術誌の掲載論文数（年） 0.084 0.089 0.024 0.045 +
社会科学ダミー 0.438 0.054 0.569 0.065 +
理学系ダミー 1.226 0.070 -0.692 -0.053 +
工学系ダミー 0.910 0.091 1.099 0.140 ***
農学系ダミー 1.177 0.055 *
教育学ダミー 0.847 0.102 1.412 0.105 ***
医歯薬系ダミー -0.086 -0.014 -0.830 -0.106 **
総合系ダミー 0.050 0.003 0.725 0.023
郊外ダミー 1.744 0.276 * 0.676 0.085 **
地方都市大学ダミー 3.037 0.509 *** 2.081 0.280 ***
学園都市ダミー 2.309 0.349 ** 0.751 0.094 **
全国区活動スコア 0.651 0.324 ** 0.589 0.303 ***
余暇活動促進スコア -0.026 -0.045 0.040 0.061 *
余暇活動スコア 0.000 -0.001 0.051 0.071 *
地域への関わりスコア 0.195 0.304 ** 0.123 0.165 ***
未婚ダミー 0.245 0.043 0.078 0.006
現職在職年数 0.022 0.072 0.046 0.137 ***
決定係数
調整済み決定係数
Ｆ値
N
4.404 37.495
115 892
0.468 0.463
0.362 0.450
女性教員 男性教員
標準化係数 標準化係数
 
  
続いて，女性の社会的活動を促進する有意な要因について，もう少し丁寧に見て
いきたい． 
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 まず，重要なのは大学の立地である．これは男女ともに大きな効果をもっている
のだが，とくに女性の場合，他の要因と比較して大きな効果をもっている．標準化
係数（β）を見ると，地方都市大学＞学園都市大学＞郊外大学の順になっており，
なかでも地方都市大学に勤務している女性教員は社会的活動が多くなっていること
がわかる．また，当然のことながら，全国レベルでの活動が多いほど，社会的活動
も多くなる．さらに，地域との関わりも重要になっている．このことは，女性教員
の社会的活動について，さきに指摘した大学組織上の要因だけでなく，個人的志向
も重要な役割を果たしていることを意味する．したがって社会的活動をみていくに
は，キャリア上の要因だけでなく，個々のライフスタイル上の要因も勘案する必要
がありそうである． 
 そこで，地域との関わりについての個人的な志向が男女でどのように異なってい
るのかを，みていこう．先行研究が明らかにしているように、高齢者を除く男性よ
りも女性のほうが地域との関わりが深く、より多くのネットワークをもっている（玉
野 1995，山岸 2004，鈴木 2004，中尾 2005，内閣府 2006，石田 2007 など）．大学教
員においても女性のほうが地域との関わりが深いならば，うえでみた社会的活動の
少なさは，組織上の問題から実行不可能になっている状況が想定される．あるいは，
大学教員の場合は，一般的な傾向とは異なり，女性でも地域との関わりが弱く，そ
のために社会的活動が少なくなっているとも考えられる．そこで，地域との関わり
スコアを従属変数とする重回帰分析をおこない、表 11 に結果を示した． 
 
表11　地域への関わりスコアの規定要因
 非標準化係数
B
(定数) 1.039 +
40歳以上ﾀﾞﾐｰ 0.624 0.055 +
教授ﾀﾞﾐｰ -0.557 -0.061 +
授業・実習のコマ数（週） 0.013 0.013
学術誌の掲載論文数（年） -0.009 -0.014
社会科学ﾀﾞﾐｰ -0.137 -0.012
理学系ﾀﾞﾐｰ 0.218 0.012
工学系ﾀﾞﾐｰ 0.878 0.081 *
農学系ﾀﾞﾐｰ -0.256 -0.009
教育学ﾀﾞﾐｰ 1.091 0.066 *
医歯薬学系ﾀﾞﾐｰ 0.026 0.003
総合系ﾀﾞﾐｰ 1.053 0.028
郊外ﾀﾞﾐｰ 0.608 0.058 +
学園都市ﾀﾞﾐｰ 0.838 0.079 *
地方都市大学ﾀﾞﾐｰ 1.344 0.137 ***
現職在職年数 0.032 0.073 *
女性ﾀﾞﾐｰ -1.104 -0.079 **
未婚ダミー -1.473 -0.105 ***
余暇活動スコア 0.391 0.407 ***
余暇活動促進スコア 0.078 0.089 **
決定係数
調整済み決定係数
F値
N
標準化係数
ﾍﾞｰﾀ
0.261
0.247
19.342
1063  
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 分析の結果，蓋然性が高いのは後者であることが示された．女性であること，未
婚であることの２項目は，いずれも有意な負の効果を与えている．現職在職年数は
10％水準で有意であり、大学教員として同じ大学に長く勤務していることによって
築かれる人間関係から地域との関わりが強くなることを示唆している．  
女性大学教員の地域志向が男性よりも弱い理由を，自由記述から見えてくる背景
を含めて，考えてみよう． 
「地域貢献といわれる活動には参加しているが，近隣貢献は不可能に近い（時間
的に）」（女性・57 歳），「本来，人づきあいは好きですが，現状は朝の通勤時にご挨
拶するだけです」（女性・39 歳），「全く縁もゆかりもない地域に来て，かつ独身で
いる場合，少なくとも個人的な生活で地域と関わるという事は，積極的に関わろう
としない以上全くありませんが，積極的に関わりたいと思うものもないのが現状で
す」（女性・45 歳），「地方大学だと，生活圏も学生と一緒なので，私生活まる見え
です．つらいところもあります」（女性・37 歳）． 
これらの記述からは，1)地域に関心をもつ時間的ゆとりがない，2)独身者は日常
生活のなかで地域社会との接点が少ない 11)，3)学生と生活圏が一緒であるためプラ
イバシーを保つことが難しい，といったことが，女性大学教員が地域社会と積極的
に関わっていない仮説として考えることができる． 
 そこで，第３点と関連して，どのような施設が地域にあってほしいかという質問
をみてみよう（表 12）．「学生と会わない場所」「教員用ラウンジ，ファカルティ・
クラブ」の２項目については，男女で統計的に有意な差がある．  
 
表12　（問13より）
ある ないが，近くにあってほしい
ないが，
必要ない 度数 Sig.
女性 18.1 45.2 36.7 166
男性 26.8 29.4 43.8 1095
合計 25.6 31.5 42.9 1261 ***
女性 15.9 46.5 37.6 170
男性 25.6 43.4 31.0 1120
合計 24.3 43.8 31.9 1290 *
T.学生と会わない場所
U.教員用ラウンジ，ファカル
ティ・クラブ
 
 
 女性のほうが，若干ながら地方都市大学に多いことも関係しているだろうが，「学
生と会わない場所」が「ある」と回答したのは，男性 26.8％，女性 18.1％である．
さらに，「ないが，近くにあってほしい」と回答した比率は，男性 29.4％，女性 45.2％
で，女性が男性を大きく上回る．「教員用ラウンジ，ファカルティ・クラブ」につい
ても同様である． 
 日常生活において，プライバシーを確保しながら地域との関わりを築くことは論
理的に考えても困難である．加えて，配偶者をもっていないこと，研究者としての
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キャリア形成上重要な年齢にあること，などの諸条件が重なり合って，男性教員よ
り地域との関わりが弱くなっているのであろう．ともすれば一般的な女性とは地域
志向が異なるように見える背景には，こうしたキャリア上の要因と個々のライフス
タイル上の要因の双方が影響していそうである． 
 
3.4 大学の地域貢献に関する評価 
 自分が勤務している大学が，地域社会に対してどのような貢献をしていると考え
るかは，自身の活動によっても異なってくることが予想される．「業務として」社会
的活動を行うことが多い教員であれば，勤務先である大学が社会的活動に対して熱
心であると考えざるをえないからである．ところで，ここまで見てきたように，男
性と女性では，教育研究活動および社会的活動の内容やその頻度，活動がおこなわ
れる空間的広がり，地域社会との関わりについて違いが存在する．こうした活動の
違いは，大学の地域貢献に関する評価の違いに結びついているのだろうか．ここで
は，この点について検討をおこなう． 
 調査票の問 14 では，「あなたの勤務されている大学は地域社会に対して，以下の
点で貢献していると思いますか．あなた自身のご意見として，それぞれもっともあ
てはまる番号１つに○印をつけてください」として，14 項目をあげている．「そう
思う」から「そう思わない」の５段階の回答に対して，「そう思う」５点～「そう思
わない」1 点まで得点化し，各項目について男女別に平均点を算出し，t 検定をおこ
なった（表 13）． 
男女間に統計的に有意な違いがあるのは４項目で，いずれも男性よりも女性のほ
うが高く評価している．最も顕著な違いは「地域の小中学校の学習を支援している」
という項目にあらわれている．有意である他の３項目も「地域の文化活動（音楽･
スポーツ含む）に貢献している」「卒業生が地域社会で活躍している」「地域の高校
の進学先として貢献している」となっている．これら４項目に共通して，大学が，
漠然とした地域社会ではなく，その地域の若年者に対して，学習の支援などの働き
かけを積極的におこなっていると評価している点があげられるだろう． 
「大学としての消費が地域経済に効果をもたらしている」「民間企業と技術開発な
どの連携をしている」などについては，男性のほうが高く評価しているようである
が，統計的には有意ではない． 
 すでに表８で見たように，女性教員の社会的活動それ自体は，「インターンシッ
プ・実習先との付き合い」を除き，男性教員よりも少なくなっていた．けれども，
地域社会に対する大学の貢献については，男性よりも女性のほうが高く評価してい
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ることになる．男性よりも女性では，大学が立地している地域を研究フィールドと
することが多いという事実と関連しているのだろうか．あるいは，男性の場合は，
地域社会に対する社会的活動をおこなっても，それが大学の評価につながるとは考
えておらず，教員個人の活動として認識されているのかもしれない． 
 
表13　大学の評価意識の性差(問14)
女性 男性 合計 Sig. 女性 男性
A.地域社会に積極的にかかわっている 4.03 4.00 4.00 175 1135
B.地域の文化活動（音楽・スポーツ含む）に貢献している 3.69 3.53 3.55 + 173 1132
C.大学としての消費が地域経済に効果をもたらしている 3.92 3.98 3.97 173 1139
D.民間企業と技術開発などの連携をしている 3.82 3.90 3.89 174 1135
E..地域の市民活動・啓蒙活動に貢献している 3.87 3.76 3.77 174 1134
F.卒業生が地域社会で活躍している 3.89 3.72 3.74 + 175 1135
G.地域の高校の進学先として貢献している 3.72 3.54 3.56 + 175 1134
H.地域の小中学校の学習を支援している 3.34 2.93 2.99 *** 174 1130
I.図書館など施設を開放して貢献している 3.15 3.12 3.12 175 1133
J.社会人学生の受け入れなどに貢献している 4.07 3.94 3.95 175 1136
K. 留学生の受け入れなどに貢献している 4.37 4.30 4.31 175 1139
L.市民の散歩道や憩いの場になっている 3.05 3.08 3.08 174 1137
M. 緑などの環境維持に貢献している 3.66 3.63 3.64 174 1136
N.観光名所として貢献している 2.46 2.70 2.66 175 1135
平均値（5点満点） 度数
 
 
４．男女によるライフスタイルの違い 
 ここでは，配偶者の有無および余暇活動に着目して，男女によるライフスタイル
の違いをみていくことにしたい．さきにふれた男女共同参画学協会連絡会（2004）
でも，配偶者の有無や子どもの数は男女で明らかに異なり，結婚や出産による離職
経験のある女性研究者では常勤職が少ないと指摘されている．これらの事実は，同
じ大学教員といっても，男女でライフスタイルが大きく異なることを示唆している．  
  
4.1 配偶者の有無 
 まず，男女別に有配偶率を見たところ，女性は 64.6％にとどまるのに対して，男
性では 91.6％にのぼり，χ2 検定によっても 0.1％水準で有意であった．もちろん，
第２節でみたように女性は男性よりも平均年齢が低いことから，未婚者が多いのか
もしれない．そこで，40 歳未満と 40 歳以上とに分け，有配偶率をみた（表 14）． 
 男性の有配偶率は 40 歳未満 74.5％，40 歳以上 95.3％であるのに対して，女性の
有配偶率は，40 歳未満 52.0％，40 歳以上 67.3％となっている．このことから，年
齢の若い女性大学教員が配偶者をもたないというだけではなく，女性の大学教員全
体として配偶者を持たない傾向にあることが明らかである 12)．こうした状況につい
て，自由記述に寄せられたコメントを見てみよう．「女性研究者が子どもを産める状
況にない．ほとんどがキャリアをあきらめるか，未婚･子供を作らないという選択を
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する．こうした状況の改善は急務である」（女性，34 歳）といったコメントが典型
的である． 
 
表14　配偶者の有無（４０歳未満/４０歳以上）
いる いない 合計 Sig.
40歳未満 女性 度数 26 24 50
％ 52.0 48.0 100.0
男性 度数 143 49 192
％ 74.5 25.5 100.0
合計 度数 169 73 242
％ 69.8 30.2 100.0 **
40歳以上 女性 度数 76 37 113
％ 67.3 32.7 100.0
男性 度数 890 44 934
％ 95.3 4.7 100.0
合計 度数 966 81 1047
％ 92.3 7.7 100.0 ***  
 
一方，結婚して家庭をもった場合には，新たな問題が生じるようである．「研究と
子育ての両立が目下も課題です．一般的に研究者は時間の融通がききますが，当然
その分どこかに無理をしていることを，あまり理解してもらえない状況にあります」
（女性・37 歳），「全体的に流動性が高くなったのは良い面もあるが，家族との同居
がむずかしくなってきており，（配偶者の仕事，子供の学業，両親）何らかの対応策
が欲しい」（女性・42 歳），「単身赴任中です．日本人には多いと思います．このよ
うな人々の家族，子の QOL はどうなのか？個人の住みたい所，家族との暮らしを
支援する教員の転職のサポートがあるべきだと思います」（女性・40 歳）などの意
見がみられた． 
このように，配偶関係には男女による違いがあり，そのことはキャリアとライフ
スタイルの男女差となって現れることが推測される．女性回答者が家族の問題に言
及するケースが多いのに対して，自由記述で少しでも家族に言及した男性回答者が
１名しかなかったことからは，女性教員のおかれている状況が男性に共有されてい
ない現状がうかがわれる． 
 
4.2 余暇活動  
 ここでは，家族状況と並んで，ライフスタイルの重要な部分である余暇活動の状
況について見ていくこととする．ここでは，９つの余暇活動について活動頻度を尋
ねた問 18 の回答を，最小値０，最大値 36 となるように調整した余暇活動スコアを
もちいる 13)．男女とも，低い水準にあることが指摘されるが，男女別平均値では，
男性 9.1，女性 10.1 と，１ポイントほど女性のほうが高くなっており，t 検定によ
っても 1％水準で有意である． 
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 ただし，家族状況と余暇活動とは関連していることが予想されるので，未婚･既婚
の別にして，余暇活動の大小による３つのグループ（余暇活動Ｌ・余暇活動Ｍ・余
暇活動Ｈ）の分布をみた（表 15）． 
表15　既婚・未婚と余暇活動の関係
余暇L 余暇M 余暇H 合計 Sig.
女性 既婚 度数 31 36 43 110
％ 28.2 32.7 39.1 100
未婚 度数 22 18 20 60
％ 36.7 30.0 33.3 100
合計 度数 53 54 63 170
％ 31.2 31.8 37.1 100
男性 既婚 度数 384 313 319 1016
％ 37.8 30.8 31.4 100
未婚 度数 44 37 14 95
％ 46.3 38.9 14.7 100
合計 度数 428 350 333 1111
％ 38.5 31.5 30.0 100 **  
 
 その結果，既婚であるか否かと余暇活動の大小との間に，女性では有意な関連性
がないのに対して，男性では 1％水準で有意な関連性が認められた．余暇活動が最
も多い余暇活動Ｈの比率は，未婚女性 33.3％，既婚女性 39.1％で，既婚女性のほう
が多いものの，統計的には有意ではない．それに対して男性では余暇活動Ｈが占め
る比率は．未婚 14.7％，既婚 31.4％と明らかに異なり，既婚のほうが高くなってい
る．余暇活動が最も少ない余暇活動Ｌに着目すると，その比率が最も高いのは未婚
男性の 46.3％で，最も低いのは既婚女性の 28.2％である．つまり，余暇活動は多い
順に，既婚女性＞未婚女性＞既婚男性＞未婚男性，ということになる． 
以上のことは，次の２つのことを意味している．第一は，男女の別に注目すると，
男性よりも女性で余暇活動が多い傾向があるという点である 14)．第二は，男女とも，
未婚のうちは余暇活動が低く抑えられているが，結婚して家族をもつようになると
余暇活動を行うようになるという傾向である． 
 それでは，実際に行われている余暇活動は，どのような種類なのであろうか．ま
た，男女で異なる傾向がある余暇活動は，どのようなものだろうか．この点につい
て見てみよう（表 16）． 
まず，合計に着目して，頻度の高い活動を上位３位まであげると，スポーツやアウ
トドア活動＞美術館･博物館＞観劇・コンサートとなっている．第２位までは，統計
的に有意な男女の差はないが，第３位の観劇･コンサートは女性のほうが高くなって
いる．その他，ガーデニング･家庭菜園，お菓子作りやパン作り，市民大学や大学の
公開講座などで，女性の活動頻度が高い．逆に，地域の行事（祭りなど）に参加す
る頻度は，女性よりも男性で高い．このことは，3.3 でみた女性大学教員の地域志
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向が弱い傾向とも整合的で，伝統的な地域行事を担うのは男性役割とされている側
面もうかがえる．女性の場合は，家庭内で子どもなどと行う余暇活動や個人で行う
余暇活動が多いといえるだろう．観劇･コンサートなど都市型施設を利用する余暇活
動も女性のほうが多い．これらも，女性個人または子どもと行くことが推測される
活動である． 
 
表16　余暇活動の状況（問18)
女性 男性 合計 Sig. 女性 男性 合計
A.社会的活動（ボランティア・国際協力・NPO等）へ参加す 1.70 1.79 1.78 173 1137 1310
B.スポーツやアウトドア活動をする 2.89 3.03 3.01 174 1137 1311
C.パチンコやカラオケにいく 1.33 1.38 1.37 175 1139 1314
D.お菓子作りやパン作りをする 1.90 1.32 1.40 *** 175 1138 1313
E.ガーデニング・家庭菜園などをおこなう 2.52 2.23 2.27 * 175 1139 1314
F.地域の行事（祭りなど）に参加する 1.84 2.02 2.00 * 173 1135 1308
G.観劇・コンサートにいく 2.69 2.40 2.44 ** 175 1139 1314
H.市民講座や大学の公開講座を受講する 1.55 1.33 1.36 *** 175 1137 1312
I.美術館・博物館にいく 2.70 2.62 2.63 175 1141 1316
平均値（５点満点.） 度数
 
 
 
 最後に，重回帰分析をもちいて，男性／女性それぞれの余暇活動の規定要因を確
認しておくことにしたい．分析の結果は，表 17 に示した． 
 
表17　余暇活動の重回帰分析
 非標準化係数 非標準化係数
B ﾍﾞｰﾀ B ﾍﾞｰﾀ
(定数) 5.699 *** 4.474 ***
40歳以上ダミー 1.234 0.113 0.438 0.036
教授ダミー -1.338 -0.111 -0.579 -0.062 +
授業・実習のコマ数（週） 0.093 0.128 0.020 0.019
学術誌の掲載論文数（年） -0.094 -0.057 0.046 0.062 *
社会科学ダミー -0.278 -0.020 0.085 0.007
理学系ダミー 1.202 0.039 -1.173 -0.065 +
工学系ダミー -0.156 -0.009 -1.386 -0.128 **
農学系ダミー 0.675 0.023
教育学ダミー 0.215 0.015 0.229 0.012
医歯薬系ダミー -1.086 -0.102 -1.199 -0.111 *
総合系ダミー -0.863 -0.028 -0.866 -0.019
郊外ダミー -0.866 -0.078 0.444 0.040
地方都市大学ダミー -0.745 -0.071 -0.142 -0.014
学園都市ダミー -0.261 -0.023 -0.072 -0.007
全国区活動スコア 0.481 0.137 0.202 0.076 *
余暇活動促進スコア 0.051 0.050 0.062 0.069 *
地域への関わりスコア 0.490 0.435 *** 0.404 0.390 ***
配偶者・パートナーの有無 0.117 0.012 0.228 0.013
社会的活動(総合）スコア 0.013 0.007 0.139 0.101 *
決定係数
調整済み決定係数
Ｆ値
N 115 900
0.201 0.236
2.598 15.599
0.328 0.252
女性教員 男性教員
標準化係数 標準化係数
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 女性の場合は，全体的に余暇活動水準が高いこともあり，有意な要因は「地域と
の関わり」のみである．すなわち，地域との関わりが高いほど余暇活動が多くなる
傾向がある．一方，男性では，余暇活動に負の影響を与える要因，正の影響を与え
る要因のいずれも複数存在する．負の影響を与えるのは，教授であること，理工系
または医歯薬系に所属していること，などである．正の影響を与えるのは，論文数
が多いこと，全国区での活動が多いこと，余暇に利用できる施設が地域にあること，
社会的活動が多いこと，そして地域との関わりが多いことである．とくに地域との
関わりは，大きな影響を与えている． 
 男女に共通して，余暇活動の頻度を高めるのは地域との関わりである．このこと
は，地域との関わりを深めることが，大学教員個人の余暇活動を豊かにする可能性
をもつことを示唆する．大学教員が，個人として地域社会との関係を築いていくこ
とは，結果的には，地域社会における大学の存在価値を再確認することにもつなが
るだろう．「業務」としての社会的活動を教員に求めるだけでなく，教員の個人的生
活のなかで地域社会との関係をもつことができるような時間的なゆとりを与えるこ
とが重要なのではないだろうか． 
 
５．まとめにかえて 
 以上，女性大学教員に焦点をあてて，キャリアとライフスタイルについて見てき
た．以下で，おもな知見をまとめておくことにしたい． 
現職の女性大学教員はキャリア 10 年未満が過半数を超え，若手から中堅にあた
る 30-40 歳代を中心としている．徐々に増加傾向にあるとはいえまだまだ少数派で，
所属学科系統にも偏りがみられ，教授ポストに就く率が低く，職業キャリアを大学
教員から開始する率は 60％弱にとどまる． 
 活動内容を見ると，女性では男性と比べると教育活動に比重がおかれる傾向にあ
る．社会的活動で，唯一，女性のほうが多い活動は「学生のインターンシップ・実
習先との付き合い」で，教育活動の一部ともいえる．また，活動の空間的広がりに
ついても，男性は活動範囲が広く大規模プロジェクトに関わることが多いのに対し
て，女性は単独でも可能な活動を大学周辺で行っていることが推測される． 
 一般的な傾向とは異なり，大学教員の場合は，男性よりも女性で地域社会との関
わりが弱い傾向が認められた．女性は，学生と会わない場所など，地域社会におい
てプライバシーが守られる空間を切実に求めているようである．ただし，大学が行
っている地域貢献活動に対しては，女性のほうが高く評価している．とくに，女性
は，大学が地域の若年者に対して学習支援などの働きかけを積極的に行っていると
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評価する傾向が見られる． 
 ライフスタイルについては，配偶者の有無と余暇活動の２点から考察を行った．
男性と比べると，女性大学教員の有配偶率は低く，研究教育活動か家庭かの２者択
一を迫られるケースが少なくないことが示唆される．一方，両立を目指す場合でも，
時間的な制約が厳しかったり，単身赴任を余儀なくされたりするなど，さまざまな
面で困難に直面している． 
 大学教員の余暇活動は，概して低調であるが，そのなかでは男性よりも女性，未
婚者よりも既婚者のほうが多くの余暇活動を行う傾向にある．男性では教育研究活
動や社会的活動が多いほど余暇活動が多くなる傾向があるが，女性では，こうした
傾向は認められない．ただし，男女に共通して，地域への関わりが多いほど余暇活
動が多くなっている．教員個人として地域社会と関わることができるような時間的
余裕をもつことは，教員個人の余暇活動を豊かにするだけでなく，結果的には地域
社会における大学の存在価値を確認することにもつながると考えられる． 
 すでに指摘されていることであるが，女性大学教員の処遇についでは，採用数を
増やすことと並んで，解決すべき問題が多く存在すると考えられる．それに加えて，
1)キャリアと結婚の２者択一を迫られないような環境をつくること，2)家庭生活が
維持できるような勤務先選択の方策を用意すること，3)とくに地方都市大学ではプ
ライバシーが守られる場所を用意すること，などに対する要望も強くあることがわ
かった． 
 もちろん，男性大学教員も多忙すぎて研究時間がとれないことに強いストレスを
感じている．この点は男女とも共通である．現在，さまざまな活動が大学のミッシ
ョンとして求められており，これらの活動のバランスを図ると同時に，ワークライ
フ･バランスもとる必要がある．そのためには，女性の要望をいかすことが，ひとつ
の有効な方策となるだろう． 
 
 
1) 原編（1999）． 
2) 権威と威信の階梯を登るにつれ，女性が減っていく現象（Rossiter,1982）． 
3) 特定科学領域への集中（同上）． 
4) 加野（1988）参照．ここでは，社会学・教育学･心理学・化学の４分野の女性大学
教員について分析がおこなわれている． 
5) 平成 18 年度版「学校基本調査」では女性大学教員のうち教授が占める比率は 24.4％
であり，われわれのデータとほぼ一致する． 
6) 学校基本調査によれば，女性教員が多いのは「家政」「人文」「社会」「教育」など
であるが，家政学部に該当する領域は本調査の対象となっていない． 
7) サンプル全体でのインブリーディング率は 26.1％である． 
8) 新堀編（1984）． 
9) 社会的活動スコアおよび全国区活動スコアについては，本報告書の藤森・佐藤論文
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に詳細な説明があるので，そちらを参照のこと． 
10）モデル中の独立変数については，本報告書所収の藤森・佐藤論文を参照のこと． 
11）女性大学教員の有配偶率については，4.1 を参照． 
12) 「結婚しない」「結婚できない」のいずれであるかが重要だという議論もありうる
が，ここでは男性と比較して有配偶率がきわめて低い水準にあることを指摘するに
とどめる． 
13）余暇活動スコアの詳細については，本報告書所収の藤森・佐藤論文を参照のこと． 
14）ただし，調査票でもちいる余暇活動の種類が異なれば，変わってくる可能性もある． 
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第９章 大学教員の社会的活動 
――教育･研究活動との関係に着目して―― 
 
藤森宏明 
（東京大学大学院） 
佐藤香 
（東京大学） 
 
１． 変わる大学と大学教員の役割 
 現在，大学が大きく変化しつつある．18 歳人口の減少と進学率上昇がもたらしたユニバ
ーサル化，グローバル化，組織変革，地域社会への貢献の要請など，その変化は多岐にわ
たる．これらの変化のなかでも，地域社会への貢献は，教育・研究と並ぶ大学の「第三の
ミッション」として位置づけられるようになってきた．とりわけ国立大学では，アカウン
タビリティを求める政策的圧力もあり，地域社会との関係がより重要な課題とされている
（天野 1999，稲永・村澤・吉本 2000）1)． 
 この第三のミッションは，各大学によって，「地域サービス」「地域貢献」「地域交流」「社
会サービス」など少しずつ異なる名称で呼ばれている．新富（2007）は，「地域サービス」
と「地域貢献」では理念が異なるとし，今後の国立大学は「地域連携」さらには「地域融
合」を目指すべきだと主張している．けれども，ここでは，これらの区別には立ち入らず，
岩永（2004）にならい，総称として「社会的活動」と呼ぶこととする 2)． 
大学の社会的活動が重視されるようになった背景として，天野（1999）は次のような整
理をおこなっている．かつては，大学が地域社会に学生人口を流入させ経済的メリットを
もたらすだけでなく，事実上唯一の知識・技術・情報の発信源であり保蔵庫であった．こ
の時代にあっては，大学側からの積極的な働きかけがなくとも，十分にその存在意義が認
められていた．けれども，今日では知識・技術・情報は大学の特権的なものではなくなっ
た．大学は自らの存在意義をアピールするためにも積極的に地域社会と交流する必要があ
り，その交流の場として大学の社会的活動の機能が重視されるようになった． 
大学のミッションとして社会的活動が着目されるなかで，大学教員の役割も変わりつつ
ある．大学教員の役割には，おおまかに，研究・教育・管理運営・社会的活動の４つがあ
る（山野井 1990・2000，小林 2004）．今日の大学改革の流れは，管理運営と社会的活動
の２つの活動での比重を高めつつある． 
大学の機能が見直される一方で，日本の大学教員の間では，伝統的に，研究を最重要視
する一方で管理運営や社会的活動を軽視してきた．この志向が変わらないまま，実際の活
動においてはより多くの管理運営・社会的活動が課せられることによって，多忙化が進み，
大きなストレスとなっているといわれている． 
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 それでは，大学教員の社会的活動は，実際に，どのように，また，どの程度の比重でお
こなわれているのだろうか．大学によっても，分野によっても，さらに教員個人によって
も異なることは容易に想像されるが，それらの違いも含め，現状についてそれほど詳しく
知られているわけではない． 
本稿では，次の３点を実証的に明らかにすることを目的としている．第一は，大学教員
の社会的活動が，どのように行われているのかという点である．第二は，社会的活動とそ
れ以外の研究活動などとのバランスがどのようになっているのかという点である．第三は，
大学教員のワーク・ライフバランスの問題である．これらについて，大学立地・研究分野
などによる違いに着目しつつ，実態をみていくことにしたい．以上の点をふまえたうえで，
大学の社会的活動のあり方について議論をおこなうことにしよう． 
 
２．先行研究の検討と分析枠組 
2.1 先行研究の検討 
 大学と地域社会との関係について，大学の社会的活動を中心として総合的な分析をおこ
なった代表的研究としては，清水編（1975）および天野編（1999）があげられる．ここで
は，この２つの業績から，とくに本稿の問題関心と重なる部分について検討することとし
たい． 
 清水編（1975）は，1968-73 年にかけて，38 の地方国立大学を分析対象とし，８国立
大学の研究者が参加した共同研究の成果をまとめたものである．ここでの分析は，各種の
既存統計資料と地域住民（高校生の親）および一部の地域有識者に対するアンケート調査
にもとづいている． 
 有識者や地域住民は地方国立大学の社会的サービス機能に対して，高い評価と期待を寄
せているだけでなく，地方国立大学の存在意義を社会的サービスに求める割合も，地域有
識者では３割にのぼる． 
 ただし，上述したように，この調査対象には大学教員は含まれておらず，大学と大学教
員が地域社会に対してどのようなサービスを提供しているのか，その実態は明らかにされ
ていない．この点について，天野（1998）は「激しい大学紛争がようやくおさまったばか
りの，産学協同がまだタブー視されていたこの時期，大学の社会的サービスの機能を問う
ことも，大学教員対象の調査を行うことも，事実上不可能だったことがうかがえる」と評
価している． 
 事実，わが国においては，1970 年前後の大学紛争を契機とした大学改革の動きのなかで，
大学の社会的サービス機能が着目され，ようやく「大学開放」が開始される．その後，70
年代後半から，文部行政の主導の下で，大学公開講座を中心とする社会的サービスが急速
に普及することになる（岩永 2004）．その意味では，清水らの研究は，大学の社会的サー
ビス機能および大学教員の社会的活動を分析するには，やや時期尚早であったといえよう． 
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 90 年代に入って，再び，天野らによる「地域社会と国立大学」をテーマとした共同研究
がおこなわれた．７校の国立総合大学を対象として，1997 年には教員調査を，1998 年に
は地元有識者調査を実施した．この共同研究の成果としては，天野編（1998），稲永・村
澤・吉本（2000）などが発表されており，多くの幅広い分析がなされている． 
 ここでは，大学教員調査の結果をもとに，その知見を整理しておきたい．大学＝地域交
流（本稿では社会的活動に該当する）は，個人レベル・組織レベルの多様な活動形態で存
在する．個人レベルでは８割の教員が過去１年間に大学外からの協力要請を受けて，その
要請に対応した経験をもつ一方で，組織レベルでは大学全体や各部局を通しての社会的サ
ービス活動に参加した教員は５割にとどまる（村澤 1998）． 
 以上のような活動の実態は，地方国立大学における地域交流が，教員個人を中心に展開
されていて，大学や学部という組織を通じての活動は必ずしも活発には展開されていない
ことを意味する．こうした問題意識から，加野（1998）は大学教員が所属する大学の地域
交流をどのように捉えているのか，大学の環境としての地域社会をどのように把握してい
るのか，といった点を分析している．その知見は次のようにまとめられる． 
1)「地域の高校生の進学機会」「地域で活躍する人材の養成」「地域の保健・医療・福祉」
に対しては，大いに貢献していると評価している． 
2)その一方で，「地域住民の教養の向上」「地域の文化の振興」「地域の政界・行政」に対
しては，貢献が十分でないとみなしている． 
3)また，将来については，「職業人の再教育」「地域における国際交流」「地域の教育機関
の活性化」「地域の文化振興」で，今後は，より貢献していくべきだと考えている． 
 清水編（1975）と天野編（1998）の双方とも，地域社会に対する大学の社会的サービス
ないし大学=地域交流に焦点をあてるため，地方国立大学を分析対象としている点で共通
する．けれども，その後の大学改革において社会的活動はすべての大学で重要な役割とし
て位置づけられてきた．地方国立大学のみにはとどまらず，都市部の大学においても，地
方の私立大学においても，社会的活動は重要なミッションとなっていると考えられる． 
 以上をふまえ，私たちは，都心部および私立大学を含む 23 大学を対象とする調査を実
施した．調査の概要については，第 6 章を参照していただきたい．この調査データをもち
いて，前節で述べた課題を実証的に明らかにしていくことにする． 
 
2.2 本稿の分析枠組み 
 さきにみた２つの重要な先行研究，すなわち清水編（1975）と天野編（1998）とわれわ
れの調査の最大の違いは，調査対象が地方国立大学だけではなく，大都市部や私立大学を
含む大学教員である点にある．このデータをもちいることによって，大学教員の社会的活
動が大学立地によってどのように異なっているかを明らかにすることが可能になる．本稿
では，まず，この点に着目し，23 大学に所属する 1352 名の回答者を４つに分類した． 
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① 都心大学   ６大学 316 名（23.4％） 
② 郊外大学   ７大学 325 名（24.0％） 
③ 地方都市大学 ８大学 402 名（29.7％） 
④ 学園都市大学 ２大学 309 名（22.9％） 
 各教員の研究領域としては，1)人文科学系，2 社会科学系，3)理学系，4)工学系，5)農学
系，6)教育学系･教員養成系，7)総合科学系，8)その他，の８領域を用意した．なお，回答
者の約３割を占める医学部の教員は従来から多くが病院での診療活動に従事してきており，
この活動がすでに社会的活動であるため，他の研究領域と同列に扱うことはできない．以
上の理由から，本稿では医学部を除外して分析をおこない，章末に補論として，医学部に
ついての分析を記載した． 
先行研究が指摘しているように，教員個人が地域社会でおこなっている社会的活動には，
いくつかの種類がある．ここでは，活動がおこなわれる領域として，経済的領域・文化的
領域・メディア領域の３つを想定した．それぞれの活動を測定するスコア，すなわち社会
的活動スコア（経済）・社会的活動スコア（文化）・メディア活動スコアを作成し，さらに，
これら３つを合計したスコアを社会的活動スコア（総合）としている． 
社会的活動スコア（総合）＝社会的活動スコア（経済）＋社会的活動スコア（文化） 
             ＋メディア活動スコア 
という関係になっている． 
社会的活動スコア（経済）は，調査票の「Q11A 産業界との連携」における近隣都道府県・
同一都道府県・同一市区町村での活動，および「Q16 における E～I」の設問に該当すると
した回答を加算したスコアである．幅は 0～8点となる．同様に，社会的活動スコア（文化）
は，「Q16 における A～Cと J」に対して該当するとした回答を加算したスコアで，幅は 0～
4点となる．これらはすべて，該当する／しないで回答した．  
社会的活動スコア（総合）は，上記の２つの社会的活動スコアに加えて，「Q12 メディア
の取材」における「2.地元新聞，5.地方雑誌，7.地元テレビ・ラジオ」の回答，「Q16 にお
ける A～J」に該当すると答えたものを加算して作成したスコアである．したがって，すべ
てに該当すると回答した場合は 16 点，すべてに該当しないと回答した場合は 0 点となる
3)． 
大学教員がおこなう社会的活動は地域社会におけるものだけではない．全国レベルでの
学会活動や，国際レベルでの活動も存在する．これらの活動のうち，地域社会における活
動との比較に着目するため，本稿では全国的な活動に着目した．この活動についても，全
国区活動スコアを作成した．全国区活動スコアは，Q11A と Q11D の 1・2，Q12 の 1･3･4.6
に対して，該当するとした回答を加算して作成した．幅は 0～6点となる． 
 その他，地域との関わりや余暇活動にかんするスコアも作成したが，これらについては，
文中で説明していくこととしたい．本稿では，これらのスコアをもちいて，大学教員の社
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会的活動の実態を明らかにしていく． 
３．大学教員の社会的活動 
3.1 どのような活動を，どのような頻度でおこなっているか 
 本稿では大学教員の社会的活動の実態をみていくが，まず，基本的な活動について概観
しておこう．基本的活動としては，大学教員の週あたりの授業コマ数，一年間の掲載論文
数，社会的活動スコア（総合）をとりあげる．これらについて，単純集計，大学立地によ
る違い，研究領域による違い，の 3つの側面からみていくこととする． 
 
3.1.1 基本的活動の概要 
 まず，大学教員の基本的活動のなかでも最も基本的な活動の一つである週あたり授業コ
マ数についてみてみよう．全体の回答を，図１に示した． 
分布をみると，中心が高いほぼ正規分布に近い形状になっている．4～6コマ未満と 6～8
コマ未満の２つの階級が最も多く，それに次いで 2～4コマ未満が多くなっている．平均は
5.31 コマで，２コマ未満や 10 コマ以上は少ない．週あたりの授業コマ数は，一般に，公
平性が重視され，教務などの外的条件によって調整がなされている．調整など何らかの強
制的な力が働く場合，分布が正規分布に近くなることが知られているが，図１は，そうし
た事情を反映していると考えられる． 
図 1 週あたりのコマ数 
注：N=973，平均値=5.31，標準偏差=2.65
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次に，一年あたりの学術誌（紀要含む）の掲載論文数を示した(図２)．最も多いのは 2
～4本で，全体平均では 3.65 本であることがわかる．分布の形状に着目すると，正規分布
というよりも，むしろ自然界の分布でよく観測されるχ２乗分布に近い．研究論文の執筆
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は，基本的には強制的な力は働かず，制約なしで自発的に行われていると思われる． 
図 2 学術誌の掲載論文数(年）
注：N=967，平均=3.65,標準偏差=7.11
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社会的活動スコア(総合)は，どのように分布しているだろうか（図３）．分布が最も多い
最頻値は４点であるが，平均値は 5.66 と，最頻値を上回り，分布の形状も正規分布という
よりもχ2 乗分布に近い．図１および図２を考慮すれば，社会的活動（総合）は，何らか
の強制的な力や調整がなされることは少なく，教員個人の自発性に委ねられた活動である
と推測することができる．しかしながら，地方のような，地域貢献が期待されているよう
な地域では必ずしもこういった分布にはならない可能性も考えられよう．この点について
は次節で分析することとする． 
 
図 3 社会的活動スコア(総合）の分布 
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注：N=926，平均=5.66，標準偏差=3.31
0
20
40
60
80
100
120
140
0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16
社会的活動スコア
(人）
 
 参考のため，全国区活動スコアについてもみておくことにしよう（図４）．図３ときわめ
て似た形状となっており，やはりχ2 乗分布に近い．地域社会における社会的活動でも，
全国レベルでの社会的活動でも，社会的活動をどの程度までおこなうかは，基本的には教
員個人の判断によるもので，強制力によるものではないと考えることができる． 
 
図 4 全国区活動スコアの分布 
注：N=925，平均2.69，標準偏差=1.68
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3.1.2 大学立地別・研究領域別からみた基本的活動 
ここでは，大学教員に基本的活動について，大学立地別，専攻分野別でどのような違い
があるのかをみていく．まず，大学立地別に着目しよう．表１には，これらの活動につい
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て大学立地別の概要を示し，分散分析の結果も，あわせて表記してある． 
授業コマ数については，大学立地による統計的な差は認められない．どのような立地で
あっても，授業負担は共通であることがわかる．それに対して，論文数は 1％水準で有意
な違いがある．学園都市が最も多く，地方都市大学が最も少ない． 
一方，社会的活動スコアについては 0.1％水準で有意な違いがあることがわかる．地方
都市大学での活動が最も多く，都心大学で最も少なくなっている．この傾向は，総合的な
活動だけでなく，経済的分野においても文化的分野においても共通する．地方国立大学の
地域貢献について，前掲加野（1998）は文化的分野での貢献が不十分であると評価されて
いるとしているが，それ以降，この分野での活動に力が注がれたのかもしれない． 
地方都市大学では社会的活動が活発である一方，論文執筆が少なくなる傾向があるとい
うことになる．地方都市大学では負担を感じている教員が少なくないことが示唆されよう． 
表 1 大学地域別コマ数・論文数・社会的活動スコア（総合）（経済）(文化） 
および全国区活動スコア 
地域区分  コマ数(週） 掲載論文数(年） 社会的活動(総合）スコア
社会的活動（経済）
スコア
社会的活動(文化）
スコア 全国区活動スコア
平均値 5.38 3.73 4.41 1.92 1.36 3.11
都心大学 N 225 220 210 210 232 210
標準偏差 2.43 4.89 2.99 1.74 1.20 1.82
平均値 5.55 3.05 5.38 2.35 1.83 2.85
郊外大学 N 239 242 225 225 243 225
標準偏差 2.46 3.44 3.05 1.72 1.32 1.77
平均値 5.30 2.97 6.86 2.92 2.07 2.30
地方都市大学 N 301 298 287 287 307 286
標準偏差 2.47 4.26 3.51 2.02 1.30 1.45
平均値 4.98 5.26 5.57 2.33 1.81 2.58
学園都市大学 N 208 207 204 204 214 204
標準偏差 3.26 12.95 3.07 1.81 1.28 1.62
平均値 5.31 3.65 5.66 2.43 1.79 2.68
合計 N 973 967 926 926 996 925
標準偏差 2.65 7.11 3.31 1.87 1.30 1.68
Sig. - ** *** *** *** ***
注：有意水準：**；1%，***；0.1%  
なお，全国区活動スコアをみると，都心大学が最も高く，次いで郊外大学，学園都市大
学，地方都市大学となる．つまり，社会的活動と全国区活動は，地域内において相反する
関係にあり，大学立地条件により，役割が分担されていると推測される．このことは，各
項目の偏差値をレーダーチャートにした図５をみると，より明確であろう． 
 図 5 大学地域別コマ数・論文数・社会的活動スコア（総合）（経済）(文化） 
および全国区活動スコアのレーダーチャート 
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 注：グラフ上の数値は，各項目を偏差値に直したものである．
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図 5 より，大学立地別の特徴が明らかになる．まず，都心大学については，全国区での
活動が非常に高く，その一方で，それ以外の項目はそれほど大きな値を示していない．郊
外大学は，すべての項目においてバランスがよいといえる．地方都市大学は，論文数や全
国区活動が少ないのに対して，それ以外の社会的活動が大きくなっている．最後に学園都
市は，論文数が抜きん出ている点に特徴がある． 
以上のことから，地方都市大学の教員は，その地域に対して積極的に社会的活動をおこ
なっていると結論づけられるかもしれない．しかし，これは大学立地のみの効果なのだろ
うか．実際には，立地によって大学の学科構成なども異なることから，研究領域の効果で
ある可能性も考えられる．この点について考えておこう．表２に，研究領域別のコマ数・
論文数・社会的活動スコアの差を示した．なお，農学系・総合科学系はサンプル数が少な
いので，参考にとどめる． 
 
表 2 研究領域別コマ数・論文数・社会的活動スコア（総合）（経済）（文化） 
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研究領域  コマ数(週） 掲載論文数(年） 社会的活動(総合）スコア
社会的活動（経済）
スコア
社会的活動(文化）
スコア
人文科学系 平均値 6.31 2.16 4.58 1.55 1.66
N 199 194 177 177 201
標準偏差 1.60 3.17 2.82 1.43 1.24
社会科学系 平均値 5.62 2.41 5.48 2.08 1.87
N 239 239 226 226 247
標準偏差 2.35 3.22 3.33 1.75 1.29
理学系 平均値 4.51 4.74 3.64 1.40 1.25
N 87 86 87 87 89
標準偏差 2.57 8.38 2.47 1.36 1.12
工学系 平均値 4.11 5.02 6.58 3.40 1.70
N 269 271 271 271 276
標準偏差 2.52 5.23 3.51 1.99 1.34
農学系 平均値 3.24 4.03 6.70 2.96 2.48
N 29 29 27 27 29
標準偏差 1.82 2.77 3.58 1.89 1.45
教育学系・ 平均値 6.49 3.96 6.68 2.54 2.39
教員養成系 N 103 102 92 92 104
標準偏差 2.57 12.18 3.00 1.65 1.22
総合科学系 平均値 5.16 7.64 6.17 2.96 1.63
N 25 25 24 24 27
標準偏差 3.42 23.91 2.73 1.49 1.24
その他 平均値 8.18 2.90 6.77 3.27 1.87
N 22 21 22 22 23
標準偏差 5.29 3.70 2.49 1.28 1.25
合計 平均値 5.31 3.65 5.66 2.43 1.79
N 973 967 926 926 996
標準偏差 2.65 7.11 3.31 1.87 1.30
Sig. *** *** *** *** ***
注：***；0.1%  
表 2 から，すべての活動について研究領域による有意な違いがあることがわかる．具体
的にみると，授業コマ数は，人文科学・社会科学・教育学系といった文系の分野が高くな
っているのに対して，論文数は，理学系・工学系といった理工系の分野が多い．この傾向
は，文系／理系の違いにかんして一般的にいわれている傾向と一致する． 
社会的活動についてみてみよう．社会的活動（総合）は文系／理系の別による違いとい
うよりは，より細かな研究領域による違いのほうが大きいようである．工学系と教育学系
で多くなっている．次に，社会的活動（経済）と社会的活動（文化）のそれぞれに着目す
ると，経済では総合と同様に工学系・教育学系が多く，文化では教育学系が多くなってい
る． 
教育学系は地方都市大学においては中心的な研究領域であることが少なくない．こうし
た場合，地方都市大学にみられる社会的活動の大きさは，大学立地による影響か，それと
も教育学系であることの影響のいずれであろうか．この点を明らかにするため，従属変数
を社会的活動(総合)スコアとして，重回帰分析を行った．また，地域での社会的活動には
年齢・職階・性別・授業コマ数・論文掲載数・全国区での活動，そしてその地区での在職
年数も影響を与えることが予測される．そこで，独立変数には，大学立地および研究領域
にかかわる変数に加えて，40 歳以上ダミー，教授ダミー，女性ダミー，授業コマ数，論文
経済数，全国区活動スコアを，そして在職年数として現職在職年数を投入した．分析結果
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を表 3 に示した． 
 
表 3 社会的活動の重回帰分析 
 非標準化係数 標準化係数
B ﾍﾞｰﾀ
(定数) -1.236 **
40歳以上ダミー 0.764 0.087 **
教授ダミー 0.803 0.119 ***
女性ダミー 0.073 0.007
授業・実習のコマ数（週） 0.157 0.124 ***
学術誌の掲載論文数（年） 0.036 0.066 *
社会科学ダミー 0.535 0.068 +
理学系ダミー -0.601 -0.053 +
工学系ダミー 1.117 0.152 ***
農学系ダミー 1.751 0.086 **
教育学ダミー 1.350 0.122 ***
総合系ダミー 0.880 0.038
郊外ダミー 1.059 0.136 ***
地方都市大学ダミー 3.018 0.417 ***
学園都市ダミー 1.664 0.204 ***
全国区活動スコア 0.746 0.375 ***
現職在職年数 0.052 0.161 ***
決定係数
調整済み決定係数
F値
従属変数: 社会的活動（総合）スコア，N=852
注：ダミー変数の基準値：学科：人文科学，大学4分類：都心大学
有意水準：+；10%，*；5%，**；1%，***；0.1%
39.379
0.430
0.419
 
 
重回帰分析の結果，女性ダミーと総合系ダミー以外のすべての変数が有意になった．そ
こで，有意（5%以上）になった変数の傾向を見ていこう．まず，40 歳以上・教授ダミー・
現職在職年数が正の効果を示している．これは，ある程度年齢や職階，及びその地域にい
る期間が長くなると，社会的活動が活発化になることを意味する． 
次に，授業コマ数や論文数が正の効果を示している．これは，大学教員の教育活動およ
び研究活動が社会的活動を促進させているということになる．教育･研究活動と社会的活動
との関係については，次節で詳細な分析をおこなう． 
大学立地や研究領域の影響をみると，大学立地では，地方都市大学ダミーが最も効果を
示し，研究領域では工学系ダミーが最も効果が高い．ただし，両者のうちでは，研究領域
よりも大学立地のほうが大きな効果をもつ． 
全国区活動スコアも正の効果を示しており，地方都市大学ダミーの次に大きな影響力を
持つ．このことから，社会的な活動をする人は，地域・全国を問わずに活動をするという
ことがうかがわれる． 
ところで，地方都市大学における社会的活動スコアの分布は図６のようになっている．
社会的活動スコアの最頻値は 4点であるが，過半数はそれよりも高いグループに属し，平
均値（6.86）を超えている教員も多い．その結果，χ2 乗分布のような形状にはなってい
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ない．低いスコアの教員もいる一方で，高いスコアの教員が数多く存在するために，分布
の形が変わったと考えられる．こうした場合，何らかの強制的な要因（例えば大学教員は
地域に貢献しなければならないという運営側の圧力）が存在すると推測される． 
ここまでの分析から，大学立地によって社会的活動に違いがあることが明らかになった．
次節では，大学教員の社会的活動と教育・研究活動との間にどのような関係があるかにつ
いて，大学立地別に見ていくこととする． 
図 6 社会的活動(総合）スコア(地方都市大学） 
注：N=287，平均=6.86，標準偏差=3.51
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3.2 社会的活動は教育・研究活動を阻害するか 
 ここでは，社会的活動が大学教員の本来的な活動ともいえる研究活動および教育活動に
対して，どのような影響を持っているかについて分析する．3.1 の分析結果では，授業の
コマ数や，論文掲載数は社会的活動に対して正の効果を与えていた．つまり，大学教員と
しての活動を活発に行っている教員ほど，社会に対しても貢献度が高いということになる．
しかし，これはあくまで全体としての結果である．大学の立地によって社会的活動の重要
性が異なっていることを考慮すれば，各大学の立地によって，研究・教育と社会的活動の
関係が異なっている可能性があるだろう． 
 以上のことから，表３で行った重回帰分析を「都心大学」「郊外大学」「地方都市大学」
「学園都市大学」ごとにおこなった．その結果を表 4に示した． 
 
表 4 社会的活動(総合)スコアの重回帰分析（地域別） 
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 非標準化係数 標準化係数 非標準化係数 標準化係数
B ﾍﾞｰﾀ B ﾍﾞｰﾀ
(定数) 0.139 0.468
40歳以上ダミー -0.555 -0.065 1.173 0.136 *
教授ダミー 0.991 0.158 * 0.261 0.042
女性ダミー 0.097 0.009 -0.234 -0.025
授業・実習のコマ数（週） 0.165 0.132 * 0.134 0.108 +
学術誌の掲載論文数（年） 0.116 0.186 ** 0.008 0.007
社会科学ダミー -0.458 -0.070 0.303 0.045
理学系ダミー -0.292 -0.035 -0.978 -0.084
工学系ダミー 1.386 0.201 * 0.292 0.037
農学系ダミー 1.210 0.106
教育学ダミー 1.227 0.091 2.140 0.227 **
総合系ダミー -0.626 -0.015 3.861 0.086
全国区活動スコア 0.677 0.419 *** 0.784 0.441 ***
現職在職年数 0.031 0.106 + 0.027 0.092
決定係数
調整済み決定係数
F値
N
 非標準化係数 標準化係数 非標準化係数 標準化係数
B ﾍﾞｰﾀ B ﾍﾞｰﾀ
(定数) 0.203 0.586
40歳以上ダミー 0.888 0.100 + 1.230 0.164 *
教授ダミー 1.153 0.162 ** 0.591 0.095
女性ダミー -0.045 -0.004 0.837 0.078
授業・実習のコマ数（週） 0.119 0.083 0.221 0.229 **
学術誌の掲載論文数（年） 0.033 0.041 0.016 0.053
社会科学ダミー 2.199 0.260 *** 0.221 0.025
理学系ダミー -0.853 -0.048 -0.898 -0.097
工学系ダミー 1.181 0.165 * 0.554 0.081
農学系ダミー 2.124 0.131 +
教育学ダミー 1.070 0.088 + 0.362 0.041
総合系ダミー 1.522 0.058 0.750 0.057
全国区活動スコア 1.070 0.440 *** 0.520 0.272 ***
現職在職年数 0.079 0.242 *** 0.075 0.228 **
決定係数
調整済み決定係数
F値
N
従属変数：社会的活動(総合)スコア
注：ダミー変数の基準値：学科；人文科学
有意水準：+；10%，*；5%，**；1%，***；0.1%
郊外大学
0.419
0.380
0.459
0.422
0.454
19.377
266
都心大学
12.641
192
10.816
209
地方都市大学
0.479
185
学園都市大学
0.391
0.345
8.450
 
表 4 をもちいて，大学立地別の特徴をみていくことにしよう． 
まず，都心大学についてみると，研究領域では工学系のみが正の効果を及ぼしている．
さらに，授業コマ数・論文数も有意である．また，教授ダミー，全国区活動スコアも有意
となっており，10%ではあるものの現職在職年数も有意となった．の都心大学では，教育や
研究において活躍している教授が社会的活動をおこなっており，とくに工学系ではこの傾
向が強くみられるということになる． 
郊外大学では，研究領域については教育学系のみが有意となっている．授業コマ数は有
意水準 10%で正の効果をもち，論文数は有意な効果は得られなかった．そして 40 歳以上ダ
ミーと全国区活動スコアも有意である．このことから，教育学系の教員が積極的に社会的
活動をしており，職階よりも年齢の効果が大きい．都心大学と同様，全国に活動をしてい
る教員が社会的活動をしているのだろう． 
地方都市大学については，研究領域をみると理学系と総合系以外はすべて有意である．
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ただし，工学系以上に社会科学系が活発に活動をしている．そして，職階と年齢と現職在
職年数が正で有意である．また，全国区的活動も大きく影響している．その一方で，授業
コマ数も論文数も有意ではない．これらのことから，地方都市大学の社会的活動の担い手
は，ある程度その土地に定着をしている教授で，全国的な活動を積極的にしている教員と
いえる． 
最後に学園都市については，農学系のみが 10%で有意であり，あとの研究領域は影響を
もたない．これは，学部による社会的活動の効果が薄いことを意味する．また，年齢と現
職在職年数が有意であり，職階は有意とならなかった．さらに，授業コマ数と全国区活動
スコアが有意である．そして全国区活動スコアの効果は，他のどの項目よりも大きい．よ
って，学園都市大学では，教育活動と全国区的活動を積極的におこなっている，ある程度
年齢をとり，その土地に定着した教員が社会的活動を活発におこなっているといえよう． 
４種類の大学立地には，ひとつの共通点が見出せる．それは，「授業コマ数」と「論文数」
といった，大学教員の本来的な研究および教育活動が，どちらも弱いながら，あるいは少
なくとも一方が，社会的活動に対して有意な効果をもつという点である．このことから，
「授業時数が多いこと」「論文数が多いこと」にみられる教育・研究活動と社会的活動とは，
どちらかがどちらかを阻害するトレードオフの関係というよりも，ある程度までは相補的
な関係にあると考えられる． 
それでは，研究も教育も社会的活動もすべておこなっている教員はどの程度存在するの
だろうか．あるいは，これらの活動のうち，どれか一つでも犠牲にしている教員はどの程
度いるのだろうか．この点についてみていくことにしよう． 
まず，授業コマ数の多い／少ないで，教員を二分し（多いほうを「コマ数 H」少ない方
を「コマ数 L」とする），論文数でも同様に教員を二分する（多いほうを「論文数 H」，少な
い方を「論文数 L」），さらに社会的活動スコアについても教員を二分した（高い方を「活
動 H」低い方を「活動 L」）．これらの組み合わせを大学立地別にみた結果が表５である． 
 ここでの問いは，「社会的活動は，研究・教育活動を阻害するか」である．そこで，「活
動 H」である教員グループに焦点をあて，その中で，研究・教育活動がどのようになって
いるかをみていくこととする． 
まず，全体の傾向を把握するため，合計に着目しよう．「コマ数 H」×「論文数 H」が最
も少ない．このことは，社会的活動が多い教員では，研究と教育のいずれかを犠牲にして
いるということを意味する． 
表 5 地域別コマ数×論文数×社会的活動スコア(総合）のクロス 
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論文数L 論文数H 合計 Sig.
コマ数L 23.4 16.8 40.1
活動L コマ数H 20.3 8.6 28.9
都心大学 N=136 合計 43.7 25.4 69.0
コマ数L 4.1 12.2 16.2
活動H コマ数H 7.1 7.6 14.7
N=197 N=61 合計 11.2 19.8 31.0 ＋
コマ数L 19.5 11.8 31.2
活動L コマ数H 17.2 7.2 24.4
郊外大学 N=123 合計 36.7 19.0 55.7
コマ数L 10.0 10.9 20.8
活動H コマ数H 13.1 10.4 23.5
N=221 N=98 合計 23.1 21.3 44.3
コマ数L 14.3 6.8 21.1
活動L コマ数H 15.1 2.9 17.9
地方都市大学 N=109 合計 29.4 9.7 39.1 ＋
コマ数L 15.4 18.6 34.1
活動H コマ数H 19.7 7.2 26.9
N=279 N=170 合計 35.1 25.8 60.9 ***
コマ数L 18.7 17.6 36.3
活動L コマ数H 8.8 5.7 14.5
学園都市大学 N=98 合計 27.5 23.3 50.8
コマ数L 9.8 16.1 25.9
活動H コマ数H 9.8 13.5 23.3
N=193 N=95 合計 19.7 29.5 49.2
コマ数L 18.5 12.6 31.1
活動L コマ数H 15.4 5.8 21.2
合計 N=466 合計 33.9 18.4 52.4 **
コマ数L 10.3 14.7 25.1
活動H コマ数H 13.1 9.4 22.6
N=890 N=424 合計 23.5 24.2 47.6 **
注：数字はすべて各地域区分ごとの総和の比率である
有意水準：+，10%，**；1%，***；0.1%
注：コマ数L/Hの具体的区分については，5コマ以下をL，それ以上をHとした．
また，論文数L／Hの区分についても，2本以下をL，それ以上をHとした．
活動L／Hの区分については，16点満点中5点以下をL，それ以上をHとした．  
 
次に，大学立地別にみていこう．まず，都心大学では「活動 H」の割合が 31%と，大学立
地分類のなかで最も低いが，そのなかでは「コマ数 L」×「論文数 H」が最も多い．社会的
活動を積極的におこなう都心大学の教員は，教育を犠牲にして活動をしているのであろう． 
 郊外大学では「活動 H」は 44.3%で，平均値よりは若干低めである．その内訳をみると，
ほぼ均等に配分されているものの，やや「コマ数 H」×「論文数 L」が多い傾向が認められ
る．社会的活動をおこなう教員は，研究を犠牲にして活動を行っているといえる． 
 地方都市大学では，「活動 H」である教員が 60.9%と過半数に達しており，大学立地別に
みて最も多い．「活動 H」の内訳をみると「コマ数 H」×「論文数 H」が最も少ないことか
ら，地方都市大学で積極的に社会的活動をおこなう場合，研究と教育のいずれかを犠牲に
して活動しているといえる． 
 学園都市の「活動 H」は，ほぼ半数の 49.2%である．「活動 H」であっても「論文数 H」が
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多いが，そのなかでは「コマ数 L」のほうが大きい．学園都市大学で社会的活動をおこな
う教員は，研究も教育もどちらもおこなっているが，どちらかといえば教育活動を犠牲に
しているといえるだろう． 
 
3.3 大学教員のワーク・ライフバランス 
表５でみたように，社会的活動を積極的におこなっている教員が，教育･研究のいずれか
の活動を犠牲にせざるを得ない状況は存在する．ただし，重回帰分析の結果からは社会的
活動と教育･研究活動が，必ずしもトレードオフになっているわけではないことも事実であ
る．それでは，社会的活動をおこなうことは私生活に対して，どのような影響を与えてい
るのだろうか．つまり，ここでの問いは「教育・研究に加えて，社会的活動も活発に行う
教員は私生活を犠牲にしているのか」ということである．ここでは，この問いについての
分析をおこなう． 
分析のため，「余暇活動スコア」ならびに「地域へのかかわりスコア」を作成した．まず，
「余暇活動スコア」については，Q18 の項目を，リバースをしたうえで得点化した．また，
「地域への関わりスコア」については，Q20 について因子分析をおこなったうえで，第１
因子と関連性の深い項目（A～E）を用い，リバースをして得点化をした．なお，いずれの
場合も，最小値が 0になるよう，得点補正をおこなっている．大学立地別の平均と標準偏
差および分散分析の結果を表６に示した． 
表６からは，「地域への関わり」と「余暇活動」のいずれにおいても，大学立地によって
有意な違いが存在することがわかる．具体的には，地域への関わりは地方都市大学が最も
高く，次に，学園都市大学，郊外大学，都心大学と続く．これは，地方へ行くほど地域と
の関わりが増えることを意味しているのかもしれない．余暇活動については，郊外大学が
最も高い．これは，ここでもちいている余暇活動スコアの内容から，都会すぎても，田舎
すぎても，高いスコアが出ないためだと考えられる．郊外大学に続いて，地方都市大学，
学園都市大学，都心大学の順となっている．  
以上をふまえたうえで，「社会的活動は大学教員の私生活を阻害するか」という課題につ
いて，重回帰分析による分析をおこなうこととする．ここでは，２つのモデルを考える．
「地域への関わりスコア」を従属変数とするモデルと「余暇活動スコア」を従属変数とす 
 
表 6 地域への関わりスコア・余暇活動スコア(地域別） 
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地域  地域への関わりスコア 余暇活動スコア
平均値 6.33 8.73
都心大学 N 226 222
標準偏差 4.34 4.50
平均値 7.22 10.07
郊外大学 N 239 237
標準偏差 4.53 4.75
平均値 7.77 9.52
地方都市大学 N 303 296
標準偏差 4.54 4.69
平均値 7.44 9.37
学園都市大学 N 212 209
標準偏差 4.52 4.77
平均値 7.23 9.44
合計 N 980 964
標準偏差 4.52 4.69
Sig. **
注：有意水準：*；5%，**；1%
*
 
  
るモデルである．独立変数は２つのモデルとも共通とし，大学立地・研究領域・性別・職
階・年齢・在職期間を考慮して，各地域ダミー（基準：都心大学）および各領域ダミー（基
準：人文科学），女性ダミー，教授ダミー，40 歳以上ダミー，現職在職年数，そして授業
コマ数，論文数，社会的活動スコア，全国区活動スコアを投入した．さらに，地域と関わ
りをもったり，余暇を行ったりするにはそれらの活動が行われる場所が重要であることか
ら，「余暇活動促進スコア」を作成し，これも独立変数に投入した．この変数の作成方法は，
Q13 の施設・設備に関する問いのうち A～S までの 19 項目を加算したものである．分析の
結果を表 7に示した． 
まず｢地域への関わり｣モデルに着目しよう．有意な変数は，「教授ダミー」「教育学ダミ
ー」「社会的活動スコア」および「余暇活動促進スコア」である．ただし，その効果につい
ては「社会的活動スコア」が最も高く，次いで「余暇活動促進スコア」となっており，研
究領域の効果は，それほど大きくない．これは，教員個人の地域との関わりにおいて，大
学立地や研究領域，授業コマ数・論文数といった大学教員の本来の活動は，あまり関係が
ないことを意味する．その一方で，社会的活動には地域との関係が密になる効果が存在す
る．余暇活動を促進するような環境や設備等があれば，さらにそれは助長されるのだろう．
これは地域への愛着と社会的活動との間に，何らかの関係があることを示唆する． 
次に「余暇活動」モデルであるが，ここでは「教授ダミー」「女性ダミー」「論文数」「工
学系ダミー」「社会的活動スコア」「全国区活動スコア」「余暇活動促進スコア」が有意とな
った．順にみていくことにしたい． 
まず，「教授ダミー」が負の効果をもつことがわかった．これは，職階が上がるほど余暇
活動をおこなう時間が確保できなくなることを意味するのであろう．それに対して，「女性
ダミー」は正の効果をもつ．これは，女性では教授職が少ないことによる影響であるかも
しれない．あるいは，子育てをしている女性では，いくら忙しくても，ある程度は子ども
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と共に過ごす余暇活動を必要とするなど，男性と比較すると余暇活動をおこないやすい条
件をもっているのかもしれない．また，｢工学系ダミー｣が負の効果をもつが，これは研究
をおこなううえで研究室に拘束される時間が長くなることが多い研究領域であることの影
響だろう． 
表 7 地域への関わり・余暇活動の重回帰分析 
 非標準化係数 標準化係数 非標準化係数 標準化係数
B ﾍﾞｰﾀ B ﾍﾞｰﾀ
(定数) 3.053 *** 5.732 ***
40歳以上ﾀﾞﾐｰ 0.617 0.053 0.715 0.059
教授ﾀﾞﾐｰ -0.748 -0.082 + -0.846 -0.090 +
女性ﾀﾞﾐｰ -0.731 -0.050 1.460 0.096 **
授業・実習のコマ数（週） 0.023 0.013 0.005 0.003
学術誌の掲載論文数（年） 0.002 0.003 0.054 0.072 *
社会科学ﾀﾞﾐｰ -0.577 -0.054 -0.158 -0.014
理学系ﾀﾞﾐｰ -0.013 -0.001 -1.069 -0.065
工学系ﾀﾞﾐｰ 0.176 0.018 -1.338 -0.131 *
農学系ﾀﾞﾐｰ 0.020 0.001 0.666 0.024
教育学ﾀﾞﾐｰ 1.137 0.076 + 0.706 0.045
総合系ﾀﾞﾐｰ 0.639 0.019 -0.890 -0.025
郊外ﾀﾞﾐｰ 0.466 0.043 0.777 0.071
地方都市大学ﾀﾞﾐｰ 0.272 0.028 0.237 0.023
学園都市ﾀﾞﾐｰ 0.313 0.028 0.003 0.000
社会的活動(総合）スコア 0.417 0.310 *** 0.294 0.211 ***
全国区活動スコア -0.055 -0.021 0.214 0.078 +
余暇活動促進スコア 0.107 0.117 ** 0.101 0.106 **
現職在職年数 0.020 0.046 0.004 0.008
決定係数
調整済み決定係数
F値
N
注：有意水準；+；10%，*；5%，**；1%，***；0.1%
0.133 0.105
7.497
762
5.903
757
0.154 0.126
地域への関わりスコア 余暇活動スコア
 
そして，「社会的活動スコア」「余暇活動促進スコア」が有意であるが，その理由として，
「地域との関わり」スコアと同様の事情が考えられる．今回の調査では，余暇活動として，
インターネットなどの室内での活動項目が含まれておらず，家庭外での活動が主となって
いる．この回答から作成したスコアであるため，家庭外での人的ネットワークや環境・設
備等が効果をもっているのであろう．なお「全国区活動スコア」が 10％水準で有意%であ
るが，大学を離れて活動することが多い場合，余暇も作りやすい可能性がある． 
以上の結果から，社会的活動が大学教員の私生活を阻害しているわけではないことが明
らかになった．おそらく社会的活動を積極的におこなっている教員は，その地域に対して
愛着をもち，さまざまな人との交流を深めているのではないだろうか．その結果，地域と
の関係が密になったり，余暇が活発になったりするのだろう．余暇活動に対する社会的活
動の効果は，大学立地や研究領域の特性よりも高いものであるといえる． 
 
 
４．まとめにかえて 
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以上，本稿では，教育･研究活動との関係に着目しながら，大学教員の社会的活動の実態
について分析をおこなってきた．ここでは，この分析から得られた知見を整理しておこう．
おもな知見は次の３点である． 
① 大学教員の社会的活動は，基本的には各個人の判断によって自発的におこなわれてい
るが，とくに理工系や地方都市大学の教員は多くの社会的活動をおこなっている．た
だし，地方都市大学では，自発的というよりも社会的活動を要請する組織的な力が働
いていることがうかがわれ，社会的活動を活発におこなっている教員が非常に多い． 
② 全体でみると，社会的活動を活発におこなっている教員は，教育活動も研究活動も活
発である傾向がある．ただし，地方都市大学においては，社会的活動を活発に行って
いる教員は，授業コマ数や，論文など，大学教員の本来の業務の少なくともどちらか
一方を犠牲にして活動をおこなっている．むしろこのことが地方都市大学の教員の特
性ともいえる． 
③ 社会的活動は地域との関わりや余暇活動を阻害しない．むしろ相乗効果をもたらす．
すなわち，社会的活動を行うことにより，その地域に愛着を感じ，地域との関係を深
めたり，家庭の外での余暇活動を促したりしている． 
 
 ①については，冒頭でもふれたように，近年，地方都市大学の社会的活動は，地域社会
において組織的に期待されている．多くの教員はそのことを理解しつつ活動していると考
えられる．この点は，②とも関連しているが，全体とは異なって，地方都市大学では社会
的活動と教育または研究活動とのトレードオフの関係がみられることから，地方都市大学
の教員における社会的活動の負担は，限界に近づいているのではないだろうか． 
多くの先行研究が明らかにしてきたように，大学教員，とくに日本の大学教員は強い研
究志向をもつ．社会的活動への期待が大きい地方都市大学においては，教員の研究志向を
犠牲にせずに社会的活動をおこなえるような組織づくりが急務であろう．この点は，また，
教員評価の問題とも関連する．社会的活動を大学のミッションとして位置づける以上，そ
のミッションを遂行するための適切な組織･体制と評価システムを構築する必要がある．そ
れをしないまま，教員の自発性に依存した社会的活動を拡大していくならば，いずれ行き
詰まりを迎えることになるだろう． 
けれども，社会的活動は業務上の負担を増すだけではない．③のように，社会的活動を
通じて獲得される人的ネットワークが，実は，教員個人の余暇活動を豊かなものにしてい
く可能性もまた，データから明らかにされた．今後の社会的活動の進展のなかでは，この
可能性をいかすような方策が必要だと考えられる． 
 
 
〔注〕 
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1)2002 年には，国立大学の地域貢献に際して，特に優れた取り組みを重点的に視点することを
目的とする国立大学地域貢献特別支援事業が予算化された．この事業については，松坂（2006）
を参照のこと． 
2)フリードマン（1995）では，公共へのサービス（public service）を大学の第三の使命とし
て位置づけている．public service は「社会的サービス」と訳されることもあるが，サービス
には「なすべき職務以外の奉仕」というニュアンスも含まれることから，社会的活動を採用す
る．岩永（2004）の注(1)参照． 
3)具体的には，「公開講座･出前講座」（市民／小・中・高校／自治体・行政を対象としたもの），
学生の就職先企業の開拓，インターンシップの担当などが含まれている．項目の詳細について
は調査票を参照のこと． 
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＜補論＞「医・歯・薬学系における社会的活動」 
ここでは，本論においてその研究領域の特殊性から除外した，「医・歯・薬学系」がどの
ような社会的活動をおこなっているのかを概観する． 
なお，除外した理由は，医･歯･薬学系は，病院での診療などを含む日常の活動自体が，
地域に対する活動であるケースが非常に多いため，本論で用いたような分析枠組で他の研
究領域との比較を行える分析が限られており，比較分析が合理的ではないためである．近
年のように，社会的活動が大学の重要なミッションのひとつとして位置づけられる以前は，
医･歯･薬学系の日常的な活動が，実は，大学の社会的活動の重要部分を担っていた．この
点を考慮しながら，データをみていくことにしたい． 
 
１．概要 
1.1 単純集計 
 本節では，「週あたりのコマ数」「論文数(年)」，そして，本論で行った「社会的活動ス
コア（総合）」「全国区活動スコア」の状況をみることとする． 
 補図 1は授業コマ数の分布である．本論でみた他の研究領域では正規分布に近い形であ
ったが，医歯薬系ではχ2 乗分布に近い形になっている．これは，授業を行うことを強制
されていない教員が多数いることを示唆するものである． 
 補図 2 には論文数の分布を示した．これは，他の研究領域と同様に，χ2 乗分布に近い
形となった．当然ではあるが，論文の執筆は自発的におこなわれているとみることができ
る． また，他の研究領域と比較すると平均値も高く，分散も大きい傾向がある． 
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補図 7 週あたりのコマ数  
補図 8 掲載論文数(年)  
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注：N=317，平均4.11，標準偏差8.50
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 「社会的活動スコア（総合）」「全国区活動スコア」については，補図３・補図４に示し
た．すでにふれたように，医歯薬系の場合，日常的な活動がすでに社会的活動であるとい
えるため，今回のデータから社会的活動を量的に測定しても，あまり意味はないが，参考
のため，みておくことにしたい．
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 補図３・補図４のいずれもχ2 乗分布に近い形状になった．これらの活動も強制されて
行われているものではないことがわかる．ただし，全国区活動スコアについては，0 点に
なった教員が非常に少ない．これは，医歯薬系の教員が，少なくとも年一回の全国レベル
での研究活動または社会的活動をおこなっていることを意味する．この点では，医歯薬系
の特徴といえるだろう． 
 
1.2 医歯薬系の特徴 
 それでは，その他の基本的活動も含めて，医歯薬系にはどのような特徴があるだろうか．
補表１には，授業コマ数・論文数・社会的活動スコア（総合）（経済）(文化)および全国区
活動スコアについて，平均値と標準偏差および他の研究領域との比較にかんする検定結果
を示した． 
ここから，論文数以外のすべての項目で，医歯薬系が平均以下になっていることがわか
る．ただし，授業コマ数に関しては，標準偏差が非常に大きいことから完全に臨床を行っ
ている教員と，一般教員とあまり変わらない生活を行っている教員と，二極化している可
能性がある．補図５には，これらの数値を偏差値に変換したうえで，レーダーチャートに
示した． 
 
補表 1 コマ数・論文数・社会的活動スコア（総合）（経済）(文化） 
および全国区活動スコア 
区分  コマ数（週） 掲載論文数（年） 社会的活動(総合）スコア
社会的活動（経
済）スコア
社会的活動(文
化）スコア 全国区活動スコア
医歯薬以外 平均値 5.31 3.66 5.66 2.43 1.79 2.68
度数 975 969 928 928 998 927
標準偏差 2.65 7.10 3.31 1.87 1.30 1.68
医歯薬 平均値 4.12 4.57 3.75 1.83 1.07 2.66
度数 317 339 338 338 354 337
標準偏差 8.50 5.41 2.70 1.54 1.14 1.75
合計 平均値 5.02 3.89 5.15 2.27 1.60 2.67
度数 1292 1308 1266 1266 1352 1264
標準偏差 4.82 6.71 3.27 1.81 1.30 1.70
Sig. *** * *** *** *** -
注：有意水準：*；5%，***；0.1%  
 
 補図５をみると，医歯薬系では，全国区活動がほぼ平均的で，論文数が平均より多く，
それ以外については，平均値を大きく下回っていることがわかる．ただし，繰り返しにな
るが，冒頭に述べたとおり，これが「医歯薬系は社会的活動をおこなっていない」という
結論に結びつくわけではない． 
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補図 5 社会的活動のレーダーチャート 
注：偏差値スコアに再計算したものである．
42.00
44.00
46.00
48.00
50.00
52.00
54.00
コマ数
論文数
社会的活動(経済）社会的活動（文化）
全国区活動
 
 
２．大学立地と医歯薬系の社会的活動 
 本節では，医歯薬系が社会的活動をおこなう要因について，重回帰分析モデルをもちい
て分析する．変数の設定については，本論の表 3 のモデルとほぼ同様であるが，「研究領
域」に関する変数は除外してある．  
補表 2 社会的活動の重回帰分析 
 非標準化係数 標準化係数
B ﾍﾞｰﾀ
(定数) 0.892 +
40歳以上ダミー 0.410 0.060
教授ダミー 1.035 0.158 **
女性ダミー 0.632 0.080
授業・実習のコマ数（週） -0.015 -0.044
学術誌の掲載論文数（年） 0.059 0.114 +
郊外ダミー 0.202 0.032
地方都市大学ダミー 0.588 0.090
学園都市ダミー 0.011 0.002
全国区活動スコア 0.502 0.328 ***
現職在職年数 0.040 0.134 *
決定係数
調整済み決定係数
F値
従属変数: 社会的活動（総合）スコア，N=277
注：ダミー変数の基準値：大学4分類：都心大学
有意水準：+；10%，*；5%，**；1%，***；0.1%
0.315
0.290
12.258
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 分析の結果，その効果が有意である変数は，「教授ダミー」「論文数」「全国区活動スコア」
「現職在職年数」となった．ここからは，現職在職年数が長く，職階がある程度は上で，
論文等の業績を持っており，全国レベルで活動しているような教員が地域社会における社
会的活動をおこなっていることが示唆される．また，大学立地にかんする変数はどれも有
意ではないことから，地域による違いは存在することがわかる．この点にも医歯薬系の特
徴があり，他の学科と同時に比較するような分析方法が適当ではないことがわかる．  
 
３．大学の貢献に対する意識における医歯薬系の特色 
 本節では，地域社会における大学の社会的活動に対する意識について，医歯薬系の特徴
をみていきたい． 
 まず，以下のような手順で「地域貢献意識スコア」を作成した．作成方法は，Q14 で，
大学と地域とのつながりに対して，自分の所属している大学が地域に貢献しているかとい
う評価意識を 14 項目にわたり質問している．これらの質問項目について，「そう思わない」
を 0 点に，「そう思う」を４点として加算し，スコア化したものである．このスコアの全
体の平均値と，医歯薬系における値を補表 3 に示した． 
 
補表 3 地域貢献意識スコア 
平均値 N 標準偏差 Sig.
医歯薬以外 37.50 955 9.25
医歯薬系 32.59 347 10.01
合計 36.19 1302 9.70 ***
注：有意水準　***；0.1%  
医歯薬系では，その他の研究領域と比較して，平均値が低くなっている．医歯薬系では，
所属する大学の地域貢献について，相対的に消極的な評価をしているようである．ただし，
ここでも他の要因も考えられるため，重回帰分析を行った（補表 4）．独立変数としては，
年齢・職階・性差を考慮して，「40 歳以上ダミー」「教授ダミー」「女性ダミー」を投入し，
研究領域における違いを考慮して各研究領域のダミー変数，学立地による違いをみるため
各大学立地ダミーを，さらに自身が行っている活動である「社会的活動スコア（総合）」と
「全国区活動スコア」を投入した．従属変数は「地域貢献意識スコア」である． 
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補表 4 地域貢献意識スコア 
 非標準化係数 非標準化係数 非標準化係数
B ﾍﾞｰﾀ B ﾍﾞｰﾀ B ﾍﾞｰﾀ
(定数) 31.634 *** 30.303 *** 32.607 ***
40歳以上ﾀﾞﾐｰ 1.274 0.051 2.338 0.070 1.175 0.054
教授ﾀﾞﾐｰ 1.916 0.098 ** 1.883 0.097 + 2.009 0.098 *
女性ﾀﾞﾐｰ 1.969 0.066 * 3.464 0.109 * 1.288 0.046
社会科学ﾀﾞﾐｰ -1.716 -0.067 + -3.641 -0.153 * 0.133 0.005
理学系ﾀﾞﾐｰ -0.078 -0.002 -0.862 -0.017 0.177 0.005
工学系ﾀﾞﾐｰ 0.150 0.006 0.414 0.020 -0.077 -0.003
農学系ﾀﾞﾐｰ 1.672 0.024 1.550 0.028 1.590 0.018
教育学ﾀﾞﾐｰ 1.390 0.037 3.141 0.106 + -2.183 -0.046
医歯薬学系ﾀﾞﾐｰ -4.167 -0.190 *** -2.688 -0.105 + -4.637 -0.229 ***
総合系ﾀﾞﾐｰ -1.831 -0.025 -2.365 -0.039 -0.988 -0.012
郊外ﾀﾞﾐｰ 0.441 0.019 1.002 0.043 -0.086 -0.004
地方都市大学ﾀﾞﾐｰ 3.729 0.175 *** 2.888 0.150 * 4.597 0.199 ***
学園都市ﾀﾞﾐｰ 4.250 0.185 *** 3.482 0.155 * 4.707 0.208 ***
社会的活動(総合）スコア 0.299 0.102 ** 0.296 0.067 0.238 0.039
全国区活動スコア 0.221 0.039 0.364 0.071 -0.119 -0.017
現職在職年数 -0.046 -0.047 -0.035 -0.038 -0.057 -0.055
決定係数
調整済み決定係数
F値
N
5.976
682
活動Lのみ
標準化係数 標準化係数 標準化係数
全体 活動Hのみ
0.126
0.105
0.112
0.082
3.705
485
0.135
0.123
11.179
1167
注：従属変数：地域貢献意識スコア．ダミー変数の基準値は本論と同様．有意水準；+；10%，*；5%，**；1%，***；0.1%  
 
 補表４の「全体」は，回答者全体を対象として，自分の大学が地域社会に貢献している
か否かの評価に対し，どの変数が影響を及ぼしているかを分析したものである．分析の結
果，有意である変数は「教授ダミー」「女性ダミー」「社会科学ダミー」「医歯薬ダミー」「地
方都市ダミー」「学園都市ダミー」「社会的活動スコア」となった． 
地方都市大学や学園都市大学は，都心大学に比べ，地域社会における社会的活動が盛ん
であり，大学教員もその実態を反映した評価意識を持っているということができる．また，
社会的活動スコアが正の効果をもち，自分自身が活動していると大学の貢献についても評
価する傾向があることがわかる．教授ダミーが正で有意であり，職階が上がるほど，大学
が地域社会に対して貢献していると評価する意識をもつようである．女性ダミーも正で有
意であるが，これは，地方都市大学に女性が多いことと関連しているのかもしれない． 
 研究領域に着目すると，社会科学ダミーと医歯薬ダミーは，どちらも負で有意となって
いる．研究領域ダミーの基準値は人文科学であり，効果は，その比較でみる必要がある．
社会科学系は人文科学系よりも社会的活動が活発であることから，活発に活動している教
員が，そうでない教員と比較している可能性がある．医歯薬系については，社会的活動ス
コアは人文科学よりも低いが，日常の活動自体が社会的活動であるため，自分自身は一生
懸命活動しているが，大学自体はそうでもないという評価をしているのであろう．実際，
本論で定義した「活動 H」「活動 L」のそれぞれについて重回帰分析を試みたが，いずれの
区分においても，医歯薬系は負で有意であった．この結果からも，医歯薬系では大学の地
域貢献に対する評価が低いことがうかがえる． 
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４．地域社会との関わり・余暇活動との関係 
最後に，医歯薬系教員の地域社会との関わりおよび余暇活動について分析する．補表 5
には，医歯薬系の地域への関わりスコアと余暇活動スコアを示した． 
 
補表 5 地域への関わりスコアおよび余暇活動スコア 
地域  地域への関わりスコア 余暇活動スコア
平均値 7.23 9.44
医歯薬以外 N 982 966
標準偏差 4.51 4.69
平均値 6.50 8.64
医歯薬 N 348 349
標準偏差 4.26 4.68
平均値 7.04 9.23
合計 N 1330 1315
標準偏差 4.46 4.70
Sig. ** **
注：有意水準：**；1%  
他の研究領域と比較すると，医歯薬系では地域への関わりや余暇活動が少ない傾向が認
められる．しかしながら，ここでも他の変数が影響している可能性があることを考慮して，
重回帰分析を行った．その結果を補表６に示した． 
 
補表 6 地域への関わり・余暇活動の重回帰分析（医歯薬系） 
 非標準化係数 標準化係数 非標準化係数 標準化係数
B ﾍﾞｰﾀ B ﾍﾞｰﾀ
(定数) 2.086 * 4.422 ***
40歳以上ﾀﾞﾐｰ 0.914 0.086 1.327 0.115 +
教授ﾀﾞﾐｰ -2.453 -0.233 *** -2.023 -0.179 **
女性ﾀﾞﾐｰ -1.710 -0.135 * 0.802 0.058
授業・実習のコマ数（週） 0.038 0.073 0.072 0.129 *
学術誌の掲載論文数（年） 0.027 0.033 -0.001 -0.002
郊外ﾀﾞﾐｰ 1.239 0.123 -0.154 -0.014
地方都市大学ﾀﾞﾐｰ 1.530 0.148 * -0.165 -0.015
学園都市ﾀﾞﾐｰ 1.725 0.177 * 0.970 0.093
社会的活動(総合）スコア 0.527 0.331 *** 0.357 0.210 **
全国区活動スコア -0.018 -0.007 0.282 0.107
余暇活動促進スコア 0.061 0.077 0.066 0.077
現職在職年数 0.028 0.057 0.000 -0.001
決定係数
調整済み決定係数
F値
N
注：有意水準；+；10%，*；5%，**；1%，***；0.1%
地域への関わりスコア 余暇活動スコア
0.201
0.162
5.18
260
0.138
0.096
3.286
260
 
 
まず「地域への関わり」についてみると，有意であった変数は，「教授ダミー」「女性ダ
ミー」「地方都市ダミー」「学園都市ダミー」「社会的活動スコア」である．教授ダミーが負
で有意であるということは，職階が上がるほど地域社会の身近な人との付き合いが減って
しまうことを意味する．また，女性も負で有意であり，女性の大学教員は近所付き合いな
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どの関わりに積極的でないことを意味するのかもしれない．また，「地方都市大学ダミー」
「学園都市大学ダミー」が正で有意だが，これは社会的活動が活発な大学立地であり，そ
のことが医歯薬系でも現れていると考えられる．注目されるのは，社会的活動スコアが正
で有意で，影響力も大きい点である．この理由は，他の研究領域と同様であろう．つまり，
日常の業務で大学外の活動が多い教員は，地域との関わりも密接になるということである． 
 次に，「余暇活動」についてみていこう．有意であった変数は「40 歳以上ダミー」「教授
ダミー」「コマ数」「社会的活動スコア」である．このうち負であるのは「教授ダミー」の
みである．職階が上がると余暇活動をおこなう時間的余裕がなくなってくるのだろうか．
この傾向は，他の研究領域とも共通する．授業コマ数が正で有意であるのは，授業を担当
している場合は，授業以外の医歯薬系特有の業務（診療など）が少ないことを意味するの
であろう．有意水準 10%ではあるが，40 歳以上ダミーが正の効果を持つのは，医歯薬系
においても，この年代になると立場が安定して余暇活動を行いやすくなっていることを示
唆する．社会的活動スコアが正で有意であり，どの変数よりも効果が大きい点は，地域へ
の関わりと同様であり，他の研究領域とも共通である．研究領域にかかわらず，社会的活
動は地域社会との関係を密にし，家庭や大学の外での余暇活動をおこないやすくする効果
をもつと考えられる． 
 
５．まとめ 
以上，社会的活動を中心として医歯薬系の特徴をみてきた．主な知見を以下にまとめる． 
① 授業コマ数・論文数・社会的活動・全国区活動いずれもχ2 乗のような分布をしてい
ることから，これらの活動に外的な要因があまり影響していない集団である． 
② 医歯薬系では，大学立地によって社会的活動が異なる傾向はみられない．これは，医
歯薬系の日常業務が他の研究領域とは全く異質であることを示唆するものである． 
③ 他の研究領域と共通の設問のみからみると，医歯薬系では社会的活動をあたかも行っ
ていないような傾向が見出される． 
④ 医歯薬系における日常的な活動が社会的活動そのものであり，ある意味では最も地域
に貢献している集団であることと，大学の地域貢献に対する評価を厳しくしているこ
ととの間には，何らかの関係性が存在する可能性がある． 
⑤ 医歯薬系の日常は，決して時間的ゆとりのあるものではないと推測される．これは，
各個人の社会的活動や余暇活動の頻度が，他の研究領域より少なく，こうした活動の
ための時間を捻出するのが困難であることがうかがわれるためである． 
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大学教員の生活実態に関する調査 
 
 
 
  
この調査は、全国の大学教員の方々に、主に地理的な活動範囲に焦点を当て
てその生活実態をお伺いするものです。この調査は、日本学術振興会による科
学研究費による学術目的の研究であり、大学教員の正確な生活実態、特に、現
在の大学と社会を取り巻く環境が大学教員の勤務のあり方やライフスタイルに
与えている影響を全国的に広く調査・解明することを通じて、大学の教員生活
の質の向上や、学外との良好な関係作りに役立つビジョンが示せればよいと考
えております。この結果が直接行政や大学経営に利用されることはありません。
ご回答いただきました調査の結果は統計的に処理し、個人が特定されること
はございません。普段の生活実感に基づいて、率直な回答をいただければと存
じます。 
 お忙しいなか申し訳ございませんが、ご回答いただきましたアンケートは、
同封の返信封筒（切手不要）をご利用いただき、6 月 30 日までにご投函くださ
いますようお願いいたします。ご不明な点などございましたら、下記の問い合
わせ先までお問い合わせください。ご理解・ご協力をお願い申しあげます。 
 
2006 年 6 月 「大学教員の生活実態に関する調査」研究会 
代表 東京大学社会科学研究所助教授 佐藤香 
大学評価・学位授与機構助教授 米澤彰純 
 
問い合わせ先（担当：米澤） 
 電子メール    yonezawa@niad.ac.jp 
 問い合わせ用電話 070-5557-8392 
                                         FAX  042-353-1863 
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Ⅰ．はじめに、あなたのお仕事や職場についてうかがいます。 
 
問1 あなたの研究領域について、もっともあてはまる番号１つに○印をつけてください。 
 
1．人文科学系 2．社会科学系 3．理学系 4．工学系 5．農学系 
6．医歯薬学系 7．教育学系・教員養成系 8．総合科学系  
9．その他(具体的にお答えください                        )
 
問2 現在お勤めの大学の所在地について、お答えください。 
 
都道府県名  市町村名  
 
問3 現在お勤めの大学での在職年数をご記入ください。               年 
また、専任の大学教員になられてからの年数をご記入ください。         年 
 
問4 現在お勤めの大学は、あなたの出身大学または大学院ですか。あてはまる番号に○印
をつけてください。 
                    １．はい ２．いいえ 
 
問5 あなたの以下の事柄について、都道府県・市町村名をお答えください。海外の場合は、
国と地名（都市名）などをお書きください。 
 
 都道府県名 市区町村名 
A. 中学卒業時の中学所在地   
B. 高校卒業時の高校所在地   
C. 学部卒業時の大学所在地   
D. 大学院（最終）の大学所在地   
E. 初職の勤務地    
 
問6 大学・大学院を卒業されてから、初めて就かれた常勤の職はどのような職業ですか。
もっともあてはまる番号１つに○印をつけてください。 
 
1．大学・短大の教育研究職 2．研究所・企業等の研究職 3．小・中・高校の教員 
4．教育研究職以外の公務員 5．民間企業 6．団体職員 
7．自営業 8．その他（具体的に             ） 
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問7 現在のあなたの職階について、もっともあてはまる番号１つに○印をつけてください。 
 
1．教授 2．特任教授 3．客員教授 4．助教授・准教授 
5．客員助（准）教授 6．専任・常勤講師 7．助手 8．副手・特任助手 
9．その他（具体的に                              ）
        
問8 現在の職場で、理事・学部長・学科主任など、何らかの役職に就かれていますか。一
番重要と思われる役職名をお答えください。 
役職名  
 
問9 あなたの昨年度（2005 年度）の教育研究活動についてうかがいます。本務校への出
勤日数・担当授業時間数についてお答えください。兼任などで出勤するキャンパスが
複数にわたる場合も、本務校（大学）であれば「出勤日」としてください。また、研
究成果の発表について学術誌（紀要を含む）への昨年度掲載論文数をお答えください。 
 
A. 学期中の出勤日数              週      日 
    B. 夏休み・春休みなど長期休業中の出勤日数   週      日 
C. 授業・実習などのコマ数             週      コマ 
D. 他大学の非常勤（集中講義は１コマと数えます） 週      コマ 
 D. 学術誌（紀要を含む）の掲載論文数    年       本 
 
問10 あなたは、出張を年間何日程度なさっていますか。日帰り出張を含みます。他大学の
非常勤講師は含みません。 
    A．海外出張           年間      日程度  
    B．国内出張           年間      日程度 
 
問11 あなたは、次の活動をなさっていますか。されている場合は、その活動についてあて
はまるものすべてに○印をつけてください。  
 
 海外 全国 近隣
都道
府県
同一 
都道 
府県 
同一 
市区 
町村 
して
いな
い 
A．産業界との連携 1 2 3 4 5 6 
B．研究フィールド（対象）との関わり 1 2 3 4 5 6 
C．他大学などの非常勤講師（集中講義含む） 1 2 3 4 5 6 
D．学会・研究会活動（発表を含みます） 1 2 3 4 5 6 
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問12 あなたは、これまでに新聞やテレビ・ラジオなどメディアの取材を受けたことがあ
りますか。あるものすべてに○印をつけてください。 
 
1．全国紙・通信社 2．地元新聞 3．業界新聞・誌 
4．全国雑誌 5．地方雑誌 6．全国テレビ・ラジオ 
7．地元テレビ・ラジオ 8．その他（具体的に                ）
 
問13 次の施設は、学内や大学の近くにありますか？ない場合、近くにあってほしいと思
いますか。もっともあてはまる番号１つに○印をつけてください。 
 
 ある ないが、近くに 
あってほしい 
ないが、 
必要ない 
A．大きな書店 1 2 3 
B．家電量販店 1 2 3 
C．ホームセンター 1 2 3 
D．映画館 1 2 3 
E．美術館 1 2 3 
F．劇 場  1 2 3 
G．英会話スクール  1 2 3 
H．カフェ・喫茶店 1 2 3 
I．バー・パブ 1 2 3 
J．居酒屋 1 2 3 
K．カラオケ 1 2 3 
L．散歩できる公園 1 2 3 
M．託児所、保育園 1 2 3 
N．郵便局 1 2 3 
O．銀行/ATM 1 2 3 
P．飲食店 1 2 3 
Q．百貨店 1 2 3 
R．レンタルビデオショップ 1 2 3 
S．スポーツジム 1 2 3 
T．学生と会わない場所 1 2 3 
U．教員用ラウンジ、ファカルティ・クラブ 1 2 3 
V．その他 学内・大学周辺にあってほしいものは何ですか？具体的にお答えください。 
（                                      ） 
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Ⅱ．あなたの大学と地域とのつながりについておうかがいします。 
 
問14 あなたの勤務されている大学は地域社会に対して、以下の点で貢献していると思い
ますか。あなた自身のご意見として、それぞれもっともあてはまる番号１つに○印
をつけてください。 
 
 そう思う
 
ややそう思う
 
どちらともいえない
 
あまりそう思わない
 
そう思わない
 
A．地域社会に積極的にかかわっている 1 2 3 4 5 
B．地域の文化活動（音楽・スポーツ含む）に貢献している 1 2 3 4 5 
C．大学としての消費が地域経済に効果をもたらしている 1 2 3 4 5 
D．民間企業と技術開発などの連携をしている 1 2 3 4 5 
E．地域の市民活動・啓蒙活動に貢献している 1 2 3 4 5 
F．卒業生が地域社会で活躍している 1 2 3 4 5 
G．地域の高校の進学先として貢献している 1 2 3 4 5 
H．地域の小中高校の学習を支援している 1 2 3 4 5 
I．図書館など施設を開放して貢献している 1 2 3 4 5 
J．社会人学生の受け入れなどに貢献している 1 2 3 4 5 
K．留学生の受け入れなどに貢献している 1 2 3 4 5 
L．市民の散歩道や憩いの場になっている 1 2 3 4 5 
M．緑などの環境維持に貢献している 1 2 3 4 5 
N．観光名所として貢献している 1 2 3 4 5 
 
問15 あなたは、地域社会との関係がある学内の委員会の委員をされていますか。されて
いる場合、一番重要と思われる委員会の名称と役職をご記入ください。 
 
1．していない   
2．している → a．委員会の名称  
 b．学内での委員会での役職名  
 
 
 
179 
 
問16 あなた自身は、現在の勤務先で次の活動をなさったことがありますか。それぞれあ
てはまる番号１つに○印をつけてください。 
 経験あり 経験なし 
A．公開講座・出前講義（市民対象） 1 2 
B．公開講座・出前講義（小・中・高校対象） 1 2 
C．公開講座・出前講義（自治体・行政対象） 1 2 
D．学生募集のための活動・オープンキャンパスへの参加 1 2 
E．大学が所在する地域内での大学の同窓会との付き合い 1 2 
F．大学が所在する地域外での大学の同窓会との付き合い 1 2 
G．学生の就職先の企業を開拓する 1 2 
H．学生の就職活動を支援する 1 2 
I．学生のインターンシップ・実習先との付き合い  1 2 
J．地方公共団体、地域の団体などの有識者・委員  1 2 
 
問17 あなたの勤務されている大学は、地域社会からみてどのように評価されていると思
いますか。それぞれもっともあてはまる番号１つに○印をつけてください。 
 
 そう思う
 
ややそう思う
 
どちらともいえない
 
あまりそう思わない
 
そう思わない
 
A．地域社会に必要だと思われている  1 2 3 4 5 
B．地域の文化活動（音楽・スポーツ等）を活性化している 1 2 3 4 5 
C．地域の経済活動を活性化している 1 2 3 4 5 
D．地域の産業界を活性化している 1 2 3 4 5 
E．地域の市民活動・啓蒙活動を活性化している 1 2 3 4 5 
F．卒業生が地域社会で活躍している 1 2 3 4 5 
G．地域の進学先として役立っている 1 2 3 4 5 
H．地域の小中高校の学習を支援している 1 2 3 4 5 
I．図書館など施設が地域に利用されている 1 2 3 4 5 
J．地域の生涯学習に貢献している 1 2 3 4 5 
K．地域の国際化に役立っている 1 2 3 4 5 
L．散歩道や憩いの場になっている 1 2 3 4 5 
M．緑などの環境維持に貢献している 1 2 3 4 5 
N．観光名所になっている 1 2 3 4 5 
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Ⅲ．あなたや御家族の日常生活についておうかがいします。 
 
問 18 あなた自身の余暇活動について、お尋ねします。それぞれもっともあてはまる番号
１つに○印をつけてください。 
 
 週一回以上
 
月一回以上
 
年一回以上
 
数年に一回以上
 
ほとんどおこなわないい
A．社会的活動（ボランティア・国際協力・NPO 等）へ参
加する 
1 2 3 4 5 
B．スポーツやアウトドア活動をする 1 2 3 4 5 
C．パチンコやカラオケにいく 1 2 3 4 5 
D．お菓子作りやパン作りをする 1 2 3 4 5 
E．ガーデニング・家庭菜園などをおこなう 1 2 3 4 5 
F．地域の行事（祭りなど）に参加する 1 2 3 4 5 
G．観劇・コンサートにいく 1 2 3 4 5 
H．市民講座や大学の公開講座を受講する 1 2 3 4 5 
I． 美術館・博物館にいく 1 2 3 4 5 
 
問 19 あなたと配偶者・パートナーの方は、地域社会において次のようなことをしています
か。以下の５つの活動について、あなたと配偶者・パートナーそれぞれ、している活
動すべての記号に○をつけてください。（配偶者・パートナーがいらっしゃらない場
合は、ご自身についてのみお答えください） 
 
 ご自身 配偶者 
A．町内会などの役員をしている。 1 2 
B．子ども・孫の学校関係の役員（PTA など）をしている 1 2 
C．子ども・孫の友達の家族と家族ぐるみのつきあいをしている 1 2 
D．地域のお祭りやイベントの企画や運営に参加している 1 2 
E．近所の人と趣味の集まりをする 1 2 
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問 20 あなたと地域とのかかわりについて、それぞれもっともあてはまる番号１つに○印を
つけてください。 
 あてはまる
 
ややあてはまる
 
どちらともいえない
 
あまりあてはまらない
 
あてはまらない
 
A．私は地域とのかかわりに熱心だ 1 2 3 4 5 
B．大学の近隣の人とのつきあいはよくするほうだ 1 2 3 4 5 
C．大学の周りの店や近隣の人と顔見知りだ 1 2 3 4 5 
D．住んでいる場所での近所づきあいはよくするほうだ 1 2 3 4 5 
E．買い物などに出かけると知り合いによく会う 1 2 3 4 5 
F．現在住んでいる地域に住み続けたい 1 2 3 4 5 
G．現在住んでいる家と同じ地域内で転居したい 1 2 3 4 5 
H．現在住んでいる家から違う地域に転居したい 1 2 3 4 5 
I．地域の政治家・有力者とのつきあいがある 1 2 3 4 5 
J．大学以外の地域の文化人とのつきあいがある 1 2 3 4 5 
K．勤務している大学の卒業生・同窓会とつきあいがある 1 2 3 4 5 
 
問21 あなたご自身と配偶者・パートナーの主たる居住地をお答えください。 
     
配偶者・パートナーはいない (←該当する場合、○で囲んでください) 
 
あなたご自身 都道府県名  市区町村名  
配偶者・パートナー 都道府県名  市区町村名  
 
問22 あなたの主たるお住まい(学期中に最も長く住んでいる場所)について、あてはまる
ものに○をつけてください。 
 
1．大学の宿舎・寮、官舎 2．自分の持ち家・マンション 3．借家・賃貸マンション 
4．親の家、配偶者の家など 5．その他（具体的に                 ）
 
問23 問 22で選択されたお住まいでの居住年数と大学までの通勤時間をご記入ください。 
 
（ア）居住年数          年  （イ）通勤時間         分 
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問24 現在、居住されている地域についてどう思われますか。また、現在、勤務されて
いる大学の環境についてはいかがですか？居住地域・大学各々について、それぞれもっ
ともあてはまる番号１つに○印をつけてください。 
 
 居住地域 大学 
 あてはまる
 
ややあてはまる
 
どちらともいえない
 
あまりあてはまらない
 
あてはまらない
 
あてはまる
 
ややあてはまる
 
どちらともいえない
 
あまりあてはまらない
 
あてはまらない
 
A．自然に恵まれている 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 
B．にぎやかだ 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 
C．文化的だ 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 
D．庶民的だ 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 
E．開放的だ 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 
F．若者が多い 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 
G．高齢者が多い 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 
H．交通の便がよい 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 
I．治安がよい 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 
K. 都市的だ 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 
L．買い物に便利だ 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 
M．近所付き合いが多い 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 
N．匿名性が高い 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 
O．文教地区だ 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 
P．商業地区だ 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 
Q．工業地区だ 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 
R．農業地区だ 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 
S．住宅街だ 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 
 
問25 あなたは、お住まいおよび大学の近隣地域に、愛着を感じていますか。それぞれ
もっともあてはまる番号１つに○印をつけてください。 
 
 感じている 少しは感じている あまり感じていない 感じていない 
A. お住まい 1 2 3 4 
B. 大学の近隣地域 1 2 3 4 
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問26 問 24 で選択されたお住まいで、現在同居されている方はいらっしゃいますか。 
 
A． 同居者がいる （あてはまるものすべてに○印をつけてください。） 
 
   ①配偶者・パートナー 
②子ども（社会人 大学生 高校生 中学生 小学生 幼稚園・保育所 その他） 
③孫  （社会人 大学生 高校生 中学生 小学生 幼稚園・保育所 その他） 
   ④親・配偶者の親   ⑤その他 
 
  B．同居者はいない 
 
問27 もしも、現在住んでいる場所から転居するとしたら、どのようなところに住みた
いですか。次のなかからもっともあてはまる番号１つに○印をつけてください。 
 
1．大都市 2．大都市郊外 3．中規模の都市 4．農山漁村部 5．その他 
 
問28 配偶者・パートナーのお仕事は、以下のどれにあたりますか。次のなかからもっ
ともあてはまる番号１つに○印をつけてください。 
 
1．有職（フルタイム） 2．パートタイム 3．無職 
 
問29 あなたの性別と年齢をご回答ください。 
 
     女・男         歳 
 
問30 その他、大学教員のあり方について、ご自由にご意見をお書きください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ご協力ありがとうございました！ 
問１　研究領域
ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 人文科学系 201 14.9
2 社会科学系 247 18.3
3 理学系 89 6.6
4 工学系 276 20.4
5 農学系 29 2.1
6 医歯薬学系 354 26.2
7 教育学系・教員養成系 104 7.7
8 総合科学系 27 2.0
9 その他 23 1.7
計 1350 100.0
欠損値 99 無回答 2
合計 1352  
付問1〔自由記述（9）〕
ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 書き込みなし 1 4.3
1 書き込みあり 22 95.7
計 23 10
欠損値 88 非該当 1329
合計 1352
0.0
 
 
問2A　大学所在地（都道府県）
ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ 24 三重県 2 0.1
1 北海道 2 0.1 25 滋賀県 0 0.0
2 青森県 1 0.1 26 京都府 0 0.0
3 岩手県 2 0.1 27 大阪府 0 0.0
4 宮城県 1 0.1 28 兵庫県 1 0.1
5 秋田県 14 1.0 29 奈良県 0 0.0
6 山形県 132 9.8 30 和歌山県 0 0.0
7 福島県 0 0.0 31 鳥取県 1 0
8 茨城県 182 13.5 32 島根県 0 0.0
9 栃木県 1 0.1 33 岡山県 0 0
10 群馬県 0 0.0 34 広島県 106 7.9
11 埼玉県 0 0.0 35 山口県 10 0.7
12 千葉県 6 0.4 36 徳島県 0 0.0
13 東京都 538 39.9 37 香川県 34 2.5
14 神奈川県 105 7.8 38 愛媛県 22 1.6
15 新潟県 0 0.0 39 高知県 0 0.0
16 富山県 0 0.0 40 福岡県 55 4.1
17 石川県 25 1.9 41 佐賀県 0 0.0
18 福井県 0 0.0 42 長崎県 0 0.0
19 山梨県 0 0.0 43 熊本県 103 7.6
20 長野県 0 0.0 44 大分県 0 0.0
21 岐阜県 0 0.0 45 宮崎県 0 0.0
22 静岡県 5 0.4 46 鹿児島県 0 0.0
23 愛知県 1 0.1 47 沖縄県 0 0.0
計 1349 100.0
欠損値 99 無回答 3
合計 1352
.1
.0
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問3A　現職在職年数
ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ 14 33 2.5
実数記入 0 2 0.1 15 40 3.0
0.2 1 0.1 16 26 1.9
0.25 5 0.4 16.5 1 0
0.3 1 0.1 17 19 1.4
1 65 4.9 18 46 3.4
1.2 1 0.1 19 20 1.5
1.25 1 0.1 20 52 3.9
1.3 1 0.1 21 13 1.0
1.5 9 0.7 22 22 1.6
2 88 6.6 23 22 1.6
2.25 1 0.1 24 16 1.2
2.5 3 0.2 25 25 1.9
3 80 6.0 26 22 1.6
3.5 3 0.2 27 18 1.3
4 77 5.8 28 22 1.6
5 64 4.8 29 16 1.2
5.2 1 0.1 30 33 2.5
6 73 5.5 31 11 0.8
7 46 3.4 32 7 0
8 46 3.4 33 13 1.0
8.5 1 0.1 34 13 1.0
9 34 2.5 35 15 1.1
9.6 1 0.1 36 13 1.0
10 69 5.2 37 6 0
10.3 1 0.1 38 10 0.7
11 33 2.5 39 5 0
12 42 3.1 40 3 0
12.5 1 0.1 41 2 0
13 43 3.2 42 1 0
計 1338 100.0
欠損値 999 無回答 14
合計 1352
.1
.5
.4
.4
.2
.1
.1
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問3B　専任教員年数
ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ 17 26 2.0
実数記入 0 4 0.3 17.3 1 0
1 40 3.0 18 41 3.1
1.2 1 0.1 19 22 1.7
1.25 1 0.1 20 40 3.0
1.3 1 0.1 21 15 1.1
1.5 3 0.2 22 24 1.8
2 57 4.3 23 25 1.9
2.5 3 0.2 24 27 2.0
3 49 3.7 25 42 3.2
3.25 1 0.1 26 34 2.6
3.5 3 0.2 27 30 2.3
4 56 4.2 28 25 1.9
5 61 4.6 29 19 1.4
6 53 4.0 30 49 3.7
6.5 2 0.2 31 17 1.3
7 44 3.3 32 17 1.3
8 43 3.3 33 20 1.5
8.5 1 0.1 34 17 1.3
9 33 2.5 35 22 1.7
9.6 1 0.1 36 10 0.8
10 65 4.9 37 12 0.9
11 33 2.5 38 11 0.8
12 36 2.7 39 5 0
13 42 3.2 40 4 0
14 36 2.7 41 2 0
15 56 4.2 42 1 0
16 34 2.6 44 1 0
16.5 1 0.1 45 1 0
計 1320 100.0
欠損値 999 無回答 32
合計 1352
.1
.4
.3
.2
.1
.1
.1
 
 
 
問4　現職は出身大か
ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 はい 573 42.5
2 いいえ 776 57.5
計 1349 100.0
欠損値 99 無回答 3
合計 1352
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 問5AA　中学所在地（都道府県）ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 北海道 30 2.3 30 和歌山県 6 0.5
2 青森県 16 1.2 31 鳥取県 5 0.4
3 岩手県 10 0.8 32 島根県 10 0.8
4 宮城県 28 2.1 33 岡山県 16 1.2
5 秋田県 12 0.9 34 広島県 27 2.0
6 山形県 39 2.9 35 山口県 29 2.2
7 福島県 16 1.2 36 徳島県 7 0.5
8 茨城県 24 1.8 37 香川県 22 1.7
9 栃木県 18 1.4 38 愛媛県 11 0.8
10 群馬県 11 0.8 39 高知県 5 0.4
11 埼玉県 28 2.1 40 福岡県 72 5.4
12 千葉県 38 2.9 41 佐賀県 11 0.8
13 東京都 313 23.5 42 長崎県 9 0.7
14 神奈川県 115 8.6 43 熊本県 28 2.1
15 新潟県 28 2.1 44 大分県 11 0.8
16 富山県 11 0.8 45 宮崎県 8 0.6
17 石川県 10 0.8 46 鹿児島県 24 1.8
18 福井県 5 0.4 47 沖縄県 4 0.3
19 山梨県 6 0.5 51 アメリカ 3 0.2
20 長野県 21 1.6 54 インドネシア 1 0.1
21 岐阜県 16 1.2 55 オーストラリア 1 0.1
22 静岡県 20 1.5 57 カナダ 1 0.1
23 愛知県 31 2.3 58 韓国 1 0.1
24 三重県 19 1.4 60 中国 7 0.5
25 滋賀県 6 0.5 61 ドイツ 2 0.2
26 京都府 16 1.2 62 フランス 1 0.1
27 大阪府 59 4.4 63 ロシア 1 0.1
28 兵庫県 51 3.8 64 フィリピン 1 0.1
29 奈良県 9 0.7 77 海外 1 0.1
計 1331 100.0
欠損値 99 無回答 21
合計 1352
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 問5BA　高校所在地（都道府県）ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ 29 奈良県 10 0.8
1 北海道 32 2.4 30 和歌山県 6 0
2 青森県 16 1.2 31 鳥取県 6 0
3 岩手県 11 0.8 32 島根県 8 0
4 宮城県 25 1.9 33 岡山県 15 1.1
5 秋田県 14 1.1 34 広島県 29 2.2
6 山形県 39 2.9 35 山口県 29 2.2
7 福島県 16 1.2 36 徳島県 7 0
8 茨城県 22 1.7 37 香川県 21 1.6
9 栃木県 19 1.4 38 愛媛県 11 0.8
10 群馬県 8 0.6 39 高知県 5 0
11 埼玉県 29 2.2 40 福岡県 75 5.6
12 千葉県 30 2.3 41 佐賀県 11 0.8
13 東京都 316 23.7 42 長崎県 11 0.8
14 神奈川県 124 9.3 43 熊本県 27 2.0
15 新潟県 26 2.0 44 大分県 11 0.8
16 富山県 11 0.8 45 宮崎県 8 0
17 石川県 10 0.8 46 鹿児島県 22 1.7
18 福井県 6 0.5 47 沖縄県 4 0
19 山梨県 6 0.5 51 アメリカ 4 0.3
20 長野県 22 1.7 52 イギリス 1 0.1
21 岐阜県 15 1.1 54 インドネシア 1 0.1
22 静岡県 18 1.4 55 オーストラリア 1 0.1
23 愛知県 31 2.3 57 カナダ 1 0.1
24 三重県 16 1.2 58 韓国 1 0.1
25 滋賀県 5 0.4 60 中国 7 0.5
26 京都府 21 1.6 61 ドイツ 2 0.2
27 大阪府 58 4.4 62 フランス 1 0.1
28 兵庫県 51 3.8 64 フィリピン 1 0.1
計 1333 100.0
欠損値 99 無回答 19
合計 1352
.5
.5
.6
.5
.4
.6
.3
 
 問5CA　大学所在地（都道府県）ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ 28 兵庫県 15 1.1
1 北海道 28 2.1 29 奈良県 2 0
2 青森県 3 0.2 30 和歌山県 1 0
3 岩手県 6 0.5 31 鳥取県 0 0
4 宮城県 44 3.3 32 島根県 3 0
5 秋田県 5 0.4 33 岡山県 5 0
6 山形県 44 3.3 34 広島県 50 3.8
7 福島県 4 0.3 35 山口県 6 0
8 茨城県 70 5.3 36 徳島県 2 0
9 栃木県 3 0.2 37 香川県 8 0
10 群馬県 4 0.3 38 愛媛県 3 0
11 埼玉県 9 0.7 39 高知県 1 0
12 千葉県 24 1.8 40 福岡県 63 4.7
13 東京都 616 46.3 41 佐賀県 2 0
14 神奈川県 65 4.9 42 長崎県 3 0
15 新潟県 18 1.4 43 熊本県 31 2.3
16 富山県 6 0.5 44 大分県 1 0
17 石川県 8 0.6 45 宮崎県 0 0
18 福井県 2 0.2 46 鹿児島県 5 0
19 山梨県 0 0.0 47 沖縄県 2 0
20 長野県 5 0.4 51 アメリカ 5 0.4
21 岐阜県 3 0.2 52 イギリス 1 0.1
22 静岡県 7 0.5 55 オーストラリア 1 0.1
23 愛知県 21 1.6 57 カナダ 1 0.1
24 三重県 1 0.1 58 韓国 1 0.1
25 滋賀県 0 0.0 60 中国 8 0.6
26 京都府 60 4.5 61 ドイツ 1 0.1
27 大阪府 52 3.9 62 フランス 1 0.1
計 1330 100.0
欠損値 99 無回答 22
合計 1352
.2
.1
.0
.2
.4
.5
.2
.6
.2
.1
.2
.2
.1
.0
.4
.2
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 問5DA　大学院所在地（都道府県）ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ 29 奈良県 1 0
1 北海道 16 1.4 30 和歌山県 0 0
2 青森県 2 0.2 31 鳥取県 0 0
3 岩手県 1 0.1 32 島根県 1 0
4 宮城県 46 4.0 33 岡山県 1 0
5 秋田県 1 0.1 34 広島県 54 4.7
6 山形県 24 2.1 35 山口県 4 0
7 福島県 1 0.1 36 徳島県 1 0
8 茨城県 69 6.0 37 香川県 0 0
9 栃木県 1 0.1 38 愛媛県 0 0
10 群馬県 1 0.1 39 高知県 0 0
11 埼玉県 3 0.3 40 福岡県 53 4.6
12 千葉県 10 0.9 41 佐賀県 3 0
13 東京都 551 48.0 42 長崎県 1 0
14 神奈川県 52 4.5 43 熊本県 24 2.1
15 新潟県 9 0.8 44 大分県 0 0.0
16 富山県 1 0.1 45 宮崎県 0 0.0
17 石川県 3 0.3 46 鹿児島県 0 0.0
18 福井県 0 0.0 47 沖縄県 0 0
19 山梨県 0 0.0 51 アメリカ 35 3.0
20 長野県 0 0.0 52 イギリス 5 0.4
21 岐阜県 2 0.2 53 イスラエル 1 0.1
22 静岡県 1 0.1 55 オーストラリア 1 0.1
23 愛知県 27 2.4 56 オランダ 1 0.1
24 三重県 1 0.1 58 韓国 1 0.1
25 滋賀県 0 0.0 60 中国 2 0.2
26 京都府 53 4.6 61 ドイツ 6 0.5
27 大阪府 60 5.2 62 フランス 3 0.3
28 兵庫県 14 1.2 66 オーストリア 1 0.1
計 1148 100.0
欠損値 99 無回答 204
合計 1352
.1
.0
.0
.1
.1
.3
.1
.0
.0
.0
.3
.1
.0
 
 問5EA　初職勤務地（都道府県）ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ 29 奈良県 3 0
1 北海道 26 2.0 30 和歌山県 4 0
2 青森県 3 0.2 31 鳥取県 2 0
3 岩手県 4 0.3 32 島根県 1 0
4 宮城県 29 2.2 33 岡山県 2 0
5 秋田県 17 1.3 34 広島県 53 4.0
6 山形県 60 4.5 35 山口県 21 1.6
7 福島県 2 0.2 36 徳島県 2 0
8 茨城県 101 7.6 37 香川県 22 1.7
9 栃木県 10 0.8 38 愛媛県 12 0.9
10 群馬県 7 0.5 39 高知県 1 0
11 埼玉県 21 1.6 40 福岡県 63 4.7
12 千葉県 16 1.2 41 佐賀県 0 0
13 東京都 469 35.2 42 長崎県 3 0
14 神奈川県 107 8.0 43 熊本県 56 4.2
15 新潟県 12 0.9 44 大分県 4 0
16 富山県 4 0.3 45 宮崎県 4 0
17 石川県 16 1.2 46 鹿児島県 4 0
18 福井県 1 0.1 47 沖縄県 6 0
19 山梨県 1 0.1 51 アメリカ 23 1.7
20 長野県 4 0.3 52 イギリス 2 0.2
21 岐阜県 2 0.2 55 オーストラリア 2 0.2
22 静岡県 4 0.3 57 カナダ 1 0.1
23 愛知県 34 2.6 58 韓国 1 0.1
24 三重県 5 0.4 60 中国 3 0.2
25 滋賀県 2 0.2 61 ドイツ 5 0.4
26 京都府 27 2.0 64 フィリピン 1 0.1
27 大阪府 33 2.5 65 トルコ 1 0.1
28 兵庫県 12 0.9 77 海外 1 0.1
計 1332 100.0
欠損値 99 無回答 20
合計 1352
.2
.3
.2
.1
.2
.2
.1
.0
.2
.3
.3
.3
.5
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問6　初めての常勤は
ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 大学・短大の教育研究職 863 63.9
2 研究所・企業等の研究職 119 8.8
3 小・中・高校の教員 45 3.3
4 教育研究職以外の公務員 91 6.7
5 民間企業 84 6.2
6 団体職員 16 1.2
7 自営業 4 0
8 その他 129 9.5
計 1351 100.0
欠損値 99 無回答 1
合計 1352
.3
 
付問6〔自由記述（8）〕
ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 書き込みなし 5 3.9
1 書き込みあり 124 96.1
計 129 100.0
欠損値 88 非該当 1223
99 無回答 0
合計 1352  
問7　現在の職階
ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 教授 622 46.0
2 特任教授 12 0.9
3 客員教授 5 0
4 助教授・准教授 392 29.0
5 客員助（准）教授 1 0
6 専任・常勤講師 173 12.8
7 助手 137 10.1
8 副手・特任助手 4 0
9 その他 6 0
合計 1352 100.0
.4
.1
.3
.4
 
付問7〔自由記述（9）〕
ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 書き込みなし 0 0.0
1 書き込みあり 6 0.4
88 非該当 1346 99.6
計 1352 100.0
欠損値 99 無回答 0
合計 1352  
問8　職場での役職
ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 理事長 1 1
2 学長 0 0
3 理事 4 4
4 副学長・学長特別補佐など 7 7
5 学部長・研究科長など 37 37.0
6 副学部長・学部長補佐など 15 15.0
7 学科長・学科主任など 125 125.0
8 病院長・図書館長など 14 14.0
9 センター長など 23 23.0
10 その他の病院や付属施設の役職 45 45.0
11 全学委員会の長 15 15.0
12 その他の役職 56 56.0
計 342 100.0
欠損値 88 非該当 346
99 無回答 664
合計 1352
.0
.0
.0
.0
 
191 
 
問9A　学期中の出勤日数（週）
ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
実数記入 0 10 0.8
1 4
2 7
3 8
3.5 2 0.2
4 173 13.2
4.5 5 0.4
5 689 52.7
5.5 24 1.8
6 267 20.4
6.5 6 0.5
7 3
計 1308 100.0
欠損値 888 非該当 1
999 無回答 43
合計 1352
0.3
0.5
5 6.5
6 2.8
 
問9B　長期休業中の出勤日数（週）
ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
実数記入 0 58 4.6
0.25 1 0.1
0.5 3 0.2
1 8
1.5 1 0.1
2 8
3 108 8.6
4 117 9.4
4.5 4 0.3
5 578 46.3
5.5 15 1.2
6 169 13.5
6.5 2 0.2
7 2
計 1249 100.0
欠損値 888 非該当 1
999 無回答 102
合計 1352
3 6.6
3 6.6
7 2.2
 
 問9C　授業実習のコマ数（週）ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ 7 114 8.8
実数記入 0 43 3.3 7.5 2 0.2
0.1 3 0.2 8 75 5.8
0.2 2 0.2 8.5 1 0.1
0.3 1 0.1 9 36 2.8
0.5 13 1.0 9.5 1 0.1
1 143 11.1 10 38 2.9
1.5 11 0.9 11 9 0
1.7 1 0.1 12 10 0.8
2 117 9.1 13 2 0.2
2.5 11 0.9 14 6 0
2.7 1 0.1 15 4
3 145 11.2 16 1 0.1
3.3 1 0.1 17 1
3.5 6 0.5 18 2
4 132 10.2 20 5 0.4
4.5 7 0.5 25 1
5 164 12.7 30 2 0.2
5.5 6 0.5 40 2
6 158 12.2 45 1 0.1
6.2 1 0.1 50 3
6.5 8 0.6 60 2
計 1292 100.0
欠損値 888 非該当 1
999 無回答 59
合計 1352
.7
.5
0.3
0.1
0.2
0.1
0.2
0.2
0.2
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問9D　非常勤コマ数（週）
ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
実数記入 0 759 62.1
0.02 1 0.1
0.1 4 0.3
0.2 1 0.1
0.25 1 0.1
0.5 6 0.5
1 2
1.5 3 0.2
2 1
2.5 1 0.1
3 3
4 1
5 7
6 2
8 6
9 1
10 2 0.2
計 1222 100.0
欠損値 888 非該当 1
999 無回答 129
合計 1352
68 21.9
08 8.8
8 3.1
4 1.1
0.6
0.2
0.5
0.1
 
 
 
 問9E　学術誌の掲載論分数（年）ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ 13 4 0.3
実数記入 0 132 10.1 14 4 0.3
0.5 6 0.5 15 13 1.0
0.7 1 0.1 16 6
1 267 20.4 17 1 0.1
1.5 2 0.2 18 2
1.6 1 0.1 19 6
2 319 24.4 20 10 0.8
3 175 13.4 21 1 0.1
4 77 5.9 22 1 0
5 105 8.0 23 1 0.1
6 44 3.4 30 5 0
7 13 1.0 36 1 0
8 20 1.5 40 1 0
9 10 0.8 50 1 0
10 57 4.4 74 1 0.1
11 6 0.5 120 1 0.1
12 13 1.0 122 1 0.1
計 1308 100.0
欠損値 888 非該当 0
999 無回答 44
合計 1352
0.5
0.2
0.5
.1
.4
.1
.1
.1
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問10A　海外出張
ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
実数記入 0 337 28.3 18 6 0.5
1 11 0.9 20 62 5.2
2 6 0.5 21 5
3 33 2.8 25 10 0.8
4 29 2.4 27 1 0
5 91 7.7 30 44 3.7
6 21 1.8 33 1 0
7 178 15.0 35 4 0.3
8 11 0.9 40 14 1.2
9 2 0.2 45 3
10 167 14.0 50 9 0.8
12 8 0.7 60 9 0.8
14 63 5.3 65 1 0.1
15 57 4.8 80 1 0.1
16 1 0.1 110 1 0.1
17 2 0.2 120 1 0.1
計 1189 100.0
欠損値 888 非該当 0
999 無回答 163
合計 1352
0.4
.1
.1
0.3
 
 問10B　国内出張ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 24 1.8 23 1 0
1 5 0.4 24 3
2 38 2.9 25 19 1.4
2.5 1 0.1 28 1
3 75 5.7 30 103 7.8
3.5 1 0.1 35 1
4 48 3.6 36 1 0
5 105 7.9 40 2
6 58 4.4 42 1 0
7 87 6.6 44 1 0
8 36 2.7 45 1 0
9 6 0.5 50
10 271 20.5 55 1 0.1
11 2 0.2 60 17 1.3
12 24 1.8 64 1 0.1
14 43 3.2 70 2 0.2
15 85 6.4 75 1 0.1
16 1 0.1 80 6 0
18 1 0.1 86 1 0
20 177 13.4 90 2 0.2
21 5 0.4 100 6 0.5
22 1 0.1 104 1 0.1
計 1325 100.0
欠損値 888 非該当 0
999 無回答 27
合計 1352
.1
0.2
0.1
0.1
.1
6 2.0
.1
.1
.1
35 2.6
.5
.1
 
 
問11A1　【産業界との連携】　海外
ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 あてはまらない 1236 97.6
1 あてはまる 30 2.4
計 1266 100.0
欠損値 99 無回答 86
合計 1352  
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問11A2　【産業界との連携】　全国
ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 あてはまらない 1013 80.0
1 あてはまる 253 20.0
計 1266 100.0
欠損値 99 無回答 86
合計 1352  
問11A3　【産業界との連携】　近隣都道府県
ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 あてはまらない 1096 86.6
1 あてはまる 170 13.4
計 1266 100.0
欠損値 99 無回答 86
合計 1352  
問11A4　【産業界との連携】　同一都道府県
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 あてはまらない 1087 85.9
1 あてはまる 179 14.1
計 1266 100.0
欠損値 99 無回答 86
合計 1352  
問11A5　【産業界との連携】　同一市区町村
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 あてはまらない 1205 95.2
1 あてはまる 61 4.8
計 1266 100.0
欠損値 99 無回答 86
合計 1352  
 
問11A6　
ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 あてはまらない 488 38.5
1 あてはまる 778 61.5
計 1266 100.0
欠損値 99 無回答 86
合計 1352
【産業界との連携】　していない
 
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 あてはまらない 886 70.4
1 あてはまる 373 29.6
計 1259 100.0
欠損値 99 無回答 93
合計 1352
問11B1　【研究対象との関わり】　海外
 
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 あてはまらない 737 58.5
1 あてはまる 522 41.5
計 1259 100.0
欠損値 99 無回答 93
合計 1352
問11B2　【研究対象との関わり】　全国
 
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 あてはまらない 978 77.7
1 あてはまる 281 22.3
計 1259 100.0
欠損値 99 無回答 93
合計 1352
問11B3　【研究対象との関わり】　近隣都道府県
 
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 あてはまらない 994 79.0
1 あてはまる 265 21.0
計 1259 100.0
欠損値 99 無回答 93
合計 1352
問11B4　【研究対象との関わり】　同一都道府県
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 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 あてはまらない 1095 87.0
1 あてはまる 164 13.0
計 1259 100.0
欠損値 99 無回答 93
合計 1352
問11B5　【研究対象との関わり】　同一市区町村
 
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 あてはまらない 901 71.6
1 あてはまる 358 28.4
計 1259 100.0
欠損値 99 無回答 93
合計 1352
問11B6　【研究対象との関わり】　していない
 
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 あてはまらない 1232 98.0
1 あてはまる 25 2.0
計 1257 100.0
欠損値 99 無回答 95
合計 1352
問11C1　【他大での非常勤】　海外
 
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 あてはまらない 1090 86.7
1 あてはまる 167 13.3
計 1257 100.0
欠損値 99 無回答 95
合計 1352
問11C2　【他大での非常勤】　全国
 
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 あてはまらない 1076 85.6
1 あてはまる 181 14.4
計 1257 100.0
欠損値 99 無回答 95
合計 1352
問11C3　【他大での非常勤】　近隣都道府県
 
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 あてはまらない 1024 81.5
1 あてはまる 233 18.5
計 1257 100.0
欠損値 99 無回答 95
合計 1352
問11C4　【他大での非常勤】　同一都道府県
 
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 あてはまらない 1189 94.6
1 あてはまる 68 5.4
計 1257 100.0
欠損値 99 無回答 95
合計 1352
問11C5　【他大での非常勤】　同一市区町村
 
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 あてはまらない 568 45.2
1 あてはまる 689 54.8
計 1257 100.0
欠損値 99 無回答 95
合計 1352
問11C6　【他大での非常勤】　していない
 
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 あてはまらない 673 50.3
1 あてはまる 666 49.7
計 1339 100.0
欠損値 99 無回答 13
合計 1352
問11D1　【学会・研究会活動】　海外
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 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 あてはまらない 150 11.2
1 あてはまる 1189 88.8
計 1339 100.0
欠損値 99 無回答 13
合計 1352
問11D2　【学会・研究会活動】　全国
 
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 あてはまらない 998 74.5
1 あてはまる 341 25.5
計 1339 100.0
欠損値 99 無回答 13
合計 1352
問11D3　【学会・研究会活動】　近隣都道府県
 
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 あてはまらない 1064 79.5
1 あてはまる 275 20.5
計 1339 100.0
欠損値 99 無回答 13
合計 1352
問11D4　【学会・研究会活動】　同一都道府県
 
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 あてはまらない 1233 92.1
1 あてはまる 106 7.9
計 1339 100.0
欠損値 99 無回答 13
合計 1352
問11D5　【学会・研究会活動】　同一市区町村
 
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 あてはまらない 1305 97.5
1 あてはまる 34 2.5
計 1339 100.0
欠損値 99 無回答 13
合計 1352
問11D6　【学会・研究会活動】　していない
 
ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 なかった 875 64.7
1 あった 477 35.3
合計 1352 100.0
問121　【メディアの取材】　全国紙・通信社
 
問122　【メディアの取材】　地元新聞
ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 なかった 919 68.0
1 あった 433 32.0
合計 1352 100.0  
問123　【メディアの取材】　業界新聞・誌
ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 なかった 1003 74.2
1 あった 349 25.8
合計 1352 100.0  
問124　【メディアの取材】　全国雑誌
ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 なかった 1079 79.8
1 あった 273 20.2
合計 1352 100.0  
問125　【メディアの取材】　地方雑誌
ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 なかった 1263 93.4
1 あった 89 6.6
合計 1352 100.0  
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問126　【メディアの取材】　全国テレビ・ラジオ
ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 なかった 1016 75.1
1 あった 336 24.9
合計 1352 100.0  
問127　【メディアの取材】　地元テレビ・ラジオ
ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 なかった 1067 78.9
1 あった 285 21.1
合計 1352 100.0  
問128　【メディアの取材】　その他
ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 なかった 1307 96.7
1 あった 45 3.3
合計 1352 100.0  
付問128　〔自由記述〕
ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 書き込みなし 2 4.4
1 書き込みあり 43 95.6
計 45 100.0
欠損値 88 非該当 1307
99 無回答 0
合計 1352  
問13A　【存在・希望施設】　大きな書店
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 ある 608 45.4
2 ないが、近くにあってほしい 647 48.3
3 ないが、必要ない 84 6.3
計 1339 100.0
欠損値 99 無回答 13
合計 1352  
問13B　【存在・希望施設】　家電量販店
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 ある 829 62.1
2 ないが、近くにあってほしい 212 15.9
3 ないが、必要ない 293 22.0
計 1334 100.0
欠損値 99 無回答 18
合計 1352  
問13C　【存在・希望施設】　ホームセンター
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 ある 745 56.4
2 ないが、近くにあってほしい 224 17.0
3 ないが、必要ない 351 26.6
計 1320 100.0
欠損値 99 無回答 32
合計 1352  
問13D　【存在・希望施設】　映画館
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 ある 580 43.3
2 ないが、近くにあってほしい 216 16.1
3 ないが、必要ない 544 40.6
計 1340 100.0
欠損値 99 無回答 12
合計 1352  
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問13E　【存在・希望施設】　美術館
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 ある 474 35.6
2 ないが、近くにあってほしい 396 29.7
3 ないが、必要ない 463 34.7
計 1333 100.0
欠損値 99 無回答 19
合計 1352  
問13F　【存在・希望施設】　劇場
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 ある 322 24.2
2 ないが、近くにあってほしい 413 31.0
3 ないが、必要ない 597 44.8
計 1332 100.0
欠損値 99 無回答 20
合計 1352  
問13G　【存在・希望施設】　英会話スクール
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 ある 750 56.6
2 ないが、近くにあってほしい 127 9.6
3 ないが、必要ない 448 33.8
計 1325 100.0
欠損値 99 無回答 27
合計 1352  
問13H　【存在・希望施設】　カフェ・喫茶店
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 ある 1017 75.8
2 ないが、近くにあってほしい 217 16.2
3 ないが、必要ない 107 8.0
計 1341 100.0
欠損値 99 無回答 11
合計 1352  
問13I　【存在・希望施設】　バー・パブ
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 ある 759 57.1
2 ないが、近くにあってほしい 148 11.1
3 ないが、必要ない 423 31.8
計 1330 100.0
欠損値 99 無回答 22
合計 1352  
問13J　【存在・希望施設】　居酒屋
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 ある 1085 81.0
2 ないが、近くにあってほしい 92 6.9
3 ないが、必要ない 162 12.1
計 1339 100.0
欠損値 99 無回答 13
合計 1352  
問13K　【存在・希望施設】　カラオケ
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 ある 905 68.2
2 ないが、近くにあってほしい 41 3.1
3 ないが、必要ない 381 28.7
計 1327 100.0
欠損値 99 無回答 25
合計 1352  
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問13L　【存在・希望施設】　散歩できる公園
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 ある 1004 75.4
2 ないが、近くにあってほしい 229 17.2
3 ないが、必要ない 99 7.4
計 1332 100.0
欠損値 99 無回答 20
合計 1352  
問13M　【存在・希望施設】　託児所・保育園
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 ある 748 58.5
2 ないが、近くにあってほしい 283 22.1
3 ないが、必要ない 248 19.4
計 1279 100.0
欠損値 99 無回答 73
合計 1352  
問13N　【存在・希望施設】　郵便局
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 ある 1280 95.1
2 ないが、近くにあってほしい 58 4.3
3 ないが、必要ない 8 0.6
計 1346 100.0
欠損値 99 無回答 6
合計 1352  
問13O　【存在・希望施設】　銀行/ATM
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 ある 1278 95.2
2 ないが、近くにあってほしい 58 4.3
3 ないが、必要ない 7 0.5
計 1343 100.0
欠損値 99 無回答 9
合計 1352  
問13P　【存在・希望施設】　飲食店
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 ある 1207 90.1
2 ないが、近くにあってほしい 115 8.6
3 ないが、必要ない 18 1.3
計 1340 100.0
欠損値 99 無回答 12
合計 1352  
問13Q　【存在・希望施設】　百貨店
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 ある 523 39.3
2 ないが、近くにあってほしい 244 18.3
3 ないが、必要ない 564 42.4
計 1331 100.0
欠損値 99 無回答 21
合計 1352  
問13R　【存在・希望施設】　レンタルビデオショップ
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 ある 782 59.4
2 ないが、近くにあってほしい 80 6.1
3 ないが、必要ない 455 34.5
計 1317 100.0
欠損値 99 無回答 35
合計 1352  
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問13S　【存在・希望施設】　スポーツジム
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 ある 690 52.4
2 ないが、近くにあってほしい 242 18.4
3 ないが、必要ない 384 29.2
計 1316 100.0
欠損値 99 無回答 36
合計 1352  
問13T　【存在・希望施設】　学生と会わない場所
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 ある 326 25.3
2 ないが、近くにあってほしい 408 31.7
3 ないが、必要ない 555 43.1
計 1289 100.0
欠損値 99 無回答 63
合計 1352  
問13U　【存在・希望施設】　教員用ラウンジ
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 ある 321 24.3
2 ないが、近くにあってほしい 577 43.7
3 ないが、必要ない 421 31.9
計 1319 100.0
欠損値 99 無回答 33
合計 1352  
問13V　【存在・希望施設】　その他
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 書き込みなし 1193 88.4
2 書き込みあり 157 11.6
計 1350 100.0
欠損値 無回答 2
99 合計 1352  
問14A　【地域社会】　積極的にかかわっている
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 そう思う 492 36.6
2 ややそう思う 538 40.1
3 どちらともいえない 182 13.6
4 あまりそう思わない 94 7.0
5 そう思わない 37 2.8
計 1343 100.0
欠損値 99 無回答 9
合計 1352  
問14B　【地域社会】　文化活動に貢献
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 そう思う 320 23.9
2 ややそう思う 475 35.5
3 どちらともいえない 272 20.3
4 あまりそう思わない 168 12.6
5 そう思わない 103 7.7
計 1338 100.0
欠損値 99 無回答 14
合計 1352  
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問14C　【地域社会】　地域経済に効果
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 そう思う 533 39.6
2 ややそう思う 460 34.2
3 どちらともいえない 179 13.3
4 あまりそう思わない 126 9.4
5 そう思わない 47 3.5
計 1345 100.0
欠損値 99 無回答 7
合計 1352  
問14D　【地域社会】　企業と技術開発で連携
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 そう思う 474 35.3
2 ややそう思う 496 37.0
3 どちらともいえない 191 14.2
4 あまりそう思わない 105 7.8
5 そう思わない 76 5.7
計 1342 100.0
欠損値 99 無回答 10
合計 1352  
問14E　【地域社会】　市民・啓蒙活動に貢献
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 そう思う 336 25.1
2 ややそう思う 575 42.9
3 どちらともいえない 266 19.8
4 あまりそう思わない 113 8.4
5 そう思わない 51 3.8
計 1341 100.0
欠損値 99 無回答 11
合計 1352  
問14F　【地域社会】　卒業生が地域で活躍
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 そう思う 457 34.1
2 ややそう思う 377 28.1
3 どちらともいえない 273 20.3
4 あまりそう思わない 174 13.0
5 そう思わない 61 4.5
計 1342 100.0
欠損値 99 無回答 10
合計 1352  
問14G　【地域社会】　地域の高校の進学先
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 そう思う 375 28.0
2 ややそう思う 399 29.8
3 どちらともいえない 281 21.0
4 あまりそう思わない 177 13.2
5 そう思わない 109 8.1
計 1341 100.0
欠損値 99 無回答 11
合計 1352  
問14H　【地域社会】　地域の小中高校の学習支援
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 そう思う 167 12.5
2 ややそう思う 362 27.1
3 どちらともいえない 310 23.2
4 あまりそう思わない 285 21.3
5 そう思わない 211 15.8
計 1335 100.0
欠損値 99 無回答 17
合計 1352  
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問14I　【地域社会】　施設を開放して貢献
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 そう思う 259 19.3
2 ややそう思う 328 24.5
3 どちらともいえない 283 21.1
4 あまりそう思わない 269 20.1
5 そう思わない 202 15.1
計 1341 100.0
欠損値 99 無回答 11
合計 1352  
問14J　【地域社会】　社会人学生の受け入れ
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 そう思う 469 34.9
2 ややそう思う 543 40.4
3 どちらともいえない 174 12.9
4 あまりそう思わない 121 9.0
5 そう思わない 37 2.8
計 1344 100.0
欠損値 99 無回答 8
合計 1352  
問14K　【地域社会】　留学生の受け入れ
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 そう思う 667 49.5
2 ややそう思う 506 37.6
3 どちらともいえない 117 8.7
4 あまりそう思わない 39 2.9
5 そう思わない 18 1.3
計 1347 100.0
欠損値 99 無回答 5
合計 1352  
問14L　【地域社会】　散歩道や憩いの場である
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 そう思う 260 19.4
2 ややそう思う 304 22.6
3 どちらともいえない 283 21.1
4 あまりそう思わない 269 20.0
5 そう思わない 227 16.9
計 1343 100.0
欠損値 99 無回答 9
合計 1352  
問14M　【地域社会】　環境維持に貢献
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 そう思う 439 32.7
2 ややそう思う 372 27.7
3 どちらともいえない 248 18.5
4 あまりそう思わない 163 12.1
5 そう思わない 120 8.9
計 1342 100.0
欠損値 99 無回答 10
合計 1352  
問14N　【地域社会】　観光名所として貢献
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 そう思う 169 12.6
2 ややそう思う 230 17.1
3 どちらともいえない 295 22.0
4 あまりそう思わない 275 20.5
5 そう思わない 373 27.8
計 1342 100.0
欠損値 99 無回答 10
合計 1352  
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 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 していない 1124 87.6
2 している 159 12.4
計 1283 100.0
欠損値 99 無回答 69
合計 1352
問15　地域と関係ある学内委員会に所属しているか
 
問15A　委員会の名称
 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
IRB委員会 1 0.7
ＮＰＯ 1 0.7
SP研究会 1 0.7
インターンシップ委 1 0.7
インターンシップ委員会 3 2.1
インターンシップ連 1 0.7
エクステンション委 1 0.7
クラークシップディレクター会議 1 0.7
グランドフェスティバル実行委員会 1 0.7
セクシャルハラスメ 1 0.7
ソエゾン部会 1 0.7
つくばブレインサイエンスセミナー 1 0.7
つくばブレインサイエンス協会 1 0.7
ビジネスセンター長 1 0.7
ボランティアセンタ 1 0.7
ボランティア委員会 2 1.4
ユニラブ(小中学生のための理科教室) 1 0.7
安全管理委員会 1 0.7
遺伝子組み換え安全委員会 1 0.7
医療フォーラム 1 0.7
医療連携室 1 0.7
夏休み科学教室 1 0.7
夏休み体験学習 1 0.7
介護等体験委員会 1 0.7
学芸委員会 1 0.7
学部の広報社会連携 1 0.7
学部地域連携推進室 1 0.7
学部連携推進室 1 0.7
学務委員会 1 0.7
感染対策専門委員会 1 0.7
環境ISO委員会 1 0.7
環境安全委員会 1 0.7
関連病院長会議 1 0.7
企画委員会 1 0.7
企画室 1 0.7
企画調査室 1 0.7
紀要編集委員会 1 0.7
教育委員会委員 1 0.7
教育実習委員 1 0.7
教育実習委員会 1 0.7
教務委員会 2 1.4
区長 1 0.7
研究科委員 1 0.7
研究会（文部省補助会による区との共同研究会） 1 0.7
研究国際企画会議 1 0.7
県弁護士会網紀委員会 1 0.7
県労働委員会 1 0.7
現代ＧＰ事務局 1 0.7
公執社会貢献委員会 1 0.7
厚生・就職委員会 1 0.7
広報・社会貢献委員会 1 0.7
広報委員会 6 4.2
広報社会貢献部会 1 0.7
広報社会連携委員会 1 0.7
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広報戦略室 3 2.1
広報用DVD委員会 1 0.7
港湾審議会 1 0.7
高大連携委員会 1 0.7
国際センター運営委員会 1 0.7
災害対策委員会 1 0.7
山形市理科教育センター運営委員会 1 0.7
産学リエゾンセンター運営委員会 1 0.7
産学共同機構 1 0.7
産業研究所理事会 1 0.7
市民講座や小中学生向け受験の委員会 1 0.7
市民大学院運営委員 2 1.4
施設委員会 2 1.4
児童虐待防止委員会 1 0.7
実用化フォローアップ 1 0.7
社会貢献委員会 2 1.4
社会貢献地域連携委 1 0.7
就職委員会 7 4.9
小平キャンパス委員会 1 0.7
松山大学総合研究所運営委員会 1 0.7
情報広報委員会 2 1.4
人事委員 1 0.7
図書館運営委員会 1 0.7
図書館商議委員会 1 0.7
政策創造研究センタ 1 0.7
政策創造研究センター(大学シンクタンク) 1 0.7
生涯教育研究センタ 1 0.7
生活科授業運営専門 1 0.7
生活習慣病委員会 1 0.7
生協組織委員会 1 0.7
生命倫理指導者会議 1 0.7
製造中核人材育成委員会 1 0.7
組み換えＤＮＡ安全委員会　　　 1 0.7
早稲田大学教員養成・教育推進協議会 1 0.7
大学院研究科委員会 1 0.7
地域共同センター運営委員会 1 0.7
地域共同研究センター 1 0.7
地域貢献室委員会 1 0.7
地域貢献推進室 1 0.7
地域難病支援事業 1 0.7
地域防災ネット 1 0.7
地域連携 1 0.7
地域連携センター 1 0.7
地域連携センター運営委員会 1 0.7
地域連携委員 1 0.7
地域連携委員会 1 0.7
地域連携推進会議 1 0.7
地域連携推進協議会 1 0.7
地域連携推進連絡協 1 0.7
点検評価委員会 1 0.7
同和人権教育委員会 1 0.7
道路拡巾委員会 1 0.7
難病ネットワーク 1 0.7
日野市教育委員会 1 0.7
入試実施委員会 1 0.7
入試専門委員会 1 0.7
入試問題検討委員会 1 0.7
博物館運営委員会 2 1.4
博物館運営協議会 1 0.7
評価委員会 1 0.7
病院運営委員会 1 0.7
付属博物館 1 0.7
保育所運営委員会 1 0.7
防災ネットワーク 1 0.7
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北京研究センター運 1 0.7
輸血部委員会 1 0.7
倫理委員会 2 1.4
計 144 100.0
欠損値 0 16
88 1123
99 69
合計 1352  
問15B　委員会での役職名
 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
クラークシップディレクター 1 0.9
センター長 1 0.9
なし 3 2.7
ヒラ委員 1 0.9
ボランティア 1 0.9
安全主任 1 0.9
委員 39 35.5
委員（市民大 1 0.9
委員、内部監 1 0.9
委員長 21 19.1
運営委員 3 2.7
運営委員会委員 1 0.9
学科だより編 1 0.9
学科の委員 1 0.9
学部地域連携推進室委員 1 0.9
学部連携推進室委員 1 0.9
感染対策専門委員会会員 1 0.9
企画委員長 1 0.9
協議委員 1 0.9
教務委員長 1 0.9
兼任教員 1 0.9
研究科長（学 1 0.9
公益委員 1 0.9
公開講座委員会/就職・進学委員会 1 0.9
広報委員 2 1.8
広報担当 1 0.9
座長 1 0.9
事務局長 1 0.9
実員(教育広報支援担当) 1 0.9
実行委員長 1 0.9
社会連携担当 1 0.9
就職委員会委員長 1 0.9
就職委員長（ 1 0.9
小平キャンパス委員会主事 1 0.9
世話人 1 0.9
専門委員会 1 0.9
総合企画担当 1 0.9
体験学習実習講師 1 0.9
代表世話人 1 0.9
知財本部長 1 0.9
同運営委員長 1 0.9
評議員 1 0.9
副センター長 1 0.9
副委員長 2 1.8
副主査 1 0.9
労務委員長 1 0.9
計 110 100.0  
問16A　【自身の活動】　市民対象の公開講座
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 経験あり 731 54.8
2 経験なし 602 45.2
計 1333 100.0
欠損値 99 無回答 19
合計 1352  
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問16B　【自身の活動】　小中高対象の公開講座
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 経験あり 562 42.4
2 経験なし 764 57.6
計 1326 100.0
欠損値 99 無回答 26
合計 1352  
問16C　【自身の活動】　自治体対象の公開講座
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 経験あり 407 31.0
2 経験なし 906 69.0
計 1313 100.0
欠損値 99 無回答 39
合計 1352  
問16D　【自身の活動】　学生募集活動
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 経験あり 895 66.9
2 経験なし 443 33.1
計 1338 100.0
欠損値 99 無回答 14
合計 1352  
問16E　【自身の活動】　地域内での同窓会
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 経験あり 560 42.1
2 経験なし 771 57.9
計 1331 100.0
欠損値 99 無回答 21
合計 1352  
問16F　【自身の活動】　地域外での同窓会
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 経験あり 418 31.5
2 経験なし 909 68.5
計 1327 100.0
欠損値 99 無回答 25
合計 1352  
問16G　【自身の活動】　学生の就職先企業の開拓
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 経験あり 328 24.7
2 経験なし 998 75.3
計 1326 100.0
欠損値 99 無回答 26
合計 1352  
問16H　【自身の活動】　学生の就職活動支援
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 経験あり 668 50.2
2 経験なし 664 49.8
計 1332 100.0
欠損値 99 無回答 20
合計 1352  
問16I　【自身の活動】　インターンシップ先との付き合い
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 経験あり 623 46.8
2 経験なし 708 53.2
計 1331 100.0
欠損値 99 無回答 21
合計 1352  
問16J　【自身の活動】　地方公共団体の有識者
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 経験あり 466 35.0
2 経験なし 866 65.0
計 1332 100.0
欠損値 99 無回答 20
合計 1352  
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問17A　【地域評価】　必要だと思われている
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 そう思う 773
2 ややそう思う 405 30.2
3 どちらともいえない 112 8.3
4 あまりそう思わない 34 2.5
5 そう思わない 19 1.4
計 1343 100.0
欠損値 99 無回答 9
合計 1352
57.6
 
問17B　【地域評価】　文化活動を活性化
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 そう思う 322
2 ややそう思う 455 34.0
3 どちらともいえない 301 22.5
4 あまりそう思わない 163 12.2
5 そう思わない 96 7.2
計 1337 100.0
欠損値 99 無回答 15
合計 1352
24.1
 
問17C　【地域評価】　経済活動を活性化
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 そう思う 388
2 ややそう思う 503 37.5
3 どちらともいえない 266 19.9
4 あまりそう思わない 126 9.4
5 そう思わない 57 4.3
計 1340 100.0
欠損値 99 無回答 12
合計 1352
29.0
 
問17D　【地域評価】　産業界を活性化
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 そう思う 264
2 ややそう思う 476 35.5
3 どちらともいえない 354 26.4
4 あまりそう思わない 164 12.2
5 そう思わない 81 6.0
計 1339 100.0
欠損値 99 無回答 13
合計 1352
19.7
 
問17E　【地域評価】　市民・啓蒙活動を活性化
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 そう思う 270
2 ややそう思う 548 41.0
3 どちらともいえない 344 25.7
4 あまりそう思わない 137 10.3
5 そう思わない 37 2.8
計 1336 100.0
欠損値 99 無回答 16
合計 1352
20.2
 
問17F　【地域評価】　卒業生が地域で活躍
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 そう思う 412
2 ややそう思う 420 31.3
3 どちらともいえない 257 19.2
4 あまりそう思わない 181 13.5
5 そう思わない 71 5.3
計 1341 100.0
欠損値 99 無回答 11
合計 1352
30.7
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問17G　【地域評価】　地域の進学先
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 そう思う 394
2 ややそう思う 456 34.1
3 どちらともいえない 256 19.1
4 あまりそう思わない 140 10.5
5 そう思わない 93 6.9
計 1339 100.0
欠損値 99 無回答 13
合計 1352
29.4
 
問17H　【地域評価】　地域の小中高校の学習支援
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 そう思う 164
2 ややそう思う 336 25.2
3 どちらともいえない 382 28.6
4 あまりそう思わない 270 20.2
5 そう思わない 183 13.7
計 1335 100.0
欠損値 99 無回答 17
合計 1352
12.3
 
問17I　【地域評価】　施設を開放して利用
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 そう思う 183
2 ややそう思う 315 23.5
3 どちらともいえない 320 23.9
4 あまりそう思わない 300 22.4
5 そう思わない 220 16.4
計 1338 100.0
欠損値 99 無回答 14
合計 1352
13.7
 
問17J　【地域評価】　地域の生涯学習に貢献
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 そう思う 232
2 ややそう思う 471 35.2
3 どちらともいえない 310 23.2
4 あまりそう思わない 221 16.5
5 そう思わない 103 7.7
計 1337 100.0
欠損値 99 無回答 15
合計 1352
17.4
 
問17K　【地域評価】　地域の国際化に貢献
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 そう思う 361
2 ややそう思う 476 35.5
3 どちらともいえない 251 18.7
4 あまりそう思わない 153 11.4
5 そう思わない 100 7.5
計 1341 100.0
欠損値 99 無回答 11
合計 1352
26.9
 
問17L　【地域評価】　散歩道や憩いの場である
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 そう思う 269
2 ややそう思う 302 22.6
3 どちらともいえない 287 21.4
4 あまりそう思わない 253 18.9
5 そう思わない 228 17.0
計 1339 100.0
欠損値 99 無回答 13
合計 1352
20.1
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問17M　【地域評価】　環境維持に貢献
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 そう思う 389
2 ややそう思う 381 28.5
3 どちらともいえない 253 18.9
4 あまりそう思わない 167 12.5
5 そう思わない 149 11.1
計 1339 100.0
欠損値 99 無回答 13
合計 1352
29.1
 
問17N　【地域評価】　観光名所として貢献
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 そう思う 185
2 ややそう思う 230 17.2
3 どちらともいえない 301 22.5
4 あまりそう思わない 248 18.5
5 そう思わない 376 28.1
計 1340 100.0
欠損値 99 無回答 12
合計 1352
13.8
 
問18A　【余暇活動】　社会的活動
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 週一回以上 37 2.8
2 月一回以上 121 9.0
3 年一回以上 205 15.3
4 数年に一回以上 120 9.0
5 ほとんどおこなわない 857
計 1340 100.0
欠損値 99 無回答 12
合計 1352
64.0
 
問18B　【余暇活動】　スポーツやアウトドア活動
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 週一回以上 278 20.7
2 月一回以上 294 21.9
3 年一回以上 310 23.1
4 数年に一回以上 88 6.6
5 ほとんどおこなわない 373
計 1343 100.0
欠損値 99 無回答 9
合計 1352
27.8
 
問18C　【余暇活動】　パチンコやカラオケ
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 週一回以上 4 0.3
2 月一回以上 34 2.5
3 年一回以上 155 11.5
4 数年に一回以上 66 4.9
5 ほとんどおこなわない 1087 80.8
計 1346 100.0
欠損値 99 無回答 6
合計 1352  
問18D　【余暇活動】　お菓子作りやパン作り
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 週一回以上 11 0.8
2 月一回以上 55 4.1
3 年一回以上 138 10.3
4 数年に一回以上 64 4.8
5 ほとんどおこなわない 1077 80.1
計 1345 100.0
欠損値 99 無回答 7
合計 1352  
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問18E　【余暇活動】　ガーデニング・家庭菜園
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 週一回以上 142 10.5
2 月一回以上 228 16.9
3 年一回以上 193 14.3
4 数年に一回以上 73 5.4
5 ほとんどおこなわない 710
計 1346 100.0
欠損値 99 無回答 6
合計 1352
52.7
 
問18F　【余暇活動】　地域の行事
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 週一回以上 4 0.3
2 月一回以上 56 4.2
3 年一回以上 471 35.1
4 数年に一回以上 213 15.9
5 ほとんどおこなわない 596
計 1340 100.0
欠損値 99 無回答 12
合計 1352
44.5
 
問18G　【余暇活動】　観劇・コンサート
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 週一回以上 17 1.3
2 月一回以上 148 11.0
3 年一回以上 600 44.6
4 数年に一回以上 234 17.4
5 ほとんどおこなわない 347
計 1346 100.0
欠損値 99 無回答 6
合計 1352
25.8
 
問18H　【余暇活動】　市民講座・大学の公開講座
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 週一回以上 4 0.3
2 月一回以上 22 1.6
3 年一回以上 126 9.4
4 数年に一回以上 153 11.4
5 ほとんどおこなわない 1038 77.3
計 1343 100.0
欠損値 99 無回答 9
合計 1352  
問18I　【余暇活動】　美術館・博物館
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 週一回以上 12 0.9
2 月一回以上 159 11.8
3 年一回以上 718 53.3
4 数年に一回以上 246 18.2
5 ほとんどおこなわない 213
計 1348 100.0
欠損値 99 無回答 4
合計 1352
15.8
 
問19A1　【ご自身】　町内会などの役員
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 していない 1185 87.6
1 している 167
合計 1352 100.0
12.4
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問19A2　【配偶者】　町内会などの役員
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 していない 902 75.8
1 している 288
計 1190 100.0
欠損値 88 非該当 162
合計 1352
24.2
 
問19B1　【ご自身】　子供の学校関係の役員
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 していない 1295 95.8
1 している 57
合計 1352 100.0
4.2
 
問19B2　【配偶者】　子供の学校関係の役員
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 していない 873 73.4
1 している 317
計 1190 100.0
欠損値 88 非該当 162
合計 1352
26.6
 
問19C1　【ご自身】　子供の友達の家族と付き合い
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 していない 1131 83.7
1 している 221
合計 1352 100.0
16.3
 
問19C2　【配偶者】　子供の友達の家族と付き合い
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 していない 773 65.0
1 している 417
計 1190 100.0
欠損値 88 非該当 162
合計 1352
35.0
 
問19D1　【ご自身】　地域のイベント企画や運営
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 していない 1209 89.4
1 している 143
合計 1352 100.0
10.6
 
問19D2　【配偶者】　地域のイベント企画や運営
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 していない 938 78.8
1 している 252
計 1190 100.0
欠損値 88 非該当 162
合計 1352
21.2
 
問19E1　【ご自身】　近所の人と趣味の集まり
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 していない 1257 93.0
1 している 95
合計 1352 100.0
7.0
 
問19E2　【配偶者】　近所の人と趣味の集まり
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 していない 844 70.9
1 している 346
計 1190 100.0
欠損値 88 非該当 162
合計 1352
29.1
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問20A　【ご自身と地域】　かかわりに熱心
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 あてはまる 59 4.4
2 ややあてはまる 147 11.0
3 どちらともいえない 275 20.5
4 あまりあてはまらない 381 28.4
5 あてはまらない 480 35.8
計 1342 100.0
欠損値 99 無回答 10
合計 1352  
問20B　【ご自身と地域】　つきあいはよくする
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 あてはまる 23 1.7
2 ややあてはまる 135 10.1
3 どちらともいえない 254 18.9
4 あまりあてはまらない 363 27.0
5 あてはまらない 567 42.3
計 1342 100.0
欠損値 99 無回答 10
合計 1352  
問20C　【ご自身と地域】　近隣の人と顔見知り
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 あてはまる 61 4.5
2 ややあてはまる 269 20.1
3 どちらともいえない 239 17.8
4 あまりあてはまらない 332 24.8
5 あてはまらない 440 32.8
計 1341 100.0
欠損値 99 無回答 11
合計 1352  
問20D　【ご自身と地域】　住居での近所づきあいはする
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 あてはまる 71 5.3
2 ややあてはまる 300 22.4
3 どちらともいえない 364 27.1
4 あまりあてはまらない 324 24.2
5 あてはまらない 282 21.0
計 1341 100.0
欠損値 99 無回答 11
合計 1352  
問20E　【ご自身と地域】　買い物で知り合いによく会う
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 あてはまる 112 8.4
2 ややあてはまる 304 22.7
3 どちらともいえない 341 25.4
4 あまりあてはまらない 328 24.5
5 あてはまらない 256 19.1
計 1341 100.0
欠損値 99 無回答 11
合計 1352  
問20F　【ご自身と地域】　現地域に住み続けたい
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 あてはまる 369 27.5
2 ややあてはまる 373 27.8
3 どちらともいえない 348 25.9
4 あまりあてはまらない 109 8.1
5 あてはまらない 145 10.8
計 1344 100.0
欠損値 99 無回答 8
合計 1352  
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問20G　【ご自身と地域】　現地域内で転居したい
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 あてはまる 68 5.1
2 ややあてはまる 130 9.7
3 どちらともいえない 310 23.2
4 あまりあてはまらない 196 14.7
5 あてはまらない 632 47.3
計 1336 100.0
欠損値 99 無回答 16
合計 1352  
問20H　【ご自身と地域】　現地域外に転居したい
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 あてはまる 98 7.3
2 ややあてはまる 132 9.9
3 どちらともいえない 343 25.7
4 あまりあてはまらない 196 14.7
5 あてはまらない 566 42.4
計 1335 100.0
欠損値 99 無回答 17
合計 1352  
問20I　【ご自身と地域】　地域の有力者と付き合いがある
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 あてはまる 40 3.0
2 ややあてはまる 82 6.1
3 どちらともいえない 95 7.1
4 あまりあてはまらない 136 10.2
5 あてはまらない 985 73.6
計 1338 100.0
欠損値 99 無回答 14
合計 1352  
問20J　【ご自身と地域】　地域の文化人と付き合いがある
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 あてはまる 125 9.4
2 ややあてはまる 226 16.9
3 どちらともいえない 149 11.2
4 あまりあてはまらない 174 13.0
5 あてはまらない 661 49.5
計 1335 100.0
欠損値 99 無回答 17
合計 1352  
問20K　【ご自身と地域】　勤務先の卒業生と付き合いがある
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 あてはまる 282 21.0
2 ややあてはまる 370 27.6
3 どちらともいえない 187 13.9
4 あまりあてはまらない 155 11.6
5 あてはまらない 347 25.9
計 1341 100.0
欠損値 99 無回答 11
合計 1352  
問21　配偶者・パートナーの有無
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 いる 1180 87.9
1 いない 162 12.1
計 1342 100.0
欠損値 99 無回答 10
合計 1352  
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問2111　【ご自身の居住地】　都道府県
ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ 24 三重県 2 0.2
1 北海道 1 0.1 25 滋賀県 0 0
2 青森県 1 0.1 26 京都府 1 0
3 岩手県 1 0.1 27 大阪府 3 0
4 宮城県 4 0.3 28 兵庫県 0 0
5 秋田県 13 1.0 29 奈良県 1 0.1
6 山形県 124 9.9 30 和歌山県 0 0
7 福島県 0 0.0 31 鳥取県 0 0
8 茨城県 148 11.9 32 島根県 0 0
9 栃木県 0 0.0 33 岡山県 1 0
10 群馬県 1 0.1 34 広島県 97 7.8
11 埼玉県 38 3.0 35 山口県 9 0.7
12 千葉県 32 2.6 36 徳島県 0 0
13 東京都 404 32.4 37 香川県 27 2.2
14 神奈川県 140 11.2 38 愛媛県 20 1.6
15 新潟県 0 0.0 39 高知県 0 0
16 富山県 0 0.0 40 福岡県 51 4.1
17 石川県 22 1.8 41 佐賀県 1 0.1
18 福井県 1 0.1 42 長崎県 0 0
19 山梨県 0 0.0 43 熊本県 94 7.5
20 長野県 1 0.1 44 大分県 0 0
21 岐阜県 0 0.0 45 宮崎県 0 0
22 静岡県 6 0.5 46 鹿児島県 0 0
23 愛知県 4 0.3 47 沖縄県 0 0
計 3183 139.1
欠損値 99 無回答 104
合計 1352
.0
.1
.2
.0
.0
.0
.0
.1
.0
.0
.0
.0
.0
.0
.0
 
問2121　【配偶者の居住地】　都道府県
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ 27 大阪府 8 0.7
1 北海道 3 0.3 28 兵庫県 1 0
2 青森県 1 0.1 29 奈良県 1 0
3 岩手県 1 0.1 30 和歌山県 0 0
4 宮城県 8 0.7 31 鳥取県 0 0
5 秋田県 10 0.9 32 島根県 2 0.2
6 山形県 96 8.3 33 岡山県 0 0.0
7 福島県 1 0.1 34 広島県 82 7.1
8 茨城県 118 10.3 35 山口県 9 0.8
9 栃木県 2 0.2 36 徳島県 1 0
10 群馬県 3 0.3 37 香川県 22 1.9
11 埼玉県 35 3.0 38 愛媛県 12 1.0
12 千葉県 35 3.0 39 高知県 0 0
13 東京都 371 32.3 40 福岡県 47 4.1
14 神奈川県 133 11.6 41 佐賀県 1 0.1
15 新潟県 3 0.3 42 長崎県 0 0
16 富山県 3 0.3 43 熊本県 87 7.6
17 石川県 14 1.2 44 大分県 0 0
18 福井県 1 0.1 45 宮崎県 1 0.1
19 山梨県 1 0.1 46 鹿児島県 0 0
20 長野県 1 0.1 47 沖縄県 1 0.1
21 岐阜県 1 0.1 51 アメリカ 2 0.2
22 静岡県 6 0.5 55 オーストラリ
.1
.1
.0
.0
.1
.0
.0
.0
.0
ア 1 0
23 愛知県 7 0.6 59 タイ 1 0.1
24 三重県 2 0.2 60 中国 2 0.2
25 滋賀県 1 0.1 64 スイス 1 0.1
26 京都府 6 0.5 77 海外 5 0.4
計 1150 100.0
欠損値 88 非該当 162
無回答 40
合計 1352
.1
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問22　主たる住まいの形態
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾ
1 大学の宿舎・寮、官舎 200 14.9
2 自分の持ち家・マンション 830 61.8
3 借家・賃貸マンション 269 20.0
4 親の家、配偶者の家など 38 2.8
5 その他 6
計 1343 100.0
欠損値 99 無回答 9
合計 1352
ﾝﾄ
0.4
 
付問22　〔自由記述（5）〕
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 書き込みなし 0 0.0
1 書き込みあり 6 100.0
計 6 100.0
欠損値 88 非該当 1337
99 無回答 9
合計 1352  
問231　主たる住まいの居住年数
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ 20 54 4.0
実数記入 0 8 0.6 21 6 0.4
0.1 6 0.4 22 9 0.7
0.2 5 0.4 23 8 0.6
0.25 3 0.2 24 7 0.5
0.3 3 0.2 25 18 1.3
0.5 12 0.9 26 10 0.7
0.8 1 0.1 27 4 0.3
1 100 7.5 28 12 0.9
1.25 1 0.1 29 3 0.2
1.5 8 0.6 30 30 2.2
2 105 7.9 31 2 0.1
2.5 5 0.4 32 3 0.2
3 114 8.5 33 5 0.4
3.5 1 0.1 34 2 0.1
4 83 6.2 35 6 0
5 89 6.7 36 4 0
6 91 6.8 37 4 0
7 64 4.8 38 2 0
7.5 1 0.1 40 6 0.4
8 50 3.7 41 1 0
9 32 2.4 42 1 0
9.6 1 0.1 44 2 0.1
10 91 6.8 45 1 0.1
11 37 2.8 46 1 0.1
12 43 3.2 48 1 0.1
13 24 1.8 50 10 0.7
13.5 1 0.1 53 1 0.1
14 18 1.3 54 1 0.1
15 54 4.0 55 1 0.1
16 17 1.3 56 2 0.1
17 16 1.2 58 2 0.1
18 24 1.8 60 1 0.1
19 5 0.4 63 2 0.1
計 1335 100.0
欠損値 999 無回答 17
合計 1352
.4
.3
.3
.1
.1
.1
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問232　主たる住まいからの通勤時間
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
実数記入 0 1 0.1 65 10 0.7
1.5 1 0.1 70 47 3.5
2 2 0.1 75 9 0.7
3 5 0.4 80
5 61 4.6 85 1 0
7 5 0.4 90
8 1 0.1 95 2 0.1
10 170 12.7 100 24 1.8
12 2 0.1 105 3 0.2
15 161 12.0 110 10 0.7
20 176 13.2 115 1 0.1
22 1 0.1 120 19 1.4
25 24 1.8 130 1 0.1
30 131 9.8 135 1 0.1
32 1 0.1 140 2 0.1
35 19 1.4 150 5 0.4
38 1 0.1 160 2 0.1
40 98 7.3 180 3 0.2
45 47 3.5 200 1 0.1
50 69 5.2 240 1 0.1
55 6 0.4 300 1 0.1
60 127 9.5 360 1 0.1
計 1338 100.0
欠損値 999 無回答 14
合計 1352
29 2.2
.1
56 4.2
 
問24A1　【居住環境】　自然に恵まれている
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 あてはまる 497 36.9
2 ややあてはまる 489 36.3
3 どちらともいえない 162 12.0
4 あまりあてはまらない 127 9.4
5 あてはまらない 73 5.4
計 1348 100.0
欠損値 99 無回答 4
合計 1352  
問24B1　【居住環境】　にぎやかだ
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 あてはまる 75 5.6
2 ややあてはまる 271 20.2
3 どちらともいえない 283 21.1
4 あまりあてはまらない 447 33.3
5 あてはまらない 267 19.9
計 1343 100.0
欠損値 99 無回答 9
合計 1352  
問24C1　【居住環境】　文化的だ
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 あてはまる 97 7.2
2 ややあてはまる 328 24.4
3 どちらともいえない 443 33.0
4 あまりあてはまらない 303 22.6
5 あてはまらない 172 12.8
計 1343 100.0
欠損値 99 無回答 9
合計 1352  
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問24D1　【居住環境】　庶民的だ
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 あてはまる 148
2 ややあてはまる 471 35.1
3 どちらともいえない 474 35.3
4 あまりあてはまらない 179
5 あてはまらない 69 5.1
計 1341 100.0
欠損値 99 無回答 11
合計 1352
11.0
13.3
 
問24E1　【居住環境】　開放的だ
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 あてはまる 88 6.6
2 ややあてはまる 308 23.1
3 どちらともいえない 606 45.4
4 あまりあてはまらない 244
5 あてはまらない 88 6.6
計 1334 100.0
欠損値 99 無回答 18
合計 1352
18.3
 
問24F1　【居住環境】　若者が多い
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 あてはまる 104
2 ややあてはまる 289 21.5
3 どちらともいえない 413 30.8
4 あまりあてはまらない 380
5 あてはまらない 156 11.6
計 1342 100.0
欠損値 99 無回答 10
合計 1352
7.7
28.3
 
問24G1　【居住環境】　高齢者が多い
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 あてはまる 204
2 ややあてはまる 459 34.3
3 どちらともいえない 449 33.5
4 あまりあてはまらない 166
5 あてはまらない 62 4.6
計 1340 100.0
欠損値 99 無回答 12
合計 1352
15.2
12.4
 
問24H1　【居住環境】　交通の便がよい
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 あてはまる 372
2 ややあてはまる 419 31.2
3 どちらともいえない 244 18.2
4 あまりあてはまらない 170
5 あてはまらない 139 10.3
計 1344 100.0
欠損値 99 無回答 8
合計 1352
27.7
12.6
 
問24I1　【居住環境】　治安がよい
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 あてはまる 318
2 ややあてはまる 538 40.0
3 どちらともいえない 348 25.9
4 あまりあてはまらない 113 8.4
5 あてはまらない 28 2.1
計 1345 100.0
欠損値 99 無回答 7
合計 1352
23.6
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問24K1　【居住環境】　都市的だ
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 あてはまる 153
2 ややあてはまる 306 22.8
3 どちらともいえない 343 25.6
4 あまりあてはまらない 321
5 あてはまらない 217 16.2
計 1340 100.0
欠損値 99 無回答 12
合計 1352
11.4
24.0
 
問24L1　【居住環境】　買い物に便利だ
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 あてはまる 335
2 ややあてはまる 468 34.8
3 どちらともいえない 268 19.9
4 あまりあてはまらない 169
5 あてはまらない 105 7.8
計 1345 100.0
欠損値 99 無回答 7
合計 1352
24.9
12.6
 
問24M1　【居住環境】　近所付き合いが多い
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 あてはまる 53 4.0
2 ややあてはまる 237 17.7
3 どちらともいえない 494 36.8
4 あまりあてはまらない 355
5 あてはまらない 202 15.1
計 1341 100.0
欠損値 99 無回答 11
合計 1352
26.5
 
問24N1　【居住環境】　匿名性が高い
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 あてはまる 63 4.7
2 ややあてはまる 212 16.0
3 どちらともいえない 586 44.2
4 あまりあてはまらない 300
5 あてはまらない 166 12.5
計 1327 100.0
欠損値 99 無回答 25
合計 1352
22.6
 
問24O1　【居住環境】　文教地区だ
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 あてはまる 172
2 ややあてはまる 304 22.7
3 どちらともいえない 378 28.3
4 あまりあてはまらない 261
5 あてはまらない 223 16.7
計 1338 100.0
欠損値 99 無回答 14
合計 1352
12.9
19.5
 
問24P1　【居住環境】　商業地区だ
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 あてはまる 76 5.7
2 ややあてはまる 182 13.6
3 どちらともいえない 251 18.7
4 あまりあてはまらない 356
5 あてはまらない 478 35.6
計 1343 100.0
欠損値 99 無回答 9
合計 1352
26.5
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問24Q1　【居住環境】　工業地区だ
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 あてはまる 5
2 ややあてはまる 42 3.1
3 どちらともいえない 108 8.0
4 あまりあてはまらない 232
5 あてはまらない 957 71.2
計 1344 100.0
欠損値 99 無回答 8
合計 1352
0.4
17.3
 
問24R1　【居住環境】　農業地区だ
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 あてはまる 69 5.1
2 ややあてはまる 230 17.1
3 どちらともいえない 198 14.7
4 あまりあてはまらない 203
5 あてはまらない 644 47.9
計 1344 100.0
欠損値 99 無回答 8
合計 1352
15.1
 
問24S1　【居住環境】　住宅街だ
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 あてはまる 564
2 ややあてはまる 479 35.6
3 どちらともいえない 195 14.5
4 あまりあてはまらない 51
5 あてはまらない 57 4.2
計 1346 100.0
欠損値 99 無回答 6
合計 1352
41.9
3.8
 
問24A2　【大学環境】　自然に恵まれている
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 あてはまる 531
2 ややあてはまる 410 30.8
3 どちらともいえない 149 11.2
4 あまりあてはまらない 143
5 あてはまらない 100 7.5
計 1333 100.0
欠損値 99 無回答 19
合計 1352
39.8
10.7
 
問24B2　【大学環境】　にぎやかだ
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 あてはまる 141
2 ややあてはまる 296 22.2
3 どちらともいえない 346 26.0
4 あまりあてはまらない 335
5 あてはまらない 214 16.1
計 1332 100.0
欠損値 99 無回答 20
合計 1352
10.6
25.2
 
問24C2　【大学環境】　文化的だ
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 あてはまる 178
2 ややあてはまる 385 29.0
3 どちらともいえない 430 32.4
4 あまりあてはまらない 216
5 あてはまらない 118 8.9
計 1327 100.0
欠損値 99 無回答 25
合計 1352
13.4
16.3
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問24D2　【大学環境】　庶民的だ
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 あてはまる 94 7.1
2 ややあてはまる 349 26.3
3 どちらともいえない 520 39.2
4 あまりあてはまらない 251
5 あてはまらない 111 8.4
計 1325 100.0
欠損値 99 無回答 27
合計 1352
18.9
 
問24E2　【大学環境】　開放的だ
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 あてはまる 176
2 ややあてはまる 412 31.1
3 どちらともいえない 486 36.7
4 あまりあてはまらない 177
5 あてはまらない 74 5.6
計 1325 100.0
欠損値 99 無回答 27
合計 1352
13.3
13.4
 
問24F2　【大学環境】　若者が多い
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 あてはまる 599
2 ややあてはまる 428 32.2
3 どちらともいえない 197 14.8
4 あまりあてはまらない 71
5 あてはまらない 34 2.6
計 1329 100.0
欠損値 99 無回答 23
合計 1352
45.1
5.3
 
問24G2　【大学環境】　高齢者が多い
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 あてはまる 54 4.1
2 ややあてはまる 196 14.8
3 どちらともいえない 503 38.1
4 あまりあてはまらない 334
5 あてはまらない 234 17.7
計 1321 100.0
欠損値 99 無回答 31
合計 1352
25.3
 
問24H2　【大学環境】　交通の便がよい
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 あてはまる 334
2 ややあてはまる 338 25.4
3 どちらともいえない 259 19.5
4 あまりあてはまらない 249
5 あてはまらない 150 11.3
計 1330 100.0
欠損値 99 無回答 22
合計 1352
25.1
18.7
 
問24I2　【大学環境】　治安がよい
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 あてはまる 232
2 ややあてはまる 448 33.7
3 どちらともいえない 426 32.0
4 あまりあてはまらない 178
5 あてはまらない 47 3.5
計 1331 100.0
欠損値 99 無回答 21
合計 1352
17.4
13.4
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問24K2　【大学環境】　都市的だ
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 あてはまる 189
2 ややあてはまる 272 20.4
3 どちらともいえない 343 25.8
4 あまりあてはまらない 307
5 あてはまらない 220 16.5
計 1331 100.0
欠損値 99 無回答 21
合計 1352
14.2
23.1
 
問24L2　【大学環境】　買い物に便利だ
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 あてはまる 178
2 ややあてはまる 320 24.1
3 どちらともいえない 344 25.9
4 あまりあてはまらない 295
5 あてはまらない 193 14.5
計 1330 100.0
欠損値 99 無回答 22
合計 1352
13.4
22.2
 
問24M2　【大学環境】　近所付き合いが多い
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 あてはまる 10 0.8
2 ややあてはまる 68 5.2
3 どちらともいえない 460 34.9
4 あまりあてはまらない 368
5 あてはまらない 411 31.2
計 1317 100.0
欠損値 99 無回答 35
合計 1352
27.9
 
問24N2　【大学環境】　匿名性が高い
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 あてはまる 75 5.7
2 ややあてはまる 190 14.5
3 どちらともいえない 622 47.6
4 あまりあてはまらない 248
5 あてはまらない 172 13.2
計 1307 100.0
欠損値 99 無回答 45
合計 1352
19.0
 
問24O2　【大学環境】　文教地区だ
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 あてはまる 483
2 ややあてはまる 445 33.5
3 どちらともいえない 242 18.2
4 あまりあてはまらない 82
5 あてはまらない 75 5.7
計 1327 100.0
欠損値 99 無回答 25
合計 1352
36.4
6.2
 
問24P2　【大学環境】　商業地区だ
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 あてはまる 56 4.2
2 ややあてはまる 178 13.4
3 どちらともいえない 281 21.2
4 あまりあてはまらない 336
5 あてはまらない 475 35.8
計 1326 100.0
欠損値 99 無回答 26
合計 1352
25.3
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問24Q2　【大学環境】　工業地区だ
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 あてはまる 23 1.7
2 ややあてはまる 41 3.1
3 どちらともいえない 114 8.6
4 あまりあてはまらない 210
5 あてはまらない 940 70.8
計 1328 100.0
欠損値 99 無回答 24
合計 1352
15.8
 
問24R2　【大学環境】　農業地区だ
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 あてはまる 47 3.5
2 ややあてはまる 170 12.8
3 どちらともいえない 181 13.6
4 あまりあてはまらない 194
5 あてはまらない 735 55.4
計 1327 100.0
欠損値 99 無回答 25
合計 1352
14.6
 
問24S2　【大学環境】　住宅街だ
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 あてはまる 170
2 ややあてはまる 382 28.9
3 どちらともいえない 312 23.6
4 あまりあてはまらない 188
5 あてはまらない 272 20.5
計 1324 100.0
欠損値 99 無回答 28
合計 1352
12.8
14.2
 
問25A　【近隣地域への愛着】　住まい
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 感じている 626
2 少しは感じている 528 39.3
3 あまり感じていない 139 10.3
4 感じていない 50
計 1343 100.0
欠損値 99 無回答 9
合計 1352
46.6
3.7
 
問25B　【近隣地域への愛着】　大学
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
1 感じている 409
2 少しは感じている 571 42.5
3 あまり感じていない 254 18.9
4 感じていない 108 8.0
計 1342 100.0
欠損値 99 無回答 10
合計 1352
30.5
 
問26A１　【同居者】　配偶者
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 いない 22 2.0
1 いる 1058 98.0
計 1080 100.0
欠損値 88 非該当 267
99 無回答 5
合計 1352  
223 
 
問26A21　【同居者】　子ども：社会人
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 いない 992
1 いる 125
計 1117 100.0
欠損値 88 非該当 230
99 無回答 5
合計 1352
88.8
11.2
 
問26A22　【同居者】　子ども：大学生
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 いない 982
1 いる 135
計 1117 100.0
欠損値 88 非該当 230
99 無回答 5
合計 1352
87.9
12.1
 
問26A23　【同居者】　子ども：高校生
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 いない 963
1 いる 154
計 1117 100.0
欠損値 88 非該当 230
99 無回答 5
合計 1352
86.2
13.8
 
問26A24　【同居者】　子ども：中学生
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 いない 962
1 いる 155
計 1117 100.0
欠損値 88 非該当 230
99 無回答 5
合計 1352
86.1
13.9
 
問26A25　【同居者】　子ども：小学生
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 いない 902
1 いる 215
計 1117 100.0
欠損値 88 非該当 230
99 無回答 5
合計 1352
80.8
19.2
 
問26A26　【同居者】　子ども：幼稚園・保育所
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 いない 956
1 いる 161
計 1117 100.0
欠損値 88 非該当 230
99 無回答 5
合計 1352
85.6
14.4
 
問26A27　【同居者】　子ども：その他
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 いない 997
1 いる 120
計 1117 100.0
欠損値 88 非該当 230
99 無回答 5
合計 1352
89.3
10.7
 
224 
 
問26A31　【同居者】　孫：社会人
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 いない 1117 100.0
1 いる 0
計 1117 100.0
欠損値 88 非該当 230
99 無回答 5
合計 1352
0.0
 
問26A32　【同居者】　孫：大学生
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 いない 1117 100.0
1 いる 0
計 1117 100.0
欠損値 88 非該当 230
99 無回答 5
合計 1352
0.0
 
問26A33　【同居者】　孫：高校生
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 いない 1117 100.0
1 いる 0
計 1117 1000.0
欠損値 88 非該当 230
99 無回答 5
合計 1352
0.0
 
問26A34　【同居者】　孫：中学生
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 いない 1116 99.9
1 いる 1
計 1117 100.0
欠損値 88 非該当 230
99 無回答 5
合計 1352
0.1
 
問26A35　【同居者】　孫：小学生
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
0 いない 1115 99.8
1 いる 2
計 1117 100.0
欠損値 88 非該当 230
99 無回答 5
合計 1352
0.2
 
問26A36　【同居者】　孫：幼稚園・保育所
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾ
0 いない 1114
1 いる 3
計 1117 100.0
欠損値 88 非該当 230
99 無回答 5
合計 1352
ﾝﾄ
99.7
0.3
 
問26A37　【同居者】　孫：その他
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾ
0 いない 1116 99.9
1 いる 1
計 1117 100.0
欠損値 88 非該当 230
99 無回答 5
合計 1352
ﾝﾄ
0.1
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問26A4　親・配偶者の親
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰ
0 いない 986 88.3
1 いる 131 11.7
計 1117 100.0
欠損値 88 非該当 230
99 無回答 5
合計 1352
ｾﾝﾄ
 
問26A5　その他
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰ
0 いない 1107 99.1
1 いる 10
計 1117 100.0
欠損値 88 非該当 230
99 無回答 5
合計 1352
ｾﾝﾄ
0.9
 
問26B　同居者はいない
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰ
0 あてはまらない 0 0.0
1 あてはまる 230 100.0
計 230 100.0
欠損値 88 非該当 1117
99 無回答 5
合計 1352
ｾﾝﾄ
 
問27　転居希望地域
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰ
1 大都市 290 22.2
2 大都市郊外 358 27.3
3 中規模の都市 442 33.8
4 農山漁村部 146 11.2
5 その他 73
計 1309 100.0
欠損値 99 無回答 43
合計 1352
ｾﾝﾄ
5.6
 
問28　配偶者の仕事
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰ
1 有職（フルタイム） 313 26.5
2 パートタイム 243 20.6
3 無職 623 52.8
計 1179 100.0
欠損値 88 非該当 162
99 無回答 11
合計 1352
ｾﾝﾄ
 
問291　性別
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰ
1 女性 175 13.3
2 男性 1144 86.7
計 1319 100.0
欠損値 99 無回答 33
合計 1352
ｾﾝﾄ
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問292　年齢
 ｺｰﾄﾞ 度数 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ
実数記入 26 1 0.1 50 49 3.7
28 3 0.2 51 32 2.4
29 9 0.7 52 42 3.2
30 12 0.9 53 37 2.8
31 11 0.8 54 40 3.0
32 9 0.7 55 46 3.5
33 19 1.4 56 35 2.7
34 24 1.8 57 51 3.9
35 30 2.3 58 42 3.2
36 30 2.3 59 47 3.6
37 33 2.5 60 37 2.8
38 28 2.1 61 19 1.4
39 36 2.7 62 29 2.2
40 50 3.8 63 23 1.8
41 38 2.9 64 24 1.8
42 45 3.4 65 16 1.2
43 53 4.0 66 8 0.6
44 50 3.8 67 9 0.7
45 54 4.1 68 9 0.7
46 39 3.0 69 6 0.5
47 48 3.7 70 1 0.1
48 51 3.9 80 1 0.1
49 37 2.8 計 1313 100.0
欠損値 999 無回答 39
合計 1352  
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年齢　 性別 comment
40未満 女性 質問がわかりにくいです。表現をわかりやすくして下さい。たとえば「問13：近く」とは徒歩圏内のことを言っているのか、車で１０分以内なども近くに含めていいのか、あいまいだと思います。
40未満 女性 独善的にならないようにする。
40未満 女性
（理系もそうかもしれないが）文系研究者は特に初職の勤務地が選択できない。（私の場合初任地が九州
で、次は北海道だった。）従って、配偶者やパートナーと別居している例も多く、家族との仲が疎遠になりや
すい。また、手当も（国立の場合）あまりないので、家族に会うためのにそれほどお金をかけることもできな
いように思う。大学教員という職自体にはそれほど不満はないのだが、配偶者等を含めて家族関係（？）に
ついてもっと配慮してもらえたらと思う。地域連係（繋）や貢献ももっとしたいと思うが、今のところは自分の知
識の習得や教育、研究者としての下積みが不足しているため、まずは自分への資本（時間やお金）投資をし
たい。しかし、比較的実際的（ポリティカルな）研究の方が各種研究資金がとれやすいので、国内で資金獲
得することの難しさも感じている。
40未満 女性
・大学院卒業生や、博士取得者を増やしているのに、就職先は減る一方で、文部科学省のやっている事は
若手研究者の研究環境を悪化させている。単年契約が増える中、若手研究者は先の見えない不安でいっ
ぱいであり、落ち着いて研究できない。研究しない上の世代のリストラも、積極的に進めるべきである。・少
子化といいながら女性研究者が子供を産める状況にない。ほとんどがキャリアをあきらめるか、未婚・子供
を作らないという選択をする。こうした状況の改善は急務である。・通勤時間、残業数が長く、研究時間の確
保が難しい。
40未満 女性
勤続年数が短いので当たり前かも分かりませんが、だんだん忙しく、時間の余裕が少なくなってきているよ
うに思います。現在の私くらいの年代の時に研究の足場を固めたいわけですから、もっと研究時間の確保
がしやすい環境・制度が整っていればいいのにと思います。
40未満 女性 勤務２年目で、かつ本部は別の県にあります（勤務地から離れている）ので、大学全体が所在地域に対してどういう状況にあるのかについては、もしかしたらまともに答えられていないかも知れません。すみません。
40未満 女性
現在の大学教員が研究したくともなかなかできない状況にあることについて学内外の雑用や諸負担に関す
る質問があると良かったと思います。個人的に、去年は過労気味でも研究時間は全くありませんでした。昨
今、全国の大学教員にはそういう人も多いのではないかと。ご研究目的とは外れるのでしょうか。
40未満 女性 研究と子育ての両立が目下の課題です。一般的に研究者は時間の融通がききますが、当然その分どこかに無理をしていることを、あまり理解してもらえない状況にあります。
40未満 女性
地方大学だと、生活圏も学生と一緒なので、私生活まる見えです。つらいところもありますね。でも、地方都
市は住み安く（ママ）、地域貢献が目に見えてできるので充実してます。でも、だんなの職場が横浜でだんな
は飛行機通勤をしています。体がもつか、もたないか・・・。
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40未満 女性
本来人づきあいは好きですが、現状は朝の通勤時に御挨拶するだけです（今年はマンションの理事会の役
員をしていますが）。研究や授業で余った植物をマンションで配り、一緒に解説書を渡したりしていますが、
もう少し専門性を生かした貢献が出来ればと思っています。
40未満 女性 自由に研究できる予算と環境がほしい。年々管理が厳しくなる気がします。
40未満 女性 １）組織として全く未熟で稚拙なので、もう少し横のつながりを意識する努力が必要。　２）教育（教員）と研究（研究者）を分担（割）した方がよいのではないか。
40未満 男性 研究と教育それぞれの専門家を大学が雇用する体制をとってほしい。両方の負担が激しい。
40未満 男性 画一的ではなく、多様な人材が、和をもって、教育・研究にあたるのが良いと思います。
40未満 男性 本アンケートよりどの様な解析が行われ生活改善へと繋がるのか大変興味深く思います。
40未満 男性
大学は研究機関としての機能が求められるのは当然であるが、学生を社会人として養成する最後の機関で
あるため、人材育成の観点からもその責任は大きいと思う。本学あるいは本学科のみの問題かも知れない
が、学生の生活態度に対する、指導が甘いように思われる。教員ひとりひとりが、教育者としての自覚を持
ち、より毅然とした態度で臨むべきと思われる。
40未満 男性 「地域貢献」という大義名分に引きずられて大学が果たすべき「研究」という職務がおろそかにされがちな傾向に危惧を覚えます。
40未満 男性 全く同じアンケート用紙が２部入っていました。ミスかと思い、一部にしか回答していませんが、何か理由あってのことでしたら失礼しました。
40未満 男性 もっと大人になるべきだ。そして常識を知るべき。謙虚になるべき。
40未満 男性 教育・研究（医療職の場合は臨床）にバランスのとれた人が少ない。あまり使えない人はクビになる位でよいと思う。
40未満 男性 ・授業の負担の軽減・研究活動の審査と評価の徹底化・サヴァティカルの実施（７年に１度）・委員会活動の軽減・研究に専念できる環境の充実
40未満 男性 とにかく多忙な現状。教育・研究・学内統治。産学連携・社会活動などは、それぞれ担当を分けて欲しい。
40未満 男性
地域との共存は確かに大切だと思いますが、私のような学問（法律学）だとどちらかというと全国規模に目
が行きがちになると思いますし、私立大学は教員の負担が多く、このうえ地域貢献をと言われても、その余
裕はないと感じます。今でも研究活動に支障が出ていますので、これ以上他業に駆り出されるのは勘弁し
てほしい、というのが正直なところです。
40未満 男性 アンケートを実施する際、その集計結果公表の場を文面で伝える方が良心的であるし、回収率も上がると思います。・・・ということを書く意見欄も設けるべきだと思います。
40未満 男性 研究と教員を両立すべきであると考えている。がしかし、それが実現できるシステムが整っていない！若手研究者（教員）には活動しにくい現状である
40未満 男性
仕事は増える一方、研究は余暇にやるもの、という生活が続いています。いったいこの先どうなってしまうの
でしょう。みんな働きすぎではないでしょうか。昔はもう少しゆとりがあったような話も聞きます。そうでなけれ
ばよい研究も難しいでしょうし、質の高い教育を実現するのも困難です。
40未満 男性 ・教育活動を評価してほしい
40未満 男性 本調査票では、学内・学会その他の行政で疲弊する近時の大学教員の姿がとらえられないような気がします。研究・教育・余暇・地域いずれにも時間を割けない要因がまだあると思います。
40未満 男性
大学の教員にとって最も優先すべきことは、専門分野の研究を進め（人文科学を含む）科学の進歩に寄与
することである。しかしながら、その一方で、教育者としての側面も持つ訳で、この意味では市民生活におい
ては規範を示すこともまた重要であると考える。特に後者の側面を強調するならば、ある程度余裕のある生
活が営めるよう、生活環境面等において配慮がなされることは良いことだと思う。
40未満 男性 給料安すぎ
40未満 男性 調査票を送った人には調査結果をフィードバックして下さい。個人情報が問題となる今、逆にアンケートを受けた人に対する情報開示がないとアンケートシステム自体があやうくなります。
40未満 男性
医学系、特に臨床系教員は、大学教員というより医師としての生活が大きなウエイトをしめている。今日は
“医師”の顔を除いて記したが、これを「大学教員の仕事」として含めると、内容（こたえ）は大きく異なってく
る。臨床活動を含めて答えるべきかどうかまよった。
40未満 男性
月並みでしょうが、小忙しい日常で、管理者にとって扱いやすく、学生にとって面白味に書ける教員が今後も
増えていくのではと懸念しております。幸い阿蘇の山から程々の時間で通えるおかげで極度の消耗を免れ
ておりますが。
40未満 男性 設問が？多くの善意ある者の協力と多額の税金を使用して行う研究としての意味がない。結果がどのようにまとめられるか（公表されるか）も疑問がある。研究能力が著るしく（ママ）劣ると思われる。
40未満 男性
地域や社会との連携の上でどのような形での貢献が望ましいのかについては多様な意見があると思います
（特に、大学所在地や専門分野によって大きく異なるでしょう）。どのような形であれ、研究・教育とともに、大
学の外へ向けた発信を意識しておくことが、社会の中での大学や大学教員に対する信頼を得られる１つの
きっかけになるように思います。
40未満 男性 大学の近くの定義が不明
40未満 男性 このアンケートの意味がわからない。そもそも余暇なんてないし。どうやったら休日がとれるのか。夕方家に帰れるのか？責任が増える一方で身動きがとれない。
40未満 男性
大学は（これ程の数は）無用というプレッシャーの中で忙しすぎる実態があり、この点を見つめなければ抜本
的改善は困難と感じます。それぞれが生き残りをかけた競争をおこなっている訳ですが、その競争が全体を
善い方向に導いているのか、その点を誰かが考えねばならないと考えます。
40未満 男性 医療業務と学生教育、さらには病院・大学の様々な委員会、会議と、多忙であるにもかかわらず、その見返り（休日、給与）があまりにも低い。
40未満 男性
病院での業務に忙殺されている。人間らしい生活とはいえない。研究活動が診療のために制限されがちで
教員とは名ばかり。こうした医学部教員が多く、時間配分を公的に制限する勤務時間の制約も創造的かつ
冷静な判断のため必要。
法人化後の国立大学の状況を見るに、教職員の労働環境は悪化の一途をたどっている。にもかかわらず、
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40未満 男性
当の教職員がそうした状況に唯々諾々と従っているのは、当惑している。たとえばこのような調査の項目の
中で、勤務先の労働組合に対する調査が含まれていないことなどは、今回の調査を立案された方々のなか
にさえ、教育研究労働者としての大学教員という意識が欠落しているのではないか、とさえ感じられてならな
い。今後こそ、これまでの研究環境を死守するためにも、教員相互の横のつながりが重要になっていくと思
われる。※なお、このような調査の結果が、マス＝メディアに利用されることにより、大学教員への何らかの
「攻撃」がなされることがないよう、研究成果の“公表”にあたっては、極めて慎重な配慮をのぞみます。
40未満 男性
地域貢献は地方大学において、大きな役目として認識されつつあるが、（ニーズも高いが）、他の研究業績
等との評価基準が確立されていないため、今後の発展については各大学の姿勢（確立した大学において教
員は研究と同様にとらえ積極的に寄与すべき）が問われる。
40未満 男性 自由人でありたい
40未満 男性 国立大学法人もサバティカルをきちんと制度化すべきだと思います。
40未満 男性 かつての大学人のような文化的生活が理想ですが、現実は厳しいです。
40未満 男性 いろいろ文化活動に参加するのは良いと思うが時間がない。研究室の学生のクラブ活動の発表会、練習会などは時々時間を出します。
40未満 男性
労働条件が、同種の他組織に比べ非常に悪いため優秀な人材は大学には残らない。日本の大学教員は、
自分の仕事への興味のために、自分の健康、金銭、家族の生活をすべて犠牲にしてはじめて成り立つもの
である。
40未満 男性
とにかく、雑用が多い。社会貢献をせよとか、アンケートに答えとか。新入生の学力は低下し、高校の補修
授業をやり、１～４年生の相手をし、修士１、２年生の授業も行ない、博士課程の学生の相手を毎週する。こ
れでは、研究を行なう時間がない。落ち着いて考える時間がない。土曜も大学へ出勤し、日曜日も家で仕事
をせざるを得ないようでは、大学教授とは言えない。最近は忙しすぎてあまり研究できない。学内の各種委
員会やアドミニ業務は以前よりも増えたし、評価・評価とやたらと報告書を書かされる。また、校費が減って、
ＣＯＥや科研など、「プロジェクト」にお金が配分されるようになっているのでプロポーザル作りがいそがしい。
40未満 男性 もっとゆとりのある社会から隠居したような生活を送るべきである。
40未満 男性 国立大学の教員は所在地域より国や国際的に貢献すべき
40未満 男性 まずは文化人、教養人であることが第一かと。
40代 女性 教育におけるウエイトが多く、他の文科系学部のように自分の研究にかける時間がとれない。他のライセンスももっているが、なかなか仕事の中で活用できるのに活用させてもらえない。
40代 女性 余暇と仕事のメリハリがあるといいなと思う。
40代 女性
単身赴任中です。日本人には多いと思います。このような人々の家族、子のQOLはどうなのか？個人の住
みたい所、家族との暮らしを支援する教員の転職のサポートがあるべきだと思います。そこらへんの研究を
なさってください。
40代 女性 〔研究〕と〔教育・学内運営〕の分離が、とくに文系教員に深刻。
40代 女性 全体的に流動性が高くなったのは良い面もあるが、家族との同居がむずかしくなってきており、（配偶者の仕事、子供の学業、両親）なんらかの対応策が欲しい。
40代 女性
男性の大学教員は、学生に直接かかわる実習や教務、厚生などの担当をしない傾向にあると感じられま
す。よって女性教員への負担が大きくなり、平日の夜や休日出勤をせざるを得なくなっています。改善を望
みます。
40代 女性 これまで大学教員は比較的時間の融通がつけやすく、地域活動への参加もしやすかったが、今後、そうなりにくくなるように感じている。
40代 女性
30代末に体調を大きくくずし、現在の住まいに引越したが、無意識のうちに10代までに過ごした環境を選ん
でいた。ストレスが大きい仕事だからこそ、住環境が10代と似ている場所を選ぶことをもっと早くからしてお
けばよかったと思っている。健康でなくては地域や学外の仕事も引きうけられないですから。
40代 女性
全く縁もゆかりもない地域に来て、かつ独身でいる場合、少なくとも個人的な生活で地域とかかわるという事
は積極的に関わろうとしない以上全くありませんが、積極的に関わりたいと思うものもないのが現状です。
大学教員として、もっと地域に貢献できるような気安いシステムがあると、少なくとも「教員として」地域の
人々と接する事が多くなるのではないかと思います。
40代 女性 雑用が多いので事務職員でできる仕事はもっと事務職員が任て（ママ）もらいたい。会議も非効率的。地域貢献をしなければならないとの社会からの要請もわかるが、時間に追われる状況が実施をはばんでいる。
40代 女性
毎朝ではありませんが、ラッシュアワーをさけるため６時すぎに家を出て、１日、教壇に立つ仕事は一方で、
研究者としての生活を圧迫します。最近、とくに、大学の義務としての雑用がふえており、問題があると感じ
ています。
40代 女性
大学教員の仕事として最も重要と考えられる学生に対する教育面について、最近は何をする為に教員に
なったのであろうと自問することが多い。それは、大学とは何をするところかが日本においては明らかでない
ことに由来すると考えられる。大学の存在理由が明確でないのに大学教員のあり方を考えるのは筋違いで
あろう。知的興味を持たない若者に学業を続ける意味は無いと感じる。
40代 男性 学部長の強権的活動にヘキヘキ（ママ）している。
40代 男性
任期付きのポジションを転々とするのは、大変です。（金がかかる、仕事が中断される、家族のストレス、親
の介護）今のポストもいやいやながら来ました。このポストはパーマネントですが、一刻でもはやく脱出した
い。昔よりも職としての大学教員の魅力が失われてしまったのではないかと思います。
40代 男性 自由と時間が必要である。
40代 男性 「時間が無い」のが問題であると感じます。
40代 男性 地域社会に貢献できたらとは思うが、専門分野や研究者としてのポジション（若手か中堅か等）によっては難しい場合もあり、一律には行かないように思う。
・こちらに転居して実感していますが、東京近郊の尺度でアンケート調査をすると、違和感のある質問項目
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40代 男性 が出てきますね。又、「近く」という表現もあいまいなので、回答に困りました。・子供、孫がいることが前提の
質問も多く、答えに困りました。
40代 男性 期間雇庸（ママ）ばかり増やして、テニュアを減らそうというトレンドに不安を感じる。
40代 男性 この様な調査を行う場合、どのような形で名簿を入手したのか、対象となるのはどの様な職種・勤務状態の人としたのかを明示してほしい。
40代 男性 あり方などという規範はない方がいい。
40代 男性 社会的常識を有し、理想、空想的であること。
40代 男性
自分が学生時代と現状の教育環境が大きく異っており、仕事が年々増加負担しており、余裕（ゆとり）がなく
なって日々場当たり的な仕事に追われている。助手になって長く、時間が止まっている様な感もたまに感じ
る。都会からの異動流入も多く感じる。
40代 男性 休み日数の法律的なとりきめを行ってほしい。現在４日／月の休みなので。
40代 男性 ゆったりとした時間が必要
40代 男性
大学の役割が“地域貢献型”に変わってきていることは、良いことだとは思うが、もう少し、評価システムの中
で、重視してほしい。それでないと、充分に地域の声を形にすることがしにくく、コミュニケーション不足となる
所も出てきてしまう。最近は研究費の減少で、外部資金導入の必要が生じているが、継続的な研究・教育活
動には向かない面がある。最近、研究者の不正が多いのも、研究・教育の実態と与えられ方が合っていな
いためのように感じる。お金をプールするのは、研究者として、きちんと手続の上許される仕組みをつくり、
管理できれば、研究費の総体も節約できるのではないかと思う。研究費自体が減少し、結果的に出張を減
らし、勉強する機会が、地方の研究者に増えていないか、ちょっと気になっている。
40代 男性 教員もさることながら、事務職員のあり方が、十分なサポートができていない仕組になっている。
40代 男性 個人的に相当働いているのに、仕事をしてない教員がいる。文系の教員が働いているか不明である。個人的に「地域貢献」している余裕がないし、したところで評価されない。
40代 男性 教育、研究、臨床を正しく評価すべき。全く向上心がない、ただいるだけの教官は大学以外に勤務する方向性を指示できる方法を作るべきである。
40代 男性 「金も時間もない！」から脱出するべき。
40代 男性
日本では、大学生の教育について環境が全く整備されていないのでないか。欧米と競争できるレベルの教
育、教育者の研究、環境の整備について、予算を含めた体系通り（ママ）ができていない。教員の個人的・
奉仕的活動に頼っている。又、正当に評価する機関がない。
40代 男性 夫婦ともに週70～80時間くらい働かないと成果がでないが、子育てとの両立はきつい。強力な子育てサポートが欲しいところではある。平日10時間／日だけ預けて（二人）月15万は経済的にもきつい。
40代 男性 医学（臨床）の教員です。8:00～21:00まで大学病院で働き、教員としての仕事は休日（土日も当直や回診があります）の中の空き時間と21:00過ぎに24～26:00まで。何とかならないものでしょうか。
40代 男性 本調査の結果（報告書）を送っていただきたい。
40代 男性 知のゆとりのためにも、労働時間をもう少し減じてほしい。海外での長期研修が必要。
40代 男性
大都市公立大学の惨状に直面して、地方国立大学に移ったが、こちらも独法化後、日に日に研究・教育環
境が悪化している。大学教員にとって冬の時代だ。また、大学間での教員移動の必要性が叫ばれている
が、移動によって失われるものは多すぎる。同じ教員歴であれば一ヶ所に留まった方が、はるかに給与や
退職金が高くなる。移動しても損をしない仕組みにしないと教員の流動化は活発にならないであろう。
40代 男性
私の勤務大学は、地方の三流大ですが、設立時は地元に期待されていた地域密着だったものが、長年の
慣れで、すっかり地方政治の票集めの道具とされ、それが今では某宗教団体に乗っ取られつつあります。
少子化、学力低下で弱体化した地方三流大が潰れ行くのは覚悟していましたが、そこにつけ込んで宗教団
体の野心家に乗っ取られるとは予想外でした。地元との連携無視での宗教家の私物化に晒された大学は、
信者学生だけで生きのびられるのでしょうか？
40代 男性 教育・研究・地域・・・とさまざまな責任と活動が多くやりがいのある仕事ですが常に超勤の状能（ママ）で効率化などが必要で大切なことに大切な時間を使うようにするべきと思ってます。
40代 男性 ・教員自身の生活の質と研究・教育・社会貢献の質が矛盾しないことが望ましいのですが、現状は悪い方へ向かっているかも知れません。建設的なビジョンを期待します。
40代 男性 給与に関してはもっと恵まれるべき。同窓会相場を考えると最低水準である。
40代 男性 大学教員のあり方はない。より自由な研究活動教育活動ができるような、文化を育みたい。
40代 男性 当方、医学系の教官ですが、附属病院の医師も兼任しているため、このアンケートが想定している像とは異なると思います。
40代 男性 忙しすぎる。雑務が多い。もう少し、じっくり考える時間と心の余裕が欲しい。
40代 男性 学内外の仕事のマネジメントを自分ひとりで行うため、「しんどさ」を共有できる人がいないのはさびしい、つらいなぁと思います。どの仕事もつらいものだとは思うのですが・・・。
40代 男性
10年以上前に、大学が広島市内から東広島市内に移転しました。ジェーン・ジェイコブスが、雑然とした都市
の多様性・多重性を「価値ある非効率」と呼んだ、そうした文化－大学以外の人たちと接する場－から離れ
てしまいました。教員・院生ともに、学問の発想が徐々に内向きになってきているのではと心配しているとこ
ろです。実は最近、マンションを購入したのですが、そうした点を考慮して、広島市中心部へ市内電車で気
軽に行ける場所を選びました。来年（今年末完成予定）からは、講演会（ヒロシマには平和運動関係の大物
がちょくちょく来ます）、美術館、球場、飲み屋さんなどが身近な範囲に戻ってきます！（最近痛切に感じてい
ることに関わるアンケートでしたので、長々と書いてしまってすみませんでした。）
40代 男性 有能な人材が公正に評価されるシステムの確立が望まれる。
40代 男性 雑用を減らし学生と向き合える時間、研究に打ち込める時間を確保できるようにするべきである。
40代 男性 教育と研究に時間を費やせるような環境が欲しい。日本の大学は（特に国立）事ムスタッフが弱いので、教員が本来はやるべきでない仕事が多すぎる。
公務員感覚が抜けず、時間に対するコスト意識が無いままに裁量労働制を導入した結果、大学に対して協
力的な教官にとっては、いわゆる「たこ部屋」のような状況になっていると感じる。具体的には、週４０時間程
度で終わるようなことがあり得ない量の仕事が日々降りかかって来ており、残業代も出ないままに、週末に
於いても多くの教官と大学構内で顔を会わせるような状況である。にもかかわらず、研究に費やす時間は
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40代 男性
法人化前に比較して減少し、自分自身も、私人としての生活はほとんどなく、自分自身のテーマについての
進展はなく、大学のマネージメント業務・雑用や大学院生のサポートをするような作業で、時間的には、大学
で暮らしているのと同様の生活である。周囲でも、脳疾患や神経症で休む者もおり、このままではだいがく
はどうなるのかとしばしば考える。実験系の教官としては、技術官等のサポートスタッフが消滅したことが教
育・研究に加えて、機器の導入・管理、使用法の指導といった時間を消費する仕事を追加したという点で教
官の負担増の原因となっていると感じる。人数割合では、文系、それも私学の教育従事が主となる大学教
官が多くなってしまうため、我々の現状が社会に認められることは難しいかもしれないが、かなりひどい状況
であると感じる。また、独立行政法人の研究者（農学系）と話をすると、その多くが忙しい大学には行きたくな
いというような様子であることは良いこととは思えない。
40代 男性 給与は職務に比して高いとは言えないが、社会的には厚遇されていよう。
40代 男性
研究活動を行いつつ教育活動にも熱心に従事すること。研究活動なくしては、学生に十分な教育を行なうこ
とができなくなる。昨今は、研究費（校費）が減額され、また会議等でも多くの時間を割かれ、研究活動を自
由に行うことが難しくなっているが、大学教員である以上、研究活動は続けなくては十分な教育活動も行え
なくなってしまう。
40代 男性 大学教員をひとまとめにして「あり方」を問うのは問題設定が悪く、解釈の方法によって恣意的な結論を導き出しやすい。
40代 男性
独法化されて以来、大学教員としての生活はめちゃめちゃになってしまいました。自由を間違って解釈して
何も研究をしていない教員は正されなければなりませんが、きちんとやってきた者まで様々な面で縛られて
います。又、大学教員が色々な貢献を評価されるようになっていますが、本来は、研究をベースにしての貢
献なのですから、先ず研究を厳格に評価すべきだと思います。
40代 男性 法人化以降、担当の委員会に図ったり報告すらなくドブ一事ム方が独断先行し、そのしりぬぐいをさせられたりしわよせを受けることが増えており、非常に教員の時間と志気をくじいているのが、悲しい現実です。
40代 男性 目先の業績にこだわりなく自由に研究・教育に勤しむべきだ
40代 男性 自由が欲しい。
40代 男性 １年前に、東海大→北海道大に転勤しました。東海大＝田舎in都会、北大＝都会in大自然と対称的で、後者の方が理想的と考えています
40代 男性 集計結果が出ましたらぜひお教え下さい。
40代 男性 休みがもっと欲しい
40代 男性 自由に研究する生活を望む。研究と教育は両立し難い。
40代 男性
効率重視、無駄排除という観点から、人文系教員へのしめつけが年々厳しくなってきているようです。教員
にとっての価値の所在は領域によって多様です。その多様性を許容しない大学行政が全国的に広がりつつ
あるように映ります。
40代 男性 これからは学生を楽しませる教員が必要かもしれません。
40代 男性
できれば大学の近くに住んで、学生を経済的に支援したりできるぐらいの給与をもらいたい。例えば、生活
費の高い私の住む東京では、自宅に下宿をさせたり、月に数万円の援助をしてあげたり、あるいは本を買っ
てあげたり。後継者を育てるためには必要な在り方ではないだろうか。
40代 男性 管理職の選び方が上からの押しつけで、リコール制がない。事務能力の低い事務管理職がいる。
40代 男性 当方の場合、居住地域／大学で分けるほどの距離感はないため、回答しにくかった。
40代 男性 学内での「居心地の良さ（悪さ）」とその原因についても知りたいと思いました。研究が進めやすい（進めにくい）原因についても。
40代 男性 独立行政法人化後、大学内が様々な制約によりしばられてきて、以前のような自由闊達さが失せてきつつある。
40代 男性
大学人は社会の先進的規範を示し、模範とならねばならない。社会情勢に流されるのではなく、社会をリー
ドする生活、思想を持つべきだ。閉鎖的な地方都市においてはしばしば社会と遊離することもあろうが、グ
ローカルな視点から、良き社会の構築へ向けて、地域貢献する姿勢が大切と思う。
40代 男性 こんなに雑用が多くて研究ができるか！
40代 男性 任期制の導入には反対しないが、評価方法をよく検討して欲しいと思います。
40代 男性 とにかく仕事に集中したくてもマンパワーの不足で雑用が多すぎる。経済的な面も含めもっと国は医学を行う者に対して理解する気持ちをもってもらいたい。
40代 男性 数値目標などでしばり上げる前に、自由な研究時間と余裕ある待遇を与えて、業績を上げさせるよう工夫してもらいたい。今の大学教員は忙しすぎ、また余裕を奪われているように感じる。
40代 男性 いろいろな意味で余裕が現在なさすぎると感じています。学生の相手で忙しく地域とのつながり等は非常に弱いものになっています。
40代 男性 同じ仕事をしているのに都市部と地方で給与格差をつけると、地方に研究者は来なくなるだろう。
40代 男性
任期制、テニュア制の導入など、サラリーマン異常に流動化を求める精度がとかく大学教員に適用される
が、セーフティネットは一斉（ママ）なく、きわめて不安定に思える。まずセーフティネットを設置の上、各制度
導入を検討されたい。
40代 男性 学生に対してつねにオープンであるべき。
40代 男性
住居が購入できるほど所得があるかは疑問であり、家も買えないような職業に対して自分自身はやりがい
で動機づけは充分であるが、配偶者にとっては迷惑かもしれない。公・私立にとらわれず、住の確保につい
て教員への充分な配慮を切に希望する。
40代 男性 大学教員は俗事にとらわれず、アカデミニズム（ママ）に徹するべき。
40代 男性 以前は学者バカの名物先生がおられたが、法人化の波は、これらの先生の存在場所をなくそうとしている。出身大学に戻っても懐かしく思うものがなくなって来たのは残念。
40代 男性 教員を労働者として位置づけた研究も必要かと思います。（メンタルヘルスなど）
40代 男性 教授の力を無くす方向で。
40代 男性 自由な発想で、特段のしばりがなく仕事ができることは幸せである。欲を言えばもう少し給料が高ければありがたい。
大学教員の評価基準が、今後のあり方を考える上で重要になってくると思います。1人の教員が何もかも行
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40代 男性 うのは無理ですが、まだ分業体制にはなっていません。会社のように、各人が、やるべき仕事を果たすよう
な仕組に変えて行くべきでしょう。スタープレーヤーは極一部でよいのです。
40代 男性 アンケートのとりっぱなしでなく結果も知らせる義務があると感じて欲しい。インターネット等で公開し、そのURLを調査票を送った人すべてに（葉書等で良いので）連絡することを希望する。
40代 男性 結果（調査結果）について回答者宛にお知らせいただきたい。
40代 男性 もっと研究のための時間が欲しい。
40代 男性 日常があまりにも多忙となっており、研究のための余欲のある時間がほしい。現在の効率化の中では業績は出るかも知れないが、後生に残る研究が出来るかは非常に疑問と思っている。
40代 男性 大学教員がもっとぶらぶらすることを容認する社会でないといけないようにも思う。
40代 男性 ひと口に“大学教員”といっても、大学・学部・専門によってあまりにも大きくかけはなれているため、むずかしいと思う（自分の場合、自らを臨床医、そして臨床の場での医師の教育を担っていると考えている）
40代 男性 医学部教員は、臨床、研究、教育と超多忙であり、かつ、さまざまなリスクを追っている（ママ）。このままでは大学医学部から「人」・医師が消失してしまうのではと危惧している。
40代 男性 私は医師として働いており特殊性の高い部門と思われる。教育も研究も診療もする立場であるがこれをすべてやるのは不可能だと思っている。
40代 男性 いそがしすぎる。このアンケートは個人の特定ができるので調査法としてよくないのではないか？年齢は５才きざみにするとか必要。
40代 男性 ・教員はorganisation（ママ）に携わるべきではない。・大学教員を近視眼的目標で煽るべきではない。
40代 男性
大きな成果が期待できそうな分野・教員に経費を充当するよりも全教員の本務（研究・教育）が底上げされ
るような特殊スタッフ（ＨＰ作成、広報、就職対策、ＯＡ入試の専門家）を充分配置することによって、本来の
教員が力を発揮できるようにしてほしい。
40代 男性 苦労の割に所得が低すぎる。
40代 男性 不安なく仕事生活ができることを望む。
40代 男性 雑用が多すぎる。学内外の委員会等が多すぎる。職員が足りない。所得が低すぎる。予算が少なすぎる。研究費が足りない。
40代 男性 世の中の人がもっているイメージと違って大学教員はサービス業である。勤務も激務といってよい。研究時間の捻出に苦労している。
40代 男性 全般的に教育や学内行政に携る時間が多く、もう少し研究に時間をさきたいと思う。（個人的な意見）　教師は、その反面、研究以外にも学生達のとの風通しを良くすべきだと思う。
40代 男性 大学教員もストレスが大きい。メンタルヘルスケアが必要。
40代 男性 流動性が高いほうが良い。
40代 男性 実際の業務にふさわしい給与体系の確立を望む。
40代 男性
昨今の人文系の大学教員・研究者にも近視眼的成果が求められ、世の中をついでに生きている人間の存
在が大学においてさえ認められにくくなっているのは誠に残念です。私の親族にはそうした人間が多く、よう
やく大学で生きて来ました。また学生を“雇客（ママ）”としか見られない“実務”の考え方が大学教員のあり
方を変えつつあります。変わる頃には定年で、有難いです。
40代 男性 実態無視の文科行政のおかげで雑用にふり回され、教育と研究の時間がありません。
40代 男性 研究・教育にとって本質的ではないこと（たとえば金策）で忙しすぎる。
40代 男性 もっと質の高い勉強をしなきゃいけません。
40代 不明
教育の開発・研究にまとまった時間がとりにくくなっており、一般的に物理的のみならず精神的ストレスが高
まっているように思う。ある程度まとまった時間をうまくつくらないとさらに前に進めないような気がする。労
働時間がコマ切れミンチにいろいろな仕事でずたずたにされないよう、工夫、あるいは支援する態勢がほし
いが、残念ながら当局側にその意識が希薄な感が、今の大学には否めない。
50代 女性 専門職に対する尊重がもう少しあってもよいと思う。
50代 女性 学生、社会に対して大きな責務を負っていると思いますが、忙しくゆとりがないことには疑問を感ずる毎日です
50代 女性
とにかく忙しすぎます。このアンケートに答える余裕が、本日までありませんでした。学問的能力をもつ人材
をそれ以外のことに忙殺させる制度に、疑問と怒りを感じます。このような状況を続けて、日本の学術会が、
世界的レベルを維持できるのかどうか、甚だ疑問です。
50代 女性
真面目に何もかもきちんとこなそうとすると、こなしきれないほどの仕事量があります。結局自分にとって何
が一番大切か（私の場合は、研究と教育）に焦点を当て、他のところは見て見ぬふりでやりすごすしかない
のかなと考えていますが、なかなかに辛いことが多いです。
50代 女性 個々の大学でその特色をうち出しております。その大学で求められる教員像をどれだけ、明確にしているかによって、求められるものがあると思います。
50代 女性 地域貢献といわれる活動には参加しているが、近隣貢献は不可能に近い（時間的に）
50代 女性 この調査結果を貴大学のＨＰなどで発表してほしい。
50代 男性 個々の大学で個々の研究・教員が、できる特色性をもっていきたい。
50代 男性 有能な教員には益々仕事が集中するきらいがあるので、公平性を保つことが大切だと思う。
50代 男性 アンケートは研究手法としてバイアスが入り望ましいものではない
50代 男性
海外研修制度がなくなり、疲へいしている。独法化により、大学間格差が拡大している。さらに、流動性も乏
しい。能力開発と能力の活用が不充分。企業だったらとっくにつかれていただろう。だんだんとつまらない仕
事になってきている。
50代 男性 昔と違って大学教員は忙しくなった。評価や予算等厳しい。もっとゆったりと研究と教育がしたい。学生との交流もできにくい、忙しさのために。
50代 男性 もっと研究を重視すべきである。
50代 男性 とにかく忙しすぎる。
50代 男性 もっと時間的、精神なゆとりがほしい。
50代 男性
教員が教育・研究・組織の維持と運営の全てに関与しなくてはならない状況は正常とは思えない。教育と研
究は本分でありこれを全うすることは教員の責任であるがその他についてはもっと分業制を導入するべきで
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ある。
50代 男性 分野によって相当生活スタイルが違うと思いますが私たちは独法化で売り上げに追われ、疲弊しています。
50代 男性 教育・研究以外の、大学における雑用が多すぎる。便利なはずのＥメールのおかげで（せいで）ますます用が増えている。
50代 男性 学問、研究の自由と独立性を保持するために、多くの雑事から解放されたいと思うが、その前提として、「多すぎる大学」の削減はやむをえないと考える。この考え自体矛盾を孕んでいると、承知しているのです
50代 男性 分野･領域にかかわらず、助手ポスト（含、授業担当）を増やし、若手研究者が大学教員として育つ環境を整備すべきだ。
50代 男性 給与が低すぎる。
50代 男性 流動性（人事面での）が少ない職種なので、もう少し流動性が高くなるような工夫（制度など）が必要かもし
50代 男性 サバーティカのような制度があれば良い（一定年間務めたら）
50代 男性 給与が上がらない、というよりは実質的に下っている。大学教員のステータス、後輩たちの学問意欲高揚のためにも、給与水準をあげる必要がある。
50代 男性 ○世の中の変化のスピードに大学も教員も少し振り回され過ぎているように感じる。○社会のニーズにやや敏感になり過ぎているのかもしれない。
50代 男性 研究・教育に専念すべきである。雑務に時間がとられすぎている。
50代 男性 人減らしで大学教員が事務の下働きや、官僚の単なる思い付きを実行する事務屋になっているのが現状で、度の大学も大差ない。本来の教育や研究に専念できないでどうする。
50代 男性 国立大学の法人化、少子化対策など改革ばかりが先行し、将来に対する明確なビジョンがない現代では若い人達に対して「夢を持ってチャレンジ」しなさいとはとてもいえないのではないでしょうか。
50代 男性 集計結果を何らかの形で返信していただきたい。
50代 男性
文学勤務の医師ですが、いわば職業が２つある状態です。１つは医師もう１つは教員です。仕事の中心は
医師であり、非常に余裕なく働いています。一般の大学教員とは異質です。休みも年間1w程で、考えてみる
と非常に劣悪な生活実態です。
50代 男性 大学人のメセナ（活動）の調査であれば、もう少し具体的な項目の方がこたえやすいと感じた。
50代 男性 最近、独法化以後、忙しすぎて研究時間も授業の準備時間も満足に取れない。大学全般への「ムチ」の入れ方が少し異常だと感じる。
50代 男性
近年の社会全体にある成果主義の風潮は、大学運営の中にも大きく反映されてきており、目に見えるもの、
ことばかりが強調され、じっくり学生と向きあう、基礎的な研究作業などの時間が大きく削がれてきている。
こういう時にこそ、大学の中において、あるいは地域社会に対して「文化」（目に見える芸術やスポーツだけ
でなく、生活のゆとりの如きもの）を主張していかなければならないと思う。大学教員である間はなかなｋ時
間的に地域と関わる余裕がないが、定年になればボランティア等で地域と蜜に関わっていきたい。妻はかな
り地域の人々と交流をもち広くつながりを持っていたが、残念ながら昨年逝去したため日常的なつながりは
途切れてしまった。しかし何かある時、そうした人々のつながりが色々助けてくれることが多い。
50代 男性 「独法化」は私立大学をさらに「改革」に向かわせ、余裕がなくなっている。社会科学系（法学系）では法科大学院が最も悪質な影響を及ぼしている。
50代 男性 私立大学教員はコマ数多く、給与安い。理事会は理解できないバカばかり。国立も大変ですが、私立も大変です。
50代 男性 文科の大学教員というのは、日がな一日、本を読んで、寝て、時にパソコンをいじったりする程度で、調査しても面白いデータは集まらないと思うが。
50代 男性 労働者としての連帯が必要だと思う。（本学には労働組合がない）。よりより教育をしようという方向での雰囲気をつくること。研究意欲をもち続けること。
50代 男性
研究活動にゆとりがなくなり、時間と雑用に追われている教員が多い。大学の教員にあまりにも負担をかけ
すぎているのではないか。ゆとり教育のゆがみを、大学の教員が補習をして回復することは無理である。ま
た教員に学生獲得の営業をやらせることも無理である。研究と教育を忘れてひたすら大学改革に走る大学
経営者を見るにつけ、大学の存在意義は何かを日々問いかけている。
50代 男性 もっとも自由な職業であるべきだ。最近は全く自由がなくなってきた。
50代 男性
とにかく、雑用が多い。社会貢献をせよとか、アンケートに答えとか。新入生の学力は低下し、高校の補修
授業をやり、１～４年生の相手をし、修士１、２年生の授業も行ない、博士課程の学生の相手を毎週する。こ
れでは、研究を行なう時間がない。落ち着いて考える時間がない。土曜も大学へ出勤し、日曜日も家で仕事
をせざるを得ないようでは、大学教授とは言えない。
50代 男性 時間的余裕が無い。競走（ママ）社会は必ずしも効率的ではないと感じる。
50代 男性 給料が安く、労働時間が長い。
50代 男性 精神面で不安定になり易いので、ストレス解消できる施設等が地域・大学近隣にあることが望ましい。
50代 男性 教育・研究以外にかける時間が多すぎる。研究の評価をきちんとして、研究および教育にエネルギーをそそぐべきである。
50代 男性
調査実施者におかれては、時系列な比較研究調査を望みたい。研究条件とした時間的余裕が大学教員に
決定的に不足しており、それがこの５～１０年、あまりにも顕著である。大学行政及び大学自体の実施して
いる「大学改革」は相当程度、的はずれではないかと考えている。とくに教育改革と過度の研究資金の選択
集中は、大きな歪みを大学教員のあり方にもたらしている。
50代 男性 調査結果を何らかの形でopenいただきたい。
50代 男性
法人化、裁量労働制の導入etcによりこの数年の間に国立大学は大きく変化し、教員（特に理系）は過労状
態（労働基準法に抵触するような）になっている。このような変化に焦点を当てたアンケートなら意味がある
と思うが、貴アンケートはあまり意味のあるものではないと感じた。答えなければよかった。
50代 男性 大学教員の本務である教育・研究にもっと打ち込める環境にならないものか
50代 男性 学生との年令が離れるにつれて、教育の手法及び接し方が重要であると実感してきた。また、地域社会と交わりも積極的に進めた と感じ る
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の い てい 。
50代 男性 官舎を新しくして欲しい（アメニティの充実）
50代 男性 もっと自由を。時間がほしい。医学教員の就労時間には厳しいものがあります。
50代 男性 年々自由に研究できる余裕がなくなってきている。業績作りのみに追われている気がする。
50代 男性 質の高い社会貢献をするために、もっと質の高い研究を行うべきだ。
50代 男性 ゆったりとした気持、ライフスタイルで自らの研究、及び学生の教育に従事したい。
50代 男性 勤務実態に関する問いをもっと行った方がよかったのではないか。
50代 男性
近年、教育、研究以外に時間をとられることが多くなった。勤務時間内に本を読んだり、調べものをする時間
がない。それらは勤務時間外のプライベートな時間を使う場合が多い。どこの大学も、どの構成員も同じな
のだろうか。大学・大学人の旧弊が、法人化後ますますひどくなったように思う。
50代 男性
通勤と役職、家事などの仕事に時間をとられ、研究、授業の仕込みの時間がとりにくい。大学教員が「プロ
フェッサー」だったのは昔の話、今は大学で教員という職務で働く「プロレタリアート」ならぬ「プロフェッサリ
アート」。高等教育自体がインフレであるのは自分も大学教員であることも一因であることを思えば、教員の
研究者、「考える人」としての価値の下落も当然ではあるが・・・。学生にブンカだキョーヨーだとエラソーなこ
とを言いつつ自らの生活はごらんの通り非文化的、非教養的、野蛮な「学畜」のそれにすぎない。
50代 男性 教員は忙しくなり過ぎて、教育や研究のためのゆとりがなくなっている。
50代 男性 ○政府の政策についての批判的検討と発言○社会問題への発言（イエス・マンとしてではなく）、責任
50代 男性 社会的な事柄に関心をもち、できる範囲の社会的貢献をしながら教育、研究に傾注することを理想として毎日努力することが大学教員の本来のあり方と考える。
50代 男性 国立大学時代の研究・教育者より法人化後、経営参加者や営業活動が主体になってきており、はなはだ残念である。
50代 男性 大学教員も質が下がり、日本の将来も不安だ。
50代 男性 学生教育にエネルギーを使うべき。他の仕事（会議、教育以外の教務の仕事、出張（会議））が大すぎて（ママ）本来の仕事を置きざりにしている。学生のみている前で仕事をすべきである。
50代 男性 アンケートの項目が多すぎる。交錯した問もある。もっと答えやすいアンケートを
50代 男性
親の職業との関連や資産の所有状況は、企業の幹部社員や高級官僚と差異はあるのだろうか。誰もが接
近可能な職業と言えるだろうか。大学教員の職位が少なく偏在していて、量住まいの人も多いのではない
かと推測する。実際はどうなのだろうか。非常勤講師に多くを任せる大学が少なくなく、かつ彼らの生活が困
難を極めることもさることながら、講師・助教授層が教育・行政事務に忙殺される私立学校も多い。その実際
を明らかにすべきで、研究者の養成が今後滞ることも予想される。
50代 男性 大学教員の場合、多くは固有の哲学をもって生きているので、枠にはめて考えるのは困難だし、又、そうすべきではないと思う。
50代 男性 （研究レベル　見識）→発展途上国なみで低い→引き上げる必要。
50代 男性 雑務からもう少し解放されたいと思っております。（私の場合、インターンシップを担当しており夏休みがほとんどありません。）
50代 男性 レッドゾーンを越えて働きすぎているような気がする。法人化してから無駄な仕事がますます大くなった（ママ）と思われる。
50代 男性
このようなアンケートは初めてで結果のまとめを大変楽しみにしております。この一ヶ月以上は土日も深夜
まで実験で働いており、一年を通して安心して休める日というものがありません。最近の能力成果主義のた
めに、論文を出さなければクビになるというストレスがかなり重く負担となっております。失礼致しました。
50代 男性 勤務時間の割に給与が低い
50代 男性 ・大学教員（医学部）の処遇改善を（少くとも（ママ）労働基準法は遵守すべき）・大学院の講座をふやすのではなく、１講座あたりの定員をふやすべき。
50代 男性 もっと経済的ゆとりをもって教育する環境が必要である。複数の子どもを持ってはじめて多様な若者を相手に教育ができると思うが現在の経済状態では無理である。
50代 男性
最近はアメリカ流の業績主ギがさけばれています。日本的な研究スタイルの“良さ”が失われていくように思
い残念です。教員は皆世間で考えるよりはるかにかなり真面目だと思います。長いスパンでの研究を大切
にしたいものです。
50代 男性
本務以外の仕事の量を減し、大学教員本来の教育と研究がゆとりをもって行える環境が戻ってほしい。独
立行政法人化によって全ての事項に効率化を求められるようになり、職場のなかでの人間関係、労働環境
が殺伐としてきたようだ。
50代 男性 沈思黙考の時間を確保したいものだが、現今はとにかくあわただしい（事務的処理で）。これもそう。
50代 男性 能力に応じて待遇を改善してほしい。
50代 男性
研究者・教員として、たとえば、地域とのつながりを深める、といった意味で忙しい思いをするのは大変だと
は思いませんが、大学・学部の運営などにかかわって忙しいのは正直つらいです。こういうのを、まかせら
れるような組織体制になっていけばいいと思います。
50代 男性 提出書類が多い。大学十無から多くの書類が添付メールで大量に送られて来るのを読むのが大変である。
50代 男性 国立大学の法人化は、何の良い点も持たらしていない。定員削減にやっきになっている。大学として寂しい限り。
50代 男性 アカデミズムに撤すべき（ママ）
50代 男性 恵まれている方であるとは思っているが、もっと時間が欲しい、というのが率直な願い。
50代 男性 生活実態を調べるとすれば、１週間の生活パタンが分かるような情報を採れば良かったのではあるまいか？
50代 男性 宛名の所属がちがいます。工学→農学
50代 男性 地域社会での尊敬される職業と言えなくなっている。なぜなら忙しすぎ（仕事で夜遅く、学生との交流で土日を使うため）地域社会との交流の時間がない。仕事柄一部地域と交流しているのみ、であるから。
50代 男性 プロとしての自覚が無い教員が増えてきた。もう少し励張る（ママ）べきだ
私は教員というより臨床医 特に産婦人科でこのアンケートに合わないと思います。このアンケートの対象
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50代 男性
、
の方達の苦労も解りますしより生活向上をめざすのは良い事ですが私は教育と臨床と研究・実習生、研修
医指導としてるのに給与は教員としての給与のみです。３倍以上仕事してるのですから３倍下さい。どうして
３０年以上それでやって来れたかというと私の奉士（ママ）の精神とすばらしい人格、そして社会に対するボ
ランティア（仕事と思わず）だと思って来ました。
50代 男性 １．研究時間を十分に取れない　２．研究を評価するシステムができていない　３．研究環境を良くする学内システムが無い
50代 男性 １．大学教員に適合した生活の回復を切望している。２．学術、教育活動に専心する自治的大学の一員。
50代 男性
研究業績のある研究職の教員と、教育に専念する教員とを明確に区別し、研究職の教員については10年ぐ
らいできちんと業績評価をすべきだと考えている。特に語学の教員については会話や作文の指導もできる
人を採用し、体育同様教授・助教授とは違った教育職の肩書にしてもよい。研究上の業績も必ずしも必要は
ないと思う。逆に研究職については、校務上の負担を軽減し研究費を拡充すべきだと思う。
50代 男性 現在の大学につとめ始めたとき（１８年前）と比べ、会議の数、学生集めに割く時間が非常に多くなり、生活全体にゆとりがなくなってきている。
50代 男性 教育・研究を通して社会への寄与ができるとよい。特にユニークで新しい研究に取り組むことが大切。
50代 男性 誠実であること。
50代 男性
医学部の臨床系教員の場合、教育・研究に加え診療、さらに年長になるとマネージメントの責もおわされ、
あまりにも多忙です。教員についてもそろそろ機能分担（教育主体、研究主体、診療主体etc）を考えるべき
時代になったのではないかと考えます。
50代 男性 大学教員が会議や社会的活動に忙殺されて、研究時間が大幅に制限されている現状は、望ましくないので対策が必要だと思います。
50代 男性 勤務地や身分には教育・研究上の実績がもっと反映される方が良い。
50代 男性 大学教員なら、もう少し教師らしく生きるべきだと思う。本音でいえば、学生・授業は嫌いの人もけっこういるから・・・。
50代 男性 地域行政－市民との交流に積極的な貢献が望ましい。
50代 男性 良く判らないアンケートですね。何を知りたいのでしょうか。
50代 男性
大学の存亡が問われる中、教員の労働条件が厳しさを増している。新学科の開設などに伴う諸準備や学生
募集（オープンキャンパス）活動などルーチンワーク以外の仕事が多くなり、多忙のため本来の教育・研究
に集中できずにいる。苦しい毎日である。
50代 不明
現在の大学の組織は一般の人から見ている程、きちんとはしておらず総責任体制となっているようだ。特
に、管理職の責任が見えず、仕事ばかり多くなっている。大学としての方針をたて、それに向かって責任を
持って進んでいけるような組織となってもらいたい。
50代 不明 事務官がリストラされ、雑務が増えた。研究費が少ない。自宅研修がはるかに効率がよいのに許されないのはおかしい。
60代以上 女性 質問で地域社会というときどの大きさの範囲なのかよくわかりませんでした。
60代以上 男性 実質的な休日が欲しい
60代以上 男性
教員の研究・教育・学内行政等にかかわる勤務時間のバランス、給与、職員厚生、さらに多様な活動が要
請される教育とりわけ学生との関係、各種ハラスメント関係の問題などに関する質問項目があれば、もっと
教員の生活実態の真の姿をとらえることができたのではないでしょうか。いずれにしろ、こうした調査により、
よりすぐれた職場環境や教員・研究、生活のレベルの向上につながってくれることを祈ります。ご苦労様で
すが、こうした調査に基づく提言などをしていただければ幸いです。
60代以上 男性 夏目漱石の時代の大学教員にあこがれて職を得たが、現実はどんどん乖離して行った。あまりにも業績主義、効率主義がまかり通り、真のスペシャリスト、エリート養成ができない。
60代以上 男性 60歳で一旦定年にして、創造力、知力、体力ある人には年俸制で働いてもらうシステムに改変した方が「大学」にとってはよい。
60代以上 男性
余りにも諸用事（会議、書類作成など）が多過ぎる。また入試も多過ぎ、その会議や準備などに追われ、人
によりけりでしょうが、勤務時間内（大学勤務中）に研究資料や論文の読解等がなかなかできず、いつも何
かに追われている。そのような事なく、心静かに研究等に沈潜できるゆとりが欲しい。
60代以上 男性
１）大学教員は研究に基づく教育であるので、十分な研究条件が整備されるべきである。２）国際化社会に
おいては、語学教育は不要である。専門教育を通じて外国語で講義を行ない、遠隔ＴＶ会議システムを活用
して海外の大学と交流すべきである。
60代以上 男性 この数年、教員の研究時間は殆んどゼロに近いところまで追いこまれている。研究時間についての問いがないのはおかしい　変な調査と思う
60代以上 男性 私は企業から大学にきました。企業経験者を更に積極的に採用し、一方では大学人を企業で働く場を与える相互交流が必要と思います。一方、教育方法についての工夫が必要と思います。
60代以上 男性 アンケートの内容と主旨の対応に疑問を感じた。問いの内容から生活のどのような実態が浮かび上がるのだろうか！実態・志向？
60代以上 男性 地域社会への貢献も必要だが、教員全員に強いて研究活動がおろそかになるのは避けるべきだと思う。研究教育による社会貢献が一番効率的だと思う。
60代以上 男性 大学教員の仕事が年々増加し、研究に使うことができる時間が減っているのが残念。教育も大切だが、研究機関としての大学も育成していかなければならない。
60代以上 男性
最近、研究・教育、社会貢献の一つ一つを毎年調査し評価されるようになり、各人の自由な研究やライフス
タイルが認められなくなり、窮屈になり、報酬や研究費は削減され、大学教員であることのメリットや動機づ
けが大きく低下している。
60代以上 男性
☆独法化しても教員一人一人の意識は以前のままで何の変化もない。“慣例に従う”という言葉が公式に通
用する大学では国の期待には沿えないだろう。　☆県庁所在地から片田舎へ本部が移転したことがどのよ
うな経済的な影響があったのか？大学の地位はどうなったのか？疑問である。
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60代以上 男性
法人化になって、教育と研究の優先度が変ってしまった。理系では外部資金導入のために修士の学生は労
働力となっている。大学は教育が基本でなかったのだろうかと考えさせることが多くなった。「学生も受験勉
強そのままで大学の授業を聴講していることが多く、自分が選択した科目でも理解していない」という事に気
づいていない。
60代以上 男性 プロ意識を持って仕事をすべきだ。
60代以上 男性 教育について、原則をきちんともった上で学生と接すること。研究について、徹底的に資料を収集した上で論文を書くべき。
60代以上 男性 もっといきいき　地域の仲間
60代以上 男性
大学教員としての本業に専念すべきで、その態度を学生に見せることによって真の教育を伝えることができ
る。このアンケートは、地域と（ママ）重視することを期待しているようだが、そのような教員は大学を直ちに
退職して、地域活動に専念すべきである。大学教員とは、プロの中のプロでなければならない。このようなア
ンケートはある恣意的な目的に悪用されると思われるので、警告する。
60代以上 男性 大学教員も、社会人としての常識、マナーが必要である。そのためには、社会経験年数を義務化すべきだと考えます。
60代以上 男性 民間でできることは民間で！大学でしかできないことを大学で！大学教員は社会で脚光を浴びるべきではない。社会に警鐘を呼らす（ママ）、カナリヤであるべきではないだろうか。
60代以上 男性 このアンケートがどのように利用されるか知りたいです。Samplingの仕方によっては、かなり偏る結果が出てきそうな気がします。地方大学の先生方と都市の大学での差が大きいように思います。
60代以上 男性 要層別化（旧帝大or文科相の運営費らは金額の高い大学）とそれ以外は同列に論じ得ない。評価授与機構助教授は大学教員ですか？
60代以上 男性 questionaireが不適切な箇所がある。
60代以上 男性 本来の仕事である研究や教育よりも予算獲得のための作文、外部評価用の調書等々雑用が多すぎる。折角の能力が有効に使われない状況にある。専門家としての知識を活かせる環境作りが必要である。
60代以上 男性 ○研究の必要上数多くの知人は勤務地の他全国にいます。○本も発刊していますがそれを記入する欄がありませんでした。
60代以上 男性
○大学教員の質向上にもっとも必要なことは、十分な研究時間・研究条件を保障することだ。○長期的視点
に立った基礎研究を重視することが必要であり、その上での先端研究でなければならないと考えられるが、
いかかですか。○東京大学が浮き足立つことによる悪影響を真険に（ママ）考えて頂きたい。○以上の意味
で、今日本来の学問研究の在り方が問われていることをお考え下さい。
60代以上 男性 研究・教員のプロ意識！！。
60代以上 男性
調査のご趣旨が「地理的な活動範囲」との由、我々大学は中規模地方都市に立地する大学故、その点に関
しては特段の不便を感じるところまでには至っておりません。それにつけても、現今の大学を取りまく環境の
厳しき折、毎日多忙を極めており、本業の研究時間に否応なくしわ寄を来たしているところが悩ましい問題
です。で回答が遅れましたことお詫びいたします。
60代以上 男性 現在の大学では、海外との電話ができない仕組みとなっていて、大変こまっている。（自宅からすることになる。）
60代以上 男性 忙しすぎる。管理者は教官の雑用を減らす努力を全くしていない。
60代以上 男性 忙しすぎる。若い人にかわいそうだ。
60代以上 男性 ・研究と教育を両立させることが益々困難になってきている。　・教育に熱心に取り組んでいる教員も研究業績（論文）とは別に評価されて然るべきと思うが。
60代以上 男性 近年、サラリーマン的になっていて、教育者研究者としての自覚と誇りがもてない人が増えている感がある
60代以上 男性 何とナンセンスなアンケートか！
60代以上 男性 誠実さと謙虚さです。
60代以上 男性 研究・教育以外の仕事（たとえば複数の委員や会議）が多すぎる。
60代以上 男性 学生に信頼されること。授業の中味。日常生活の態度。
60代以上 男性
私大は教えるコマ数と委員会数が多過ぎ、研究の時間が十分取れない。教育・研究に熱心な教員とそうで
ない教員を区別し、それによってきちんと教育・研究の評価をし、サバティカルなどを与える評価の方法が確
立していない。それが待遇に結びつくような制度の確立が望しい（ママ）。また、５年に一度tenureを見直す
ような制度もあるといいと思う。
60代以上 男性
①研究６：教育４の割り合いで時間を使いたい。②研究が充実し成果をあげれば教育にプラスが多い。③レ
フェリーつき学会誌に年２本程度の論文を発表したい。④研究関連のフィールド（小・中・高の教育現場）と
はつとめて交流したい。
60代以上 男性
研究はともかく、教育の成果は不分明なものだから、長期展望での成果・結実は自負を持続する必要があ
る。いわゆる時流を気にする教員が多くなってきたように感じられる。それを無視することはないが、対応の
仕方は考え続けなければなるまい。専門職としての倫理観が必須であろう。
60代以上 男性 画一的なあり方はないと思います。教育・研究の自由と独立を阻碍するような制度が仮に出来るようであれば、その制度の外に立つことも覚悟としては必要ではないでしょうか。
60代以上 男性 研究と教育を十分に両立出来るように頑張っている。これこそ現在の教育者の使命と考えている。
60代以上 男性
研究と教育に情熱を持ち、「安易に社会に貢献しようとする」べきではない。文化、科学レベルを高く維持す
る使命をもっていることを認識する。大学教員は教育・研究に金を使う人間であり金を稼ぐ人間でないことを
誇りに思うべきである。
60代以上 不明 時間にゆとりの有る生活が不可欠である。最近は最悪である。
60代以上 不明
大学教員は総合商社のように、研究、教育、地域貢献、国際的活動、学会役職、学生指導、論文指導、就
職の世話、委員会活動、プロジェクト発案（plan, do, act）等々全てをこなすよう要請され、身心共疲れるか、
自宅での研究を余儀なくされ家庭生活が乏しくなかしている（ママ）場合が多いと感じます。男性の場合は家
庭で暴君が多いようです。「あり方」の研究は意義があると思いますが、deep insightとなるよう希望いたしま
す。
60代以上 不明 私学の教育・研究環境をもう少し良くしていただきたい。
不明 女性 女性の教員の採用率を上げる必要がある。大学は男性中心の論理で動いており、子育て中や介護のある
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女性にとっては働きにくい職場だと思う。
不明 男性 詳しく回答すると、本人を特定できそうな質問ですね。（アンケートへの意見）
不明 男性
・このようなアンケートを直接送りつけてくる発想が理解しかねる。もしこのようなアンケートが３～４件来た
ら、私の研究時間はどうなるのか。・自分のやっている仕事が「正当」であるという変な自負がありすぎるの
では？・「質の向上」といいながら経済的条件についてなんら調査がないのは何故か。・執拗に「市町村」名
を問うのは何故か。違う意図を感じるが・・・。
不明 男性 調査の意義が不明瞭　設問が不適切
不明 男性
出身大学・大学院や研究領域、年齢などから、個人を特定しようとすると可能に思われます。これらに対し
ては失礼かとは思いますが、未回答とさせていただきました。（東京のような大都市とは違い、地方はこれだ
けのデータで個人が特定できますので）
